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編集方針
　大和ハウスグループCSRレポート2012詳細版は、「社員憲章」にもとづいて重視する「6つのステー
クホルダー」※に「プロローグ」「CSR経営の基盤」を加えた8項目について、2011年度に取り組んだ
CSR活動の結果を報告しています。各ステークホルダーへの取り組み報告は、「基本的な考え方」「活
動の総括」「今後の課題」にて構成し、活動の全容が把握できるようにしました。
　また、当年度より、従来のhtml形式をPDF・デジタルブック形式とし、機能面では検索性に主眼を
置いて、関連情報へリンクするようにしました。今後も既成の枠組みにとらわれない自由なCSRレ
ポーティングスタイルを追求し、ステークホルダーの皆さまにとって読みやすいCSRレポートをめざし
ていきます。

※「社員憲章」に基づいて重視する6分野のステークホルダーである「社会」「環境」「お客さま」「株主」「取引先」「従業員」のこと。
　2006年度～2011年度のCSR自己評価指標の6分野でもあった。なお、CSRレポート2012詳細版は、従来の枠組みとしています。

2012年度は、CSRレポート〈ダイジェスト版〉、CSRレポート〈詳細版〉を
PDFにて作成しました。Webサイトよりダウンロードしてください。

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/

Webサイト
● CSR活動の報告ブログ
● CSRレポート〈ダイジェスト版〉ダウンロード
● CSRレポート〈詳細版〉ダウンロード

想定している読者対象
お客さま、株主・投資家、お取引先、従業員、地域社会、NPO・
NGO、行政など幅広いステークホルダー（利害関係者）を対象と
しています。

報告対象期間
2011年度（2011.4.1～2012.3.31）を基本として、必要に応じて
2010年度以前・2012年度以降の活動内容も掲載しています。

発行日
2012年6月
（次回発行予定：2013年6月）

報告対象組織
大和ハウス工業を中心に大和ハウスグループ全体（2012年3月
31日現在、連結子会社74社および持分法適用関連会社13社）に
ついて報告しています。

参考にしたガイドライン
環境省「環境報告ガイドライン（2012年度版）」、GRI（Global 
Reporting Initiative）「サステナビリティリポーティングガイドラ
イン第3版」、「ISO26000」
＊本レポートとGRIガイドラインとの対照表をWebサイトに掲載  
　しています。

本レポートについてのお問い合わせ先

大和ハウス工業株式会社
CSR推進部 　TEL 06-6342-1435 
環境部       　TEL 06-6342-1346

未来を担うこどもたちが向かう
街に、持続可能な社会実現へ
の決意を込めました。
彼方に広がる街のシルエット
は、これから新しく生まれる街
を象徴し、震災からの復興とい
う願いも盛り込まれています。

CSRレポート2012
表紙デザインについて（　　　　　 ）

詳細版
（PDF）

ダイジェスト版
（PDF）

専門的情報
（詳細情報）

CSRトピック

社会 環境 お客さま 株主 取引先 従業員

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/


関連項目へのリンクについて

記載項目に関連した情報へは「関連項目」の箇所をクリック
すれば移動する事ができます。

CSR活動のあゆみ・主な受賞歴・GRIガイドライン対照表の下
線のある箇所からも関連情報へ移動することができます。
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当社グループのWebサイトには、CSRレポート詳細版のほかにも、
数々のCSR関連の情報を掲載しています。

Webサイトでご覧いただける
CSR関連コミュニケーションツールのご案内

We Build ECOサイト「大和ハウスとエコ」
環境とのよりよい共生を目指して、当社が取り組んでいる活動を
紹介する環境総合サイトです。

環境関連

http://www.daiwahouse.co.jp/eco/

教育支援活動
当社グループの教育支援活動の紹介と授業実施等のお問い合わ
せの受付をしています。

社会関連

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/education/

ANNUAL REPORT（アニュアルレポート）
当社グループの1年間の経営報告をわかりやすくまとめたレポートです。
PDFのダウンロードができます。

経済関連

http://www.daiwahouse.com/annual/index.html

決算短信
当社グループの決算情報をPDFでダウンロードできます。

http://www.daiwahouse.co.jp/company/kessan/m_index.html

こどもエコ・ワークショップ
小学生とその保護者を対象に実施している「家模型づくりワーク
ショップ」についてご紹介しています。

http://www.daiwahouse.co.jp/eco/event/

大和ハウス工業の桜保全活動
本誌でも一部を報告している奈良県・吉野山の桜を保全する活動
をご紹介しています。

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/sakura/index.html

ステークホルダーミーティング
ステークホルダーの方々との積極的な情報開示と対話の様子を
ご紹介しています。

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/

CSRレポート詳細版のページの見方
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関連項目 ダイワハウスの森林住宅地

関連項目 森林住宅友の会「スローナ倶楽部」

関連項目 NASホームページ

健康や自然を志向したスローライフをサポート
「社会」との共創共生

豊かな自然に囲まれた環境の中で、都会並みの
インフラを整えた森林住宅地を展開 大和ハウス

工業

スポーツを通じて皆さまの健康増進に
寄与します グループ

会社

別荘ライフや田舎暮らしをサポート
（森林住宅地）

健康志向のライフスタイルを支援
（スポーツクラブ事業）

時代にふさわしいライフスタイルの一つとして、森林
住宅地での暮らしを提案しています。

自身の体力にあった健康づくりを促す生活改善プロ
グラムに取り組んでいます。

四季折々の表情を身近に感じられる大自然の中で、豊かな

時間を過ごしていただきたい。大和ハウス工業はそんな願い

のもと、1973年より全国14ヵ所で森林住宅地を展開していま

す。森林住宅地はそれぞれに雄大な山、美しい海、静かな湖な

どの自然との共生を図りながら、舗装道路や上・下水道などの

ライフラインも完備させています。ほとんどの分譲地が温泉

付きで、常駐管理員による巡回点検や道路、公園などの維持

管理、街路灯の設置など、オーナー様の安心・安全への配慮も

行っています。

また、ガーデニングなど趣味を楽しむセミナーやオーナー

会などのイベントも実施。自然に包まれてゆったり暮らす永住

地として、また、都会の喧騒を離れて休日を過ごす別荘地とし

て、スロー＆ナチュラルライフをご提案しています。

ガーデニング講習など定期的に
オーナー会を実施

管理員が巡回パトロールを行っている
ので留守中も安心

ロイヤルシティ阿蘇一の宮リゾートの
街並み風景

近年、過食と運動不足により健康を害する方が増加してい

るなか、運動の重要性は従来にも増して高くなってきていま

す。スポーツクラブNASでは全てのお客さまが心身ともに健康

で豊かな生活を過ごしていただくために安全で楽しみながら

目標が達成できるようなプログラムをご用意しています。

運動への一歩が踏み出せない多くのお客さまのために、

NASオープンカレッジ※1をご用意し、多くのお客さまよりご好評

をいただいています。更に、60歳以上のお客さまの健康増進・

生きがい作りを目的に、NASロイヤルサポーターズ倶楽部※2を

ご提案するなど、より多くの皆さまの健康増進に貢献します。
※1　NASオープンカレッジ:誰もが気軽にさまざまな運動レッスンを楽しめる

もので、スタジオ・ジム・プールにおけるさまざまなレッスンを短期・安
価・分かり易い内容で提供。

※2　NASロイヤルサポーターズ倶楽部:60歳以上のお客さま専用のお部屋を拠
点に、健康講座・運動・体力測定・地域児童へのボランティア活動を実施。

生活改善プログラムの提案 グループ
会社

東京都多摩市の市民の皆さまの健康・体力チェックを通し

て、自身の体力・年齢に見合った健康づくりを選択してもらう

ことを目的とした「けんこう多摩手箱スポーツまつり」に協力

しています。

NASでは「ストレッチ＆筋力トレーニング」など、運動を習

慣づけるきっかけとなるさまざまな体験コーナーを担当。イ

ベント参加者のうち多くの方がNASのブースに参加されまし

た。
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関連項目 森林住宅友の会「スローナ倶楽部」

関連項目 NASホームページ

健康や自然を志向したスローライフをサポート
「社会」との共創共生

豊かな自然に囲まれた環境の中で、都会並みの
インフラを整えた森林住宅地を展開 大和ハウス
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のもと、1973年より全国14ヵ所で森林住宅地を展開していま

す。森林住宅地はそれぞれに雄大な山、美しい海、静かな湖な
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会などのイベントも実施。自然に包まれてゆったり暮らす永住

地として、また、都会の喧騒を離れて休日を過ごす別荘地とし

て、スロー＆ナチュラルライフをご提案しています。

ガーデニング講習など定期的に
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管理員が巡回パトロールを行っている
ので留守中も安心

ロイヤルシティ阿蘇一の宮リゾートの
街並み風景

近年、過食と運動不足により健康を害する方が増加してい

るなか、運動の重要性は従来にも増して高くなってきていま

す。スポーツクラブNASでは全てのお客さまが心身ともに健康

で豊かな生活を過ごしていただくために安全で楽しみながら

目標が達成できるようなプログラムをご用意しています。

運動への一歩が踏み出せない多くのお客さまのために、

NASオープンカレッジ※1をご用意し、多くのお客さまよりご好評

をいただいています。更に、60歳以上のお客さまの健康増進・

生きがい作りを目的に、NASロイヤルサポーターズ倶楽部※2を

ご提案するなど、より多くの皆さまの健康増進に貢献します。
※1　NASオープンカレッジ:誰もが気軽にさまざまな運動レッスンを楽しめる

もので、スタジオ・ジム・プールにおけるさまざまなレッスンを短期・安
価・分かり易い内容で提供。

※2　NASロイヤルサポーターズ倶楽部:60歳以上のお客さま専用のお部屋を拠
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生活改善プログラムの提案 グループ
会社

東京都多摩市の市民の皆さまの健康・体力チェックを通し

て、自身の体力・年齢に見合った健康づくりを選択してもらう

ことを目的とした「けんこう多摩手箱スポーツまつり」に協力

しています。

NASでは「ストレッチ＆筋力トレーニング」など、運動を習

慣づけるきっかけとなるさまざまな体験コーナーを担当。イ

ベント参加者のうち多くの方がNASのブースに参加されまし

た。

国内外の動き

● 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法が施行

主な施策・活動トピックス

経済産業省のBEMS導入促進事業におけるBEMSアグリゲータに採択、BEMSアグリゲータ（エネルギー利用情報管理運

営）事業を開始。

「スマ・エコ オリジナル」搭載の「D-HEMS」がＨＥＭＳ導入事業の補助対象機器に指定されました 

国内外の動き

● 放射線物質汚染対処特別措置法が施行

● COP17・COP/MOP7開催（南アフリカ）

● 東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法が施行

主な施策・活動トピックス

共　通

● 「トゥルコキ中学校（Tuol Koki Secondary School）」建設のための寄付を行いました 

● 2年連続「世界で最も持続可能な100社」に選ばれました 

● 仮設住宅入居者に日曜大工の材料と工具を提供します 

● 「リサイクル・ブック・エイド」に参画します

● 桃･柿育英会「東日本大震災遺児育英資金」への寄付について 

● 東日本大震災被災地施設に対する セラピー用アザラシ型ロボット「パロ」の貸与について 

● 「大和ハウスグループ　CSRレポート2011」発行

● 東日本大震災被災地施設に対する セラピー用アザラシ型ロボット「パロ」の貸与について

● 東日本大震災の東北被災地への「ＬＥＤ街路灯」の寄贈について

● 大和ハウスグループの東日本大震災に対する義援金の寄付について

▼ 2012年度　

▼ 2011年度　

 安全・安心　　　スピード・ストック　　　福祉　　　環境　　　健康　　　通信　　　農業ア ス フ カ ケ ツ ノ
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CSR活動のあゆみ
その他

項目ごとに報告対象範囲（バウンダリー）アイ
コンを設定しています。

大和ハウス
工業

大和ハウス工業（単体）の取り組み

グループ
会社

特定のグループ会社（1社）の取り組み

大和ハウス
グループ

大和ハウスグループ（2社以上）の取り組み

http://www.daiwahouse.co.jp/eco/
http://www.daiwahouse.co.jp/eco/event/
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/sakura/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/education/
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/
http://www.daiwahouse.com/annual/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/company/kessan/m_index.html
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編集方針 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  1
目次 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  3
プロローグ（共に創る。共に生きる。） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  5
Top Commitment-会長メッセージ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  11
Top Commitment-社長メッセージ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  13
大和ハウスグループのCSR - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  15
実践報告ハイライト（震災復興支援①）　被災された方々の立場に立った支援活動

─大和ハウスグループの東日本大震災への取り組み - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  17
実践報告ハイライト（震災復興支援②）　被災地に求められた、再出発の住まいづくり

─東日本大震災で壊滅的な被害を受けた宮城県仙台市若林区荒浜からの再建 - - - - - - - - - - - - - - -  19

CSR経営の基盤
基本的な考え方 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  22
大和ハウスグループの概要 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  23
業績ハイライト - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  25
CSR活動の改善に向けた新たな目標設定 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  27
CSR自己評価指標（CSRインディケーター）ダイジェスト版 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  28
ステークホルダーミーティング - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  29
CSR自己評価指標（CSRインディケーター）詳細版 2011年度実績  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  31
CSR自己評価指標（旧6指標）2011年度実績  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  35
コーポレートガバナンスの推進  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  39
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大和ハウスグループは、幅広い事業を通じて

人が心豊かに生きる社会の実現を目指すとともに、

「共創共生」をテーマにCSR活動を推進しています。

大和ハウスグループはカンボジア王国の学校建設や井戸建設
のための寄付支援を2008年度から継続して行っています。
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大和ハウスグループが建設した
グループホーム「なつぎ埜」にて

の

社会と共 に歩む。

「心のケア」による復興支援
〈宮城県仙台市〉

震災からの復興に向け、
物心両面での被災地支援を続けます。

※1 「パロ」は株式会社知能システムの登録商標です。
※2 「メンタルコミットロボット」は独立行政法人産業技術総合研究所の登録商標です。「メンタルコミット
　　ロボット パロ」は、ギネスブック（2002年）にも認定されている「世界で最もセラピー効果があるロボッ     
　　ト」。 効果は世界中で実証され、現在日本でも介護福祉分野での導入が進んでおり、当社グループでは
　　2010年11月より販売を始めました。

宮城県のとあるグループホーム。建物はグループホーム型の仮設住宅です。配慮された生活環境
と共に、失われていた日常も戻りつつあります。そのなかで、アザラシの赤ちゃん型ロボット「パロ」※1

が笑顔の輪をつくりだします。 ─私たちは、2011年6月から、被災地の介護施設に入居されて
いる方々の心のケアを目的に、「メンタルコミットロボット※2パロ」計50体を2年間無償で貸与する活
動を開始しました。日本は今後、復興への長い道のりを、被災地と共に歩むことになります。これ
からも物心両面で“私たちにできる支援”を続けていきます。
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　　2010年11月より販売を始めました。

宮城県のとあるグループホーム。建物はグループホーム型の仮設住宅です。配慮された生活環境
と共に、失われていた日常も戻りつつあります。そのなかで、アザラシの赤ちゃん型ロボット「パロ」※1

が笑顔の輪をつくりだします。 ─私たちは、2011年6月から、被災地の介護施設に入居されて
いる方々の心のケアを目的に、「メンタルコミットロボット※2パロ」計50体を2年間無償で貸与する活
動を開始しました。日本は今後、復興への長い道のりを、被災地と共に歩むことになります。これ
からも物心両面で“私たちにできる支援”を続けていきます。
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美しい景観を守る街づくり
〈千葉県市原市「かずさの杜 ちはら台」〉

住民の皆さまと共同で提案した美しい街づくりのための計画案が
日本で初めて※1、市の景観計画として施行されました。
大和ハウス工業は、大規模戸建分譲住宅地「かずさの杜 ちはら台」※2において、豊かなコミュニティを育
む基盤となる美しい景観を備えた街づくりを推進しています。例えば電線を地中化し、道路空間を居住
者のためのコモンスペースとして整備するなど、さまざまな工夫を行っています。さらに自然と調和し、統
一感のある良好な街並みを維持するため、住民の皆さまや共同事業者と共に、景観法に基づく景観計
画案を提案しました。これが、2011年4月1日、市原市の景観計画として施行され、住宅の色彩や屋根勾
配、壁面後退距離、生垣や高木の設置などのルールの実効性を高めることができました。大和ハウスグ
ループはこれからも、住まう人 と々共に街の未来を考え、美しい街を地域と共に育んでいきます。

※1 景観法第11条の「住民等による提案制度」を利用して、事業者と住民が素案（景観計画案）を添えて景
観計画策定の提案を行い、その素案内容に基づいた景観計画が策定・施行された事例としては全国初
（2011年4月1日現在 事業者調べ）となるもの。

※2 千葉県市原市北東部に位置し、総区画数326区画、総面積約9.1ha（千葉マリンスタジアムの約2.5倍）。
うち、当社の分譲区画数163区画。

Daiwa House Group   　　 CSR Report 20129



地
域
と

共
に
育
む
。

美しい景観を守る街づくり
〈千葉県市原市「かずさの杜 ちはら台」〉

住民の皆さまと共同で提案した美しい街づくりのための計画案が
日本で初めて※1、市の景観計画として施行されました。
大和ハウス工業は、大規模戸建分譲住宅地「かずさの杜 ちはら台」※2において、豊かなコミュニティを育
む基盤となる美しい景観を備えた街づくりを推進しています。例えば電線を地中化し、道路空間を居住
者のためのコモンスペースとして整備するなど、さまざまな工夫を行っています。さらに自然と調和し、統
一感のある良好な街並みを維持するため、住民の皆さまや共同事業者と共に、景観法に基づく景観計
画案を提案しました。これが、2011年4月1日、市原市の景観計画として施行され、住宅の色彩や屋根勾
配、壁面後退距離、生垣や高木の設置などのルールの実効性を高めることができました。大和ハウスグ
ループはこれからも、住まう人 と々共に街の未来を考え、美しい街を地域と共に育んでいきます。

※1 景観法第11条の「住民等による提案制度」を利用して、事業者と住民が素案（景観計画案）を添えて景
観計画策定の提案を行い、その素案内容に基づいた景観計画が策定・施行された事例としては全国初
（2011年4月1日現在 事業者調べ）となるもの。

※2 千葉県市原市北東部に位置し、総区画数326区画、総面積約9.1ha（千葉マリンスタジアムの約2.5倍）。
うち、当社の分譲区画数163区画。

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201210



日本の再生、そして、“社格”に優   れた100年企業へ

会長メッセージ

Top
Commitment

創業者の理念を引き継ぎ、夢ある未来を

2011年3月11日に発生した東日本大震災において被災さ

れた皆さまには、改めて衷心よりお見舞い申し上げます。

私たちはあの時以来、さまざまな場面で人の心の温かさ、

人と人の絆の強さを教えられてきました。

今後全力を挙げて取り組まなければならないのが、日本再

生に向けての住宅や街づくりです。震災は、電力の供給、

高齢化やコミュニティの希薄化など、現在の日本の街が抱

えるさまざまな問題をあらわにしました。新しい住宅や街

は、それらの問題を克服するモデルとして日本を先導する

もの、被災された方々に夢と希望を持っていただけるもの

でなければなりません。

私はこの課題について、2011年6月、ユートピア（理想郷）

構想を公表。8月にはこれをもとに、住宅生産団体連合会

として、災害への備えの強化も含めた「東日本大震災から

の地域復興と災害に強い国づくり」に向けての提言を行い

ました。

この構想は、一部の漁業関連用地を除き、被災した沿岸部

を緑化して公園にする。そして、安全な高台に低炭素型の

モデル都市を計画して被災者の皆さまに移り住んでいた

だくという、住まう場に加えて働く場の復興にも配慮する

内容です。提言にはできる限り実現性や具体性も盛り込

みました。今後も話し合いを重ね、被災地域を主体とした

官民一体の取り組みを展開していきたいと考えています。

これと並行して、大和ハウス工業独自の取り組みも積極的

に推進していきます。

被災地復興のビジョンとして
低炭素型のモデル都市づくり
～ユートピア構想～を提言

凡事徹底の精神で世界に貢献する
人財を育成、“社格”を磨く

例えば、創エネ・省省エネ・蓄エネを組み合わせ、CO2排出

量ゼロをさらに進進化さ化 せた「エネルギー自給住宅※」を

2020年までに発売するすることを目指し、環境配慮型商品の

開発と普及を推進しまます。す 街づくりにおいても、緑化率の

向上や無電柱化による美美しい街並みを創出し資産価値を

高めるとともに、街区全体体でCO2排出量を差し引きゼロに

する「ネット・ゼロ・エネルギギー・タウン」への取り組みに

も注力していきます。

大和ハウスグループの創業者・石橋信夫は、「先のの先を読

み、世の中が必要とするものを提供する」ことを当社グルグ ー

プのDNAとして遺しました。私たちはこの精神をもとにとに、

人として、企業として、当然なすべきことにしっかり取り組組

み、“凡事徹底”を推進しています。

この凡事徹底をたゆまず継続し、30年先・50年先を考ええ

て、皆さまの明日に不可欠な事業をグローバルに展開して

いきます。そして、創業100周年となる2055年には海外事

業の比率を全体の7割にまで伸ばし、世界に貢献できる企

業グループとなることを目指します。

そのために欠かせないのが人財育成です。従業員に求めめ

るのは、高い志を持つこと。「志在千里」という言葉を創業業

者は好んで用いていましたが、“志”こそ大事を成し遂げげるる

原動力です。当社グループは、大和ハウス塾や支店長公

募育成研修制度をはじめとして、これまでにさまざまな人

財育成制度を整備してきました。最近では海外赴任志願者

を社内で募ったところ400名近い応募があるなど、向上心

やチャレンジ精神のある従業員が次々と育ってきています。

当社グループは常に、感謝の念を忘れず、世の中に必要と

される事業に取り組むとともに、志ある人財の育成に努め

ます。その人財を活かして「ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ」事

業に取り組むことで、社会に不可欠と思っていただけるよ

う「会社としての品格」いわば“社格”を磨き、これからも

持続可能な社会の発展に貢献していきます。

2055創業100周年
「先の先」に挑戦し、

社会の役に立ち続ける企業グループへ

2005 人・街・暮らしの価値共創グループ
人・街・暮らしをつなぐ新しい価値を、お客さまと共に創り、
活かし、高め、すべての人が心豊かに生きる社会を実現。

1980 総合生活産業
高度経済成長を背景として、多様化する住まいや暮らしのニーズに
対応。さまざまな事業を通じて多彩なサービスを提供。

1955 建築の工業化
住宅需要の高まりを受けて、独自工法の「工業化住宅」
を開発。安全・安心で高品質な住まいを低コストで供給。

「事業を通じて社会に貢献
する」―現在及び100周年
に向けた事業キーワード。

アスフカケツノ

ア（安全・安心）╱ス（スピード・ストック）╱
フ（福祉）╱カ（環境）╱ケ（健康）╱
ツ（通信）╱ノ（農業）

「アスフカケツノ」事業を
グローバルに展開し、世
界に貢献。

グローバル化

代表取締役会長

※エネルギー自給住宅：消費するエネルギーを 100％自給できる住宅
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「社会の役に立つこと」かどうか　を問い、
課題に向かう、挑戦者であり続　 けます。

社長メッセージ

Top
Commitment

持続可能な、存在価値ある企業として

私たちは今、2013年度の売上高2兆円達成を目指した「第

三次三 中期経営計画」の途上にあります。目指すは、売上高

の拡拡大だ大 けでなく、法令を守り品質を高め人財を活かして

社会に貢貢献する、すべてを包括した成長です。

そのため“攻“攻めと守りのバランス経営”をベースに、

Group、Globbala 、Greatを柱とする基本方針「3G」を掲げ

ました。グループプの総の 力を挙げ事業を強化・拡大し、日本

で創造してきたさまざざまな価値をグローバルに提供してい

く「攻めの経営」を推進進すると同時に、グレートカンパニー

を実現すべく社内マネジメメントの強化やコンプライアンス

の徹底といった「守りの経営」営」にもに 力を注ぎます。

2011年度は、残業代未払い問問題が発生したことを受け、未

申告残業の定期チェックなど勤勤怠管理の強化を図るととも

に、組織文化の改善に向けて従業業員研修を実施するなど全

力を挙げて再発防止・意識改善善にに取り組んできました。未

払いを防ぐだけでなく、業務の効率率化を図り残業そのもの

を減らすとともに、従業員のワークライライフバランスに配慮し

ていくことは、「守りの経営」における目目下の重要課題です。

今後、二度とこのような問題が起こ起こらない職場環境の確立

に努めてまいります。

これからも被災地の声に耳を傾け
グループを挙げて
復興支援に取り組みます

東日本大震災で私たち企業は、よりどころとする考え方を、

まさに真正面から問われました。私は、ビジネスとしてでは

なく「人としてどうすべきなのか」という判断基準を持つこ

とが重要であると日頃から意識しています。今回の震災に

おいては、被災地に身をおき、直接お客さまの声を聞く必

要があると考えました。そこで、1軒1軒お客さまを訪問問し

て困っていることをお伺いし、スピードを持って対応応できる

よう、現地の事業所にすべての権限を委ねましたした。

それらの事業所の活動を、大和ハウスググルループ全体が支

え、大きな「絆」となりました。その絆絆がが強いメッセージと

なり多くのサプライヤー様や全国国の協力会社様にもご支

援いただけたのだと思います。

震災から1年余りが経過しまますが、法規制などさまざまな

課題があり、復興が進んでんでいないのが現状です。

そのようななか私たちたちは、まずは一人でも多くの方に生活

再建の土台を固めめていて ただけるように、震災復興支援戸建

住宅「xevoK（ジジーーヴォ・ケイ）～絆～」シリーズを発売し、

普及に努めてきまましした。加えて、今後は「働く場」の再建を

進めていただけるるよう、早期に工場や店舗建設の支援など

に取り組んででいいきたいと考えています。

震震災などで人々の価値観が変化するなか、「ア・ス・フ・カ・

ケ・ツ・ノ」をキーワードとする新たな価値の創出は、ます

ます重要になっています。

例えば「ア」の安全・安心においては、女性の単身者世帯の

増加に対応した「防犯配慮型の賃貸住宅」を発売。ご入居

者とオーナーさまのニーズに応えています。「フ」の福祉で

は、わが国の深刻な高齢化を受け、高齢者への対応や適切

な判断ができ、外部の病院とも連携できるシニア向けマン

ションの開発に取り組んでいます。「カ」の環境では、エネ

ルギー・環境問題への対応として「環境負荷ゼロ※1」を目

指しています。住宅では、昨年度、業界初のHEMS※2制御

による家庭用リチウムイオン蓄電池を搭載した「スマ・エコ 
オリジナル」を発売。今後は、蓄電池の大容量化や街区単

位での風・光など自然の活用を進めます。さらに、住宅以外

の事業でも環境配慮型商品の開発・普及を推進します。ま

た、自社のオフィスや工場に先進的な環境技術を導入し、

検証するプロジェクトも発足。CO2排出量削減とともに、

お客さまへのより良い提案につなげていきます。

いずれの分野でも、従業員一人ひとりが改めて「挑」をキー

ワードとして胸に刻み、社会に役立つ新たな価値の創出に

挑戦し続けます。

代表取締役社長

コンプライアンスや
ワークライフバランスなど
未来への布石として「守」にも取り組みます

挑戦すべきは、
社会に役立つ《明日不可欠の》事業による
新たな価値の創出です

ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ

※1 環境負荷ゼロ：CO2排出量ゼロ、光熱費ゼロ
※2 HEMS：ホーム・エネルギー・マネジメント・システム
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挑戦し続けます。
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私たち大和ハウスグループは、
事業を通じて社会と共にあること、

そして商品やサービスを通じ、暮らす人と共にあること。
この｢共創共生｣の姿勢を持ち続け、

誠実に社会と向き合うことが大切であると考えています。

大和ハウスグループのC S R
大和ハウスグループの理念体系は、企業理念（社是）、経営ビジョン、社員憲章の3つで構成されています。
その理念体系をもとにCSR指針を策定しています。

Theme

持続可能な発展に向けて
大和ハウスグループが
取り組むべき社会の

課  題

社会性会性 環境・環境性 経性・経済性の済性の3つの3つの側面か側面から、バら、バランススランスのとれれのとれた事た事た事
業活動を意識を するととともにもに、ステステークホクホルダールダ （利害（利害関係者関係者）と）と
誠実に誠実に向き合向き合い、企い 企業市民として社会の要請に応え続ける。

11.
2.

3.

独自技独自技術・ノ術・ノウハウウハウによりにより事業を事業を通じて通じて社会に社会に貢献す貢献するる。

ステークホルダー（利害関係者）との
関わりや対話を通じて当社に対する要請を理解し、
企業市民としてそれに応えるよう努める。

企業倫理・人権・コンプライアンスの確立に努める。

■ 大和ハウスグループCSR指針

Stakeholders

大和ハウスグループの
従業員一人ひとりが
日々向き合う

対  象

Attitude

大和ハウスグループが
重視する

姿  勢

ISO26000における社会的責任の7つの中核主題

「社会」
との共創共生

「環境」
との共創共生

「お客さま」
との共創共生

「株主」
との共創共生

「取引先」
との共創共生

「従業員」
との共創共生

CSR自己評価指標は、重視する6つの視点に立ち、大和ハウスグループのCSR活動の成果を測定し、
改善し続けるために2006年度より導入しています。

これまで運用してきたCSR自己評価指標にISO26000※による指標を導入し、
新たにCSR活動のための目標・計画を策定しました。

■ 大和ハウスグループCSR自己評価指標の6つの視点

そ 念体系 CS 指針 策定

ろうどう

一. 事業を通じて人を育てること

一. 企業の前進は先づ従業員の生活環境の確立に
直結すること

一. 近代化設備と良心的にして誠意にもとづく
労仂の生んだ商品は社会全般に貢献すること

一 . 我々の企業は我々役職員全員の一糸乱れざる団結と
たゆまざる努力によってのみ発展すること

一. 我々は相互に信頼し協力すると共に常に
深き反省と責任を重んじ積極的相互批判を通じて
生々発展への大道を邁往すること
せいせい まいおうだいどう

企業理念（社是） 経営ビジョン

私たちは
｢人・街・暮らしの価値共創グループ｣として、
お客様と共に
新たな価値を創り、活かし、高め、
人が心豊かに生きる
社会の実現を目指します。
そして、お客様一人ひとりとの絆を大切にし、
生涯にわたり
喜びを分かち合えるパートナーとなって、
永遠の信頼を育みます。

心を、つなごう

企業理念（社是）理念（社業理念（社

経営ビジョン

社員憲章
私たちの行動の指針であり、

日々の活動において常に意識しているものです。

時代に必要とされる存在となるために
打ち出したグループの方針であり、

各々の事業において実践すべきものです。

グループのプの 幹を成 ええ方方であ方 り、の根幹を成す考えプの根幹を成す考え方
将将 わたって私たちがちがが将来にわたって私たちが将来にわたって私たちが
共有していくものです。

社員憲章

私たちは、｢人・街・暮らしの価値共創グループ｣の社員として
一. 品質、技術、情報力の向上に努め、環境に配慮した安全で確かな商品、
安らぎとくつろぎの空間を提供します。［企業の視点］

一. ｢共創共生｣を基本姿勢に、心豊かに生きる暮らしと社会の実現を目指します。［社会の視点］

一. 誠意をもってお客様と向き合い、感動と喜びを分かち合います。［お客様の視点］

一. 社会規範に基づく公明正大な行動により、社会的評価を高め、企業価値の向上に努めます。［株主の視点］

一. 感謝の気持ちを忘れず、公正であることに努め、取引先と共に成長・発展を図ります。［取引先の視点］

一. 仕事を通じて自らの成長と幸せを追求します。［社員の視点］

「大和ハウスグループ ＣＳＲレポート 2012」
は、2011年度の当社グループのCSR活動
のなかから、特に「共創共生」の観点で
トピックとなる活動をピックアップし、報告
しています。

※P27〈ISO26000とは〉参照

6000における社会的責任の7つの中核主題
O26000とは〉参照

コミュニティ
への参画及び
コミュニティ
の発展

消費者課題 労働慣行

人権

環境
公正な
事業慣行

組織統治
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は、2011年度の当社グループのCSR活動
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［大和ハウスグループの応急仮設住宅建設状況］

福島県新地町 321
福島県相馬市 415
福島県南相馬市 138

長野県栄村 55

岩手県野田村 128

岩手県陸前高田市 1,279
宮城県気仙沼市 399
宮城県南三陸町 243

岩手県岩泉町 143
岩手県宮古市 57

岩手県山田町 149
岩手県大槌町 886
岩手県釜石市 252

宮城県仙台市 662
宮城県名取市 282
宮城県亘理町 558
宮城県山元町 112

宮城県石巻市 3,272
宮城県東松島市 518
宮城県塩竈市 48
宮城県七ヶ浜町 106
宮城県多賀城市 224

福島県福島市 112
福島県川俣町 160
福島県二本松市 298
福島県大玉村 234

青森県

山形県

岩手県

宮城県

福島県
新潟県

秋田県

長野県

被災された方々の立場に立った支援活動
「社会」との共創共生

人々からたくさんのものを奪い去った東日本大震災から、
立て直しに向けての1年余りが経過しました。
この間、当社グループは、真の復興への基礎となる人々の“暮らし”の復活に
欠かすことのできない応急仮設住宅の建設に取り組んできました。
まずは建てる。さらに追加工事をはじめ「私たちにできること」に全力で想いをめぐらせ、
仮設住宅での暮らしを応援する。
避難生活が長期化するなかで、まさに総力を挙げての取り組みが求められていました。

─大和ハウスグループの東日本大震災への取り組み

はやく、広域に、DASH！
全国から結集したヒト、モノ、そして心

地震発生以降、刻 と々塗り替えられていった被害の実態。広大な地
域で膨大な数の応急仮設住宅が、すぐにも必要でした。政府は当面
「2カ月で3万戸」という目標を立て、当社グループでは過去の実績から
1万戸近くの仮設住宅を建設するという決意でDASHプロジェクトを
立ち上げました。DはDaiwa House Group、AはAction、SはSpeedy･
Safety、HはHeartful。「グループを挙げた取り組みで、素早く安心・
安全をお届けするために、心を込めて」と銘打ったこのプロジェクトに、
全国からヒト、モノ、心が結集。培ってきたプレハブの強みを最大限活
かせる場であるとの自負を支えに、一致団結して数々の課題を乗り越
え、使命を遂行しました。
現地では、着工から完成まで3週間というフルスピードで工事を並行さ
せながら、次々に仮設住宅団地を生み出していきました。また、全国の
工場が一定期間通常の生産を止めて仮設住宅用資材の生産に集
中。物流も臨時のセンターを設け、途切れることのない資材供給でプ
ロジェクトを支えました。
2011年3月19日から当社グループが建設した応急仮設住宅は、最終
的に11,051戸でした。

技術と使命感が支えたかつ てない規模の緊急支援。

震災後、最も早い着工となった陸前高田市第一中学
校グランドの応急仮設住宅団地。災害時に備えてス
トックしていた部材を用い、他社に先駆け2011年3月
19日に第一期6棟36戸の建設に着手。2011年4月
1日に初の引き渡しを行った。

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

〈2011年〉
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最初の完成 3/30
　◎陸前高田市 
　　第一中学校1次……36戸

4月 5月 6月 7月 8月 9月

冬に備えるために、プロジェクトを再招集
プロジェクトは、建設だけでは終わりませんでした。2011年10月8日から、
壁やサッシを二重にしたり、風除室を設けたり、通路を舗装する工事が始まっ
たのです。被災地全域で他の復興工事も増えていくなか、より遠方にも招
集をかけ労を重ねてヒトやモノを集めるなどして、年内に完了というスケ
ジュールに対応しました。その後も非常ベルの設置や床下の風を防ぐ工事
など、新たな入居者のニーズへの迅速な対応に努めています。

玄関前に設置した風除室

宮城県多賀城市では6カ所の仮設住宅団地に
日曜大工の材料と工具を提供。入居者たち
が協力して棚やベンチなどを作り、コミュニ
ティ形成の一助となりました。

壁の防寒、サッシの二重化工事

NPO法人緑のカーテン応援団と協働し、仮
設住宅にアサガオやゴーヤ、ヘチマなどによ
る「緑のカーテン」を設置。夏の暑さをしの
ぐための「夏支度」をお手伝いしました。

始まった“仮の暮らし”を、少しでも快適に
同時に、住宅メーカーとして、仮の住まいながらもより快適に暮らしていた
だけるよう、「私たちにできること」を考え続け、さまざまなことを実行して
きました。今後も、こうした取り組みを続けるとともに、今回の経験を、「応
急仮設住宅の進化」に活かしていきます。

［大和ハウスグループの主な被災地支援活動］

義援金（マッチングギフト※）

桃･柿育英資金寄付金
（2011年度～2015年度の5年間を予定）

救援物資の提供

緑のカーテンプロジェクト

LED街路灯寄贈

メンタルコミットロボット「パロ」貸与

1億6千万円を大阪商工会議所･日本赤十字社を通じて寄付

毛布1,400枚、水7,000本、乾電池（単三）4,300本など

NPOへの協賛企画、仮設住宅に緑のカーテン設置支援

日曜大工プロジェクト 棚やベンチをつくるための資材・工具を提供

被災地エリアに29,871台を無償で寄贈

被災地域の高齢者向け施設に50体を無償で貸与

住宅1棟の販売につき1,000円を寄付（大和ハウス工業）
新車リース契約1台につき500円を寄付（大和リース）

※マッチングギフト：従業員の寄付金額総額に当社がその同額を加えて寄付する方式

（2011年度は、大和ハウス工業から9,999,000円、
  大和リースから897,500円寄付）

入居者間につながりのない仮設住
宅団地において、日曜大工の機会を
提供するなど、コミュニティの形成
を支援した。

被災により働く場を失った大工など
の職人や地元業者に仮設建設参画
の道を開き、地域の所得創出の一助
とした。

コミュニティへの参画及び発展

社会的責任課題（ISO26000）への取り組み姿勢

実践報告
ハイライト

〈震災復興支援①〉
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［大和ハウスグループの応急仮設住宅建設状況］
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被災された方々の立場に立った支援活動
「社会」との共創共生

人々からたくさんのものを奪い去った東日本大震災から、
立て直しに向けての1年余りが経過しました。
この間、当社グループは、真の復興への基礎となる人々の“暮らし”の復活に
欠かすことのできない応急仮設住宅の建設に取り組んできました。
まずは建てる。さらに追加工事をはじめ「私たちにできること」に全力で想いをめぐらせ、
仮設住宅での暮らしを応援する。
避難生活が長期化するなかで、まさに総力を挙げての取り組みが求められていました。

─大和ハウスグループの東日本大震災への取り組み
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はやく、広域に、DASH！
全国から結集したヒト、モノ、そして心

地震発生以降、刻 と々塗り替えられていった被害の実態。広大な地
域で膨大な数の応急仮設住宅が、すぐにも必要でした。政府は当面
「2カ月で3万戸」という目標を立て、当社グループでは過去の実績から
1万戸近くの仮設住宅を建設するという決意でDASHプロジェクトを
立ち上げました。DはDaiwa House Group、AはAction、SはSpeedy･
Safety、HはHeartful。「グループを挙げた取り組みで、素早く安心・
安全をお届けするために、心を込めて」と銘打ったこのプロジェクトに、
全国からヒト、モノ、心が結集。培ってきたプレハブの強みを最大限活
かせる場であるとの自負を支えに、一致団結して数々の課題を乗り越
え、使命を遂行しました。
現地では、着工から完成まで3週間というフルスピードで工事を並行さ
せながら、次々に仮設住宅団地を生み出していきました。また、全国の
工場が一定期間通常の生産を止めて仮設住宅用資材の生産に集
中。物流も臨時のセンターを設け、途切れることのない資材供給でプ
ロジェクトを支えました。
2011年3月19日から当社グループが建設した応急仮設住宅は、最終
的に11,051戸でした。

技術と使命感が支えたかつ てない規模の緊急支援。

震災後、最も早い着工となった陸前高田市第一中学
校グランドの応急仮設住宅団地。災害時に備えてス
トックしていた部材を用い、他社に先駆け2011年3月
19日に第一期6棟36戸の建設に着手。2011年4月
1日に初の引き渡しを行った。
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冬に備えるために、プロジェクトを再招集
プロジェクトは、建設だけでは終わりませんでした。2011年10月8日から、
壁やサッシを二重にしたり、風除室を設けたり、通路を舗装する工事が始まっ
たのです。被災地全域で他の復興工事も増えていくなか、より遠方にも招
集をかけ労を重ねてヒトやモノを集めるなどして、年内に完了というスケ
ジュールに対応しました。その後も非常ベルの設置や床下の風を防ぐ工事
など、新たな入居者のニーズへの迅速な対応に努めています。

玄関前に設置した風除室

宮城県多賀城市では6カ所の仮設住宅団地に
日曜大工の材料と工具を提供。入居者たち
が協力して棚やベンチなどを作り、コミュニ
ティ形成の一助となりました。

壁の防寒、サッシの二重化工事

NPO法人緑のカーテン応援団と協働し、仮
設住宅にアサガオやゴーヤ、ヘチマなどによ
る「緑のカーテン」を設置。夏の暑さをしの
ぐための「夏支度」をお手伝いしました。

始まった“仮の暮らし”を、少しでも快適に
同時に、住宅メーカーとして、仮の住まいながらもより快適に暮らしていた
だけるよう、「私たちにできること」を考え続け、さまざまなことを実行して
きました。今後も、こうした取り組みを続けるとともに、今回の経験を、「応
急仮設住宅の進化」に活かしていきます。

［大和ハウスグループの主な被災地支援活動］

義援金（マッチングギフト※）

桃･柿育英資金寄付金
（2011年度～2015年度の5年間を予定）

救援物資の提供

緑のカーテンプロジェクト

LED街路灯寄贈

メンタルコミットロボット「パロ」貸与

1億6千万円を大阪商工会議所･日本赤十字社を通じて寄付

毛布1,400枚、水7,000本、乾電池（単三）4,300本など

NPOへの協賛企画、仮設住宅に緑のカーテン設置支援

日曜大工プロジェクト 棚やベンチをつくるための資材・工具を提供

被災地エリアに29,871台を無償で寄贈

被災地域の高齢者向け施設に50体を無償で貸与

住宅1棟の販売につき1,000円を寄付（大和ハウス工業）
新車リース契約1台につき500円を寄付（大和リース）

※マッチングギフト：従業員の寄付金額総額に当社がその同額を加えて寄付する方式

（2011年度は、大和ハウス工業から9,999,000円、
  大和リースから897,500円寄付）

入居者間につながりのない仮設住
宅団地において、日曜大工の機会を
提供するなど、コミュニティの形成
を支援した。

被災により働く場を失った大工など
の職人や地元業者に仮設建設参画
の道を開き、地域の所得創出の一助
とした。
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被災地に求められた、再出発の住まいづくり
「お客さま」との共創共生

千年に一度と言われる大津波が東日本の海岸線を襲い、
大部分の家屋だけでなく、多くの人々の命を奪っていきました。
後に遺された人々は、決して埋められない喪失と向き合いながらも、
生活再建に歩み出さなければなりません。こんなとき、
私たち大和ハウスグループには何ができるのか。
現場での体験は、一つの答えをもたらしてくれました。

─東日本大震災で壊滅的な被害を受けた宮城県仙台市若林区荒浜からの再建
被災
「お客

千年に一度と言われる大津
大部分の家屋だけでなく 多

─東

震災復興支援住宅にとって絶対の条件となる短工期・低価格
を徹底追求しつつ、同時に、優れた耐震性、断熱性により住ま
う方の安全及び健康を保護できる住宅を実現した。

高台の宅地に再建された中島様邸

お
客
さ
ま
に

寄
り
添
い
、

共
に
歩
む

生
活
の
再
建
。

新居はリビングに仏壇がある。「パ
パと一緒にいたい」というご家族
全員の思いから「無理を聞いてい
ただきました」と、百合子様。隣に
いるのが4人兄妹の末っ子、二千華
（にちか）ちゃん。

震災後初めての冬も暖かく過ごせ
明るく頑張れています。
家の再建は、家族が明るい生活を取り
戻す第一歩だと思っていましたが、まさ
か9月に入居できるなんて…。厳しい冬も
家族で暖かく過ごせたし、「ここはこうす
ればよかった」と感じることもありませんで
した。「江口さんに頼んでよかっただろ」
と笑う主人の声が聞こえる気がします。

お客さまの思い

中島 百合子様

一人ひとりが思いをこめて
生活再建のお手伝いを。
施工現場でできることは限られています
が、大工一人ひとりが、被災された方々
の気持ちを考えながら作業を行ってい
ます。心のケアにまではなかなか力が
及ばないのが現状ですが、少なくとも生
活再建の土台としてよりよい住まいをご
提供できるよう、力を尽くしていきます。

施工担当者の思い

㈱カネサ佐藤工務店 代表取締役

佐藤 惣一郎様

通常の営業職では経験できない
お客さまとの深い絆を誇りに。
兄のような存在だった中島様のご主人
を喪って涙が止まらず、住まいを介して
結ばれる絆の深さに改めて気づかされ
ました。今後も、どのお客さまに対して
も、肝心な時に家族のように寄り添える
よう、日頃から誠意を尽くしたい。それ
が私の使命だと感じています。

営業担当者の思い

消費者課題社会的責任課題（ISO26000）への
取り組み姿勢

強い絆で結ばれたお客さまとの出会いと別れ、再建の約束
1999年、仙台支社営業課の江口史一は、展
示場で中島英一様･百合子様ご夫妻と出会
います。ご主人は、入社3年目の江口に温かく
接し、約半年後に大和ハウスをお選びください
ました。以来江口は中島様と懇意にさせてい
ただきました。しかしその日、大津波は、中島
邸を呑み込みました。一向に電話がつながら
ず不安にかられる江口のもとに、3月末、奥さま
からお電話が。告げられたのはご主人のご遺

体が発見されたという事実でした。
アパートに落ち着かれた奥さまを訪ね、ご仏前
で手を合わせました。堰を切ってあふれだした
涙の中で、江口は「家族を頼むよ」というご主
人の声を聞いたように思い、奥さまは「次も大
和ハウスだな」というご主人の生前の言葉を胸
に甦らせておられたといいます。
そして江口は、第二の中島邸建設のお手伝い
をさせていただくことになったのです。

改めて自覚した家づくりだけでない、私たちの責任
英一様は、ご家族団らんの場で盛んに江口のこと
を話題にするなど、江口を家族同然に思っておら
れました。「私たちは、お客さまに対し、単に家と
いう形のあるものを買っていただくだけではな
い、大きな責任を担っている」。江口の体験は、当
社グループにとっても、あらためて住まいづくりの
責任の大きさを自覚させてくれました。

一日も早い復興に必要とされる住まいの条件
ご主人を中心に“わが家”によって結ばれていた中島家。
明るい再出発に向け、1日も早く堅牢な新居が必要でし
た。被災による厳しい状況のなかでムリのない資金計
画が組めることも、絶対の条件でした。
「早く、低価格で、安全安心な、住まいを」。私たちは、こ
うした被災者の皆さまの思いに応えるため、「xevo」の
高い基本性能をそのままに、徹底した合理化で短工期・
低価格を実現した「xevo K（ジーヴォ・ケイ）～絆～」シ
リーズを開発。2011年5月2日から販売を開始しました。
中島さまご家族が選ばれたのも、この商品です。そし
て、中島家と江口の間にも、新しい「絆」が生まれました。

ご家族が瓦礫の中からかつて
の住まいの壁の破片を持ち帰
り、大切にしておられるのを
知った大工が、新居の壁面に
無償でガラス張りのフレーム
を造り付け、飾っておけるよう
にしました。

新たに開発した「xevoK～絆～シリーズ」

（写真後右）

仙台支社 住宅事業部 営業課 主任

江口 史一（写真後左）

実践報告
ハイライト

〈震災復興支援②〉

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201219



被災地に求められた、再出発の住まいづくり
「お客さま」との共創共生

千年に一度と言われる大津波が東日本の海岸線を襲い、
大部分の家屋だけでなく、多くの人々の命を奪っていきました。
後に遺された人々は、決して埋められない喪失と向き合いながらも、
生活再建に歩み出さなければなりません。こんなとき、
私たち大和ハウスグループには何ができるのか。
現場での体験は、一つの答えをもたらしてくれました。

─東日本大震災で壊滅的な被害を受けた宮城県仙台市若林区荒浜からの再建
被災
「お客

千年に一度と言われる大津
大部分の家屋だけでなく 多

─東

震災復興支援住宅にとって絶対の条件となる短工期・低価格
を徹底追求しつつ、同時に、優れた耐震性、断熱性により住ま
う方の安全及び健康を保護できる住宅を実現した。

高台の宅地に再建された中島様邸

お
客
さ
ま
に

寄
り
添
い
、

共
に
歩
む

生
活
の
再
建
。

新居はリビングに仏壇がある。「パ
パと一緒にいたい」というご家族
全員の思いから「無理を聞いてい
ただきました」と、百合子様。隣に
いるのが4人兄妹の末っ子、二千華
（にちか）ちゃん。

震災後初めての冬も暖かく過ごせ
明るく頑張れています。
家の再建は、家族が明るい生活を取り
戻す第一歩だと思っていましたが、まさ
か9月に入居できるなんて…。厳しい冬も
家族で暖かく過ごせたし、「ここはこうす
ればよかった」と感じることもありませんで
した。「江口さんに頼んでよかっただろ」
と笑う主人の声が聞こえる気がします。

お客さまの思い

中島 百合子様

一人ひとりが思いをこめて
生活再建のお手伝いを。
施工現場でできることは限られています
が、大工一人ひとりが、被災された方々
の気持ちを考えながら作業を行ってい
ます。心のケアにまではなかなか力が
及ばないのが現状ですが、少なくとも生
活再建の土台としてよりよい住まいをご
提供できるよう、力を尽くしていきます。

施工担当者の思い

㈱カネサ佐藤工務店 代表取締役

佐藤 惣一郎様

通常の営業職では経験できない
お客さまとの深い絆を誇りに。
兄のような存在だった中島様のご主人
を喪って涙が止まらず、住まいを介して
結ばれる絆の深さに改めて気づかされ
ました。今後も、どのお客さまに対して
も、肝心な時に家族のように寄り添える
よう、日頃から誠意を尽くしたい。それ
が私の使命だと感じています。

営業担当者の思い

消費者課題社会的責任課題（ISO26000）への
取り組み姿勢

強い絆で結ばれたお客さまとの出会いと別れ、再建の約束
1999年、仙台支社営業課の江口史一は、展
示場で中島英一様･百合子様ご夫妻と出会
います。ご主人は、入社3年目の江口に温かく
接し、約半年後に大和ハウスをお選びください
ました。以来江口は中島様と懇意にさせてい
ただきました。しかしその日、大津波は、中島
邸を呑み込みました。一向に電話がつながら
ず不安にかられる江口のもとに、3月末、奥さま
からお電話が。告げられたのはご主人のご遺

体が発見されたという事実でした。
アパートに落ち着かれた奥さまを訪ね、ご仏前
で手を合わせました。堰を切ってあふれだした
涙の中で、江口は「家族を頼むよ」というご主
人の声を聞いたように思い、奥さまは「次も大
和ハウスだな」というご主人の生前の言葉を胸
に甦らせておられたといいます。
そして江口は、第二の中島邸建設のお手伝い
をさせていただくことになったのです。

改めて自覚した家づくりだけでない、私たちの責任
英一様は、ご家族団らんの場で盛んに江口のこと
を話題にするなど、江口を家族同然に思っておら
れました。「私たちは、お客さまに対し、単に家と
いう形のあるものを買っていただくだけではな
い、大きな責任を担っている」。江口の体験は、当
社グループにとっても、あらためて住まいづくりの
責任の大きさを自覚させてくれました。

一日も早い復興に必要とされる住まいの条件
ご主人を中心に“わが家”によって結ばれていた中島家。
明るい再出発に向け、1日も早く堅牢な新居が必要でし
た。被災による厳しい状況のなかでムリのない資金計
画が組めることも、絶対の条件でした。
「早く、低価格で、安全安心な、住まいを」。私たちは、こ
うした被災者の皆さまの思いに応えるため、「xevo」の
高い基本性能をそのままに、徹底した合理化で短工期・
低価格を実現した「xevo K（ジーヴォ・ケイ）～絆～」シ
リーズを開発。2011年5月2日から販売を開始しました。
中島さまご家族が選ばれたのも、この商品です。そし
て、中島家と江口の間にも、新しい「絆」が生まれました。

ご家族が瓦礫の中からかつて
の住まいの壁の破片を持ち帰
り、大切にしておられるのを
知った大工が、新居の壁面に
無償でガラス張りのフレーム
を造り付け、飾っておけるよう
にしました。

新たに開発した「xevoK～絆～シリーズ」

（写真後右）

仙台支社 住宅事業部 営業課 主任

江口 史一（写真後左）

実践報告
ハイライト

〈震災復興支援②〉

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201220



CSR経営の基盤
■基本的な考え方 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  22
■大和ハウスグループの概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  23
■業績ハイライト ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  25
■ CSR活動の改善に向けた新たな目標設定 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  27
■ CSR自己評価指標（CSRインディケーター）ダイジェスト版 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  28
■ステークホルダーミーティング ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  29
■ CSR自己評価指標（CSRインディケーター）詳細版　2011年度実績 ‥‥‥‥‥‥  31
■ CSR自己評価指標（旧 6指標）　2011年度実績 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  35
■コーポレートガバナンスの推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  39
■内部統制の推進‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  40
■クライシスマネジメント ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  45
■サプライチェーンマネジメント ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  46



大和ハウスグループ独自のマネジメントシステム「CSR自己評価指標」の
運用によりCSR活動を継続して改善し、持続可能な社会の発展に貢献し
ていきます。
大和ハウスグループでは「共創共生」の理念に基づいてCSR活動を実施しており、当社独自のマネジメントシス
テム『CSR自己評価指標』で活動の見直しを行うだけでなく、毎年実施している『ステークホルダーミーティング』
において幅広いステークホルダーの皆さまからの意見をいただき、CSR活動の改善に活かしています。
また、従業員に対しては年に一度『CSR意識調査』を実施し、コーポレートガバナンスやコンプライアンスの強化
を推進しています。
なお、2011年度よりスタートした「第3次中期経営計画」に合わせて3ヵ年計画によるマネジメントをスタートさせて
おり、従来より推進してきた『CSR自己評価指標』においてISO26000の考え方を導入するなど、CSR経営基盤
の強化に努めています。

基本的な考え方
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私たち大和ハウスグループは、

事業を通じて社会と共にあること、

そして商品やサービスを通じ、暮らす人と共にあること。

この｢共創共生｣の姿勢を持ち続け、

誠実に社会と向き合うことが大切であると考えています。

社会性・環環境性・・経済済性の3つのの側面から、ババランス
のとれたた事業活活動をを意識するととともに、ステテークホ
ルダー（利害関係者者）と誠実に向向き合い、企企業市民
として社社会の要要請にに応え続けるる。

1.

2.

3.

独自技術・ノウハウによより事業を通じて社社会に
貢献する。
ステークホルダー（利害害関係者）との
関わりや対話を通じてて当社に対する要請を
理解し、企業市民としててそれに応えるようう
努努める。
企企業倫理・人権・コンププライアンスの
確立に努める。

大和ハウスグループCSR指針 大和ハウスグループCSR
自己評価指標の6つの視点

「社会」
との共創共生

「環境」
との共創共生

「お客さま」
との共創共生

「株主」
との共創共生

「取引先」
との共創共生

「従業員」
との共創共生

ISO26000における社会的責任の
7つの中核主題

これまで運用してきたC S R自己評価指標に
ISO26000※による指標を導入し、
新たにCSR活動のための目標・計画を策定しました。

※P27〈ISO26000とは〉参照

責任の

指標に

ました。
コミュニティ
への参画及び
コミュニティ
の発展

消費者課題 労働慣行

人権

環境
公正な
事業慣行

組 織統 治

大和ハウスグループ「第8回ステークホルダーミーティング」
－大和ハウス工業が優先的に取り組むべき社会的課題について－

①当社におけるISO26000の活用について、
取り組みをご説明しました。

CSR活動の成果を測定し、
「見える化」を図るため、
2 0 0 6年度より6つのス
テークホルダー別に指標
を設けた独自CSRマネジメ
ントシステムを運用。

②各グループに分かれディスカッションを行い、
グループの統一順位を決定していただきま
した。

③各グループから代表者1名を選出し、グループ
で決定した順位をもとに、再度ディスカッション
を行い、ステークホルダーの統一順位を決定し
ていただきました。

人権
57.6

財務指標
84.0

組織統治
73.7

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

74.0 消費者課題
78.0

公正な事業慣行
81.0

環境
60.0

労働慣行
63.3
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82
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取引先
43

従業員
69

社 会
63

環 境
84
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2006～2011年度

2011年に実施したステー
クホルダーミーティングに
おいて頂いたご意見を参
考に組織統治と財務指標
の課題を加え、8テーマ18
課題40指標に改定

2011年度～

CSR自己評価指標改定のプロセスの詳細は
P27～30をご覧下さい。

大和ハウス工業が優先的に取り組むべき12の社会的課題を選定

主な取り組み
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大和ハウスグループの概要
C S R経営の基盤

1兆8,487
億円

売上高（連結）

戸建住宅 3,363億円

その他 2,556億円

賃貸住宅 5,267億円

マンション 1,288億円
住宅ストック  681億円

商業施設 3,069億円

事業施設 2,570億円

健康余暇 586億円

27.2%

6.6%3.5%

17.4%
3.0%

13.2%

15.8%

13.3%

● 戸建住宅
個々のお客さまのニーズに
お応えする「請負住宅」と、
街づくりを含めた住環境を
ご提供する「分譲住宅」を
展開しています。

● マンション
安全・安心で快適性に富ん
だマンションを開発・分
譲・管理し、資産価値維持
のための独自のサポートシ
ステムを完備しています。

● 商業施設
土地オーナーさまとテナント
企業を結び、ショッピングセ
ンターや各種専門店の開
発・建築から、管理・運営事
業を展開しています。

● 健康余暇
リゾートホテルやゴルフ場、
スポーツクラブを日本全国
に展開。健康的で豊かな
長寿社会づくりに貢献して
います。

● 賃貸住宅
多彩な商品展開をもとに、
入居者さまには心地よい暮
らしを、土地オーナー様に
は安定経営を多角的にサ
ポートしています。

● 住宅ストック
「住宅リフォーム」と、安心
な優良中古住宅の取得を
サポートする「仲介」により、
社会資産である住宅ストッ
クの継承を進めています。

● 事業施設
豊富な土地情報と専門知
識を強みに、「物流施設」
「医療介護施設」「法人施
設」の開発・建築など、総
合プロデュース力を発揮し
ています。

● その他
ホームセンターをはじめ、建
設支援、クレジットカード、都
市型ホテルなど、幅広い分
野でグループ力を活かし多
彩な事業を展開しています。

会社概要（2012年3月31日現在）

大和ハウス工業株式会社

1955年4月5日

110,120,483,981円

〒530-8241 大阪市北区梅田三丁目3番5号

全国83ヵ所（本店含む）

全国10ヵ所

総合技術研究所（奈良市）

大阪・東京・奈良

単体╱1,116,665百万円
連結╱1,848,797百万円

名 称

創 業

資 本 金

本 社

支 社・支 店

工 　 場

研 究 所

研修センター

売 上 高

大和ハウスグループは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、
すべての人が心豊かに生きる暮らしと社会の実現を目指し、8分野の事業活動を通じて
「ア（安全・安心）ス（スピード・ストック）フ（福祉）カ（環境）ケ（健康）ツ（通信）ノ（農業）」価値を提供してまいります。

※各事業の売上高は事業間取引額を含んでいます。
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Housing Business
【住宅等の企画、請負、販売】 【商業施設の企画、開発、設計】 【店舗、事務所等の賃貸】
大和ハウス工業（株） 大和ハウス工業（株） 大和情報サービス（株）

大和リース（株） ダイワロイヤル（株）
【賃貸住宅、マンション管理】
大和リビング（株） 【商業施設の管理、運営】 【産業用建物の建築請負】
（株）ダイワサービス 大和ハウス工業（株） 大和ハウス工業（株）
大和ライフネクスト（株） 大和リース（株） 大和リース（株）
グローバルコミュニティ（株） 大和情報サービス（株）
日本住宅流通（株） ダイワロイヤル（株） 【工業団地の開発、分譲】

（株）東富士
【リフォーム工事請負】
ダイワハウス・リニュー（株）

【不動産の仲介、斡旋】
日本住宅流通（株）
大和エステート（株）

【住宅部材の製造】
大和コアファクトリー（株）

Life
■国内
【物流事業】 【投資運用業】 【地盤調査、地盤改良】
大和物流（株） 大和ハウス・リート・マネジメント（株） 大和ランテック（株）
（株）ユアサロジテック 大和ハウス・アセットマネジメント（株）

【別荘地の企画、販売、管理】
【電気設備の保守点検】 【リース事業】 大和ハウス工業（株）
エネサーブ（株） 大和リース（株）

【ホテル、ゴルフ場等の経営、運営管理】
【介護付有料老人ホームの経営】 【都市型ホテルの経営】 大和リゾート（株）
（株）寿恵会 ダイワロイヤル（株） ダイワロイヤルゴルフ（株）

（株）大阪マルビル 西脇ロイヤルホテル（株）
【広告代理店事業】
（株）伸和エージェンシー 【情報通信サービス事業】 【スポーツクラブの運営】

（株）メディアテック スポーツクラブNAS（株）
【ESCO事業、エネルギー管理事業】
大和エネルギー（株） 【クレジットカード事業】 【ホームセンターの経営】

大和ハウスフィナンシャル（株） ロイヤルホームセンター（株）
【損害保険代理業】
大和ハウスインシュアランス（株） 【建築部材の製造販売】 【別荘地の企画、販売、管理】

ダイワラクダ工業（株） 大和ハウス工業（株）

■海外
【事務処理業務委託】 【不動産コンサルティング】 【分譲マンション開発・販売】
大和事務処理中心（大連）有限公司 天物大和房屋（天津）置業有限公司 大和房屋（蘇州）房地産開発有限公司

【不動産投資他】 【不動産開発・経営】 【賃貸住宅経営】
大和房屋（中国）投資有限公司 大和房屋（無錫）房地産開発有限公司 天津九河国際村有限公司
Daiwa House USA Inc. 大和房屋（常州）房地産開発有限公司

Daiwa House Australia Pty Ltd
【建築請負】

Daiwa House Guam Co., Ltd.

※売上高に関係する主な子会社を掲載しています。

大和ハウスグループの概要
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18,487 19,000
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（目標）

売上高（連結） 売上高（単体）（億円） （倍）連単倍率

売上高（連結・単体）／連単倍率
18,487億円（連結）　1.66倍
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純資産（連結）（億円） （％）ROE（自己資本利益率）

純資産／ROE（自己資本利益率）
6,578億円（連結）　5.1％
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営業利益／営業利益率
1,149億円（連結）　6.2％
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当期純利益（連結）（億円） （％）当期純利益率

当期純利益／当期純利益率
332億円（連結）　1.8％
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従業員数（連結・単体）正社員（連結）
27,130名

業績ハイライト
C S R経営の基盤

業績ハイライト 大和ハウス
グループ
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1.085億円（連結）　5.2％
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項目 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 単位

売上高（連結） 15,289 16,184 17,092 16,909 16,098 16,901 18,487

億円

営業利益（連結） 800 856 891 735 627 876 1,149

経常利益（連結） 1,030 893 612 398 600 790 1,085

当期純利益（連結） 451 463 130 41 191 272 332

総資産（連結） 14,751 16,300 17,910 18,105 19,169 19,342 20,860

純資産（連結） 5,765 6,611 6,494 6,074 6,177 6,351 6,578

１株あたり　当期純利益 81.88 81.15 22.46 7.20 33.00 47.09 57.36

円１株あたり　純資産 1,053.37 1,122.88 1,092.04 1,047.50 1,065.15 1,095.62 1,135.46

１株あたり　配当金 20.00 20.00 24.00 24.00 17.00 20.00 25.00

配当性向 24.4% 24.6% 106.8% 333.4% 51.5% 42.5% 43.6%

％ROE（自己資本利益率） 8.2% 7.5% 2.0% 0.7% 3.1% 4.4% 5.1%

自己資本比率 39.1% 40.4% 35.3% 33.5% 32.2% 32.8% 31.5%

住宅販売個数（戸建） 9,641 9,309 9,070 8,586 8,609 8,133 8,323

戸

住宅販売個数（分譲） 1,944 1,955 1,685 1,729 1,308 1,370 1,676

住宅販売個数（マンション） 4,391 4,981 4,253 3,511 2,863 2,687 2,372

住宅販売個数（集合住宅） 27,656 28,738 29,021 29,413 26,538 25,224 27,115

住宅販売個数（合計） 43,632 44,983 44,029 43,239 39,318 37,414 39,486

連結財務指標 大和ハウス
グループ

業績ハイライト



CSR自己評価指標
大和ハウスグループでは、CSR活動の成果を測定し、「見える化」を図るため、
2006年度より「CSR自己評価指標」を導入し、CSR活動の改善につなげています。
2011年度は、社会的責任に関する手引として発行された国際規格ISO26000を
参考にテーマを特定して従来の指標を見直し、新たに指標を設定しました。
2012年度より新指標によるCSRマネジメントを実施します。

CSR活動の改善に向けた新たな目標設定
大和ハウスグループでは事業のグローバル化とともに、国際的な基準にはかり
当社のCSRへの取り組み状況を確認・改善し、より質の高いマネジメント体制を構築していくために、
ISO26000を参考にしたCSRマネジメントを開始。
新たなCSR方針の策定に向けて、3ヵ年計画をスタートさせました。

（CSRインディケーター）

大和ハウスグループでは、CSR活動のさらなる推進を
図るために、2006年度に大和ハウス工業独自の
「CSR自己評価指標」を策定。CSR活動の成果を「見
える化」し、取り組みの改善につなげています。
2009年度には指標を改定。より社会からの要請に応
えるために、ステークホルダーミーティングなどを行
い、課題を新たに抽出しました。さらに2010年度に
は、「CSR自己評価指標」の対象をグループ各社に展
開しました。
そして2011年度はISO26000を参考に重点課題を抽
出し、8テーマ18課題40指標を策定しました（大和ハ
ウス工業のみ）。国際的に求められる社会的課題へ
の意識を高め、活動内容を充実させていきます。

ISO（国際標準化機構）が2010年11月に発行した国際規格。
企業のみならず、あらゆる組織が効果的に社会的責任を組
織全体に統合するための手引規格であり、認証を必要とし
ない。組織のなかで社会的責任を実践していくための具体
的内容は、社会的責任の中核主題（テーマ）に関する手引
として「7つの中核主題（テーマ）」にまとめられています。

2006年度に大和ハウス工業独自の「CSR自己評価指標」を
策定し2011年度までの6ヵ年間運用。
2011年度よりISO26000を参考にした新たな指標に移行した。
※旧CSR自己評価指標の2011年度実績は詳細版を参照
（http://www.daiwahouse.co.jp/csr/）

〈第3次中期経営計画期間中〉
大和ハウス工業のみ対象。
グループ会社への展開も随時図っていきます。

2011年度・CSR自己評価指標のテーマ別得点比率

成果・目標の「見える化」を図りながら、
国際的に求められる社会的課題を意識したCSR活動を実践していきます。

目標設定のプロセス
●重点課題の特定
●特定した課題の優先度を議論
●優先して取り組む課題に基づいた指標の改定

〈ISO26000とは〉

いくために、

際規格。
責任を組
必要とし
めの具体
する手引
ます。

コミュニティ
への参画及び
コミュニティ
の発展

人権

労働慣行

環境公正な
事業慣行

消費者課題 組織統治

3ヵ年計画による改革の推進

社内検討会
CSR自己評価指標
の改定

ステークホルダー
ミーティング

重点テーマ・
ステークホルダーの特定

2011年度の取り組み

2006～2011

CSR自
の改定

2011

第4次中期経営計画におけるCSR方針策定
2014

得点率得点満点テーマ

人権

労働慣行

環境

公正な事業慣行

消費者課題

組織統治

財務指標
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100
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72

95
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81
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129

63

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展 150 111

57.6%

63.3%

60.0%

81.0%

78.0%

73.7%

84.0%

74.0%

1000 704 70.4%

人権
57.6

財務指標
84.0

組織統治
73.7

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

74.0 消費者課題
78.0

公正な事業慣行
81.0

環境
60.0

労働慣行
63.3
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2011年度実績と2012年度目標

［ISO26000／7つの中核主題］

2011年度の取取り組み

ISO26000に記載されているテーマについて、当社にとって重要性の高いテーマを特定。
その際、「組織統治」は経営の基盤として必ず取り組まなければならないものと判断し、
その他6つのテーマに関する35の課題の中から、12個を重点課題として抽出しました。

● テーマの重要性特定

当社が与える影響の程度と、ステークホルダーが当社の行動に対して持つ懸念の程度を
考慮して、当社にとって重要なステークホルダー群を特定しました。

● ステークホルダーの特定
重点課題の特定

ISO26
その際

● テーマ

当社が
考慮し

● ステー
重点課

2011年5月

お客さま

株 主

取引先

従業員

社 会

環 境

際、「組織統治」は経営の基盤として必ず取り組まなければならないものと判断し、
他6つのテーマに関する35の課題の中から、12個を重点課題として抽出しました。

その際

抽出した12の重点課題について、取り組むべき優先度を判断するため、従来のステークホルダーミー
ティングの枠組みを活用し、先に特定したステークホルダー群の方々に意見をいただきました。

● ステークホルダーミーティング（P29～30参照）
取り組む課題の優先度を議論（社外）

その他
その際
その他

抽出し
● ステー
取り組

2011年11月

従来はマルチステークホルダーの観点で構成されていたCSR自己評価指標を、優先して取り組む
べき課題についての目標・実績管理をするために改定。これまでのプロセスで得られた、当社が
優先して取り組むべき6テーマ12個の重点課題に、経営の基盤となる「組織統治」、経済的側面と
して「財務指標」の2テーマを加えた8テーマ18課題で再構成、及び指標の改定を実施しました。

● CSR自己評価指標の改定（P28参照）
優先して取り組む課題の目標・実績を指標にて管理

討会

従来は
べき課
優先し
して「財

● CSR自
2012年3月

た12の重点課題について、取り組むべき優先度を判断するため、従来のステークホルダーミー
グの枠組みを活用し、先に特定したステークホルダー群の方々に意見をいただきました。

抽出し

自己評価指標の改定（P28参照）
て取り組む課題の目標・実績を指標にて管理

● CSR自
優先し

● 社内検討会（P30参照）
取り組む課題の優先度を議論（社内）

ステークホルダーミーティングでいただいた意見をもとに、関係役員により取り組む課題の優先
度を議論。社内検討会の結果をもとにマテリアリティマップを作成し、ステークホルダーと当社の
両者にとって重要性の高い6課題を最重点課題と位置づけました。（最重点課題→P29～30参照）

ダークホルダ
ィング

ティング

ー

優先し

● 社内検
取り組

ステー
度を議
両者に

2011年12月

2012年1月
〜

人権

消費課題

財務指標 労働慣行

組織統治

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

公正な
事業慣行

環境

新指標全40指標のうち、最重点課題（6課題→P30参照）の指標（18指標）のみ
を掲載しています。CSR自己評価指標の詳細（その他指標、評価方法など）は詳
細版をご覧ください。

人権

労働慣行

環境

人権に関わる苦情の解決
差別の撤廃と平等な機会の提供

透明性
倫理的行動
ステークホルダーエンゲージメント

法の支配の尊重
社会的責任の理解

安全かつ健康的に働くことのできる職場づくり
人財の育成（社員教育）

環境汚染の予防（水・空気・土など）
CO2排出削減、および地球温暖化への対応

公正な競争
取引先および利用者に対する責任ある行動の推進

製品利用時における安全の保護
製品販売後のサービス、苦情対応

地元地域発展のための積極的な関わりや連携
地元地域発展のための投資

財務指標

人権

労働慣行

環境

公正な事業慣行

消費者課題

組織統治

財務指標

コミュニティへの参画及び
コミュニティの発展

ス
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ー
ク
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ー
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に
お
け
る
検
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事
項

テーマ 重点課題

※赤文字は最重点課題

※各指標とも配点を25点満点としています。

1

2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

16
17

15

18

25点

25点

①100%
②100%

1.5%
（100%）※

20点①87.4%
②74.9%

17点1.0%
（66.7%）

重点課題 2011年度
実績 得点

2012年度

※目標は、2014年4月1日現在において達成するという中間目標であり、
　単年度の目標ではなく3カ年での目標達成を目指すものである。

人権啓発活動
（研修実施率）

差別の撤廃と
平等な機会の提供 障がい者雇用率

女性管理職比率
（目標達成率）

目標 得点

5点 25点1.82% 2.00%

①15%
②35%

△30%

38.0%

80%

15名

0.84

①9%
②32%

＋1.6%

34.7%

81.6%

15名

0.84

①本社 50件
②事業所 100%

①本社 20件
②事業所 15%

①本社 30件
②事業所 50%

合計

●労働慣行

25点

25点

0点

25点

2011年度
実績 得点

2012年度

労災件数〈施工現場〉
（前年度増減率）

安全かつ健康的に
働くことのできる
職場づくり

有給休暇取得率

従業員満足度調査

目標 得点

15点 20点

25点

25点

15点

25点

若年層の資格取得率

人財の育成
【社員教育】

全社教育研修、従業員
一人当たりの受講回数

経営幹部候補者の
外部評価

15点 15点

●環境

25点

25点

25点

25点

2011年度
実績 得点

2012年度

CO2削減貢献量

CO2排出削減、および
地球温暖化への対応

CO2排出量の
2010年度比削減率
生物多様性自主基準
（開発・街づくり）適合率

目標 得点

25点 25点2.6%

175.1
（万t-CO2）

20.0%

50.0%

12.5%

26.4%

1.0%以上2.32%

●コミュニティへの参画及びコミュニティの発展

25点

25点

25点

18点

2011年度
実績 得点

2012年度

社会貢献活動
（本社、事業所）

地元地域発展のため
の積極的な関わりや
連携

NPO・NGO協働機会
（本社、事業所）

地域組織との協力活動
（本社、事業所）

目標 得点

18点 25点

25点

25点

25点

15点

社会貢献活動費用
（対経常利益比）

地元地域発展のため
の投資

寄付、募金活動
（従業員参加率）

ボランティア休暇
取得率

10点 25点

①本社 81件
②事業所 94.7%

①本社 18件
②事業所 6.4%

①本社 26件
②事業所 35.1%

指標 重点課題 指標

重点課題 指標重点課題 指標

全40指標 うち18指標

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

開　  発：92.4%
街づくり：61.9%

3.0%

181.9
（万t-CO2）

開　  発：90%
街づくり：70%
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CSR自己評価指標
大和ハウスグループでは、CSR活動の成果を測定し、「見える化」を図るため、
2006年度より「CSR自己評価指標」を導入し、CSR活動の改善につなげています。
2011年度は、社会的責任に関する手引として発行された国際規格ISO26000を
参考にテーマを特定して従来の指標を見直し、新たに指標を設定しました。
2012年度より新指標によるCSRマネジメントを実施します。

CSR活動の改善に向けた新たな目標設定
大和ハウスグループでは事業のグローバル化とともに、国際的な基準にはかり
当社のCSRへの取り組み状況を確認・改善し、より質の高いマネジメント体制を構築していくために、
ISO26000を参考にしたCSRマネジメントを開始。
新たなCSR方針の策定に向けて、3ヵ年計画をスタートさせました。

（CSRインディケーター）

大和ハウスグループでは、CSR活動のさらなる推進を
図るために、2006年度に大和ハウス工業独自の
「CSR自己評価指標」を策定。CSR活動の成果を「見
える化」し、取り組みの改善につなげています。
2009年度には指標を改定。より社会からの要請に応
えるために、ステークホルダーミーティングなどを行
い、課題を新たに抽出しました。さらに2010年度に
は、「CSR自己評価指標」の対象をグループ各社に展
開しました。
そして2011年度はISO26000を参考に重点課題を抽
出し、8テーマ18課題40指標を策定しました（大和ハ
ウス工業のみ）。国際的に求められる社会的課題へ
の意識を高め、活動内容を充実させていきます。

ISO（国際標準化機構）が2010年11月に発行した国際規格。
企業のみならず、あらゆる組織が効果的に社会的責任を組
織全体に統合するための手引規格であり、認証を必要とし
ない。組織のなかで社会的責任を実践していくための具体
的内容は、社会的責任の中核主題（テーマ）に関する手引
として「7つの中核主題（テーマ）」にまとめられています。

2006年度に大和ハウス工業独自の「CSR自己評価指標」を
策定し2011年度までの6ヵ年間運用。
2011年度よりISO26000を参考にした新たな指標に移行した。
※旧CSR自己評価指標の2011年度実績は詳細版を参照
（http://www.daiwahouse.co.jp/csr/）

〈第3次中期経営計画期間中〉
大和ハウス工業のみ対象。
グループ会社への展開も随時図っていきます。

2011年度・CSR自己評価指標のテーマ別得点比率

成果・目標の「見える化」を図りながら、
国際的に求められる社会的課題を意識したCSR活動を実践していきます。

目標設定のプロセス
●重点課題の特定
●特定した課題の優先度を議論
●優先して取り組む課題に基づいた指標の改定

〈ISO26000とは〉

いくために、

際規格。
責任を組
必要とし
めの具体
する手引
ます。

コミュニティ
への参画及び
コミュニティ
の発展

人権

労働慣行

環境公正な
事業慣行

消費者課題 組織統治

3ヵ年計画による改革の推進

社内検討会
CSR自己評価指標
の改定

ステークホルダー
ミーティング

重点テーマ・
ステークホルダーの特定

2011年度の取り組み

2006～2011

CSR自
の改定

2011

第4次中期経営計画におけるCSR方針策定
2014

得点率得点満点テーマ

人権

労働慣行

環境

公正な事業慣行

消費者課題

組織統治

財務指標

125

150

125

100

100

175

75

72

95

75

81

78

129

63

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展 150 111

57.6%

63.3%

60.0%

81.0%

78.0%

73.7%

84.0%

74.0%

1000 704 70.4%

人権
57.6

財務指標
84.0

組織統治
73.7

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

74.0 消費者課題
78.0

公正な事業慣行
81.0

環境
60.0

労働慣行
63.3

0
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40
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●
●
●
●
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●
●

●

2011年度実績と2012年度目標

［ISO26000／7つの中核主題］

2011年度の取取り組み

ISO26000に記載されているテーマについて、当社にとって重要性の高いテーマを特定。
その際、「組織統治」は経営の基盤として必ず取り組まなければならないものと判断し、
その他6つのテーマに関する35の課題の中から、12個を重点課題として抽出しました。

● テーマの重要性特定

当社が与える影響の程度と、ステークホルダーが当社の行動に対して持つ懸念の程度を
考慮して、当社にとって重要なステークホルダー群を特定しました。

● ステークホルダーの特定
重点課題の特定

ISO26
その際

● テーマ

当社が
考慮し

● ステー
重点課

2011年5月

お客さま

株 主

取引先

従業員

社 会

環 境

際、「組織統治」は経営の基盤として必ず取り組まなければならないものと判断し、
他6つのテーマに関する35の課題の中から、12個を重点課題として抽出しました。

その際

抽出した12の重点課題について、取り組むべき優先度を判断するため、従来のステークホルダーミー
ティングの枠組みを活用し、先に特定したステークホルダー群の方々に意見をいただきました。

● ステークホルダーミーティング（P29～30参照）
取り組む課題の優先度を議論（社外）

その他
その際
その他

抽出し
● ステー
取り組

2011年11月

従来はマルチステークホルダーの観点で構成されていたCSR自己評価指標を、優先して取り組む
べき課題についての目標・実績管理をするために改定。これまでのプロセスで得られた、当社が
優先して取り組むべき6テーマ12個の重点課題に、経営の基盤となる「組織統治」、経済的側面と
して「財務指標」の2テーマを加えた8テーマ18課題で再構成、及び指標の改定を実施しました。

● CSR自己評価指標の改定（P28参照）
優先して取り組む課題の目標・実績を指標にて管理

討会

従来は
べき課
優先し
して「財

● CSR自
2012年3月

た12の重点課題について、取り組むべき優先度を判断するため、従来のステークホルダーミー
グの枠組みを活用し、先に特定したステークホルダー群の方々に意見をいただきました。

抽出し

自己評価指標の改定（P28参照）
て取り組む課題の目標・実績を指標にて管理

● CSR自
優先し

● 社内検討会（P30参照）
取り組む課題の優先度を議論（社内）

ステークホルダーミーティングでいただいた意見をもとに、関係役員により取り組む課題の優先
度を議論。社内検討会の結果をもとにマテリアリティマップを作成し、ステークホルダーと当社の
両者にとって重要性の高い6課題を最重点課題と位置づけました。（最重点課題→P29～30参照）

ダークホルダ
ィング

ティング

ー

優先し

● 社内検
取り組

ステー
度を議
両者に

2011年12月

2012年1月
〜

人権

消費課題

財務指標 労働慣行

組織統治

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

公正な
事業慣行

環境

新指標全40指標のうち、最重点課題（6課題→P30参照）の指標（18指標）のみ
を掲載しています。CSR自己評価指標の詳細（その他指標、評価方法など）は詳
細版をご覧ください。

人権

労働慣行

環境

人権に関わる苦情の解決
差別の撤廃と平等な機会の提供

透明性
倫理的行動
ステークホルダーエンゲージメント

法の支配の尊重
社会的責任の理解

安全かつ健康的に働くことのできる職場づくり
人財の育成（社員教育）

環境汚染の予防（水・空気・土など）
CO2排出削減、および地球温暖化への対応

公正な競争
取引先および利用者に対する責任ある行動の推進

製品利用時における安全の保護
製品販売後のサービス、苦情対応

地元地域発展のための積極的な関わりや連携
地元地域発展のための投資

財務指標

人権

労働慣行

環境

公正な事業慣行

消費者課題

組織統治

財務指標

コミュニティへの参画及び
コミュニティの発展

ス
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テーマ 重点課題

※赤文字は最重点課題

※各指標とも配点を25点満点としています。

1

2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

16
17

15

18

25点

25点

①100%
②100%

1.5%
（100%）※

20点①87.4%
②74.9%

17点1.0%
（66.7%）

重点課題 2011年度
実績 得点

2012年度

※目標は、2014年4月1日現在において達成するという中間目標であり、
　単年度の目標ではなく3カ年での目標達成を目指すものである。

人権啓発活動
（研修実施率）

差別の撤廃と
平等な機会の提供 障がい者雇用率

女性管理職比率
（目標達成率）

目標 得点

5点 25点1.82% 2.00%

①15%
②35%

△30%

38.0%

80%

15名

0.84

①9%
②32%

＋1.6%

34.7%

81.6%

15名

0.84

①本社 50件
②事業所 100%

①本社 20件
②事業所 15%

①本社 30件
②事業所 50%

合計

●労働慣行

25点

25点

0点

25点

2011年度
実績 得点

2012年度

労災件数〈施工現場〉
（前年度増減率）

安全かつ健康的に
働くことのできる
職場づくり

有給休暇取得率

従業員満足度調査

目標 得点

15点 20点

25点

25点

15点

25点

若年層の資格取得率

人財の育成
【社員教育】

全社教育研修、従業員
一人当たりの受講回数

経営幹部候補者の
外部評価

15点 15点

●環境

25点

25点

25点

25点

2011年度
実績 得点

2012年度

CO2削減貢献量

CO2排出削減、および
地球温暖化への対応

CO2排出量の
2010年度比削減率
生物多様性自主基準
（開発・街づくり）適合率

目標 得点

25点 25点2.6%

175.1
（万t-CO2）

20.0%

50.0%

12.5%

26.4%

1.0%以上2.32%

●コミュニティへの参画及びコミュニティの発展

25点

25点

25点

18点

2011年度
実績 得点

2012年度

社会貢献活動
（本社、事業所）

地元地域発展のため
の積極的な関わりや
連携

NPO・NGO協働機会
（本社、事業所）

地域組織との協力活動
（本社、事業所）

目標 得点

18点 25点

25点

25点

25点

15点

社会貢献活動費用
（対経常利益比）

地元地域発展のため
の投資

寄付、募金活動
（従業員参加率）

ボランティア休暇
取得率

10点 25点

①本社 81件
②事業所 94.7%

①本社 18件
②事業所 6.4%

①本社 26件
②事業所 35.1%

指標 重点課題 指標

重点課題 指標重点課題 指標

全40指標 うち18指標

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

開　  発：92.4%
街づくり：61.9%

3.0%

181.9
（万t-CO2）

開　  発：90%
街づくり：70%
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ステークホルダーミーティング
「ステークホルダーと誠実に向き合い、企業市民として社会の要請に応え続ける」ことが、
大和ハウスグループのCSRに対する基本姿勢です。
その一環として、大和ハウス工業では毎年ステークホルダーミーティングを開催し、
皆さまからいただいた貴重なご意見をCSR経営に反映させています。

2011年11月23日(祝・水)、当社の本社ビルにおいてステークホル
ダーミーティングを開催しました。第8回となる今回は、社会的責
任の国際規格ISO26000を当社グループのCSRマネジメントに活
用するうえで、その中核となる「大和ハウス工業が優先的に取り組
むべき社会的課題」についてステークホルダーの皆さまから率直
なご意見をいただきました。分科会ならびに本会議でまとめられ
た意見は後日当社にて討議し、当社の優先課題として整理しまし
た。当ミーティングはステークホルダーエンゲージメントの一環と
してCSRマネジメントに組み込まれています。社内検討会の結果
と合わせて、当日の討議内容を抜粋してご紹介します。

その他の課題解決を達成する上でも、
社員の意識や責任が必要である。

大和ハウスグループ
「第8回ステークホルダーミーティング」概要

■ 開催日時
■ 開催場所
■ テ ー マ

2011年11月23日（祝・水） 10:30~17:00
大和ハウス工業㈱ 本社ビル2階会議室

「大和ハウス工業が優先的に取り組むべき社会的課題」に
ついて

■ ファシリテーター ■ 参加ステークホルダー

小山 嚴也 様
関東学院大学 
経済学部 教授

25名
●  お客さま
●  取引先
●  従業員
●  NPO
●  株主
●  地域社会

4名
4名
4名
4名
4名
5名

ステークホルダーごとに6つのグループに分かれて分科会を実施し、
グループごとに1 2の課題の優先順位を決定。

※各グループ共に、「司会・書記社員」2名、「回答社員」2名が加わり、分科会を進行。
※ステークホルダーから出された意見に対し、必要に応じて、「回答社員」がその場で対応。

リーダー

分科会

社内検討会

本会議

最重点課題 1.

　人財の育成（社員教育）

建築関係の人材だけでなく、その他の
分野の知識を持っている人材など、多
様な人材を採用・育成してほしい。

企業は人なり。人によって育てられる。
また、社会の基本中の基本である。

本会議報告

各グループで選出されたリーダー1名に、分科会での順位を持ち寄ってい
ただき本会議を開催。ファシリテーターの小山様が意見を集約し、ステー
クホルダー全体としての統一見解を確定。
※リーダー以外の方は、オブザーバーとして討議を傍聴し、状況に応じて意見を発言

企業が発展していくためには、地域の発
展が不可欠。地域社会とつながらなけれ
ば実現できない。また、企業として周り
から求められていかなければならない。

事業所における社会貢献活動だけでは
なく、もっと大和ハウス工業にはできる
ことがある。

地域が行うことには積極的に関与して
いくのが良い。

大和ハウスグループにとっての重要性

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性
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非常に高い

※丸の中の数字は、左表の番号と対応

非
常
に
高
い

最重点課題

重点課題

予め重要度の高い社会的課題を抽出した上で、最重点
課題を特定するために本マップを活用。

本会議で決定した優先課題の順位
（リーディングカンパニーとしての観点より）

本会議

ステークホルダーミーティングで決定した優先課題の順位を、関係役員を
中心に二度にわたる社内検討会にて議論を重ね最終確定。

本会議

社内検討会
ーミミーティティングでングで決定し決定した優先た優先課題の課題の順位順位
たる社内検討会にて議論を重ね最終確定。

大和ハウスグループが優先的に取り組むべき社会的課題

当社で確定した優先課題順位
マテリアリティマップ

お客さまグループ

リーダー

株主グループ

リーダー

取引先グループ

リーダー

NPOグループ

リーダー

従業員グループ

リーダー

地域社会グループ

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

4

11

12

2

3

6

8

5

9

10

1

7

人財の育成（社員教育）

地元地域発展のための積極的な関わりや連携

地元地域発展のための投資

差別の撤廃と平等な機会の提供

安全かつ健康的に働くことのできる職場づくり

CO2排出削減、および地球温暖化への対応

取引先および利用者に対する責任ある行動の推進

環境汚染の予防（水・空気・土など）

製品利用時における安全の保護

製品販売後のサービス、苦情対応

人権に関わる苦情の解決

公正な競争

4
最重点課題 2.

　地元地域発展のための
　積極的な関わりや連携

11

災害に強い街づくりや、高齢社会に対
応した街づくりなど、地域課題をもっと
積極的に解決することができる。企業
としての強みを活かした取り組みを期
待したい。

コミュニティの構成要素が変わったと
きなど、長期での対応ができていない。
もっと長い目で、地域のコーディネート
をしてほしい。

協力会社に対しても被災地支援の旗振
りをしてもらった。このような取り組み
や人的資源の投資を、継続して行って
ほしい。

最重点課題 3.

　地元地域発展のための投資12

パワハラやセクハラも含めて、社内で
平等な対応ができているかどうか。

最重点課題 4.

　差別の撤廃と平等な機会の提供

グローバル展開を考えれば、中国や東
南アジアなどの地域で与える影響は大
きい。

国連グローバルコンパクトにおいても、
人権についての記載がある。グローバ
ルで見れば児童労働など深刻な問題
があり、国内で見てもハラスメントやメ
ンタルヘルスなどの問題があるため、
非常に重要。

心身ともに安心・安全な状態で働くこ
とができなければ、人財は育たない。
また、高品質の商品も提供できない。

事務所だけでなく、工事現場も安全・安
心な状態にしてほしい。

従業員満足を高めるためにも、安全な
職場は必要。

2
最重点課題 5.

　安全かつ健康的に
　働くことのできる職場づくり
3

社会への影響度が大きい。10年後20
年後など将来的に考えると、解決・対応
が必要。

CO2の排出については問題ないと思う
が、住宅をお客さまに引き渡してから、
お客さまが使う中で発生するCO2をい
かに少なくさせるかが今後の課題。

温暖化は地球規模の問題だが、国内で
は家庭･業務部門におけるCO2排出が
増えているため、今後も取り組みを進
めて欲しい。

最重点課題 6.

　CO2排出削減、および
　地球温暖化への対応
6

後日

※詳細はWebサイトでもご覧いただけます。
　http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/

ファシリテーター（小山様）

各グループリーダー オブサーバー

参加したステークホルダーの
皆さまからのご意見

従業員 従業員 地域社会 従業員 従業員 株主

NPO

お客さま

取引先

NPO

地域社会

NPO
お客さま

取引先

NPO

地域社会

地域社会

お客さま

参加いただいたステークホルダー・当社役員も本会議を視聴ファシリテーター小山様による
本会議の進行

分科会の様子
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ステークホルダーミーティング
「ステークホルダーと誠実に向き合い、企業市民として社会の要請に応え続ける」ことが、
大和ハウスグループのCSRに対する基本姿勢です。
その一環として、大和ハウス工業では毎年ステークホルダーミーティングを開催し、
皆さまからいただいた貴重なご意見をCSR経営に反映させています。

2011年11月23日(祝・水)、当社の本社ビルにおいてステークホル
ダーミーティングを開催しました。第8回となる今回は、社会的責
任の国際規格ISO26000を当社グループのCSRマネジメントに活
用するうえで、その中核となる「大和ハウス工業が優先的に取り組
むべき社会的課題」についてステークホルダーの皆さまから率直
なご意見をいただきました。分科会ならびに本会議でまとめられ
た意見は後日当社にて討議し、当社の優先課題として整理しまし
た。当ミーティングはステークホルダーエンゲージメントの一環と
してCSRマネジメントに組み込まれています。社内検討会の結果
と合わせて、当日の討議内容を抜粋してご紹介します。

その他の課題解決を達成する上でも、
社員の意識や責任が必要である。

大和ハウスグループ
「第8回ステークホルダーミーティング」概要

■ 開催日時
■ 開催場所
■ テ ー マ

2011年11月23日（祝・水） 10:30~17:00
大和ハウス工業㈱ 本社ビル2階会議室

「大和ハウス工業が優先的に取り組むべき社会的課題」に
ついて

■ ファシリテーター ■ 参加ステークホルダー

小山 嚴也 様
関東学院大学 
経済学部 教授

25名
●  お客さま
●  取引先
●  従業員
●  NPO
●  株主
●  地域社会

4名
4名
4名
4名
4名
5名

ステークホルダーごとに6つのグループに分かれて分科会を実施し、
グループごとに1 2の課題の優先順位を決定。

※各グループ共に、「司会・書記社員」2名、「回答社員」2名が加わり、分科会を進行。
※ステークホルダーから出された意見に対し、必要に応じて、「回答社員」がその場で対応。

リーダー

分科会

社内検討会

本会議

最重点課題 1.

　人財の育成（社員教育）

建築関係の人材だけでなく、その他の
分野の知識を持っている人材など、多
様な人材を採用・育成してほしい。

企業は人なり。人によって育てられる。
また、社会の基本中の基本である。

本会議報告

各グループで選出されたリーダー1名に、分科会での順位を持ち寄ってい
ただき本会議を開催。ファシリテーターの小山様が意見を集約し、ステー
クホルダー全体としての統一見解を確定。
※リーダー以外の方は、オブザーバーとして討議を傍聴し、状況に応じて意見を発言

企業が発展していくためには、地域の発
展が不可欠。地域社会とつながらなけれ
ば実現できない。また、企業として周り
から求められていかなければならない。

事業所における社会貢献活動だけでは
なく、もっと大和ハウス工業にはできる
ことがある。

地域が行うことには積極的に関与して
いくのが良い。

大和ハウスグループにとっての重要性

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

4

8

11

10

6

12
2

3

5
9

7
1

非常に高い

※丸の中の数字は、左表の番号と対応

非
常
に
高
い

最重点課題

重点課題

予め重要度の高い社会的課題を抽出した上で、最重点
課題を特定するために本マップを活用。

本会議で決定した優先課題の順位
（リーディングカンパニーとしての観点より）

本会議

ステークホルダーミーティングで決定した優先課題の順位を、関係役員を
中心に二度にわたる社内検討会にて議論を重ね最終確定。

本会議

社内検討会
ーミミーティティングでングで決定し決定した優先た優先課題の課題の順位順位
たる社内検討会にて議論を重ね最終確定。

大和ハウスグループが優先的に取り組むべき社会的課題

当社で確定した優先課題順位
マテリアリティマップ

お客さまグループ

リーダー

株主グループ

リーダー

取引先グループ

リーダー

NPOグループ

リーダー

従業員グループ

リーダー

地域社会グループ

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

4

11

12

2

3

6

8

5

9

10

1

7

人財の育成（社員教育）

地元地域発展のための積極的な関わりや連携

地元地域発展のための投資

差別の撤廃と平等な機会の提供

安全かつ健康的に働くことのできる職場づくり

CO2排出削減、および地球温暖化への対応

取引先および利用者に対する責任ある行動の推進

環境汚染の予防（水・空気・土など）

製品利用時における安全の保護

製品販売後のサービス、苦情対応

人権に関わる苦情の解決

公正な競争

4
最重点課題 2.

　地元地域発展のための
　積極的な関わりや連携

11

災害に強い街づくりや、高齢社会に対
応した街づくりなど、地域課題をもっと
積極的に解決することができる。企業
としての強みを活かした取り組みを期
待したい。

コミュニティの構成要素が変わったと
きなど、長期での対応ができていない。
もっと長い目で、地域のコーディネート
をしてほしい。

協力会社に対しても被災地支援の旗振
りをしてもらった。このような取り組み
や人的資源の投資を、継続して行って
ほしい。

最重点課題 3.

　地元地域発展のための投資12

パワハラやセクハラも含めて、社内で
平等な対応ができているかどうか。

最重点課題 4.

　差別の撤廃と平等な機会の提供

グローバル展開を考えれば、中国や東
南アジアなどの地域で与える影響は大
きい。

国連グローバルコンパクトにおいても、
人権についての記載がある。グローバ
ルで見れば児童労働など深刻な問題
があり、国内で見てもハラスメントやメ
ンタルヘルスなどの問題があるため、
非常に重要。

心身ともに安心・安全な状態で働くこ
とができなければ、人財は育たない。
また、高品質の商品も提供できない。

事務所だけでなく、工事現場も安全・安
心な状態にしてほしい。

従業員満足を高めるためにも、安全な
職場は必要。

2
最重点課題 5.

　安全かつ健康的に
　働くことのできる職場づくり
3

社会への影響度が大きい。10年後20
年後など将来的に考えると、解決・対応
が必要。

CO2の排出については問題ないと思う
が、住宅をお客さまに引き渡してから、
お客さまが使う中で発生するCO2をい
かに少なくさせるかが今後の課題。

温暖化は地球規模の問題だが、国内で
は家庭･業務部門におけるCO2排出が
増えているため、今後も取り組みを進
めて欲しい。

最重点課題 6.

　CO2排出削減、および
　地球温暖化への対応
6

後日

※詳細はWebサイトでもご覧いただけます。
　http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/

ファシリテーター（小山様）

各グループリーダー オブサーバー

参加したステークホルダーの
皆さまからのご意見

従業員 従業員 地域社会 従業員 従業員 株主

NPO

お客さま

取引先

NPO

地域社会

NPO
お客さま

取引先

NPO

地域社会

地域社会

お客さま

参加いただいたステークホルダー・当社役員も本会議を視聴ファシリテーター小山様による
本会議の進行

分科会の様子

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201230
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CSR自己評価指標（CSRインディケーター）　2011年度実績
C S R経営の基盤

2011年度・CSR自己評価指標の分野別得点比率

人権
57.6

財務指標
84.0

組織統治
73.7

コミュニティへの参画
およびコミュニティの発展

74.0 消費者課題
78.0

公正な事業慣行
81.0

環境
60.0

労働慣行
63.3

0
20
40
60
80
100％

ISO26000を参考にし、指標を改定しました。
新指標全40指標を掲載しています。

社会的課題
（★は重点課題） 具体的指標 各指標の

配点（満点）
評価方法

（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）
2011年度
実績

2012年度
目標 補足

人権に関わ
る苦情の
解決 
（苦情解決）

企業倫理・人権ヘルプラ
インへの相談対応 　
（解決率）

25点 通報から1ヶ月以内の解決率。　この比率を25点満点に換算
―

（15点）
80％以上
（20点）

2011年度　企業倫理ヘルプラ
インへの相談対応
（1ヶ月以内の解決率）84.2％

企業倫理・人権ヘルプラ
インの周知率 25点

社内CSR意識調査実施時に調査【グループ】 
企業倫理・人権ヘルプラインの「連絡先を知っている」と回答した割合 
50％未満 0、50％～55％未満 5、55％～60％未満 10、 
60％～65％未満 15、65％～70％未満 20、70％以上 25とする

―
（15点）

70.0％
（18点）

2011年度　人権意識調査にお
いて「企業倫理ヘルプラインを
知っている」と回答した割合　
68.７％

差別の撤廃
と平等な機
会の提供 
（差別および
  社会的弱者）
★

人権啓発活動 25点

①人権啓発研修受講者率【単体】 
　従業員の人権啓発研修受講者率 
②人権啓発研修実施率【グループ28社】 
　グループ会社各社における、従業員の人権啓発研修受講者率を平均して
　算出
①、②の平均を算出。25点満点に換算

①87.4％ 
②74.9％
（20点）

①100％ 
②100％
（25点）

障がい者雇用率 25点
翌年度の4月1日現在の障がい者雇用率　
1.80％未満 0、1.80％～1.85％未満 5、1.85％～1.90％未満 10、 
1.90％～1.95％未満 15、1.95％～2.00％未満 20、2.00％以上 25とする

1.82％
（5点）

2.00％
（25点）

女性管理職比率
（目標達成率）

25点
女性管理職比率（女性管理職の全管理職数に対する割合） 
2015年度目標の1.5％を100％とした時の翌年度の4月1日現在における達
成率 
この比率を25点満点に換算

66.7％ 
（1.0％）
（17点）

100％
（1.5％）※
（25点）

※目標は、2014年4月1日現在
において達成するという中期目
標であり、単年度の目標ではな
く3ヵ年での目標達成を目指す
ものである

大和ハウス
工業

●人権
各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。

※2011年度実績について、新指標にて算出できない項目は未記入、かつ得点を15点（満点の60％）としています。



社会的課題
（★は重点課題） 具体的指標 各指標の

配点（満点）
評価方法

（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）
2011年度
実績

2012年度
目標 補足

CO2排出削
減、 および地
球温暖化へ
の対応
（気候変動の
  緩和、生物
  多様性など）
★

CO2削減貢献量 25点
2011年度目標（157.5万t-CO2）の達成度を25点満点に換算 
（2010年度比悪化の場合0点、2011年度目標達成の場合25点）
【グループ3社】

175.1
万t-CO2

（25点）

181.9
万t-CO2

（25点）

CO2排出量の2010年度
比削減率 25点

2011年度目標（0.7％）の達成度を25点満点に換算 
（2010年度比悪化の場合0点、2011年度目標達成の場合25点）
【グループ28社】

2.6％
（25点）

3.0％
（25点）

生物多様性自主基準
（開発・街づくり）適合率 25点

①生物多様性自主基準（開発）適合率 
②生物多様性自主基準（街づくり）適合率 
①、②の2011年度目標（開発：90.0％、街づくり：60.0％）の達成度を平均し、
25点満点に換算 
（2010年度比悪化の場合0点、2011年度目標達成の場合25点）
【大和ハウス工業】

①92.4％
②61.9％
（25点）

①90％
②70％
（25点）

環境汚染の
予防 
（水・空気・土
  など）

売上高あたり建設廃棄
物排出量の2010年度比
削減率

25点
2011年度目標（3.3％）の達成度を25点満点に換算 
（2010年度比悪化の場合0点、2011年度目標達成の場合25点）
【グループ4社】

△15.0％
（0点）

6.7％
（25点）

※2011年度実績は仮設住宅の
建設に伴って増加し、削減率は
マイナスとなっている

PRTR対象化学物質排
出・移動量の2010年度
比削減率

25点
2011年度目標（1.0％）の達成度を25点満点に換算 
（2010年度比悪化の場合0点、2011年度目標達成の場合25点）
【グループ3社】

△20.7％
（0点）

3.0％
（25点）

※2011年度実績は仮設住宅の
建設に伴って増加し、削減率は
マイナスとなっている

社会的課題
（★は重点課題） 具体的指標 各指標の

配点（満点）
評価方法

（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）
2011年度
実績

2012年度
目標 補足

安全かつ健
康的に働くこ
とのできる
職場
 （労働における
   安全衛生）
★

労災件数（施工現場） 
（前年度増減率）

25点
労災件数（施工現場）の前年増減率　
0％未満の減少率 0、0％～△5％未満 5、△5％～△10％未満 10、 
△10％～△15％未満 15、△15％～△20％未満　20、
△20％以上の減少率 25とする

1.6％
（0点）

△30％
（25点）

有給休暇取得率 25点
有給休暇取得日数を年度の有休付与日数で除して算出。
20％未満 0、20％～25％未満 5、25％～30％未満 10、
30％～35％未満 15、35％～40％未満 20、40％以上 25とする

34.7％
（15点）

38.0％
（20点）

従業員満足度調査 25点
社内CSR意識調査実施時に調査 
60％未満 0、60％～65％未満 5、65％～70％未満 10、
70％～75％未満 15、 75％～80％未満 20、80％以上 25とする

81.6％
（25点）

80％
（25点）

人財の育成
【社員教育】 
（職場における
  人材の育成
  および訓練）
★

若年層の資格取得率 25点

①宅地建物取引主任者資格試験の合格率　 
※当該年度の試験を受験した、入社3年目までの従業員を対象とする 
0％～5％未満　0、5％～10％未満　5、10％～15％未満　10、
15％以上　15とする 
②二級建築士試験の合格率　 
※当該年度の試験を受験した、入社3年目までの従業員を対象とする 
15％未満　0、15％～20％未満　4、20％～25％未満　8、
25％以上　10とする 
①、②の合計を算出

①9％
②32％
（15点）

①15％ 
②35％
（25点）

全社教育研修、従業員一
人当たりの受講回数 25点

研修受講者延べ人数（年間）を期末人員で除して算出（年間実績） 
0.6未満　0、0.6～0.7未満　5、0.7～0.8未満　10、0.8～0.9未満　15、
0.9～1.0未満　20、1.0以上　25とする

0.84
（15点）

0.84
（15点）

経営幹部候補者の外部
評価 25点

外部専門機関の評価基準において、一定以上の評価ランクと位置づけられ
たものの人数 
※5段階評価で3段階以上の評価を得た人数 
0名　0、1名～3名　5、4名～6名　10、7名～9名　15、10名～12名　20、
13名以上　25とする

15名
（25点）

15名
（25点）
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●環境

●労働慣行

CSR自己評価指標（CSRインディケーター）　2011年度実績

各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。
※2011年度実績について、新指標にて算出できない項目は未記入、かつ得点を15点（満点の60％）としています。
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社会的課題
（★は重点課題） 具体的指標 各指標の

配点（満点）
評価方法

（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）
2011年度
実績

2012年度
目標 補足

製品利用時
における安
全の保護 
（消費者の
  安全衛生の
  保護）

耐震性能（住宅） 
（最高等級取得率）

25点
住宅性能表示制度に基づく耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）の最高等級
取得率 
この比率を25点満点に換算 
※地域別に集計した参考資料の中で、全社数値を利用

91.8％
（23点）

93.0％
（23点）

製品の性能・仕様に関す
る、特別点検の実施率 25点

実施完了率＝特別点検完了数/特別点検対象物件数 
80％未満　0、80％～85％未満　5、85％～90％未満　10、
90％～95％未満　15、95％～100％未満　20、100％　25とする
（特別点検対象物件数が0件の場合、25点とする） 
※点検実施の通達発信より計画期間内における実施完了率。
　ただし、年度内に計画期間が終了した物件に限る

90.6％
（15点）

100％
（25点）

製品販売後の
サービス、苦情対応
（消費者に対する
  サービス、 支援、
  ならびに苦情
  および紛争の
  解決）

戸建住宅オーナー様満
足度 25点

戸建住宅オーナー様（ご入居者様）に対してアンケートを実施。「大変良かっ
た」「良かった」の評価が全体に占める比率 
この比率を25点満点に換算 
※アンケートは、「建てて良かったか」の問いに対して、「大変良かった」「良
かった」「あまり良くなかった」「良くなかった」の4択で評価

95.7％
（24点）

100％
（25点）

集合住宅オーナー様満
足度 25点

集合住宅オーナー様に対してアンケートを実施。「満足」の評価が全体に占
める比率 
この比率を25点満点に換算 
※アンケートは、「満足」「普通」「不満」「大変不満」の4択で評価

63.2％
（16点）

100％
（25点）

●消費者課題

社会的課題
（★は重点課題） 具体的指標 各指標の

配点（満点）
評価方法

（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）
2011年度
実績

2012年度
目標 補足

地元地域発
展のための 
積極的な関
わりや連携 
（コミュニティ
  への参画）
★

社会貢献活動
（本社、事業所） 25点

①本社活動件数　
30件未満 0、30件～40件未満 5、40件～50件未満 8、50件以上 10とする 
②事業所実施割合（年2回以上実施）　
60％未満 0、60％～65％未満 5、65％～70％未満 10、70％以上 15とする 
①、②の合計を算出

①本社 81件
②事業所
94.7％
（25点）

①本社 50件
②事業所

100％
（25点）

NPO・NGO協働機会
（本社、事業所） 25点

①本社活動件数　
0件 0、1件～10件未満　5、10件～20件未満 8、20件以上 10とする 
②事業所実施割合（年1回以上実施）　
0％ 0、0％超～5％未満 5、5％～10％未満 10、10％以上 15とする 
①、②の合計を算出

①本社 18件 
②事業所

6.4％
（18点）

①本社 20件
②事業所

15％
（25点）

地域組織との協力機会
（本社、事業所） 25点

①本社活動件数　
0件 0、1件～15件未満 5、15件～30件未満 8、30件以上 10とする 
②事業所実施割合（年1回以上実施）　
0％ 0、0％超～25％未満 5、25％～50％未満 10、50％以上 15とする 
①、②の合計を算出

①本社 26件
②事業所
35.1％
（18点）

①本社 30件
②事業所

50％
（25点）

地元地域発
展のための
投資 
（社会的投資）
★

社会貢献活動費用 25点
経常利益（前年度までの過去5年間の平均）に社会貢献活動費用が対して
占める比率 　
0.6％未満　0、0.6％～0.7％未満 5、0.7％～0.8％未満 10、
0.8％～0.9％未満 15、0.9％～1.0％未満 20、1.0％以上 25とする

2.32％
（25点）

1.0％以上
（25点）

寄付、募金活動 
（従業員参加率）

25点
エンドレス募金・ハート募金参加者（実人数）を期末人員で除して参加率を算出 
20％未満 0、20％～25％未満 5、25％～30％未満 10、
30％～35％未満 15、 35％～40％未満 20、40％以上 25とする

26.4％
（10点）

50.0％
（25点）

ボランティア休暇取得率 25点
取得日数を期末人員で除して算出　
5％未満 0、5％～10％未満 10、10％～15％未満 15、 
15％～20％未満 20、20％以上 25とする

12.5％
（15点）

20.0％
（25点）

●コミュニティへの参画および発展

社会的課題
（★は重点課題） 具体的指標 各指標の

配点（満点）
評価方法

（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）
2011年度
実績

2012年度
目標 補足

公正な競争

取引先からの下請法に
関する通報対応 
（解決率）

25点 通報から1ヶ月以内の解決率。この比率を25点満点に換算 100％
（25点）

80％以上
（20点）

協力会連合会・トリリオン会・設
和会・総和会　各会員会社

当社社員の行動に関する 
取引先アンケート調査 25点

①回答率 
②弊社従業員の行動に対して「問題ない」の回答が全体を占める比率 
①、②の平均を算出し、25点満点に換算

67.4％ 
（①63.8％
　②71.0％）
（17点）

66.5％
（①60％
　②73％）
（17点）

協力会連合会 会員会社

取引先および利用
者に対する、 責任
ある行動の推進 
（バリューチェーン
  における社会的
  責任の推進）

取引先、および購買業務
の自社基準に基づく管
理・改善状況

25点 全国事業所の購買課に対して購買業務監査を実施（自社基準） 
定量評価項目の全国平均点（７0点満点）を25点満点に換算

59.26点
（21点）

70点
（25点）

取引先に対する契約業
務に関する自社基準に
基づく適正度

25点 全国事業所の購買課に対して、購買業務監査を実施（自社基準） 
定性評価項目のうち「可」の評価を得た割合を25点満点に換算

75.4％
（18点）

100％
（25点）

●公正な事業慣行

CSR自己評価指標（CSRインディケーター）　2011年度実績

各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。
※2011年度実績について、新指標にて算出できない項目は未記入、かつ得点を15点（満点の60％）としています。
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社会的課題
（★は重点課題） 具体的指標 各指標の

配点（満点）
評価方法

（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）
2011年度
実績

2012年度
目標 補足

透明性

アニュアルレポート外部
評価 25点

外部評価機関によるレイティング評価 
ランク外　0、D　12、C（C-、C、C+）　18、
B以上（B-、B、B+、A-、A、A+）　25とする　　

A
（AR2010）
（25点）

A＋
（AR2011）
（25点）

レイティング評価の発表が夏ご
ろのため、昨年度に受けた評価
を実績とする

CSRレポート外部評価 25点 CSRレポートの外部評価　総合得点を25点満点に換算 74.3点
（19点）

75点
（19点）

IRサイト外部評価 25点
ＩＲサイト（web）の外部評価 
4.5未満　0、4.5～5.0未満　5、5.0～5.5未満　10、5.5～6.0未満　15、
6.0～6.5未満　20、6.5以上　25とする

5.42点
（10点）

5.5点
（15点）

倫理的行動 社内CSR意識調査 25点 毎年行う社内CSR意識調査の得点を25点満点に換算 75.96点
（19点）

79.75点
（20点）

ステークホルダー
エンゲージメント

ステークホルダーミー
ティング 
（参加者満足度）

25点
当社ステークホルダーミーティングへの参加者アンケート結果 
①ディスカッション　「発言しやすい雰囲気であった」が全体に占める比率 
②当社の説明内容　「分かりやすい」が全体に占める比率 
①、②の平均を25点満点に換算

①87％ 
②66％
（19点）

①90％ 
②70％
（20点）

法の支配の
尊重

全社倫理・コンプライア
ンス研修、従業員一人当
たりの受講回数

25点
研修受講者延べ人数（年間）を期末人員で除して算出（年間実績） 
0.3未満　0、0.3～0.4未満　5、0.4～0.5未満　10、0.5～0.6未満　15、
0.6～0.7未満　20、0.7以上　25とする 
※法務部およびCSR推進部主催のものに限る

0.69
（20点）

0.68
（20点）

2011年度実績　
法務部　5,349名、
CSR　3,687名、 
期末人員　13,075名

社会的責任
の理解

CSRレポートにおける
GRIガイドライン対応率 25点 CSRレポートにおける開示率を25点満点に換算 67.7％

（17点）
75.0％
（19点）

●組織統治

社会的課題
（★は重点課題） 具体的指標 各指標の

配点（満点）
評価方法

（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）
2011年度
実績

2012年度
目標 補足

収益性 
（営業利益率より計算し
たものを点数化）

25点
①過去3年の総資本営業利益率の平均 
②過去3年の売上高営業利益率の平均 
①・②をもとに点数化（100点満点）し、25点満点に換算

65点
（17点）

75点
（19点）

【決算短信】にて公開済 
2011年度連結実績

成長性 
（売上高、営業CFの成長
率を点数化）

25点
①過去3年の売上高の年平均成長率 
②過去3年の営業CFの年平均成長率 
①・②をもとに点数化（100点満点）し、25点満点に換算

85点
（21点）

90点
（23点）

【決算短信】にて公開済 
2011年度連結実績

安全性
（金利負担能力を点数
化）

25点 金利負担能力比率＝（税引前利益＋支払利息）／支払利息 
この比率をもとに点数化（100点満点）し、25点満点に換算

100点
（25点）

100点
（25点）

【決算短信】にて公開済 
2011年度連結実績

●財務指標

CSR自己評価指標（CSRインディケーター）　2011年度実績

各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。
※2011年度実績について、新指標にて算出できない項目は未記入、かつ得点を15点（満点の60％）としています。
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CSR自己評価指標（旧6指標）　2011年度実績
C S R経営の基盤

2011年度・CSR自己評価指標（旧6指標）の分野別得点比率
※各分野の合計点数を100とした場合の得点比率です。

※2011年度得点比率＝実績点数／合計点数

お客さま
株 主
取 引 先
従 業 員
社 会
環 境

＝ 311／380点
＝ 300／400点
＝ 170／420点
＝ 337／480点
＝ 242／440点
＝ 145／320点

…82
…75
…40
…70
…55
…45

※2011年度得点比率＝実績点数／合計点数

お客さま
株 主
取 引 先
従 業 員
社 会
環 境

＝ 311／380点
＝ 300／400点
＝ 170／420点
＝ 337／480点
＝ 242／440点
＝ 145／320点

…82
…75
…40
…70
…55
…45

お客さま
82
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40

従業員
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社 会
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45
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2011年度実績2011年度目標

800

判定
 　 　　 目標達成率100％以上　　　　 目標達成率80～100％未満　　　　 目標達成率80％未満
　　※一指標内で複数の項目を目標としている場合は、最も低い目標達成率にて判定している。

社会的課題 具体的指標
（★は重点実施指標）

各指標の
配点（満点）

評価方法
（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）

2011年度
目標

2011年度
実績 判定 補足

CSRの
基盤づくり 社内CSR意識調査★ 100点 毎年行う社内CSR意識調査の得点（100点満点） 78.37点

（78点）
75.96点
（76点）

全分野

大和ハウス
工業

各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。
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各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。

CSR自己評価指標（旧6指標）　2011年度実績

社会的課題 具体的指標
（★は重点実施指標）

各指標の
配点（満点）

評価方法
（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）

2011年度
目標

2011年度
実績 判定 補足

住まいの
量的充足

販売戸数
（住宅、アパート、
　マンション）★
（前年度増減率）

100点
当社販売戸数の前年度増減率 
△10％未満 0、△10％～△5％未満 20、
△5％～0％未満 40、 0％～＋1％未満 60、
＋1％～＋3％未満 80、＋3％以上 100とする

20％
（100点）

5.5％
（100点）

【決算概要】にて公開済 
2010年度 37,414戸、
2011年度 39,486戸

住まいの
質的充足

オーナー様（入居者）満足度★ 
（アンケート評価による満足率）

100点 お客さまアンケート評価で「大変良かった」「良かった」が 全体に
占める比率　⇒　この比率を100点満点に換算

100％
（100点）

95.7％
（96点）

【CSRレポート】・
【アニュアルレポート】
にて公開済

オーナー様（入居者）
からの紹介販売率 
（住宅・アパート）
（前年度増減率）

60点
オーナー様（入居者）からの紹介販売率の前年度増減率 
△15％未満 0、△15％～△10％未満 10、△10％～△5％未満 20、
△5％～0％未満 30、0％～＋5％未満 40、＋5％～＋10％未満 50、
＋10％以上 60とする

2.0％
（40点）

△22.4％
（0点）

【ファクトブック】にて公開済 
2009年度 49％、
2010年度 67％ 
→2011年度 52％として増減率
を算出

住まいの
安全・安心

耐震性能（住宅）
（最高等級取得率）

60点 住宅性能表示制度に基づく耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
の 最高等級取得率　⇒　この比率を60点満点に換算

95.0％
（57点）

91.8％
（55点）

地域別に集計した参考資料の
中で、全社数値を利用

住まいの
長寿命化

リフォーム事業の
受注高
（前年度増減率）

60点
リフォーム事業の受注高の前年度増減率 
△10％未満 0、△10％～△5％未満 10、△5％～0％未満 20、 
0％～＋1％未満 30、＋1％～＋3％未満 40、＋3％～＋5％未満 50、 
＋5％以上 60とする

28.8％
（60点）

11.8点
（60点）

2010年度 497億円、
2011年度 560億円

お客さま

社会的課題 具体的指標
（★は重点実施指標）

各指標の
配点（満点）

評価方法
（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）

2011年度
目標

2011年度
実績 判定 補足

財務の
収益性

収益性★
（営業利益率より計算したもの
　を点数化）

100点
①過去3年の総資本営業利益率の平均
②過去3年の売上高営業利益率の平均  
①・②の合計にて算出

70点
（70点）

65点
（65点）

【決算短信】にて公開済 
2011年度連結実績

財務の
成長性

成長性★
（売上高、営業CFの成長率を
　点数化）

100点
①過去3年の売上高の年平均成長率 
②過去3年の営業CFの年平均成長率  
①・②の合計にて算出

70点
（70点）

85点
（85点）

【決算短信】にて公開済 
2011年度連結実績

財務の
安全性

安全性★
（金利負担能力を点数化）

100点 金利負担能力比率＝（税引前利益＋支払利息）／支払利息 80点
（80点）

100点
（100点）

【決算短信】にて公開済 
2011年度連結実績

財務の健全
性・効率性

ROE★
（自己資本利益率）

100点
1.0％未満 10、1.0％～2.0％未満 20、2.0％～3.0％未満 30、 
3.0％～4.0％未満 40、4.0％～5.0％未満 50、5.0％～6.0％未満 60、 
6.0％～7.0％未満 70、7.0％～8.0％未満 80、8.0％～9.0％未満 90、 
9.0％以上 100とする

9.0％
（100点）

4.8％
（50点）

【決算短信】にて公開済 
2011年度連結実績

事業活動の
客観的評価
の確保

外部機関による
調査得点を点数化 （60点） 外部機関による調査得点（100点満点）を60点満点に換算 78点

（47点）
― ―

証券アナリストによるディスク
ロージャー優良企業選定 
建設業は2011年度より2年に1
回の評価となったため、評価なし

株 主
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社会的課題 具体的指標
（★は重点実施指標）

各指標の
配点（満点）

評価方法
（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）

2011年度
目標

2011年度
実績 判定 補足

サプライチェーン 
（労働安全衛生
の充実）

労災件数（施工現場）★
（前年度増減率）

100点
労災件数（施工現場）の前年増減率 
0％未満の減少率 0、0％～△5％未満 10、△5％～△10％未満 20、 
△10％～△15％未満 40、△15％～△20％未満 60、 
△20％以上の減少率 80（0件が満点）とする

△30％
（80点）

1.6％
（0点）

【CSRレポート】にて公開済 
2010年度 126件、
2011年度 128件（熱中症除く）

労災件数（工場）★
（前年度増減率）

100点
労災件数（工場）の前年増減率 
0％未満の減少率 0、0％～△5％未満 10、△5％～△10％未満 20、 
△10％～△15％未満 40、△15％～△20％未満 60、 
△20％以上の減少率 80（0件が満点）とする

△30％
（80点）

66.7％
（0点）

【CSRレポート】にて公開済 
2010年度 9件、
2011年度 15件（熱中症除く）

サプライチェーン 
（環境への
取り組み）

環境マネジメント
システム導入率 （60点）

事業活動の中に環境管理のしくみを取り入れ、環境配慮への取
組みを開始した調達先の全調達先に占める比率 
この比率を60点満点に換算

100％
（60点）

― ―

公正な取引
の実施

取引先からの下請法に
関する通報対応
（解決率）

60点
50％未満 0、50％～60％未満 10、60％～65％未満 20、 
65％～70％未満 30、70％～75％未満 40、 
75％～80％未満 50、80％以上 60とする

80％以上
（60点）

100％
（60点）

協力会連合会・トリリオン会・設
和会・総和会　各会員会社

有事の際の
事業継続

BCM（事業継続管理）
（安否確認システム報告率）

60点 取引先安否確認システムにおける災害訓練実施時の安否報告率 
この比率を60点満点に換算

80％
（48点）

72.0％
（43点）

協力会連合会 会員会社

事業活動の
客観的評価
の確保

当社社員の行動に関す
る取引先
アンケート調査★
（調査結果を点数化）

100点

①回答率 　 
　50％未満 0、50％～60％未満 5、60％～70％未満 10、  　
　70％～80％未満 15、80％以上 20とする  
②当社社員の行動に関し、取引先に対しアンケートを実施 　
　「問題ない」の回答が全体に占める比率 　
　50％未満 0、50％～60％未満 20、60％～70％未満 40、 　　
　70％～80％未満 60、80％以上 80とする  
①・②の合計にて算出

①50％
②70％
（65点）

①63.8％
②71.0％
（67点）

協力会連合会 会員会社

取引先

社会的課題 具体的指標
（★は重点実施指標）

各指標の
配点（満点）

評価方法
（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）

2011年度
目標

2011年度
実績 判定 補足

ダイバー
シティーの
推進

障がい者雇用率★ 100点
翌年度の4月1日現在の障がい者雇用率 
1.80％未満 0、1.80％～1.85％未満 20、 
1.85％～1.90％未満 40、1.90％～1.95％未満 60、 
1.95％～2.00％未満 80、2.00％以上 100とする

1.85％
（40点）

1.82％
（20点）

【CSRレポート】にて公開済 
2011.4.1現在のデータを使用 
※法定雇用率 1.80％を最低基
準として設定

人財の育成

従業員人権研修
受講者率 60点 従業員の人権研修受講者率 

この比率を60点満点に換算
100％
（60点）

87.4％
（52点）

【CSRレポート】にて公開済 
のべ受講人数の1/2を期末人員
で除して受講率を算出

有資格者数★
 （一級建築士、
　一級建築施工管理技士、
　宅建主任者） 

100点

①一級建築士 
　1,200名未満 0、1,200名～1,400名未満 10、 
　1,400名～1,600名未満 15、1,600名～1,800名未満 20、 
　1,800名～2,000名 25、2,000名以上 30とする  
②一級建築施工管理技士 
　1,200名未満 0、1,200名～1,400名未満 10、 
　1,400名～1,600名未満 15、1,600名～1,800名未満 20、 
　1,800名～2,000名 25、2,000名以上 30とする 
③宅地建物取引主任者 
　3,600名未満 0、3,600名～3,900名未満 10、 
　3,900名～4,200名未満 10、4,200名～4,500名未満 20、 
　4,500名以上 30とする  
①・②・③の合計にて算出（①・②・③とも満点であれば10点加算し
100点とする）

①1,950名
②2,380名
③5,020名
（85点）

①1,945名
②2,363名
③4,990名
（85点）

2012.3.31現在（正社員のみ）

ワークライフ
バランスの推進 有給休暇取得率★ 100点 20％未満 0、20％～25％未満 20、25％～30％未満 40、 

30％～35％未満 60、35％～40％未満 80、40％以上 100とする
38.0％
（80点）

34.7％
（60点）

有休取得日数を年度の有休付
与日数で除して算出

福利厚生制度
の充実 
（従業員の持
  家取得推進）

30歳以上の
従業員持家取得率 60点

46％未満 0、46％～48％未満 10、48％～50％未満 20、 
50％～52％未満 30、52％～54％未満 40、 
54％～56％未満 50、56％以上 60とする

56.0％
（60点）

57.8％
（60点）

2012.4.1現在

事業活動の
客観的評価
の確保

従業員満足度調査
（社内CSR意識調査実施時に
　調査）

60点
55％未満 0、55％～60％未満 10、60％～65％未満 20、 
65％～70％未満 30、70％～75％未満 40、 
75％～80％未満 50、80％以上 60とする

80％
（60点）

81.6％
（60点）

大和ハウス工業全体の集計結果 
『大変満足』から『ふつう』までの
合計と全体人数の比率

従業員

各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。

CSR自己評価指標（旧6指標）　2011年度実績
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各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。

CSR自己評価指標（旧6指標）　2011年度実績

社会的課題 具体的指標
（★は重点実施指標）

各指標の
配点（満点）

評価方法
（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）

2011年度
目標

2011年度
実績 判定 補足

地域社会・
国際社会へ
の貢献

社会貢献活動、
NPO・NGOとの
協働活動、
社会貢献活動費用★

100点

①社会貢献活動 
　・本社活動件数　25件未満 0、25件～30件未満 10、 
　　30件～35件未満 20、35件以上 30とする 
　・事業所実施割合（年2回以上実施）　60％未満 0、 
　　60％～65％未満 10、65％～70％未満 20、
　　70％以上 30とする
②NPO・NGOとの協働活動 
　・本社活動件数　0件 0、1件～5件未満 3、 
　　5件～10件未満 6、10件以上 10とする 
　・事業所実施割合（年1回以上実施） 
　　0％ 0、0％超～5％未満 3、5％～10％未満 6、
　　10％以上 10とする 
③社会貢献活動費用 
　　（社会貢献活動費用が経常利益（前年度までの過去5年間の

平均）に対して占める比率） 
　　0.7％未満 0、0.7％～0.8％未満 5、0.8％～0.9％未満 10、 
　　0.9％～1.0％未満 15、1.0％以上 20とする
①・②・③の合計にて算出

①本社30件
　事業所
　100.0％
②本社10件
　事業所
　15.0％
③1.0％以上
（90点）

①本社81件
　 事業所
　94.7％
②本社18件
　 事業所
　6.4％
③1.0％以上
（96点）

【CSRレポート】にて公開済

ボランティア休暇
取得率 60点 5％未満 0、5％～10％未満 15、10％～15％未満 30、 

15％～20％未満 45、20％以上 60とする
20.0％
（60点）

12.5％
（30点）

【CSRレポート】にて公開済
 取得日数　1,769日 
（期末人員（13,218名）で除して
取得率を算出） 
→2011年度 取得日数 2,600
日、期末人員 13,000名　
として算出

寄付、募金活動
（従業員参加率）

60点
25％未満 0、25％～30％未満 10、30％～35％未満 20、 
35％～40％未満 30、40％～45％未満 40、 
45％～50％未満 50、50％以上 60とする

50％
（60点）

26.4％
（10点）

エンドレス募金・ハート募金参加
者（実人数）9,358名 
（期末人員（13,218名）で除して
参加率を算出）

情報セキュリティ 
（個人情報の保護）

個人情報の盗難・紛失
事故件数の前年増減率★ 100点

△5％未満の減少率 0、△5％～△10％未満 10、 
△10％～△15％未満 20、△15％～△20％未満 40、 
△20％～△25％未満 60、△25％以上の減少率 80（0件が満
点）とする

△25％以上
（80点）

122.0％
（0点）

【大和ハウスオフィシャルホーム
ページ】にて公開済 
2010年度 50件、
2011年度 61件

リスクへの
対応

企業倫理ヘルプライン
への通報対応 （解決率） 60点

50％未満 0、50％～60％未満 10、60％～65％未満 20、 
65％～70％未満 30、70％～75％未満 40、 
75％～80％未満 50、80％以上 60とする

80％以上
（60点）

99.1％
（60点）

【CSRレポート】にて公開済

情報発信・
対話機会の
充実

ステークホルダー
ミーティング
（参加者満足度）

60点

当社ステークホルダーミーティングへの参加者アンケート結果 
①ディスカッション 
　「発言しやすい雰囲気であった」が全体に占める比率 
②当社の説明内容 
　「分かりやすい」が全体に占める比率 
をそれぞれ30点満点（計60点満点）に換算

①70％
②70％
（42点）

①87％
②66％
（46点）

社 会

社会的課題 具体的指標
（★は重点実施指標）

各指標の
配点（満点）

評価方法
（2011年度実績が該当する箇所を赤字で示しています）

2011年度
目標

2011年度
実績 判定 補足

地球温暖化
防止 CO2削減貢献度★ 100点 年度目標（エンドレス グリーン プログラム）の達成度を

各満点に換算
4.6倍

（100点）
5.3倍

（100点）

廃棄物削減 建設系廃棄物排出量★ 100点 年度目標（エンドレス グリーン プログラム）の達成度を
各満点に換算

△3.3％
（100点）

+15.0％
（0点）

※仮設住宅の建設に伴い増加

有害化学物
質削減

PRTR対象有害化学物質
使用量 60点 年度目標（エンドレス グリーン プログラム）の達成度を

各満点に換算
△1.0％
（60点）

+20.7％
（0点）

※仮設住宅の建設に伴い増加

自然環境と
の調和

環境共生住宅認定率
（分譲住宅）

60点 年度目標（エンドレス グリーン プログラム）の達成度を
各満点に換算

60％
（60点）

45.0％
（45点）

環境活動の
輪の拡大

グリーン購入比率
（主要6品目）

（60点） 年度目標（エンドレス グリーン プログラム）の達成度を
各満点に換算

―
（―）

85.6％
（―） ―

※2011年度以降は目標設定し
ていないため、達成度は評価な
し

環 境
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コーポレートガバナンスの推進
コーポレートガバナンス体制を強化し、
透明性の高い経営を推進しています。

 ・ 基本的な考え方
大和ハウスグループは、コーポレート・ガバナンスを経営上

の重要課題と位置づけ、継続的な企業価値の向上や株主の皆

さまをはじめとするステークホルダー（利害関係者）からの信

頼を高めるため、迅速かつ適正な意思決定を図り、それに基づ

く迅速な業務執行、ならびに適正な監督・監視体制を構築し、

効率性と透明性の高い経営体制を確立することを基本姿勢と

しています。

コーポレートガバナンスの推進
C S R経営の基盤

コーポレート・ガバナンス 大和ハウス
グループ

当社では機動的かつ合理的な意思決定を行うため、取締役

会は当社事業に精通した取締役で構成しています。

また、経営監督機能の客観性・中立性を確保するため、監査

役監査を支える人材の確保や、企業経営および法務、財務・会

計の専門知識を持つ監査役を選任すること等により、社外監

査役を含む監査役の機能の強化を図っています。

さらに、当社ではこのような枠組みの中で、取締役と執行役

員の役割・機能・職務等を明文化し、取締役の監視機能を強

化するため、執行役員制度を導入しています。

なお、現行の経営体制（2012年4月現在）は、取締役17名、執

行役員28名、監査役6名（内3名社外監査役）です。当社の機関及

び部門における運営、機能及び活動状況は以下のとおりです。

 ・ 取締役会

2011年度は、取締役会を15回開催し、法令で定められた事

項や当社の経営に関わる重要な事項について意思決定すると

ともに、代表取締役および業務執行取締役による業務執行を

監督しています。

 ・ 監査役会

2011年度は監査役会を14回開催し、監査の方針及び業務の

分担に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取

締役等から営業報告を聞き、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所の業務及び財産の状況を調査するなど、

必要に応じて子会社から営業報告を求めました。

また、取締役の競業取引、利益相反取引、会社が行った無償

の利益供与等に関して、上記監査のほか、必要に応じて取締役

等から報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査しました。

 ・ 内部監査体制
社内における業務活動及び諸制度が、適正に遂行されてい

るかを確認し、是正勧告を行う体制を構築しています。被監査

部門に対しては監査結果を踏まえて改善指示を行い、監査後

は改善状況を報告させており、適正かつ効果的な監査を行っ

ています。

 ・ 会計監査人
会計監査人として有限責任監査法人トーマツを選任し、適

宜、法令に基づく適正な会計監査が行われています。

上記に加え、当社ではコーポレート・ガバナンスの強化を目

的として以下の委員会等を開催しています。

 ・ 合同役員会
取締役、執行役員及び監査役が構成メンバーとして出席し、

取締役会で決定した当社の経営に関わる重要な事項について

の報告とそれに基づく実行・推進・フォローを行います。2011
年度は11回開催しました。

 ・ リスク管理委員会
経営管理本部長を委員長に、本社各部門長を委員として、

事業に関するリスク管理体制の構築・維持・管理全般を毎月1
回の会議で討議しています。2011年度は12回開催しました。

CSRに関する方針や実施事項の立案・調整機能は、当社

CSR推進部が担っており、その中で重要な事項は取締役会

にて決定します。

2005年より全事業所で「CSR推進責任者」を1名選任し、

企業倫理やコンプライアンスの周知徹底等を図っています。

さらに2006年からは「社会貢献推進委員」も1名選任し、社

会貢献活動における知識啓発や活動の企画・運営を行ってい

ます。

また、グループ各社においても2005年から「CSR推進責任

CSR推進組織体制 大和ハウス
グループ
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さまざまな職場・業務における課題の早期発見に役立ててい

ます。

当社グループでは、パートタイマーや派遣従業員を含むグ

ループ全従業員が利用できる内部通報窓口「企業倫理ヘルプ

ライン」を2004年4月に開設、同時に各社で通報者を保護する

規程も制定・運用しています。

2011年度は職場環境やハラスメントに関する相談・問題を

中心に年間143件の情報が寄せられました（１ヶ月以内の解決

率 84.2％）。2012年度も1ヶ月以内の解決率80％を目標に、相

談員のレベルアップを図っていきます。

また、2012年度からは「企業倫理・人権ヘルプライン」と改名

し、セクハラ等の人権問題も受け付け、解決すべき課題の早期

発見に努めていきます。

［ＣＡＳＥ BOOK（第５版）］

人権の尊重
お客様・取引先・役職員をはじめ、あらゆる人の尊厳と基本

的人権を尊重して行動すること。

法令の遵守
各事業に関連する法律はもとより、全ての法令を遵守するこ

とを企業倫理の最下限と認識すること。

環境保全
地球環境の保全に積極的に取り組むこと。

第一条 お客様の信頼を得られる行動

第二条 調達先等との適切な関係構築

第三条 働きやすい職場環境づくり

第四条 倫理観の向上

第五条 公正な事業競争

第六条 反社会的勢力との関係遮断

第七条 環境への取り組み

基本原則

企業倫理綱領・行動指針の徹底 大和ハウス
グループ

グループ全従業員に配付し、意識の共有と周知徹底を図って

います。

当社グループでは、2004年4月に経営理念・方針を実現す

るための基礎となる行動原則を明文化した「企業倫理綱領」

と「行動指針」を策定しました。同年、企業倫理綱領・行動指

針・ケーススタディ・企業倫理ヘルプライン相談窓口を掲載し

た「CASE BOOK」（教育用小冊子）を作成し、グループ全従業

員に配付しています。

CASE BOOKは2年毎に改訂を行い、2012年発行の第5版では

121のケースを掲載し、従業員のあるべき姿を示しています。

また、2006年発行の第2版より従業員に対し「誓約書」の提

出を求め、グループ全従業員が企業倫理綱領に沿って「行動す

る」よう周知徹底し、推進活動に取り組んでいます。

者」を選任し、CSR活動を推進する体制を整えています。グルー

プ会社のCSR推進責任者は当社のCSR推進部と連携し、半期

に一度情報交換を行い、相互のレベルアップや社会貢献活動の

協働実施に努めています。

［大和ハウスグループのCSR推進組織体制］

取締役会

大和ハウス工業
会長 社長

連携
情報交換

大和ハウス工業
CSR担当役員

大和ハウス工業
CSR推進部

CSR推進
委員

社会貢献
推進委員

取締役会

グループ会社
会長 社長

グループ会社
CSR担当役員

グループ会社
CSR推進責任者

グループ会社
事業所 CSR推進担当

連携
情報交換

全事業所において
「CSR推進責任者」
「社会貢献推進委員」
を選任。

コーポレートガバナンスの推進/内部統制の推進
C S R経営の基盤

（大和ハウスグループ）
企業倫理ヘルプラインの運用 大和ハウス

グループ

内部統制の推進
大和ハウスグループでは法令遵守をはじめ、コンプライアン
スやリスク管理について積極的な取り組みを行っています。



当社では社外へ発信する広告販促物について、法的規制・

業界内の規制に加え、シンボルの取り扱いや人権への配慮な

ど、さまざまな分野で自主的な規制を設け、適切な広告販促

物の作成を支援する体制を構築しています。

当社グループでは法令違反などの問題を顕在化・解決する

ための仕組みとして相談窓口を複数設けています（CSR推進

部、法務部、人事部）。複数の窓口を設けることで従業員の通

報、相談に対する心理的なハードルを下げ、従業員が社内の諸

問題について「相談しやすい窓口に早めに相談できる」よう努

めています。
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パートナーズ・ホットラインの運用 大和ハウス
グループ

社内の通報、相談窓口の設置 大和ハウス
グループ

取引先に対する早期の問題解決とクリーンな企業体質を目指

しています。

当社では2009年7月から、グループ全体では2010年1月から

お取引先との関係において、当社グループの従業員における法

令違反につながりかねない問題を早期に顕在化・対処し、また

自浄作用の向上を図るための仕組みとして、お取引先からの通

報制度「パートナーズ・ホットライン」を運用しています。

2011年度は当社グループの行動指針違反に関する相談な

ど、12件の情報が寄せられました。引き続き、制度運用を通じ

た問題解決、取引先との適切な関係構築を目指した従業員へ

の教育を行うとともに、「パートナーズ・ホットライン」制度の更

なる周知を図っていきます。

［パートナーズ・ホットライン体制図］
パートナーズ・ホットラインで

相談員に通報

❶相談・通報

相談者本人

電子メール

調査、対応方法を検討し、調査ヒアリングを実施、もしくは関係部署に調査を依頼

郵送

CSR推進部

関係部署

FAX

通報手段

相談員

❷対応方法相談

❸事実確認・是正措置など ❹報告

❺本人へフィードバック

広告販促物作成に関する
社内自主規制について 大和ハウス

工業

内部統制の推進
C S R経営の基盤

［企業倫理・人権ヘルプライン］
ヘルプラインで
相談員に通報

❶相談・通報

相談者本人

WEB・電子メール

調査、対応方法を検討し、調査ヒアリングを実施、もしくは関係部署に調査を依頼

郵送電話面会

CSR推進部

関係部署

通報手段

相談員

❷対応方法相談

❸事実確認・是正措置など ❹報告

❺本人へフィードバック

当社は、平成23年1月27日付で天満労働基準監督署から時

間外労働管理等に関する是正勧告書を受領し、当社を含めグ

ループを対象に調査を行った結果、当社グループ全体で過去2
年間の賃金未払額が約32億円であったことが判明いたしまし

た。未払賃金については平成24年4月の給与支給時に支払っ

ております。会社として適正な労働時間管理ができていなかっ

た点が原因でした。

この件に関し当社では、執行役員を含む全役員および関係

するグループ会社の全役員に対して3ヶ月の減俸処分を行い、

経営責任を明確にしました。また、再発防止策として労働時間

をリアルタイムで正確に把握する為、勤怠管理システムを強

化するとともに、残業対象者全員を対象とした「実態調査」を

３ヶ月ごとに実施し、賃金の未払いがなかったかを調査・確認

しています。さらに、就業規則の「懲戒事由」に「適正な時間

管理（残業手当の支給）を妨げた上司」および「適正な時間管

理に協力しない部下」を懲戒の対象とする旨を明文化するな

ど社内罰則を強化しております。

当社では今回の是正勧告を厳粛に受け止め、経営上の最優

先課題として適正な労働時間管理と長時間労働の是正に取り

組む旨を従業員に更に周知徹底し、従業員のワークライフバ

ランスにも配慮した組織風土を構築していきます。

当社グループにおける
残業未払の判明について 大和ハウス

グループ
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「CSR意識調査」を実施し、全従業員の意識向上を図っています。 大和ハウス
グループ

［「CSR意識調査」をもとにしたP・D・C・Aサイクル　2010・2011年度の取り組み（大和ハウス工業事例）］

2010
年度

2011
年度

2012
年度

回答率

各支店で「CSR意識調査に関す
る対応策ガイド」をもとに、「職場
環境の改善計画」を策定
　各支店で3テーマ以上を設定
テーマ例 ： 上司に対する報告のしやすさ

各支店で
「職場環境の改善計画」
の完遂に向け、
取り組みを実行

当社グループの全従業員を対象
に「CSR意識調査2010」を実施

調査結果を独自に点数化し、
優先改善テーマを可視化

また「職場の総合満足度」を軸に、
各職場ごとの「優先改善テーマ」を分析

原因・理由 改善策

※A支店の事例

いつまでに、どのくらいやるか

悪い報告をしてきた部下に対し、感情
的に叱る上司が複数いた。「報告がし
にくい」ということは、「リスク情報が上
がってこない」ということを認識する

各上司は感情で叱らないこと
を意識すると共に、管理職会
議で傾聴訓練を実施する

2011年9月までに傾聴訓練を3
回実施する。次回の意識調査で
5点向上させる

例 ： 「この職場では、上司に対してリスク情報や
悪い情報を報告しにくい」

例 ： A支店の傾向　職場の風土・雰囲気に関する分析

A支店
73.85点
60.46点
64.83点

仕事のやりがい
報告のしやすさ
長時間労働

■CSR意識調査2010
全社

67.14点
66.40点
65.16点

当社グループの全従業員を対象
に「CSR意識調査2011」を実施 87.7%87.7%回答率86.6%86.6%回答率

74.6点74.6点全社平均

　「職場環境の改善計画」を実行した結果
「テーマ数×支店数=282テーマ」のうち、
78.7％（222テーマ）が前年度結果を
上回りました。

78.7%78.7%改善率

当てはまる　8％

やや当てはまる　
27％

あまり当てはまらない　
38％

当てはまらない　24％
わからない ・ 答えられない　4％

※A支店の事例

2011年度「職場環境の改善計
画」の評価を実施 76.0点76.0点

A支店
74.12点
73.50点
70.93点

仕事のやりがい
報告のしやすさ
長時間労働

■CSR意識調査2011
全社

67.96点
66.44点
70.63点

全社平均

※A支店の事例

…

…

現状維持
点数が高く影響度も低い

（優先度★）

要改善テーマ
であるが優先度低い
（優先度★★）

要改善テーマ
であり優先度高い
（優先度★★★）

満足度の源泉
現状維持もしくは高める工夫を

（優先度★★）

優
先
改
善

テ
ー
マ

要
改
善
テ
ー
マ
の

う
ち
、最
も
影
響

度
が
高
い
設
問

各
設
問
の
平
均
点

高

低

総合満足度の結果に対する影響度影響度低 影響度高

●●情報共有 ●会社への誇り

　●
職場の風通し●管理職のモラル

パワハラ●

仕事の
やりがい●

報・連・相の
しやすさ　●

長時間労働●

当社グループでは、2004年度より企業倫理綱領・行動指針の定着状況、職場のコンプライアンス意識を測るため、「CSR意識調

査」を実施しています。これはイントラネット上で回答する当社独自の約50問の匿名アンケートであり、結果を点数化し、事業所ごと

の平均点を算出。事務所同士の平均点を比較することにより、自身の職場が他の職場に比べて取り組みが遅れている点を明確にし、

優先的に改善活動を実施していくものです。

また2008年度からは「職場の満足度調査」を行い、職場環境の改善につなげています。

コーポレート・ガバナンスの仕組みを有効に機能させるには、従業員の当事者意識が必要です。当社グループでは、一人ひとりが自

覚を持ちCSRに取り組む「ボトムアップ型」の企業風土を創る取り組みを推進しています。

当社は、1999年9月に、お客さまからのお申し出に対して迅速に対応し、またお申し出内容を全社で共有して業務の改善につなげ

るため、本社内に「リスク管理委員会」を設置しました。

現在は、この「リスク管理委員会」を当社グループ全体を横断するリスク管理体制の統括機関と位置付け、リスク情報の集約、具

体的な対策の決定からグループ全体への水平展開、業務改善の検討、リスク発生の予防などに取り組んでいます。

グループ全体での事業拡大に伴い、直面するリスクについても多様化・複雑化していますが、今後も「リスク管理委員会」を中心と

して、リスク管理体制の更なる強化、発展を図っていきます。

リスクマネジメント体制の更なる強化・発展を図っていきます。 大和ハウス
グループ

内部統制の推進



競争力の源泉である「競争優位性」を確保し、「競争秩序」を

維持しています。

知的財産権は企業経営にはなくてはならないものと位置づ

け、企業競争力の源泉である「競争優位性の確保」と「競争秩

序の維持」を理念に活動しています。

事業を継続するための基盤や成長の手段として技術開発は

不可欠であり、その成果を権利化し、技術の自由度を確保する

ことが重要です。

また、他社の権利を知り、それを尊重することはコンプライ

アンスの基盤であり、他社特許や名称の使用前のチェックも

重要です。

知的財産権における取り組み 大和ハウス
グループ

倫理観向上を目的とし、研修を実施しています。

当社グループでは不祥事防止のため、「より良い組織文化に

向けて」や「倫理的ジレンマへの対応」をテーマとした社内研

修を実施しています。当初は一部の役職者のみを対象に実施

していましたが、「全員の意識が変わらなければ職場は変わら

ない」と、2006年からはパート・派遣社員を含む全従業員を対

象とし、ディスカッションなどを交えた受講者参加型の研修を

行っています。

（2011年度実施状況）

  グループ会社全体：計97回　4,684名受講 
受講者の満足度80％以上を目標としており、終了後のアン

ケートでは85.8％から「（研修の内容は）役に立つ」との評価

が得られました。

不祥事の防止は一人ひとりの意識改革から 大和ハウス
グループ

研修でのディスカッションの様子
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さまざまな施策を継続し、実施しています。

当社は、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報を適切に

利用し保護することが事業活動の基本かつ社会的責任であると

考えています。2005年に個人情報保護方針（プライバシーポリ

新入社員から役員まで階層別に実施する研修、また職種・部

門毎に行う研修において、リスク管理およびコンプライアンスに

関する講義を行い、グループ全体に対するリスク管理やコンプラ

イアンスの意識啓発に取り組んでいます。

2011年度は、114回にわたってリスク管理・コンプライアンス

研修を実施し、延べ5,349名が受講しました。

研修においては、グループ内・外を問わず、実際に顕在化し

たリスク事案やコンプライアンス違反となる事例を取り上げ、

リスクが会社経営に与える影響の大きさや深刻度合いを訴求

し、啓発を行っています。当社グループでは今後も役職員のリ

スク管理・コンプライアンスに対する共通認識の向上を図って

いきます。

個人情報の漏洩防止 大和ハウス
工業

コンプライアンス研修の実施 大和ハウス
グループ

関連項目 個人情報の紛失、盗難が起きた際は当社ホームページで公表しています。 

関連項目 従業員一人ひとりが支えるコーポレート・ガバナンス 

［リスク情報伝達組織図］

取締役会　会長・社長
本部長

事業部門担当取締役

リスク管理委員会

報告

リスク情報
報告

検討結果
対応策の指示

リスク情報
報告

検討結果
対応策の指示

リスク管理委員長（経営管理本部長）
営業本部 /技術本部 /経営管理本部 /生産購買本部 /

CS統括部門 /その他部門
事務局：大和ハウス工業　法務部

事業所リスク管理委員会
（事業所・工場・研究所）

委員長：事務所長、工場長、研究所長
事務局：管理部門責任者

グループ会社リスク管理委員会
（各グループ会社）

委員長：各グループ会社社長
事務局：管理部門責任者

シー）を定め、社内外に公表するとともに、社内規程の策定・個

人情報管理者の設置など組織的な管理体制を整備しています。

また、社内教育を通じて個人情報保護の考え方や規程類を

詳細に周知し、ネットワークセキュリティーの強化やパソコン

のハードディスクパスワードの設定・暗号化・保管場所の施錠

など、物理的・技術的な安全管理体制の強化を図っています。

さらに、車上荒らしによる盗難被害やファクシミリの誤送信な

どの事故を防ぐため、指導を徹底し、あらゆる観点から個人

情報漏洩の防止に取り組んでいます。

内部統制の推進

http://www.daiwahouse.co.jp/info-privacy/
hhttp://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=22


［特許登録件数（大和ハウス工業単体）］
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2002～2006年度 2007～2011年度
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当社は、「大和ハウスグループ企業倫理綱領」を制定、社内

外に宣言し、反社会的勢力との関係遮断を全役職員が厳守し

ています。

また、反社会的勢力を排除するために、平素より警察や弁護

士、暴力団追放運動推進センターなどの外部機関と連携し、

情報の収集・管理を図る社内体制を構築しています。

さらに、取引相手方が反社会的勢力であると判明した場合

には、直ちに契約を解除できるように、取引基本契約等の主

要な契約書には反社会的勢力の排除条項を記載し、反社会的

勢力との関係遮断を徹底しています。

（2）過去5年間の特許登録件数の推移

反社会的勢力による被害の防止 大和ハウス
グループ

［知財管理体制図］
「発明考案届出書」

作成・修正

直属上司評価

特許出願書類依頼

特許出願書類原稿作成

特許出願

No

Yes

発明委員会

発明者・知的財産室の
原稿チェック

特許事務所 出願控え

出願補償

発明者

所属部署

法務部

特許庁

部署長承認

知的財産室評価

No

Yes

No

Yes

受領書

知的財産室

知的財産室は法務部に所属し、近年増加傾向にある知的財

産権に関わる権利衝突や訴訟などに関連部門と連携を取りな

がら迅速な対応を図っています。

また、開発部門との緊密でスピードある連携が必要なことか

ら総合技術研究所にもスタッフが常駐しています。

（1）概要
当社では、工業化住宅の建築技術を戦略的に特許出願して

います。

特許登録件数は、全技術分野で2002年から2006年の5年

間で185件、2007年から2011年の5年間で514件で、177％の増

加となっています。

中核技術の建築分野である「固定構造物」（国際特許分類E

発明委員会

会社が保有する全ての知的財産権に対する、権利化、権利

維持、権利放棄などは発明委員会で決定しています。委員は

研究開発、商品開発、生産開発に関わる各部門長で構成し、

委員長は技術本部長が務めています。

知的財産権における管理体制 大和ハウス
グループ

活動の成果 大和ハウス
工業

当社グループの従業員に対する知的財産の意識向上と改善

意欲を停滞させない仕組みをつくることで事業が継続すると

考えています。

セクション）では、2007年から2011年の5年間で401件の特許

権を取得しています。

また、特許公開件数は、全分野で2007年から2011年の5年

間で583件で、38％の減少となっています。「固定構造物」（国

際特許分類Eセクション）では2007年から2011年の5年間で

411件の公開となっています。

内部統制の推進



クライシスマネジメント
C S R経営の基盤

大和ハウスグループ14社を対象に「グループBCM連絡会」を立ち上げ、同連絡会でグループ会社における各々の事業活動を継続さ

せる計画（BCP）の策定を行っています。

また、BCPに関わる情報交換を行い、グループ内で情報の共有を図るなど、グループ全体で「災害に強い企業」を目指しています。

クライシスマネジメント
災害時に会社の重要業務を極力停止せずに、お客さまをはじめとするステークホルダーへの
社会的責任を果たすため「災害に強い企業」を目指すべくBCPを策定しています。

グループ各社のBCP 大和ハウス
グループ

当社は、地震発生時に従業員とその家族の安否状況を把握するため、「安否確認システム」を導入しています。

安否確認システムは、あらかじめ定めた震度（当社は震度6強）以上の地震を観測した地域に勤務または居住している従業員の携

帯電話やパソコン等に電子メールを送り、安否状況を確認するものです。

2011年3月11日に発生した東日本大震災では、このシステムを利用し、従業員及びその家族の安否・施設の被害状況を的確に把握

しました。

当社では、大規模な地震発生に備え、「緊急地震速報システム」を本社・支社・支店・工場に導入しています。

「緊急地震速報システム」は、気象庁の地震計が感知した地震情報をいち早く受信し、大きな揺れが発生する前※に地震発生を

音声によりアナウンスするシステムで、本社・支社・支店・工場内のお客さま・従業員の安全確保、地震発生時の適正な初動対応の確

保に役立てるものです。
※震源地から近い場所や直下型地震の場合は、速報が間に合わない場合があります。

安否確認システム 大和ハウス
工業

緊急地震速報システム 大和ハウス
工業
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調達から施工まで幅広いサプライヤー・協力会社の皆さまと共に、品質の高い商品をお届けする体制を構築しています。

サプライチェーン・マネジメント
資材・設備調達から施工まで幅広いサプライヤー・協力会社の皆さまと良い関係を築き、
お客さまに品質の高い商品をお届けする体制を構築しています。

サプライチェーン・マネジメント 大和ハウス
グループ

お取引先との協働体制 大和ハウス
グループ

［大和ハウスの事業活動におけるサプライチェーン］

調達 生産 輸送 施工

調達先
（資材、設備機器） 工場協力会社 物流協力会社 施工協力会社

コンプライアンス

大和ハウスグループ

環境 ・ グリーン調達の実施
・ エコドライブ活動推進

・ 技能検定の実施
・ 研修会での情報共有

・ 安全大会の実施
・ 研修会での情報共有

品質 安全

［サプライチェーンを支えるネットワーク］

大和ハウスグループ

資材調達先

トリリオン会
会員数：237社　発足：1969年

設備機器調達先

設和会
会員数：118社　発足：1999年

生産・施工協力会社

協力会連合会
会員数：4,611社　発足：1987年

会員数は2011年3月末現在

事務用品・機器調達先

総和会
会員数：48社　発足：1974年

4つのサプライチェーンの会とともに、環境・品質・安全活動を推進しています。
大和ハウスグループでは、さまざまな建物を手掛けており、サプライチェーン全体を通して協力会社との信頼関係の構築に努めて

います。

その一環として、サプライチェーンを支えるネットワークを構築し、これまでに資材調達先、設備機器調達先、事務用品・機器調達

先、施工協力会社との会を組織し、事業に欠かせないお取引先と共に発展することを目的として、さまざまな活動を行っています。

例えば、「環境」に関しては、グリーン購入基準の運用やエコドライブ活動の推進、「品質」に関しては、技能検定の実施や各種研

修会の開催、「安全」に関しては、安全大会の実施や各種研修会の開催などを実施し、お客さまに満足いただける建物を提供してい

ます。

当社グループは、これからも良きパートナーとして、お取引先との関係を大切にし、共に社会の要請に応えながら、発展していくた

めの独自のサプライチェーン・マネジメントに取り組んでいきます。

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201246

サプライチェーン・マネジメント
C S R経営の基盤



「社会」との共創共生
■基本的な考え方 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  48
■実践報告ハイライト（社会）　コミュニティが抱える課題を解決するまちづくり ‥‥‥  49
■建物の安全と長寿命化に向けて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  51
■食の安全・安心に向けて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  53
■防犯に配慮した住まいと街づくり ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  53
■住宅の資産維持につながる街並の保全をサポート ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  55
■少子高齢社会に向けた住まいと施設づくり ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  55
■健康に配慮した住まいづくり ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  59
■健康や自然を志向したスローライフをサポート  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  61
■通信インフラの構築に向けて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  62
■中国における取り組み ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  63
■地域社会への社会貢献活動‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  64



「アスフカケツノ」事業で、 社会に貢献
事業を通じて社会に貢献する。これは大和ハウス工業が創業時より大切に受け継いできた理念です。「自然災
害に強い住まいを」という思いから生まれた創業商品「パイプハウス」に始まり、工業化住宅のパイオニアとして、
社会課題に応える多くの商品を送り出してきました。
豊かな社会を次代に引き継ぐための挑戦はこれからも続きます。

基本的な考え方
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人に、街に、暮らしに、「明日不可欠の」技術とサービスを提供します。
“明日”の社会に不可欠なことは何か、大和ハウスグループの事業はすべてそこから始まっています。
「少子・高齢化」「地球温暖化」「食糧問題」など、今私たちの前にはさまざまな課題が山積になっています。
これらの課題と向き合い、持続可能な社会に寄与できる次世代の商品やサービスを提供していきたいという思い。
次なる100周年に向けた「ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ」事業は、地球の豊かな未来を創造するキーワードです。

新たな価値の創造

ア

ス

フ

カ

ケ

ツ

ノ

地震や台風などの自然災害はもちろん、火事や犯罪等に対して
も安全を確保。安心して暮らせる住まいや街を実現します。

安全・安心

高齢者が心豊かに暮らせる住環境を提案。高齢社会のさまざ
まな課題解決に向けた取り組みを行っています。

福祉

建築と医学の両面から、健やかな住まいと暮らしを追求。科学
的アプローチに基づく商品、サービスを開発・提供します。

健康

農作物の生産現場における合理化・工業化により、食料の安定
供給を図るとともに、食生活の安全性も追求します。

農業

建築物の長寿命化を促進するため、床下の水漏れやシロア
リ被害などを確認するロボットを共同開発。点検作業の迅速
化を図ります。 

スピード・ストック

新たな環境技術でCO2削減と自然との調和を両立。地球にや
さしく快適な住まいや街、暮らし方を創造し、サステナブルな
社会を実現します。

環境

建築技術・ノウハウと先端情報通信技術を融合することで、
新たな住環境を創造。より便利で快適な暮らしを実現しま
す。

通信

奈良県立医科大学と産学共同で実証に
基づく研究を実践

2012年より“農業の工業化”として植物工場
ユニット「agri-cube（アグリキューブ）」を販売

家庭用リチウムイオン蓄電池付き住宅
展示場「SMA×Eco HOUSE（スマ･エコ
ハウス）」

ICT技術を活用した独自のエネルギー
マネジメントシステム「D-HEMS」画面

入居されるご高齢者の「住まい」を意識
して、居住空間を具体的に提案

床下点検ロボット「moogle」

免震システム「DAEQT B」を開発



コミュニティが抱える課題を解決するまちづくり
「社会」との共創共生

「人･街・暮らしの価値共創グループ」として大和ハウスグループが推進する
事業展開の幅広さは、総合的なまちづくりを可能とします。
この強みを最大限に活かして、
コミュニティが抱える課題の解決に挑むことは、大切な使命の一つです。
さまざまな課題の解決を重ねた実績を活かして、
質量ともに、大きく対応の幅を広げています。
その総合力が、30数年来の地域の悲願達成につながりました。

コミ
「社会

「人･街・暮らしの価値共創グ
事業展開の幅広さは 総合

実践報告
ハイライト

「奇跡の1マイル」に、
再び奇跡が起ころうとしています。
迷走し続けた再開発が、大和ハウスさんと組
んだ途端、一気に進行。川を新川に流し替
えるセレモニーでは、胸に希望がわき上がり、
感動しました。まちは人が住んでこそ本物で
す。居住者が増え、愛着ある「国際通り」に、
賑わいが甦りつつあるのが最大の喜びです。

地権者様の思い

牧志・安里地区 市街地再開発組合 理事長

外間 完造 様

東アジアの玄関口として胸を張って
人 を々お迎えできるまちができました。
地元の思いを受け、色、照明、植栽など事細
かく先生方に議論していただき決めていきま
した。大和ハウスさんにも、外部の視点から
まちの魅力づくりを大きく助けてもらいました。
今後も共に、東アジアの玄関口としてのまちの
発展を図っていければと願っています。

自治体担当者様の思い

那覇市 都市計画部 市街地整備課 課長（当時）

比嘉 聡 様

まちづくりの常識を変えたという
手応えを感じています。
地権者の方への新しい生活の提案からマン
ション・ホテル・商業施設の建設、河川改修
工事まで、一括プロデュースできる当社グルー
プの総合力を存分に活かすことができました。
地元の熱意にお応えでき、まちづくりの新たな
スキームも示せた喜びを実感しています。

統括担当者の思い

東京都市開発部 部長（当プロジェクト事務局長）

宗雪 正和

完成はゴールでなくスタート
末永くサポートしていきます。
約100軒の地権者の皆さまへの個別対応を
皮切りに多様な業務に当たってきました。私
にとっては初めての再開発事業。苦労はして
も、皆で大きなことを成し遂げられるすばらし
い仕事でした。竣工は実は出発点。今後も
まちの活性化をしっかりサポートしていきます。

現地担当者の思い

東京都市開発部 開発部
沖縄再開発事務所 所長（当プロジェクト事務局長代理）

田中 雅和

2011年7月にまちびらきをした『さいおんスクエア』

住まう人と共に創る、未来に続くまち。
地区問題の解決に向けた
5つのまちづくりコンセプト

那覇市の牧志・安里地区は、さまざまな事情で何度も再開発計画の中止を
経験してきたまち。接道条件の制約が厳しい住宅密集地は単独での建て替
えが困難であり、国際通りの東端にあたる商業地も衰退。地区を貫流する
安里川は大雨で氾濫を繰り返すなど複数の課題に悩み続けていました。こ
れら積年の課題を計画決定から6年で解決へと導いたのが、5つの明確なコ
ンセプトでした。

生物多様性に配慮した
地域固有の生態系の再生

河川まで付け替えるまちづくりにおいて、生物多様性への配慮は不可欠な
テーマでした。学識経験者の意見を聞き、既存樹を大切に保存して新しいま
ちに移植しました。また、旧河川の生物調査を行い、付け替えの際、貴重種
を中心に新河川に導入し、その存続を図りました。新河川には生態系の形成
を促す入り江を整備し、護岸には生物が棲みつきやすい琉球石灰岩を使用
し、伝統的な雑相方積みも再現しました。今ではカニの姿も見られます。

下水を高度処理した再生水循環の仕掛けも施さ
れた巨大な壺屋焼シーサー「うふシーサー」（うふ
とは沖縄の方言で大きいの意）

氾濫河川を付け替えて改修
し、老朽家屋・未接道家屋を
集約

①災害に強いまちづくり 民間による市街
地都市再開発事
業では全国初の
河川付け替えを
行い、水害問題
を根本的に解消

■ 新たな地域のシンボル、巨大シーサーに込められた思い
かつて安里川の川縁には土や薪を
積んだ舟が着き、壺屋焼300年の
歴史の一端を担っていました。そ
の記憶を、新しいまちに織り込もう
と計画されたのが、世界最大級の
焼物シーサーです。7人の陶工た
ちが結集し、特大の窯づくりや21
日間24時間体制での焼成など、前
例のない挑戦を経て完成した高さ
3.4mの魔除け像は、那覇市の新た
な名所となり、当地区を見守ってい
ます。

交通結節点として駅前広場を
設けるとともに外周道路を整備

②重要な都市基盤の整備 「国際通り」に面
し、バス乗り場も
備えた駅前広場。
まちの快適性、
利便性が上昇

街ににぎわいをもたらす広場
と、潤いをあたえる親水庭園
の整備

③アメニティ空間の創出 親水公園として
甦った安里川。
駅前広場と一体
となりイベント空
間としても機能

地元に愛される施設として、
商業施設と公民館・図書館を
併設

④都市型の複合生活拠点 駅にも住居エリ
アにも近く、利用
度 の 高 い 図 書
館。同じ階にプ
ラネタリウムも
移設

まちなかに住む人を増やす住
宅と都市型観光を支える宿泊
施設の建築

⑤中心市街地の再活性化 グループの総合
力を活かし、まち
に欠かせない宿
泊施設ダイワロ
イネットホテルも
誕生

市街地再開発の担い手として、河川
の改修から完成後の運営までカ
バー。民間の枠を超えたまちづくり
に道を拓いた。

河川改修や街路樹選定で生物多様性
に配慮。北敷地の複合用途ビルに、
壁面緑化やトイレでの再生水使用を
採用した。

コミュニティへの参画及び発展 環境

社会的責任課題（ISO26000）への取り組み姿勢

当地区を見守り続けてきた沖縄ならではの
樹木･ガジュマルは駅前広場に移植された

護岸は目地の深い石積みとすることで、隙間
にカニなどの生物が入り込める環境となった

─沖縄県那覇市 牧志・安里地区第一種市街地再開発事業「さいおんスクエア」
まきし あさと

（写真右から2番目）

（写真右から3番目）

（写真右から1番目）

（写真右から4番目）

歴史・文化に根ざした
亜熱帯庭園都市を目指して
「国際通り」は、戦後めざましい発展と賑わいを見せ、「奇跡の1マイル」と称さ
れました。「往事の活気を再び」と願う地権者の皆さまと自治体が当社グルー
プと共に目指したのは、安心して暮らせる住まいがあり、水と緑の庭で彩られた
亜熱帯庭園都市の実現です。琉球王国時代に大規模な土木工事を指揮し
たことで知られる偉大な政治家・蔡温にちなんで「さいおんスクエア」と名づ
け、彼が安里川に水運を拓く構想を温めていたことから親水公園に船着場（シ
ンチキー）を設けるなど、地域の歴史と文化を今に甦らせました。

さいおん

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201249



コミュニティが抱える課題を解決するまちづくり
「社会」との共創共生

「人･街・暮らしの価値共創グループ」として大和ハウスグループが推進する
事業展開の幅広さは、総合的なまちづくりを可能とします。
この強みを最大限に活かして、
コミュニティが抱える課題の解決に挑むことは、大切な使命の一つです。
さまざまな課題の解決を重ねた実績を活かして、
質量ともに、大きく対応の幅を広げています。
その総合力が、30数年来の地域の悲願達成につながりました。

コミ
「社会

「人･街・暮らしの価値共創グ
事業展開の幅広さは 総合

実践報告
ハイライト

「奇跡の1マイル」に、
再び奇跡が起ころうとしています。
迷走し続けた再開発が、大和ハウスさんと組
んだ途端、一気に進行。川を新川に流し替
えるセレモニーでは、胸に希望がわき上がり、
感動しました。まちは人が住んでこそ本物で
す。居住者が増え、愛着ある「国際通り」に、
賑わいが甦りつつあるのが最大の喜びです。

地権者様の思い
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プの総合力を存分に活かすことができました。
地元の熱意にお応えでき、まちづくりの新たな
スキームも示せた喜びを実感しています。
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田中 雅和
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を中心に新河川に導入し、その存続を図りました。新河川には生態系の形成
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地都市再開発事
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河川付け替えを
行い、水害問題
を根本的に解消

■ 新たな地域のシンボル、巨大シーサーに込められた思い
かつて安里川の川縁には土や薪を
積んだ舟が着き、壺屋焼300年の
歴史の一端を担っていました。そ
の記憶を、新しいまちに織り込もう
と計画されたのが、世界最大級の
焼物シーサーです。7人の陶工た
ちが結集し、特大の窯づくりや21
日間24時間体制での焼成など、前
例のない挑戦を経て完成した高さ
3.4mの魔除け像は、那覇市の新た
な名所となり、当地区を見守ってい
ます。

交通結節点として駅前広場を
設けるとともに外周道路を整備

②重要な都市基盤の整備 「国際通り」に面
し、バス乗り場も
備えた駅前広場。
まちの快適性、
利便性が上昇

街ににぎわいをもたらす広場
と、潤いをあたえる親水庭園
の整備

③アメニティ空間の創出 親水公園として
甦った安里川。
駅前広場と一体
となりイベント空
間としても機能

地元に愛される施設として、
商業施設と公民館・図書館を
併設

④都市型の複合生活拠点 駅にも住居エリ
アにも近く、利用
度 の 高 い 図 書
館。同じ階にプ
ラネタリウムも
移設

まちなかに住む人を増やす住
宅と都市型観光を支える宿泊
施設の建築

⑤中心市街地の再活性化 グループの総合
力を活かし、まち
に欠かせない宿
泊施設ダイワロ
イネットホテルも
誕生

市街地再開発の担い手として、河川
の改修から完成後の運営までカ
バー。民間の枠を超えたまちづくり
に道を拓いた。

河川改修や街路樹選定で生物多様性
に配慮。北敷地の複合用途ビルに、
壁面緑化やトイレでの再生水使用を
採用した。

コミュニティへの参画及び発展 環境

社会的責任課題（ISO26000）への取り組み姿勢

当地区を見守り続けてきた沖縄ならではの
樹木･ガジュマルは駅前広場に移植された

護岸は目地の深い石積みとすることで、隙間
にカニなどの生物が入り込める環境となった

─沖縄県那覇市 牧志・安里地区第一種市街地再開発事業「さいおんスクエア」
まきし あさと
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歴史・文化に根ざした
亜熱帯庭園都市を目指して
「国際通り」は、戦後めざましい発展と賑わいを見せ、「奇跡の1マイル」と称さ
れました。「往事の活気を再び」と願う地権者の皆さまと自治体が当社グルー
プと共に目指したのは、安心して暮らせる住まいがあり、水と緑の庭で彩られた
亜熱帯庭園都市の実現です。琉球王国時代に大規模な土木工事を指揮し
たことで知られる偉大な政治家・蔡温にちなんで「さいおんスクエア」と名づ
け、彼が安里川に水運を拓く構想を温めていたことから親水公園に船着場（シ
ンチキー）を設けるなど、地域の歴史と文化を今に甦らせました。
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地震から建物を守る
独自の建築技術で
地震等の災害から住まう方の安全を確保します。

日本の住まいに欠かせない地震対策。xevoは耐震技術を

標準に、制震技術、免震技術をご提案。お客さまのご要望に

応じた地震対策をお選びいただ

けます。建物の資産価値を高め、

「安心」「安全」な住まいをお届

けします。

建物の安全と長寿命化に向けて
「社会」との共創共生

関連項目 DAEQT［ディークト］

関連項目 D-TEC ECO＋（ディーテックエコプラス）工法

関連項目 D-TEC PILE

近年では良好な宅地ばかりではなく軟弱な地盤でも建物を

建てる場合が多くなっています。D-TEC PILEは、そのような地

盤においても安心して建物を建てていただくために、さまざ

まな性能確認試験を行い、開発した安全・安心で環境にやさ

しい地盤補強工法です。

特に、この工法は施工時の廃土が少ないことから環境への

負荷が少なく、環境保

全に役立つと評価さ

れ、財団法人日本環境

協会より低廃土鋼管

杭としてエコマークの

認定を受けています。

本工法で用いる補強材は、容器包装リサイクル法※により回

収されるプラスチックや工場から排出されるプラスチックを原

料として製造され、本来、産業廃棄物として廃棄するものをリ

サイクルすることで、環境負荷の低減に貢献しています。養生

期間が不要であるため工期の短

縮が可能で、振動・圧入により補

強材を地盤に貫入するため、打設

後の地表面にほとんど土が排出

されず残土処理の必要がありま

せん。さらに、小型の施工機械を

使用するため、表層改良等の従

来工法と比べて施工が容易なこ

とが特徴です。

D-TEC ECO+（ディーテックエコプラス）工法は、戸建住宅

等の小規模建築物の建設において表層から2m程度までの地

盤が軟弱な場合に、建物の基礎下にプラスチック製の補強材

を打設する地盤補強工法です。

「D-TEC BRACE」は、大地震や繰り返し地震に対しても座

屈せず、性能を保持します。地震エネルギー吸収部材として設

計することも可能です。

また、通常のブレース構造よりブレース本数を減らすことも

でき、プランの自由度向上と建物コストの抑制効果も見込め

ます。2012年3月までに、2,200本以上を製造し、31棟の建物

に採用した実績があります。

施工状況

工事例（Dプロジェクト福岡宇美）

小口径鋼管杭
「D-TEC PILE（ディーテックパイル）」 大和ハウス工業

リサイクルプラスチックによる地盤補強工法
「D-TEC ECO＋」 大和ハウス

グループ

※容器包装リサイクル法：
　家庭から出るごみの約6割（容積比）を占める容器包装廃棄物のリサイクル
制度を構築することにより、一般廃棄物の減量と再生資源の十分な利用等
を通じて、資源の有効活用の確保を図る目的で制定された法律。

座屈※しないブレース
「D-TEC BRACE（ディーテックブレース）」 大和ハウス

工業

※座屈：
　針金は強い力で引張っても形状は変わらないが押す（圧縮）方向には弱い力
を加えるだけで簡単に曲がる。このように細長い部材（柱、ブレース等）が圧
縮力を受けて折れ曲がる現象を座屈という。

関連項目 D-TEC BRACE

地震対策システム
DAEQT［ディークト］ 大和ハウス

工業
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混合構造は、柱に圧縮力に強い鉄骨コンクリート造を、梁に

軽量で曲げ性能が高い鉄骨造を用いることにより、材料の特

性を部材の特性に応じて使い分ける合理的な構造形式です。

DANBEL構法は混合構造の一種であり、柱と梁の接合部を

鉄筋コンクリート造にすることにより接合部の自由度と施工

性を高めた構法で、都市

居住評価センターによる

構造評定を取得していま

す。軽量化した梁により大

きなスパンをとりやすい

構造形式 です。

コンクリート・鉄骨混合構造
「DANBEL（ダンベル）構法」 大和ハウス

工業

関連項目 DANBEL構法

関連項目 D-TEC PC-BEAM構法

先進の複合構造システム
D-TEC PC-BEAM 大和ハウス

工業

D-TEC PC-BEAMは、工場生産されたPC（プレストコンク

リート）と鉄骨を組み合わせた梁を採用し、躯体の軽量化と高

耐久性を実現。工場生産による安定した品質、現場施工の省

力化、工期短縮、環境負荷の低減を追求した先進の複合構造

システムです。

スパンを大きくして広々とした空間が実現できるため、物流

施設、事務所、店舗などの商業施設に適した構造システムで

す。（黒沢建設(株)、明治大学高木准教授と共同開発）

物理的劣化から建物を守る
末永くお使いいただける
良質なストックの技術開発に取りくんでいます。

外壁塗装「XE（ジー）コート」 大和ハウス
工業

住宅は建築時だけではなく、居住してからの維持管理や改

修、廃棄に至るまで、エネルギーや資源を消費し、環境に影響

を与えています。

大和ハウス工業のxevoには、紫外線の影響による外壁の

劣化を抑止し、長期間にわたって美しい塗装状態を保つ「XE
（ジー）コート」をコーティ

ング。従来のアクリルシリ

コン塗装と比べ塗膜が劣

化しにくいため、外壁の塗

り替えサイクルも長くな

り、環境負荷の低減に貢献

しています。

関連項目 XE（ジー）コート

外張り断熱通気外壁 大和ハウス
工業

当社は省エネ性と耐久性を追求した独自の「外張り断熱通

気外壁」を開発し、xevoに標準装備※しています。これは、柱

と柱の間に断熱材（高性能グラスウール）を入れる充填断熱に

加え、構造体の外側に当社独自の断熱材（高密度グラスウー

ルボード）を施し、外気温の

影響をさらに受けにくくした

新技術です。室内空間を快適

に保つとともに、一般的な新

省エネルギー基準の住宅と

比較して年間の冷暖房費を約

1/3に抑えられます。外張り断

熱通気外壁では、外壁表面の

1次防水に加え、壁の中にも2
次防水を施す、二重防水を採

用。その結果、業界最高水準

の防水保証15年を実現してい

ます。
※木質系商品は外壁構成が異なります。

関連項目 外張り断熱通気外壁

梁（中央部）：鉄骨
梁（端部）：PC

柱：PC

建物の安全と長寿命化に向けて

http://www.daiwahouse.co.jp/lab/tec/tec16.html
http://www.daiwahouse.co.jp/lab/tec/tec30.html
http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/merit/xecoat/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/merit/sotobari/index.html
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リフォーム事業への取り組み
（戸建住宅、集合住宅） 大和ハウス

グループ

これまでに130万戸以上の

住宅（ストック）を建築してき

た当社は、生涯フォローを通

じてその資産価値を守り、愛

着を持って長く住み続けていただくために、リフォーム事業に

取り組んでいます。

主な取り組みとして、戸建住宅および集合住宅において、建

物の定期的な点検や診断を実施しています。

そして、お客さまの要望にきめ細かく応えるだけでなく、専

門家として心からご満足頂けるリフォームを提案し、資産・資

源の有効活用や環境負荷低減に努めています。

関連項目 愛着リフォーム「ダイワハウス　リニュー」のコンセプト

関連項目 事例で探すダイワハウスの「愛着リフォーム」

建物の安全と長寿命化に向けて/食の安全・安心に向けて
「社会」との共創共生

防犯に配慮した住まいと街づくり
「社会」との共創共生

防犯配慮の住まいづくり
あらゆる角度から防犯に配慮した住まいづくりを
ご提案します。

防犯性能の標準化 大和ハウス
工業

大和ハウス工業は、

1. 防犯性能も、住まう人・財産を守る上で基本性能の一つと

認識せねばならない。

2. 基本性能である以上、住宅を提供する側の判断で必要と

思われる防犯仕様を標準化すべきである。

という考え方に基づき、2003年5月より、『防犯配慮住宅』を

全戸建住宅の標準仕様としました。

また、2005年1月以降、「防犯性

能の高い建物部品（CPマーク部

品）」を1階全開口部※に標準採用し

ています。
CPマーク

維持管理が行き届いた外構※公的に侵入不可と定義される小開口、一部の玄関ドアを除きます。

防犯環境設計に基づく外構提案 大和ハウス
工業

防犯に関してはドアや窓などの対策とともに、外構計画も

重要な役割を担います。

当社では、「入りにくく」「逃げにくい」外構提案を盛り込ん

でいます。

近年主流となっているオープンな外構では、ガーデニングな

どきれいに手入れをすることにより、住まう方の建物を含む維

持管理の能力と防犯への配慮を示します。犯罪者は維持管理

が行き届いた空間での犯行を避ける傾向を踏まえ、建物の配

置に合わせた良質な外構計画を提案していきます。

※交差汚染：
　調理済みの食品が汚染度の高い原材料などと交わって、微生物や病気因子
などに汚染されること。

食品施設へのサポート
食品の安全や品質を確保するため、長年培ってきた経験
を駆使し、社会動向を見据えた施設づくりを推進します。

消費者・取引先から求められる
安全・安心な食品 大和ハウス

工業

私たち、大和ハウス工業は、さまざまな食品関連施設の建

築で培ってきた豊富な経験とノウハウで、交差汚染※の無い動

線・ゾーニング（配置）計画を行い、衛生管理を行いやすい食

品施設を提案します。

また、防虫防鼠、異物

混入対策、空調換気コン

トロール、省エネ、環境

対策も含め、「食品の安

全・安心」を確保する施

設を追求していきます。 日清ヨーク株式会社

http://www.daiwahouse.co.jp/renew/concept/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/renew/search/index.html


防犯性能はもはや住宅が備えねばならない基本性能です。

しかし、一般的に常時侵入盗に狙われる住宅は存在しませ

ん。そのような中で、防犯対策を検討する際に考慮すべきこと

は、その仕様が防犯以外に長きにわたり日々の生活に役立つ

特性を兼ね備えていることと考えています。

例えば、防犯ガラスは家庭内ガラス事故を防ぐなどの長期

的メリットもあります。 
また、防犯センサー付の玄関灯は、暗くなると家人の帰宅

時に反応し、明るく出迎えてくれます。

防犯だけで終わらない防犯対策を 大和ハウス
工業

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201254

［防犯センサー付の玄関灯］

暗くなるとほんのり点灯

家人が帰ればふわっと明るく、家に入れば再び
ほんのり

一定時間以上とどまる人を不審者と認知して
フラッシング

防犯配慮の街づくり
安全で幸せな暮らしを守るためお客さまに喜んでい
ただける街づくりに取り組んでいます。

Maple Stage箕面・小野原西ヒメボタルの街 大和ハウス
工業

大阪府では、安全・安心な街づくりに向けて、官民が連携し

た活動を行っています。その一環として、2011年より全国初

の「防犯優良戸建住宅認定制度」を設立しています。Maple 
Stage箕面・小野原西ヒメボタルの街の分譲住宅では、他社に

先駆けて第1号の認定を取得しました。

具体的な取り組みとしては、扉や窓などは破壊されにくい

材質や構造のものを使用し、建物への侵入が困難になるよう

にしています。玄関・勝手口付近には防犯フラッシュ・アラーム

点灯機能付のセンサーライトを設置するなど、一定の照度を

確保できる照明にしています。

また、植栽等も死角をつくらないように適切な配置にして

います。

1.小野原西の街並

2.認定マーク

防犯に配慮した住まいと街づくり
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住宅の資産維持につながる街並の保全をサポート/少子高齢社会に向けた住まいと施設づくり
「社会」との共創共生

関連項目 フレンドリーデザイン

「レイクタウン美環の杜」において環境維
持を行う運営委員会をサポート 大和ハウス

工業

住宅の資産維持につながる街並の
保全をサポート
良い環境を守り、資産価値を維持するため、管理組
合を結成し、街並の保全に取り組んでいます。

大和ハウス工業は、戸建住宅地「レイクタウン美環の杜」に

おいて、全宅地の竣工引渡しを完了し、これまで運用を代行し

ていた建築協定を、住民による運営組織「レイクタウン美環の

杜建築協定運営委員会」に引継ぎました。

当社による代行期間中に、運営委員会の設立・運用ルール

の作成サポート・入居者への説明などを行いスムーズな引継

ぎを行ったと共に、当社が独自で作成した「街づくりガイドラ

イン」と合わせ、住民の皆さまに自ら運用していただくことで、

住宅地として良好な環境を将来に渡って末永く維持・増進して

いくことが可能となります。

このような住宅地としての資産価値の向上につながる、良

好な住環境の維持・保全に対するサポートは、今後の当社の分

譲住宅事業において、重要な取り組みの一つだと考えていま

す。

建築協定の運用により良好な環境が維持されている街並

フレンドリーデザイン
こどもから高齢者までいつでも暮らしやすい住まい
の実現に取り組んでいます。

フレンドリーデザイン 大和ハウス
工業

大和ハウス工業では、ユニバーサルデザインの基本要件で

ある「使いやすさ」「わかりやすさ」「安全性」に「美しさ」を

加えた4つを「フレンドリーデザイン」の基本性能とし、さまざ

まなフレンドリーデザインアイテムをカタチにしています。

フレンドリーデザインは使い勝手や安全性に関わる機能の

満足に加え「住空間との調和」を目指した「美しさ」を兼ね備

えたものづくりを目指しています。

例えば使わない時には、しまうことができるスライドベンチ

付シューズボックスはその一つです。

また、安定した性能の確保を目指し「フレンドリーデザイン

評価会」を社内に設置、独自の基準に基づいて新しいアイテム

の評価を行い、特に優れたものを「フレンドリーデザインアイ

テム」として認定しています。

開発したアイテムに客観的な評価を

加えることで、継続的な性能の向上に

取り組んでいます。

スライドベンチ付きシューズボックス フィンガーセーフ折戸

4年連続キッズデザイン賞を受賞 大和ハウス
工業

当社は2011年度も3作品でキッズデザイン賞を受賞しまし

た。2008年より継続的に取り組んできた子どもの指挟み事

故防止を目的とするフィンガーセーフシリーズとして、「フィン

ガーセーフ引戸」が新たに受賞しました。

また、パッシブデザインをキーワードに、子ども達へ住み

http://www.daiwahouse.co.jp/lab/tec/tec09.html
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「xevo Li（ジーヴォリアン）」 大和ハウス
工業

育児・家事への参加意識が高い父親がいる共働き子育て世

代向けの提案を盛り込んだ戸建住宅商品です。

家族の絆を育む仕掛けが詰まったスペース“リアン空間”、

当社が培ってきた子育て・家事効率・家族の安全・安心のノウ

ハウを集大成した“子育て・子育ち※提案”、家族みんなが日常

生活の中でエコや節電を意識できる“イージー・エコ・コンシャ

ス提案”など、共働き世帯の暮らしを応援する住まいとなって

います。
※子どもが自主的に成長すること。

継ぐ街づくりが評価され「レイクタウン『美環の社（みわのも

り）』」も受賞しています。 
受賞作品（2011年度）

【ユニバーサルセーフティー部門】

・「フィンガーセーフ引戸」

・「ダニが抑制される室内環境の提案」

【フューチャープロダクツ部門】

・「レイクタウン『美環の社（みわのもり）』～地域と共生す

る街づくり～」 

フィンガーセーフ引戸

関連項目 第 5回キッズデザイン賞を受賞しました

少子高齢社会の多様なニーズへの対応
多様化した暮らしに柔軟に対応できるライフスタイ
ル提案を展開しています。

新築戸建住宅での「移住･住みかえ支援
適合住宅」の全件適合 大和ハウス

グループ

「一般社団法人 移住･住みかえ支援機構（JTI）」が実施してい

る「マイホーム借上げ制度」は、50歳以上のシニア層の持家を

JTIが借上げ、賃貸住宅として子育て層などへ転貸する制度で

す。当制度では、貸す側は借上げ制度により最長終身の安定し

た賃料が見込め、借りる側は周辺相場より安価な賃料で広い住

まいを借りることが可能です。

大和ハウス工業の新築戸建住宅を購入するお客さまは、お

客さまの年齢に関係なく、現在居住中の持家（戸建住宅・マン

ション）及び新築した住宅について当制度を利用できます。子

育て層などが手狭になった持家から住みかえる場合、シニア

層が都市部から郊外へ住みかえる場合など、様々な場面でご

活用いただけます。

当制度は、シニア層・子育て層の双方にとってメリットの高

いサービスであると共に、ライフスタイルに合わなくなった住

まいを社会の財産として長く活用できるものです。

［ＪＴＩ概念図］

関連項目 業界初 新築戸建住宅全商品「移住 ･住みかえ支援適合
住宅」に認定

xevo Li（ジーヴォリアン）外観

少子高齢社会に向けた住まいと施設づくり
「社会」との共創共生

関連項目 共働き子育て世代向け住宅 「xevo Li（ジーヴォリアン）」

関連項目 商品サイト　xevoLi（ジーヴォリアン）

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110714133057.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20111124111156.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110930095334.html
http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/shohin/xevo/xevoLi/index.html
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超高齢社会への取り組み（マンション） 大和ハウス
グループ

【シルバーエイジ研究所】 大和ハウス
工業

関連項目 医療・介護施設事業

少子高齢化と共に、2006年をピークに人口の減少が加速し

ています。

出生率（少子化）は全国平均（1.29）に対して大都市圏（東

京 1.00 / 大阪 1.20）が非常に低くなっていることから、今後は

大都市圏での高齢化が推測されます。

しかし、高齢者においては「住み慣れた場所や家から離れた

くない」「できるだけ自宅で生活したい」という傾向があり、子

世代と同居する人々が減少しています。

こういった現状を社会的な課題ととらえ、当社グループでは

高齢者に配慮したハード面やソフト面におけるサービスを提

供していきたいと考えています。

シルバーエイジ研究所は高齢者医療・介護施設を専門とす

るシンクタンク機能を果たし、これまでに医療・介護施設の

あり方や施設プランの企画提案を総合的にプロデュースして

きました。実際に現場で得た経験を研究にフィードバックし、

「理論」と「実践」を融合・集積して、厚みのあるノウハウで、

時代や社会の変化にも柔軟に対応し、ニーズに応える事業提

案を行っています。

【サービス付き高齢者向け住宅】
シニアレジデンスなごみ 大和ハウス

工業

介護事業に対して積極的に取り組まれてきた医療法人敬和

会。当社でもグループホーム・デイサービスの建築においてサ

ポートさせていただいており、さらなる展開として高齢者住宅

事業への取り組みを検討されていました。

医療と連携した高齢者向け住宅に、デイサービスや訪問介

護事業所、居宅介護支援事業所を併設することで、入居する

高齢者だけでなく、地域の方々にもより安心いただける複合

施設としてのプランをご提案しました。2012年2月、医療法人

敬和会は徳島県に対し「サービス付き高齢者向け住宅」の登

録をされました。

シニアレジデンスなごみ

アネシスライフ妹尾

【サービス付き高齢者向け住宅】
アネシスライフ妹尾 大和ハウス

工業

高齢者専用賃貸住宅の建築を計画されていた医療法人洋

友会中島病院。

環境の良い立地の提案とその条件の交渉や入居者のケアと

職員の動線を考慮した配置計画等、土地提案から設計・施工

まで総合的にサポートしました。2012年3月に、医療法人洋友

会中島病院では岡山県に対して「サービス付き高齢者向け住

宅」の登録をされました。

少子高齢社会に向けた住まいと施設づくり

http://www.daiwahouse.co.jp/business/silver/index.html
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高齢者住宅事業の強化と
ロボット事業への参画
医療や介護、福祉分野で高齢者の安心・安全・快適
をサポートします。

ヒューマン・ケア事業推進部で、
高齢者住宅事業強化 大和ハウス

工業

これまで各事業部で取り組んでいた「医療・介護施設」の建

築事業を横断的に推進し、さらに成長市場であるロボット事

業を組み入れ、一体的かつ複合的な事業推進に取り組んでい

ます。

■医療と介護が連携した安心・安全の高齢者住宅の提案

　（医療・介護支援室）

エイジング・イン・プレイス※を基本理念に、自立高齢者の新

しい住まいを創出し、医療介護と連携した高齢者支援サー

ビスを提供する「サービス付高齢者向け住宅」の建設を提

案しています。

■50体の「パロ」を、無償で被災地の施設へ

　（ロボット事業推進室）

お年寄りやこどもたちの「心のケア」に、岩手・宮城・福島県

内の避難所や高齢者介護施設にセラピー用のアザラシ型ロ

ボット「パロ」を届けています。

※エイジング・イン・プレイス：年齢を重ねても、住み慣れた地域・住み慣れたわ
が家で、いつまでも健康でいきいきした生活を続けるための環境づくり

医療介護支援室

メンタルコミットロボット　パロ

※ノーマライゼーション：
　身体に障がいがあっても、高齢で身体
が不自由になっても自立した生活がで
き社会に参加し続けられることが社会
のあるべき姿であるという考え方。

『CYBERDYNE』、『ROBOT SUIT』、『ロボットスーツ』、『ROBOT SUIT HAL』、
『ロボットスーツ HAL』、『HAL』、『Hybrid Assistive Limb』は、CYBERDYNE
株式会社の登録商標です。
「メンタルコミットロボット」は独立行政法人産業技術総合研究所の登録商標
です。
「パロ」は株式会社知能システムの登録商標です。

また「ロボットスーツHALⓇ 福

祉用」は、自立動作支援ロボット

として全国約150以上もの医療・

介護施設に導入されています。

全国の生活支援ロボットの普

及に努め、ノーマライゼーション※

な社会づくりに貢献します。　

ロボットスーツHALⓇ 福祉用

少子高齢社会に向けた住まいと施設づくり



健康住宅仕様の採用と、室内空気質改善の取り組み 大和ハウス
工業

当社では、建材から放散されるホルムアルデヒドやVOC（揮発性有機化合物）が原因となり、住宅に入ると頭痛などが発症するシッ

クハウス問題に対し、1996年より業界に先駆けて建材対策を実施、VOCに配慮した健康住宅仕様を標準として採用しています。

2011年度は、サプライヤーに各建材の仕様を書類によって確認する体制を整備するとともに、内装材などの主な建材については

チャンバー試験※による確認・検証を実施。建材の低ホルム化や、低VOC化に取り組みました。

今後も、継続して建材対策を実施するとともに、住宅事業においては、より健康に配慮した商品をご提案するため、空気質に重点

を置いた仕様の開発を進めています。室内空気質の化学物質濃度をできるだけ低減するため、より低VOCの建材や、効果的な換気

システムをご提案できるよう取り組んでいきます。

※チャンバー試験：
　20Lの小形チャンバーを用い、2時間に1回、チャンバー内の空気
が入れ替わるように空気を供給する（換気回数0.5回/hr）。チャン
バー出口から排出されてくる空気を捕集し、建材から放散される
化学物質を分析する。

空気環境への配慮
換気対策と建材対策で住む人みんなに優しい最適な空気環境を実現します。

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201259

健康に配慮した住まいづくり
「社会」との共創共生

小形チャンバー法によるVOC放散
測定実施状況

［ホルムアルデヒドの放散量と等級区分］

放散量 等級区分 規制対象となる内装仕上げ
材が使用できる面積

少ない

⇔

多い 

F☆☆☆☆ 使用制限なし
F☆☆☆ 床面積の2倍以内
F☆☆ 床面積の約0.3倍以内
F☆ 住宅には使用不可

ホルムアルデヒドを放散する建築材料については、建築基準法でその放
散量について区分され、区分により使用できる面積が制限されています。

空気質に配慮した健康配慮仕様（無垢フローリン
グ、エコカラット、消臭クロスの設定）物件の内観

［健康住宅仕様（鉄骨系戸建住宅、賃貸住宅）］

部位 建材・施工剤 対象VOC ダイワハウスの対策内容

天井 仕上材
クロス

ホルムアルデヒド F☆☆☆☆
トルエン、キシレン 不使用

クロス用接着剤 室内空気質指針値策定13物質 不使用

壁

仕上材
クロス

ホルムアルデヒド F☆☆☆☆
トルエン、キシレン 不使用

クロス用接着剤 室内空気質指針値策定13物質 不使用

インテリアドア
化粧面材 ホルムアルデヒド F☆☆☆☆

化粧シート
トルエン、キシレン 不使用
可塑剤 不使用（オレフィン系シート）

巾木・窓額縁 化粧シート
トルエン、キシレン 不使用
可塑剤 不使用（オレフィン系シート）

床
仕上材 フローリング

ホルムアルデヒド F☆☆☆☆
トルエン、キシレン 不使用

下地材
合板

ホルムアルデヒド F☆☆☆☆ パーティクルボード

床下
床下 大引・床束 クロルピリホス、木材保存剤 鋼製大引、鋼製床束を採用のため不使用
土壌 防蟻シート クロルピリホス（防蟻剤） 非有機リン系薬剤使用防蟻シートを採用のため不使用

内部階段 階段材 合板、MDF、化粧シート
ホルムアルデヒド F☆☆☆☆
トルエン、キシレン 不使用 

住設機器・収納

キッチンセット

扉・キャビネット・棚板

ホルムアルデヒド F☆☆☆☆ 洗面化粧台
シューズボックス
トイレ収納カウンター

トルエン、キシレン 不使用 押入 中段・枕棚
住設機器

その他

現場施工用接着剤 （フローリング、
キッチン前化粧板等） 室内空気質指針値策定13物質 不使用

工場生産品用接着剤 （外壁、床、屋
根、間仕切り等） 室内空気質指針値策定13物質 不使用



空気清浄機「換気浄化e f（イーエフ：
Excellent Fresh）」の開発 大和ハウス

工業

2003年に建築基準法が改正され、24時間換気設備の設置

が義務化されました。

また、健康に関する社会的ニーズ、特に室内の空気質に対す

る関心も年々高まっています。ハウスダスト等に起因する健康

面やペット臭などを気にされるお客さまのニーズに応え、一歩

進んだ健康配慮をご提案するために当社オリジナルの空気清

浄機「換気浄化ef」を開発しました。

ダニアレルゲンに関する研究 大和ハウス
工業

日本では、国民の約3人に1人がアレルギー疾患（アレル

ギー性鼻炎、喘息など）に罹患しているといわれています。そ

の主な原因の一つが、ダニのフンや死骸等のダニアレルゲン※

です。近年、特に小児の喘息が増えており、生活環境のダニア

レルゲン対策が望まれています。

このような社会背景のなか、当社ではダニの生態研究やダ

ニアレルゲンの実態調査を行い、住まいの湿度をコントロー

ルすることが、ダニの増殖抑制に寄与することがわかってき

ました（2011年7月、「ダニの増殖が抑制される室内環境の提

案」で「第5回キッズデザイン賞ユニバーサルセーフティ部門」

を受賞）。

今後、当研究を活かした快適な室内環境の提案につなげて

いきたいと思います。

※アレルゲン：アレルギー反応を引き起こす抗原物質
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健康に配慮した住まいづくり
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関連項目 ダイワハウスの森林住宅地

関連項目 森林住宅友の会「スローナ倶楽部」

関連項目 NASホームページ

健康や自然を志向したスローライフをサポート
「社会」との共創共生

豊かな自然に囲まれた環境の中で、都会並みの
インフラを整えた森林住宅地を展開 大和ハウス

工業

スポーツを通じて皆さまの健康増進に
寄与します グループ

会社

別荘ライフや田舎暮らしをサポート
（森林住宅地）

健康志向のライフスタイルを支援
（スポーツクラブ事業）

時代にふさわしいライフスタイルの一つとして、森林
住宅地での暮らしを提案しています。

自身の体力にあった健康づくりを促す生活改善プロ
グラムに取り組んでいます。

四季折々の表情を身近に感じられる大自然の中で、豊かな

時間を過ごしていただきたい。大和ハウス工業はそんな願い

のもと、1973年より全国14ヵ所で森林住宅地を展開していま

す。森林住宅地はそれぞれに雄大な山、美しい海、静かな湖な

どの自然との共生を図りながら、舗装道路や上・下水道などの

ライフラインも完備させています。ほとんどの分譲地が温泉

付きで、常駐管理員による巡回点検や道路、公園などの維持

管理、街路灯の設置など、オーナー様の安心・安全への配慮も

行っています。

また、ガーデニングなど趣味を楽しむセミナーやオーナー

会などのイベントも実施。自然に包まれてゆったり暮らす永住

地として、また、都会の喧騒を離れて休日を過ごす別荘地とし

て、スロー＆ナチュラルライフをご提案しています。

ガーデニング講習など定期的に
オーナー会を実施

管理員が巡回パトロールを行っている
ので留守中も安心

ロイヤルシティ阿蘇一の宮リゾートの
街並み風景

近年、過食と運動不足により健康を害する方が増加してい

るなか、運動の重要性は従来にも増して高くなってきていま

す。スポーツクラブNASでは全てのお客さまが心身ともに健康

で豊かな生活を過ごしていただくために安全で楽しみながら

目標が達成できるようなプログラムをご用意しています。

運動への一歩が踏み出せない多くのお客さまのために、

NASオープンカレッジ※1をご用意し、多くのお客さまよりご好評

をいただいています。更に、60歳以上のお客さまの健康増進・

生きがい作りを目的に、NASロイヤルサポーターズ倶楽部※2を

ご提案するなど、より多くの皆さまの健康増進に貢献します。
※1　NASオープンカレッジ:誰もが気軽にさまざまな運動レッスンを楽しめる

もので、スタジオ・ジム・プールにおけるさまざまなレッスンを短期・安
価・分かり易い内容で提供。

※2　NASロイヤルサポーターズ倶楽部:60歳以上のお客さま専用のお部屋を拠
点に、健康講座・運動・体力測定・地域児童へのボランティア活動を実施。

生活改善プログラムの提案 グループ
会社

東京都多摩市の市民の皆さまの健康・体力チェックを通し

て、自身の体力・年齢に見合った健康づくりを選択してもらう

ことを目的とした「けんこう多摩手箱スポーツまつり」に協力

しています。

NASでは「ストレッチ＆筋力トレーニング」など、運動を習

慣づけるきっかけとなるさまざまな体験コーナーを担当。イ

ベント参加者のうち多くの方がNASのブースに参加されまし

た。

http://www.daiwahouse.co.jp/shinrin/
http://www.daiwahouse.co.jp/shinrin/slowna/
http://www.nas-club.co.jp/
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通信インフラの構築に向けて
「社会」との共創共生

関連項目 クライシスマネジメント

ホームサーバーの研究と開発 大和ハウス
工業

「サービスインフラ」として住まいの
あり方を追求
ホームサーバーの研究・開発・実用化を行いインター
ネットを活用したサービスの研究に取り組んでいます。

近年では携帯電話による留守宅の見守りや情報家電の遠隔

操作など、インターネットを活用したさまざまなサービスが実

用化されています。

しかし、サービス毎に専用の通信機器や加入申し込みが必

要となり、住宅全体では最適化されているとはいえません。

大和ハウス工業は住宅内のサービスを統括するホームサー

バーの開発に取り組んでいます。オープンな通信環境と、適切

な管理システムの普及により、住宅をサービスインフラとして

活用できるよう研究を進めていきます。

ホームサーバーの実用化
（緊急地震速報システムの社内展開） 大和ハウス

工業

ホームサーバーを活用した生活サービスとして2008年に緊

急地震速報システムの開発を行い、当社の全支店・工場に展開

しました。

このシステムは、OSGi※に準拠したホームサーバーとセン

ター設備の整備によって、遠隔管理を容易に行えます。

※OSGi：標準化団体である「OSGiアライアンス」において仕様が策定された
Java言語に基づくオープンなソフトウェア部品化技術です。この技術を使用
することで、ネットワークを介して様々な端末のソフトウェアを動的に追加・
更新することが可能となります。

気象庁地震計

受信装置

二次配信サーバー
全国放送設備等

センターサーバー

地震アプリの配信
システム管理

（ホームサーバー内蔵）

（約1,000ヵ所）

オペレーター

地震
発生

地震発生！
あと10秒！

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=25
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中国における取り組み
「社会」との共創共生

「住まい」の質の向上
中国における住環境のニーズが多様化し、｢量｣から「質」への転換
期を迎えていることから「快適な住まい」の提供に貢献します。

分譲マンション事業へ取り組む背景 大和ハウス
グループ

商品づくりへのこだわり 大和ハウス
グループ

物件事例 大和ハウス
グループ

大和ハウスグループは1983年より中国での事業に取り組

み、中国での事業基盤を築いてきました。中国はこれまで住

宅ストックの充足を優先してきましたが、量から質への転換期

を迎えると同時に、今後は省エネルギー化や環境負荷の軽減

が求められます。

当社グループは、施工品質のばらつき・入居後のアフターメ

ンテナンス・瑕疵に対する責任分担といった、これまで中国の

住宅事情が抱えていた問題点を、日本で培ったノウハウと技

術を応用して改善し、中国の住宅産業に貢献することを目指し

ています。

今回は、具体的に2件のプロジェクトの事例を紹介しながら、当

社グループの取り組みをご報告します。当社が特に重要視してい

るポイントは以下の3点であり、今後も快適な住環境の提供を目指

したプロジェクトの推進を図っていきます。

・住宅としての基本性能にこだわり、細部まで配慮された安全

で安心な住宅を提供

・中国の伝統的な間取りを活かしながら、日本的な生活習慣

（玄関・収納等）を提案

・省エネルギー、環境対策への取り組み

 （断熱サッシ、共用部LED照明等）

蘇洲プロジェクトでは、下記のように『間取り』と『建材・設

備』を中心に当社独自の取り組みを進めています。

大連プロジェクト「頤和星海（イワ・セイカイ）」では、地域

性を考慮しながら、グループ会社と共にお住まいいただく方の

快適性の追求をメインテーマに取り組みを進めています。

低層棟（完成予想図）

高層棟（完成予想図）

取り組みの具体例 キーワード
玄関スペースの採用
収納スペースの充実
独立式トイレの採用
空調室外機置き場の配備
家事動線の重視

サッシ性能の向上
省エネルギー型空調機（エアコン）の採用
配水管性能の向上と同層排水システムの採用
太陽熱温水器の採用
給湯器性能の向上
節水型衛生機器の採用
省エネルギー型照明器具
VOC対策の実施

健康・快適
健康・快適
健康・快適
省エネ・環境
人に優しい

人に優しい
人に優しい
人に優しい
安心・安全

省エネ・環境
省エネ・環境
健康・快適
省エネ・環境
省エネ・環境
省エネ・環境
省エネ・環境
安心・安全

健康・快適

安心・安全

健康・快適

間取り

建材や設備
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地域社会への社会貢献活動
「社会」との共創共生

社会貢献活動【総括】
当社グループにおける2011年度の社会貢献活動件
数や、その内訳をご紹介しています。

社会貢献活動理念 大和ハウス
グループ

当社グループは、各社・各事業所において地域との関わりを

大切にし、そこにあるニーズを把握し、地域社会の発展と生活

環境の向上のために真に必要とされている社会貢献活動に取

り組んでいます。

活動を通じ、お客さまや取引先、行政、NPO・NGOなど多

様なステークホルダーとの間に新たな対話の機会が生まれ、

ますます地域との関わりが深まっていくという好循環につな

がっています。

今後も皆さまのご意見を取り入れ、よりよい社会を共に創

り、共に生きる活動を、継続していきます。

■ 社会貢献活動に関する諸制度

■ 社会貢献推進委員会の開催
全国の事業所・工場から1名ずつ選任された社会貢献推進

員を半期に一度招集し、社会貢献推進委員会を開催していま

す。会議では、活動の振り返りや今後の方針の発表、さらに

事業所間の情報交換・共有やグループディスカッションを通じ

て、社会貢献活動をより活性化させていくことを目指していま

す。

「環境」私たちは、自然環境との共生を目指し、様々な環境保

全活動に取り組みます。

「福祉」私たちは、福祉施設などの支援を通じて、

地域の方々との交流を図ります。

「教育」私たちは、こどもたちが自主的・自発的

に考え、学ぶ機会を提供します。
教育

環境

福祉

社会貢献活動の「社長表彰制度」 大和ハウス
工業

大和ハウス工業の全事業所を対象に、一年間（10月1日～翌

年9月30日）の活動状況を、下記の評価基準に沿って評価し対

象事業所を選定しています。

2007年より毎年、

1月に表彰を行ってお

り、2011年度は優秀

事業所として3事業所

が選ばれました。

評価基準
項目 内容

地域密着度

オリジナリティ

地元団体との協働状況

幅広い参加状況
活動バリエーション

定量評価

社会的課題への貢献度

活動によって地元のコミュニティとの共生がいかに
深まっているか
活動内容のアイデア・自主性・自発性がいかに
優れているか
地元のNPO・NGOといった組織との連携がどの程度
進んでいるか
活動ごとの社員の参加率がいかに高まっているか
教育・福祉・環境を中心に広範囲な分野の活動を
実施しているか
活動の目標や効果測定を具体的な数値目標を
設定して実施しているか
自己満足に陥らず社会の課題を意識して
実施しているか

［社長表彰を受けた事業所の社員］

社会貢献活動
理念

社会貢献活動

社会貢献活動の3本柱

スローガン

動動のの33本本柱柱

教育

社社会会貢献活貢献活動動動動

環境保全 福祉

私たちは、環境・福祉・教育
の三分野を中心として、地
域や社会が望んでいる社会
貢献活動に積極的に取り組
みます。また、社会貢献活
動を通じて、私たち一人ひ
とりの自己成長に努めます。

社会貢献活動 スローガン

大和ハウスグループは、環境・
社会との共生を念頭におき、企
業市民としてさまざまな社会貢
献活動を継続的に行い、社会
全般の発展と生活環境の向上
に貢献します。

社会貢献活動 理念

｢ボランティア休暇制度｣の創設

｢社員募金制度｣の創設

｢社会貢献推進委員｣の選任

｢社長表彰制度｣の創設

｢活動費用負担制度｣の創設

（2005年  4月）

（2005年10月）

（2006年  4月）

（2007年  9月）

（2008年10月）

制度名 創設年月



社会貢献活動の総括 大和ハウス
グループ

2011年度優秀事業所
■横浜北支店

活動件数の多さとバリエーションの幅広さだけでなく、さまざまなリボン運動を事業所内で推進している。

支店独自に各リボンをモチーフとしたピンバッヂを購入し、着用したことで外部への訴求力も評価の対象となった。

■豊田支店

支店が所在する地区の自治会活動・行事に、いち地域住民として積極的な関わりを何年にも渡り継続している姿勢を高く評価し

た。また、活動ごとに目標と達成度・反省点を明確にし、定量評価を行っている点も評価した。

■姫路支店

近隣の小学校に声掛けし、事業所内で出る廃棄トナーを、事業所近隣の小学校を通じてリサイクルしてもらうことで、ベルマーク

の点数として加算される仕組みを展開、近隣小学校と深い関係を築き上げている点を評価した。

大和ハウス工業で実施された2011年度の活動件数は656件となり、2010年度に比べて21%の増加となりました。

またグループ全体では、2011年度の合計件数が1,532件となり前年比で11%の減少となりました。

なお、2011年度より活動分野については「災害被災地支援」を新たに追加しています。

2011年度の活動を分野別に経年比較すると、東日本大震災の影響もあり、人道支援の増加ならびに災害被災地支援分野の活動

について積極的であったといえます。

また、グループ会社の活動では、教育支援活動が増えており、全体に占める比率も26.2%となっています。

一方、ボランティア休暇の取得率はほぼ横ばいとなっており、エンドレス募金※の実績については目標に届かない結果となりました

ので、2012年度は全社的な取り組みをさらに進める必要があると認識しています。
※エンドレス募金：社員が身近に参加できる社会貢献活動として、毎月定額を募金できる取り組み。（詳細はP.76をご覧ください）
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項目 2009年度実績 2010年度実績 2011年度実績

社会貢献活動件数

ハウス事業所 ５５４件 ５４１件 ６５６件

ハウス本社 ３７件 ４０件 ８１件

グループ会社 ８９６件 １１４３件 ７９５件

合計 １，４８７件 １，７２４件 １，５３２件

ボランティア休暇取得日数
 （ボランティア休暇取得率※）

１，６９７日 １，７６９日 １，６４０日

（１６．３％） （１３．４％） （１２．５％）

エンドレス募金　合計金額 ￥７，８３４，３８３ ￥８，４３１，７７７ ￥9,799,203
※ボランティア休暇取得率は、取得日数を当期末人員で除して算出

［2009年度の社会貢献活動内訳
（大和ハウス グループ全社での活動：1,487件）］

1,487件

157

地域共生（清掃）
10.6％

地域共生
（清掃以外）

16.1％

教育支援
28.0％

社会福祉
12.1％

環境保全
9.2％

人道支援
10.8％

国際協力
13.2％

240

416180

137

161

196

［2010年度の社会貢献活動内訳
（大和ハウス グループ全社での活動：1,724件）］

1,724件

260

地域共生
（清掃）

15.1％

地域共生
（清掃以外）

16.8％

教育支援
24.9％

社会福祉
10.0％

環境保全
8.3％

人道支援
9.0％

国際協力
15.9％

289

429
172

144

156

274

［2011年度の社会貢献活動内訳
（大和ハウス グループ全社での活動：1,532件）］

1,532件

285

地域共生
（清掃）
18.6％

地域共生
（清掃以外）

14.4％

教育支援
26.2％

社会福祉
7.4％

環境保全
6.1％

人道支援
9.2％

国際協力
10.6％

災害被災地支援
7.5％

220

401
113

93
141

163
116

地域社会への社会貢献活動
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社会貢献活動【環境】
自然環境との共生を目指しさまざまな環境保全活
動に取り組みます。

日本の春景色を守り、地域の緑化に貢献する
SAKURA PROJECT 大和ハウス

工業

緑化活動「スマイルスクールプロジェクト」
の展開 大和ハウス

工業

戦後植えられたソメイヨシノが寿命を迎えている多くの小

学校を中心に、桜を植樹することで、日本の春の景色を守ると

ともに、地域の緑化に貢献したい。そんな思いから、当社は、

2010年度より「SAKURA PROJECT」を開始しました。当社の

環境配慮住宅「xevo（ジーヴォ）」が建てられるごとに、その

売上げの一部で桜の植樹を行うという、お客さまと共に進め

るプロジェクトです。こどもたちに日本文化のすばらしさを伝

えるために、植樹式では和楽器によるライブも実施していま

す。

横浜支社は、地域の緑が比較的少ないことに着目し、2011
年5月に、小学校の緑化を進める「スマイルスクールプロジェク

ト」を開始しました。植樹費用は社員の寄付によるもので、半

年に1校程度のペースで植樹を実施しています。2011年度は、

2011年5月、6月、2012年3月に各1校、計3校で植樹を行いまし

た。

また、この活動に対し、緑化の推進に力を注いでいる西区

役所より、感謝状をいただきました。

当社グループは2008年4月から、創業者のゆかりの地・奈良県吉野
山の桜を保全する活動を続けています。

毎回、植樹記念として、学校名や「西区を緑でいっぱいに！」というスローガン
などを記した銘板を贈り、設置しています。

第1回植樹完成後の感謝状贈呈式。
右から、贈呈先・浅間台小学校の室井校長、西区芳賀区長、
当社横浜支社長　山崎。

こどもたちと一緒に桜を植樹

和楽器演奏の様子

地域社会への社会貢献活動
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トキの野生復帰支援 大和ハウス
工業琵琶湖の生態系を守る

「外来魚駆除 釣り大会」 大和ハウス
グループ 新潟支店では日本で最後のトキが生息していた佐渡におい

て新潟県の「トキの野生復帰支援活動」に協力しトキの餌場

となるビオトープづくりを実施しました。

現地では「NPO法人トキどき応援団」よりビオトープづくり

の手ほどきを受け、主に水田の土をおこし、あぜ作りや水路の

復旧を行いました。

また、今回は野生復帰ステーションの見学ができ貴重な体

験ができました。

今回で2回目の参加でしたが、新潟支店では今後も継続して

トキの野生復帰支援活動に取り組んでいく予定です。

滋賀支店は、2009年から毎年、「外来魚駆除 釣り大会」を

開催しています。2011年度は、6月10日に開催。滋賀支店、日

本住宅流通、大和リビング、協力会社から総勢109名が参加

し、『楽しく社会貢献しよう』の考え方のもと、チーム対抗で

釣果を競い合いました。この日、和気あいあいのうちに皆で釣

り上げた外来魚は、合計45.4kgとなりました。

ビオトープづくりの様子

地域性豊かな“楽しい”社会貢献活動として、毎年多数の参加者が活動。

参加した社員

VOICE　参加者の声

新潟県ではトキの野生復帰活動に力を入
れており、その活動支援としてトキの餌場つく
りに参加いたしました。人里はなれたところで
の作業の為、人のちからに頼るしかなく県庁
職員の方や地元ＮＰＯ法人の方々の協力をい
ただきながら充実した活動となりました。トキの
自然放鳥のニュースなどを目にすることにより
活動に対する気持ちが強まり継続して参加し
たいと思います。 新潟支店

お客様相談センター　　　
原田　忠孝

地域社会への社会貢献活動
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谷戸

活動拠点地の整備

散策路整備の準備

関連項目 関東・水と緑のネットワーク拠点百選　
選定団体の活動紹介　大和ハウス工業株式会社

外来種生物の駆除を実施 大和ハウス
工業

大和リゾートでは、全国27箇所のロイヤルホテルで地元の

行政・住民と協働した環境保全活動を実施しています。

沖縄県にある残波岬ロイヤルホテルでは、毎年沖縄県読谷

村内の企業・行政が一体となった「ちゅら浜クリーンアップキャ

ンペーン作戦in読谷」に参画しています。

2011年度は18人の社員が参加し、ビーチに溜まったゴミを

片付け、こどもたちが裸足で歩いても安心なビーチづくりに寄

与しました。大和リゾートでは今後も継続的に環境保全活動

を実施していく予定です。

社有林の保全・活用の取り組み
「大和ハウス　葉山の森」 大和ハウス

工業

安心・安全なビーチづくりを実施
環境保全活動 グループ

会社

当社の社有林のひとつ「大和ハウス 葉山の森」で、自然と

人が共生する里山としての保全・活用の取り組みを進めてい

ます。

2011年度より生態系調査を開始、さまざまな動植物が生息

する良好な生態系であることが裏付けられました。

また、地元NPO団体等との今後の連携に向けた協議や、放

置竹林の整備、散策路整備に向けた活動にも着手していま

す。

このような取り組みを通じて、「大和ハウス 葉山の森」は、

日本生態系協会等が主催する“関東・水と緑のネットワーク拠

点百選”に選定されました。

2012年度も引き続き、保全・活用に向けた取り組みを推進

していきます。

札幌支店では、生物多様性への理解を深め外来種の駆除を

行うため2011年8月「ダイワecoファミリー・プロジェクトin滝

野」を実施しました。

滝野すずらん丘陵公園担当者から生物多様性についての説

明をしていただき、公園内の作業場所へ移動し外来種生物の

駆除を行いました。公園内にはたくさんの植物が生息してお

り、参加した社員のこどもたちはクワガタやセミも見つけるこ

とができました。

今後も、こどもたちが参加できるよう夏休みに実施するこ

とで親子で生物や自然の事を考える一日として継続していき

ます。

参加社員とそのご家族

地域社会への社会貢献活動

http://kan-koueki.net/hyakusen/07_3senteidantai/08daiwa/daiwa_index.html
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VOICE　参加者の声

海浜清掃活動は毎年行っており、たいし
たゴミは出てこないだろうと考えておりました
が、いざ当日を迎えると、ペットボトルや空き
缶はもちろんのこと、古タイヤや荷物運搬用
のパレットなど多くのゴミが出てきました。参
加者で力を結集し２時間あまりでビーチは
見違えるように綺麗になり、残波岬に観光
客を迎える準備ができました。

残波岬ロイヤルホテル
施設管理課　三原　恭治

ちゅら浜クリーンアップキャンペーン作戦in読谷での参加社員

餅つきをする参加者

みんなでお餅を丸める様子

社会貢献活動【福祉】
福祉施設などの支援を通じて、
地域の方 と々の交流を図ります。

香川支店では、収集したプルタブの寄贈先である障がい者

福祉施設『リンリン園』※の皆さまをお招きして、『新春 ダイワ

ハウス餅つき大会』を開催しました。今回は、リンリン園の皆

さまや併設している障がい児通園施設・デイサービス『タンポ

ポ園』の皆さまにも行事として取り入れていただきました。

楽しいゲームや、おしゃべりをしながらつきたてのお餅を食

べ、参加した社員も楽しみながら活動できました。

また、参加された皆さまからは、「家に帰っても（こどもが）餅

つきの練習をしていますよ」と、うれしい感想をいただきました。 

VOICE　参加者の声

私は会の司会として参加させていただき
ました。緊張して当日までドキドキしていまし
たが、参加者の皆さんが温かく迎えてくだ
さり、楽しく司会することができました。会
の終わりには『また来年もやろうね』と笑顔
でお声掛けいただき、本当に嬉しく思いまし
た。

大和ハウス工業株式会社
香川支店　集合住宅営業所
久米井　崇

地域施設の方 と々イベントを開催 大和ハウス
工業

地域社会への社会貢献活動
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※自動体外式除細動器（じどうたいがいしきじょさいどうき、Automated 
External De�brillator,AED）：心室細動の際に機器が自動的に解析を行い、
必要に応じて電気的なショック（除細動）を与え、心臓の働きを戻すことを
試みる医療機器。

AEDの設置

AEDの設置を通じ、人命尊重の
企業文化を醸成 大和ハウス

グループ

大和ハウスグループでは、「共創共生」の基本姿勢のもと、

人命尊重の企業文化を育てるために、AED（自動対外式除細

動器）※の設置を進めています。日本全国のリビングサロンを

はじめ、ホテル、ショッピングセンター、スポーツクラブなどグ

ループ全体で、およそ300ヶ所、年間延べ約8,000万人の方々と

接する機会があります。

私たちの施設に訪れる方はもちろん、近隣の方を含め、

万一の事態に備えることは社会的な使命であることから、設

置とともに、救命にあたる人財の育成に努め、安心して暮らせ

る社会の実現に貢献していきます。

ピンクリボン運動 大和ハウス
工業

横浜北支店では、2009年度からピンクリボンかながわにご

協力いただき、ピンクリボン運動※に取り組んでいます。

当初は、女性だけの病気というイメージが強く、あまり浸透

しない時期もありましたが、支店内にピンクリボンバッチや乳

がん検診受診を呼びかけるチラシの掲示、社員によるピンク

リボンバッチの着用、ピンクリボン自動販売機の設置などを

進めることで、支店内や一部協力会社の方まで活動が浸透し

ました。

また、支店内でピンクリボンの啓発DVDの鑑賞会や乳房模

型を使った自己触診方法の講義などを開催し、社員一人ひとり

の意識を高めるよう工夫しています。

※ピンクリボン運動：乳がんの正しい知識を広め、早期発見、早期診断、早期治
療の大切さを伝えることを目的として行われる運動

ピンクリボンの社内講習会

「トゥルコキ中学校（Tuol Koki Secondary School）」
建設のための寄付を実施  大和ハウス

工業

当社は、2011年10月、カンボジア王国（バッタンバン州

トゥルコキ村)に「トゥルコキ中学校（Tuol Koki Secondary 
School）」建設のための寄付を行いました。

同中学校は2012年2月29日に完成、開校式を行い、3月1日

より授業が開始されています。

当社グループはこれまで、カンボジア王国におけるCSR活動

の一環として、Tシャツ販売費の一部を井戸建設の費用に充て

る「カンボジア井戸プロジェクト」への協力や、現地での井戸

掘りを体験するツアーの企画、ロムチェック村の小学校建設

のための寄付などの支援を行ってきました。

今回はカンボジア支援プロジェクトでは、「こどもたちにより

よい教育を受ける機会を提供するために、学校を建設する」こ

とを目的に、カンボジアで活動しているNGO団体「特定非営利

活動法人 国際協力NGO風の会」（※1） 及び「BFD（Buddhism 
for Development）」（※2）の趣旨に賛同し、中学校建設のため

の寄付を行いました。

今後は、「国際協力NGO風の会」とともに、東日本大震災

で被害を受けた宮城県の石巻市内の中学校と「トゥルコキ中

学校」が、両国の国際理解を深めるプロジェクトを実施する

予定です。

また、本校の開校式の際には、カンボジア王国の方々から

の提案で、東日本大震災で大きな影響を受けた日本のために

式典出席者全員でお祈りを捧げました。

地域社会への社会貢献活動
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社会貢献活動【教育】
こどもたちが自主的、自発的に考え、学ぶ機会を支援
します。

中学校での職業講話に参加 グループ
会社

大阪マルビルでは、2011年7月、大阪市立加美南中学校での

職業講話に参加しました。

この取り組みは、7職種の企業人が学校を訪れ、中学3年生

に職業の紹介やその仕事に就いた理由や魅力などを伝える

ものです。今回は2名の社員がホテルのフロント業務とレスト

ランでの接客業務について説明を行いました。

接客で使用する機器を見せたり、接客時の挨拶を体験して

もらいながら進めたことで、参加した生徒が興味深く話を聞

いてくれました。

大阪マルビルでは今後も地域に根ざした社会貢献活動を

行っていきます。

レストランで注文をとる機器を見せながら説明

※1　社会人や学生が中心となって活動を行うNGO団体。政府による「日カン
ボジア友好年2008」の認定事業としてチャリティーライブ、英語教育や
学校建設、ワークキャンプでの交流・生活支援、学校教育を行っている。

※2　カンボジア・バッタンバン州の開発系NGO団体「開発のための仏教」。

開校したトゥルコキ中学校

開校式の様子

東日本大震災追悼式

協動しているNGOから生徒達へのメッセージ

VOICE　参加者の声

当日はフロント担当者 2 名が学校を訪ね、生徒にホテルの建物や
客室などの説明の後、ホテルのフロントとレストランでの業務を具体的
にお話したところ、非常に興味深く聞いてくれました。また、生徒の皆
さんの希望で、実際に社内研修で行って
いる「十大接客用語」から「いらっしゃい
ませ」、「ありがとうございます」などの挨
拶を、笑顔やおじぎの角度に気を配りなが
ら、真剣に取り組んでもらいました。

生徒の皆さんが今後の進路を決めるた
め、少しでもお役に立てたら幸いです。あ
りがとうございました。 株式会社大阪マルビル

（大阪第一ホテル）　
料飲部　料飲課
山田　由佳子

地域社会への社会貢献活動
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環境体験学習の実施 グループ
会社

大和エネルギーでは、2007年2月から小学生を対象とした

出張授業を継続的に行っています。2011年9月には5名の社員

を派遣し、兵庫県伊丹市立花里小学校で3年生78名を対象に

「環境体験学習」を行いました。

今回は東日本大震災の発生後で、こどもたちに日常使用し

ている電気の大切さを感じてもらうため、エネルギー（電気）

の重要性をテーマに取り上げました。

授業では、前半に「電気の作り方」と「自然エネルギーの有

効利用」について説明し、後半に太陽光発電がセットされた環

境教育キットを作ることで、こどもたちに楽しみながら環境問

題について理解・認識を深めてもらいました。

小学校で理科の特別授業 大和ハウス
工業

環境体験学習の授業の様子（伊丹市立花里小学校）

地質調査のサンプルに触れながら社員の説明を聞くこどもたち

仙台支店では、2007年から経済産業省の委託事業「社会人

講師活用型教育支援プロジェクト」に参加しています。小学校

の理科の授業に社員が講師として訪問し、特別授業を継続的

に実施しており、これまでに宮城県内で約20校を訪問してい

ます。

小学6年生の「大地のつくり」「人と環境」の単元に関連したオ

リジナルの授業は、企業の知識や実際に使用している資材などを

取り入れた「体験できる学習」になっており、こどもたちも夢中で

楽しみながら自然に学習できる内容で、学校の先生方からも大変

喜ばれています。

地域社会への社会貢献活動
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大和ハウス工業とＮＰＯ法人ＪＡＥは、左京おやじの会、奈

良市立左京小学校の皆さまと共に、こどもと大人が協働する

「まちづくり学習」「まちづくり活動」を検討・実施しました。

この取り組みでは、左京おやじの会様の自治会活動での課

題（こどもや保護者の参加が少ない、企画・実施メンバーの世

代継承が進んでいないなど）の克服や左京のこどもたちの地

元での思い出づくりを目標に、各団体ができることや課題、連

携などについて話し合い、今後の活動の方向性や具体的な計

画をまとめました。

そして、関係団体が共同で行った2012年4月の第2回左京さ

くら祭りでは、前年より来場者（特に、こどもとその保護者）

が大幅に増えたことにより、各催しが盛り上がりました。ま

た、今後実施予定のイベントに地域の皆さまに継続して参加し

てもらえるようなきっかけづくりができました。

当社では、引き続き地域内に溶け込みながら地域貢献・交

流の取り組みを行って参ります。

スケッチブックを受け取るこどもたち

地元高校生のマジックショーを見るこどもたち

※奈良市左京地区：人口約6千名、約2千世帯からなる奈良市内のニュータウンの
一つ。1993年に左京小学校が開校。

地域、ＮＰＯとの協働
（奈良・左京プロジェクト） 大和ハウス

工業

「絵本を届ける運動」に参加 大和ハウス
工業

大和ハウス工業では、社団法人シャンティ国際ボランティア

会が実施している「絵本を届ける運動」に参加しています。こ

れはカンボジア・ラオス・ミャンマーのこどもたちに対し、日本

語の絵本に現地語の訳文を貼って届ける運動です。

カンボジアは永年に渡る内戦の間、国家による「教育の排

斥」が行われ、全国民の識字率が約50％という現状で、こども

たちにも満足な教育環境が与えられていません。こうした状

況を改善すべく、当社は2007年度より「絵本を届ける運動」に

参加しています。2010年度は452冊、2011年度は208冊の絵本

を贈りました。

今後も多くの従業員やその家族が参加できるよう、大型連

休を利用した開催を進めていきます。

完成した絵本は作業者の想いと共にカンボジアのこどもたち
へ渡ります

アジアの子どもたちを支援する事業リンク型社会貢献活動 
「リサイクル・ブック・エイド」に参画 大和ハウス

工業

当社は、ブックオフオンライン株式会社と公益社団法人

シャンティ国際ボランティア会※が連携して行っている「リサイ

クル・ブック・エイド」の活動に、2011年10月15日より事業リン

ク型社会貢献活動として参画しました。

「リサイクル・ブック・エイド」とは、お客さまのご自宅の引越

しや事務所移転の際、読み終えた本やCD、DVDなどをブック

オフオンラインで査定し、その査定額に10％を上乗せした金

額を、シャンティ国際ボランティア会を通じて寄付することで、

貧困や教材不足から教育を受けられないアジアのこどもたち

を支援する活動です。

※公益社団法人シャンティ国際ボランティア会：
　カンボジア難民支援として図書館事業をはじめとしたさまざまな活動を通
じて、現地における教育支援活動を展開する団体。当社はこれまでに、同団
体が主催する「絵本を届ける運動」に参加し、アジアへの支援を行っていま
す。

地域社会への社会貢献活動
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服を着たままでの浮き方（泳法）についての指導

見応えある作品が完成し、予定にはなかった作品展示も行いました。

関連項目 NASキッズスクール

「水中安全（着衣水泳）教室」を開催 グループ
会社

毎年夏になると児童の水難事故のニュースが後を絶ちませ

ん。スポーツクラブNASでは独自のノウハウを生かし、夏の水

難事故を防ぐため小学生を対象に「夏の水中安全教室（着衣

水泳）」を開催しています。スタッフによる実技の後、こどもた

名刺交換の練習

「こども参観日」を実施 大和ハウス
工業

当社では親子のコミュニケーションを深めることを目的に、

親の職場をこどもたちが見学する「こども参観日」を実施して

います。

この取り組みはこどもたちへの教育的観点での取り組みで

あると同時に、親側（当社社員）の仕事に対するモチベーショ

ンを刺激する効果も見込めます。

本社では、7ヶ月～13歳のこどもたち11名が参加し、保護者

が仕事をしている職場の見学と職場内でのインタビューや、

住宅模型の作成など、親子で協力しながら楽しい時間を過ご

しました。

今後も、こどもたちの満足度を高められる内容に改善を重

ね、継続的に実施していきます。

［「リサイクルブックエイド」のフロー］
当社社員から
お客さまへ活動の
ご提案をします

お客さまが
シャンティ国際ボラン
ティア会へ申込みます

お客さまの指定した日時にご
自宅へ荷物を取りに伺います

シャンティ国際ボランティア会にて
申込を受付します

ブックオフオンラインで査定された金額を
（シャンティ国際ボランティア会を通じて）
寄付します

みなさまの暖かいご支援
がアジアのこどもたちの
ために活用されます

「スマイルアクション」の一環として
書道パフォーマンス実施に協力  グループ

会社

大和リースでは、同社が管理する商業施設で行う社会貢献、

地域貢献活動を「スマイルアクション」と総称し、各地で展開し

ています。佐賀県鳥栖市のショッピングセンター、フレスポ鳥栖

でも各種のスマイルアクションを行っています。その一環とし

て、2011年11月の周年祭では佐賀県立神埼高等学校に書道パ

フォーマンスの場を提供し、多くの方の好評を得て、1カ月間の

作品展示も行いました。これをきっかけに、2012年1月には佐

賀県立鳥栖商業高等学校 琴部とのコラボレーションも実現し

ました。

当社の新築住宅等を建てられたお客さまが引越しの際に、

本やDVDを処分される機会があります。その際、当社では当

活動を紹介し、お客さまの参加を促しています。

ちは服を着たまま泳ぎ、着衣水泳の大変さを経験しました。溺

れた場合にはどのような泳ぎをすれば良いのか？溺れている

人を発見したら何をしなくてはいけないのか？など水難事故

を防ぐための方法をNASスタッフがお伝えしています。

尊い命を守るために、今後も着衣水泳教室を継続して行い

ます。

地域社会への社会貢献活動
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「庄内農学体験旅行」の一コマ。都会のこども達にとって、
田んぼに足を踏み入れるのも貴重な体験でした。

フレスポ鳥栖のウェルカムコートで行われた、迫力ある
書道パフォーマンス

「湘南子供社会科教室＆交流会」では、こどもたちが、海
岸のゴミ問題など都会の課題について学びました。

親子で都会と地域の交流を深める「庄内農学体験
旅行」と「湘南子供社会科教室&交流会」  グループ

会社

大和情報サービスは、2005年に山形県庄内地区に商業施設

を開設して以来、神奈川県湘南地区の商業施設で庄内物産展

を継続開催しています。

第8回となる2010年の開催時に、庄内地区の役場より提案

があり、湘南の親子を庄内に招く1泊2日の体験学習ツアーを

実施しました。

2011年度は、庄内の親子を湘南に招く同様のツアーを実

施。両地区親子の交流会も実施し、交流を深めました。

地域社会との交流 グループ
会社

オーケストラ「大阪交響楽団」の活動支援 大和ハウス
工業

高齢社会が進む中で、疾患に対する関心はますます高く

なっています。

スポーツクラブNASでは地域社会との有意義な交流活動と

して、高齢者が増加している地域を中心に医療に関する講座

の提供を行っています。NASホールに専門医を招き、「筋肉と

骨について」・「女性の失禁について」・「インフルエンザ・風

邪の予防について」・「血圧について」・「関節のゆるみと安定

について」などを講演していただきました。特に「血圧につい

て」や「関節のゆるみと安定について」は参加者が多く、疾患

への意識の高さがうかがえました。これからもこのような試み

を継続して、疾患の早期発見及び事前予防のきっかけづくり

を支援していきます。

NAS高蔵寺のNASホールに於ける、専門医による講座の状況

当社では2006年4月から、「大阪交響楽団」のメインスポン

サーとして活動を支援しています。

「大阪交響楽団（旧：大阪シンフォニカー交響楽団）」は

1980年に設立された楽団で、定期演奏会や名曲コンサートな

どさまざまな公演を行うほか、独自のCD化に取り組むなど、

その活動は多岐にわたります。

また、2009年12月には「平成21年度（第64回）文化庁芸術

祭の音楽部門関西参加公演の部」において大賞を受賞してい

ます。

当社はオーケストラの支援を通じて、メセナ活動に積極的

に取り組んでいきます。

社会貢献活動【その他】
地域社会から発展途上国まで幅広く支援し、
豊かな社会を目指します。

地域社会への社会貢献活動
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ハート募金 大和ハウス
工業

社会的に深刻な被害のあった災害等に対して緊急に社員か

ら義援金を募るものです。

なお、2011年度においてはハート募金は実施していません。

※災害時に募集する。マッチングギフト※の対象
※マッチングギフト（Matching Gift）
　社員とその社員が勤務する企業が共同で行う社会貢献という意味。当社内
規により一定規模以上の自然災害の被災地等に対して義援金を募るとと
もに、会社から同額の義援金を上乗せし、被災地へ送金することを制度化
（2005年4月）しました。

［エンドレス募金（2011年度実績）］

分野 募金総額 支援団体

福祉 ¥4,137,468

ＮＰＯ法人　世界のこどもにワクチンを
ＮＰＯ法人　ビッグイシュー基金
ＮＰＯ法人　日本レスキュー協会
ＮＰＯ法人　ジェン
ＮＰＯ法人　難病のこども支援全国ネット
ワーク
ＮＰＯ法人　ハビタット フォーヒューマニ
ティジャパン

環境 ¥2,327,810
財団法人　ＷＷＦジャパン
財団法人　日本自然保護協会
ＮＰＯ法人　ＯＷＳ

教育 ¥2,374,425

独立行政法人　特別支援教育総合研究所
財団法人　日本環境協会
NPO法人　チャイルドライン支援センター
NPO法人　ＥＳＡアジア教育支援の会

自然災害
福祉

¥273,200 赤ちゃん一時避難　プロジェクト募金

自然災害
環境

¥147,400 緑のカーテン応援団

自然災害
教育

¥538,900 桃・柿育英会

合計 ¥9,799,203

大阪交響楽団

関連項目 大阪交響楽団 公式サイト

義援金・募金活動
被災地や社会的課題に取り組む団体へ寄付を行い
活動を支援します。

募金システムの運用・管理 大和ハウス
工業

エンドレス募金 大和ハウス
工業

大和ハウス工業は、社員が身近に参加でき、かつ継続的に

行える社会貢献活動として、2005年10月より社員を対象とし

た募金システムを導入・運用しています。

社内イントラネットから任意の金額を登録すると、給与から

自動的に登録金額が募金できる仕組みです。

募金の種類は２種類あり、登録した一定額を毎月募金する

「エンドレス募金」と、災害等が発生した時に被災地支援とし

て募金する「ハート募金」があります。

※「エンドレス募金」・「ハート募金」の名称は、当社グループのシンボル「エン
ドレスハート」から命名したものです。

「環境」「福祉」「教育」の3分野に対して毎月継続して社員

から寄付を募るものです。（100円未満の端数金額を登録する

ことも可能）

さらに10月より、東日本大震災で被災された方々を継続的

に支援するため『自然災害』枠を新設しています。

※分野ごとに6ヵ月（自然災害枠は3ヵ月）毎に集計し、関係団体への寄付を行
います。
　尚、寄付額につきましては、社員の募金総額と前年の繰越金等を合わせた合
計額となります。

地域社会への社会貢献活動

http://www.sym.jp/


今後に向けて
2011年度の社会貢献活動の目標値や目標達成にお
ける今後の活動予定を報告しています。

社会貢献活動に関する数値目標 大和ハウス
工業

2012年度以降の社会貢献活動の取り組み 大和ハウス
グループ

当社では、社会貢献活動に関する具体的な数値目標を、当

社独自のＣＳＲ自己評価指標の『社会』分野において設定し、

ＰＤＣＡサイクルを活用して活動の推進に取り組んでいます。

　（具体的な数値目標の項目）

１. 「社会貢献活動の件数　ＮＰＯ・ＮＧＯとの協働件数　

　社会貢献活動活動費用」

２. 「社員のボランティア休暇取得率」

３. 「寄付・募金への社員参加率」
※各項目の詳細については、38ページをご参照ください。

当社グループでは、2011年度の結果を受けて以下の３点を

重点的に取り組んでいきます。

1. NPO・NGOと協働する活動ならびに地域組織と協力する

活動を全社的に取り組んでいきます。

2.  2012年度も引き続き、被災地支援活動、本業を活かした

社会貢献活動ならびに教育支援活動を中心に取り組ん

でまいります。

3.  2012年度はグループ全体における活動の更なる活性化

と、ボランティア休暇取得率20%を目指して、事業所全員

参加型の活動を推進していきます。
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特に、社会貢献活動費用については、日本経済団体連合会

が設立した1%クラブへ入会して以来、持続的に経常利益の1%
以上を社会貢献活動に支出するように努め、幅広い分野で社

会に貢献する活動の推進をはかっています。

地域社会への社会貢献活動

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=18
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環境との共創共生
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住宅 ・ 建築物のライフサイクルにおける“環境負荷ゼロ”への挑戦を通じて、
環境に配慮した住まいと街づくりを先導してまいります

昨年3月の東日本大震災では、住まいや街の安全・安心に対

する考えを根本から見直す必要性を認識したと同時に、震災

以降の電力需給の問題にも直面し、私たちの暮らしの豊かさ

というものが、いかにエネルギーに依存しているかを再認識

させられました。

そうしたなか、私たち大和ハウスグループは、復興への誓い

も込めて、「環境と共生し人が心豊かに生きる社会の実現を目

指し、住宅・建築物のライフサイクルにおける“環境負荷ゼロ”

に挑戦する」という「環境中長期ビジョン2020」を策定し、現状

の延長線上ではない、より高い目標への挑戦を約束しました。

その達成を目指し、2011年度からスタートした「エンドレス 
グリーン プログラム 2013」では、エネルギーの効率利用と地

球温暖化防止を最重点テーマに掲げ、2013年度までに当社グ

ループ全体のCO2排出量を2005年度比17％削減、当社グルー

プが提供する住宅や建築物等によるCO2削減貢献量を排出量

の6倍以上にすることを重点目標とし、全事業領域において省

CO2先導事例の創出と環境配慮商品の開発・普及に注力して

います。

同プログラムの初年度となる2011年度は、業界初となる

HEMS（ホーム・エネルギー・マネジメント・システム）による制

御が可能な家庭用リチウムイオン蓄電池を搭載した「スマ・エ

コ オリジナル」を発売したほか、大阪府堺市において各住戸

はもちろん街区全体でCO2排出量を差し引きゼロにする「ネッ

ト・ゼロ・エネルギー・タウン」の開発にも着手しました。ま

た、大阪府吹田市では日本最大級の太陽光発電システムを搭

載した分譲マンションの販売を開始、事業施設・商業施設に

おいても“環境負荷ゼロ”を目指す「Smart-Eco Project」を始

動し、中規模事務所と店舗において実物件での先導事例に取

り組みました。さらに、自社のオフィスや工場に先進的な環境

技術を導入して効果を実証するプロジェクトもスタートし、自

社のCO2排出量を削減するとともに、お客さまへの環境配慮

提案にも活用しています。

大和ハウス工業株式会社

代表取締役専務執行役員

環境担当役員　西村　達志

こうした取り組みを進めた結果、2011年度は、「事業活動

プロセスにおけるCO2排出量の削減」及び「商品・サービスの

提供によるCO2削減貢献量の増加」とも目標を上回り、重点

指標と位置付けている「CO2削減貢献度※」は5.3倍となりまし

た。この結果をふまえ、2012年度は一部目標を上方修正した

上で、引き続き、さらなる地球温暖化対策への挑戦、生物多様

性保全の取り組み推進等を基本方針に、全事業領域での取り

組みをさらに加速し、環境に配慮した住まいと街づくりを進め

てまいります。

※CO2削減貢献度＝CO2削減貢献量÷CO2排出量
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環境ビジョン

環境理念 

環境活動重点テーマ 

環境行動指針 

私たちは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、未来を見据えた環境思考に努め、より環境に配慮した商

品・サービスの提供を通じて、環境と共生し人が心豊かに生きる社会の実現を目指します。

「環境と共生し人が心豊かに生きる社会」の実現のために、次の4つのカテゴリーを環境活動の重点テーマとして、取

り組んでいきます

1.商品・サービスにおける環境負荷の低減
ライフサイクル全体にわたって、環境に配慮した企画・設計

を行い、より環境負荷の低い商品・サービスを提供します。

2.事業活動プロセスにおける環境負荷の低減
全ての事業活動の各段階で、環境への影響を把握し、継続

的に改善することにより環境負荷の低減に努めます。

3.法規制等の遵守
適用を受ける法令及び当社が同意したステークホルダー

の要求を遵守し、社会から信頼される企業市民であるよう

に努めます。

4.教育・訓練の充実
環境管理体制を構築し、教育・訓練を定期的に実施するこ

とにより、環境の重要性を認識し、創意工夫で環境活動に

取り組みます。

大和ハウスグループは、2005年に環境理念・環境活動重点テーマ・環境行
動指針からなる「環境ビジョン」を制定し、その実現に向けグループ一丸と
なって環境活動を推進しています。

環境理念

環境活動
重点テーマ

環境行動指針

1.地球温暖化防止
低炭素社会を目指して、お客さまへ提供する商品 ・ サービス
ならびにその事業活動プロセスにおいて、省エネルギー
を推進します。
また、太陽光、風力などの新エネルギーの活用に
努めます。

3.自然環境との調和
豊かな自然環境を将来世代に継承できる社会を
目指して、森林の保護など地球規模の自然環境保護に
努めます。
また、周辺環境との調和に配慮した街づくりや緑化を推進します。

2.資源保護
循環型社会を目指して、3R※活動を推進します。

また、商品のライフサイクルに配慮して、
省資源 ・ 長寿命化 ・ 資源循環を推進します。

※3R：リデュース（Reduce）、リユース（Reuse）、
リサイクル（Recycle）の3つのR。

4.有害化学物質による汚染の防止
人や生態系が化学物質などによる悪影響を

受けることのない社会を目指し、有害化学物質の削減、
代替、および適正管理を推進します。

環境活動
4つの

重点テーマ

5.環境コミュニケーションの推進
環境に関する情報を積極的に開示し、全てのステークホル

ダーとの対話を今後の環境活動に活かしていきます。

6.グリーン調達の推進
取引先と協力し、環境に配慮した材料、製品等の調達に努

めます。

7.環境技術・環境ビジネスの開拓
環境負荷低減に寄与する技術、ビジネスモデルの開発を行

い、グローバルで革新的な新規ビジネスの開拓に挑戦します。

2005年4月1日制定



環境に配慮したマンションの開発・普及
「環境」との共創共生

マンションでも実現した
「創エネ」「省エネ」システム
目標とするのは、戸建住宅に加えマンションにおいても、
全物件を環境配慮仕様とすること。その最大の課題
は、適正コストの実現でした。これを、新しい工夫を加
えた「創エネ」「省エネ」システムの導入という、業界に
先駆けた先導的な取り組みによって解決したのが、
2012年2月に竣工した首都圏の環境配慮型マンション
『プレミスト稲毛海岸』です。

日本初※の新エネルギーサービス

電気・ガス・水の調達と供給を一社で一括管理する「新エネル
ギーサービス」を日本で初めて実現。調達コストを抑制し、ご入
居者にとってのメリットを創出することができました。このサービ
スは、電気・ガス・水を一括調達することで調達コストを抑え、光
熱費の抑制につながるだけでなく、ガスと電気の単価や需給状況
に応じてエネルギー源を上手く組み合わせたり、非常時のリスク
分散にもつながり、長期にわたる「安心」を提供します。

お客さまの快適とエコを
両立する住まいの提案。

大和ハウスグループは、住宅や建築物のライフサイクルにおける
環境負荷ゼロに挑む「環境中長期ビジョン2020」を策定。
その目標達成に向けて、環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム」
を進めるなかで、エネルギーを賢く使う暮らしの提案に取り組んでいます。
そこで一つの鍵を握るのが、環境に配慮したマンションの開発と普及です。

太陽光発電＋ガスコージェネレーション※による創エネ・省エネシステム

マンションの敷地内には、太陽光発電システム（10kW）
と、ガスコージェネレーション（25kW）を設置。天候
や時間帯に左右される太陽光発電をガスエンジンに
よる発電が補い、共用部と各住戸の一部電力を自給
するとともに、停電時にはエレベーターや共用部の照
明などを機能させることも可能です。さらに、ガス
コージェネレーションで電気を創り出す際に、同時に
発生する熱を利用して貯湯槽で予熱水を作り、各戸の
給湯器へ供給。少ないガスでお湯を沸かすことがで
き、省エネです。

※ガスコージェネレーション：天然ガスを燃料にしてエンジンで発電し、
同時に発生する熱をムダなく活用するシステム

■ 非常時に備えた防災対応施設や設備
一階ラウンジ脇の外部に、カスケードガーデン
（滝のある池）を設けて水を循環させ、非常時に
はその水を浄化して使える仕組みにしています。
また、炊き出し用かまどとなる「かまどベンチ」や
簡易組立式で水洗不要の「マンホールトイレ」を
用意するなど、防災にも配慮しています。これら
の防災対応設備は、他のマンションにも設置して
いく予定です。

非常時の飲料水となる
カスケードガーデン

─千葉市美浜区『プレミスト稲毛海岸』

（電気・ガス・水の一括供給）

非常用飲料水生成装置

マンションにおける環境配慮を推進し、今後のモデルとなり得る
創エネ・省エネシステムを新たな観点で導入した。

有効性に優れた非常用電源の備えを実現。水やトイレなど非常
時の生活全般にも配慮し、入居者の安全確保を図った。

環境 消費者課題

社会的責任課題（ISO26000）への取り組み姿勢

2012年2月に竣工した環境配慮型マンション
『プレミスト稲毛海岸』

何よりも伝えたかったのは、
“「環境」の大和ハウス工業”の本気度です。

用地を見て環境配慮を謳うことにより、お客さまに一層共感し
ていただけるマンションになると確信しました。営業部門も同じ
考えとわかり、「環境配慮に対する本気度を伝えるフラッグシッ
プ的な事例にする」との思いを込めて、今可能なことを徹底的
に盛り込みました。その結果、1990年比で一戸あたりのCO2
排出量を約33％削減するとともに初期費用や維持管理費を抑
えることができ、エコロジーのみならずエコノミー面でも胸を張
れる内容になりました。今後は、さらに地中熱等の利用にも挑
戦し、環境に配慮した住まいを普及するための可能性をより
広げていきたいと考えています。

開発担当者の思い

東京支社 
マンション事業部
関東マンション技術部
建築技術課 課長

野村 知

東京ガス㈱ 
東部設備センター 主任

鈴木 聡様

『プレミスト稲毛海岸』屋上
に設置された太陽光発電パ
ネルの前で

東京支社 マンション事業部
第二営業所 主任

島田 隆弘

新エネルギーサービスの実現と
ご満足いただけるサービスのご提供。
大和ハウス様と共同で、できるだけお客さまに負担をかけず環境にも良
いエネルギーサービスを検討した結果、私たちとしても初となる電気・ガ
ス・水を一括供給する新サービスのトライアルを実現することができまし
た。今後、ご入居者にご意見をいただきながら、ご満足いただけるサー
ビスの提供に努めていきます。

ご入居者に気軽にエネルギー状況を確認
していただけるよう、エントランスに「エネル
ギーの見える化」パネルを設置しました。特に、お子さんと一緒に見てい
ただきたいとの思いから、タッチパネルで簡単に太陽光発電システムの発
電量や電気の使用状況などを見ることができるようにしました。

ご入居者さまのご意見

ご入居される皆さまにも
使用エネルギーが見えるように。

営業担当者の思い

東京ガス㈱ 東部設備センター 主任

鈴木 聡様
東京支社 マンション事業部 第二営業所 主任

島田 隆弘

環境
「環境

大和ハウスグループは、住宅
環境負荷ゼロに挑む「環境

─千

各住戸

共用部

環境にやさしい
電気、熱をプラス

電気・ガス・
水╱湯

電気･水の
供給

東京ガスの
エネルギーサービス

太陽光発電

コージェネレーション
システム

電気

ガス

水
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商用電力（通常の電力）
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コージェネ
電力

コージェネ

太陽光

商用電力

共用部電気室

専有部

専有部専有部

専有部

ガスエンジンコージェネ

高効率
給湯器
（エコジョーズ）
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力

太陽光発電パネル

受変電設備

エコジョーズ
（給湯器）

（
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受
電
）

リビング

キッチン 浴室･洗面室

電力

高効率照明

貯湯槽

（10ｋW）

（25ｋW）

エネルギーの見える化モニター画面

※東京ガス㈱調べ（2010年12月現在の既存・新築マンションにおいて）
光熱費を約5%削減

実践報告
ハイライト
〈環境①〉
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環境に配慮したマンションの開発・普及
「環境」との共創共生

マンションでも実現した
「創エネ」「省エネ」システム
目標とするのは、戸建住宅に加えマンションにおいても、
全物件を環境配慮仕様とすること。その最大の課題
は、適正コストの実現でした。これを、新しい工夫を加
えた「創エネ」「省エネ」システムの導入という、業界に
先駆けた先導的な取り組みによって解決したのが、
2012年2月に竣工した首都圏の環境配慮型マンション
『プレミスト稲毛海岸』です。

日本初※の新エネルギーサービス

電気・ガス・水の調達と供給を一社で一括管理する「新エネル
ギーサービス」を日本で初めて実現。調達コストを抑制し、ご入
居者にとってのメリットを創出することができました。このサービ
スは、電気・ガス・水を一括調達することで調達コストを抑え、光
熱費の抑制につながるだけでなく、ガスと電気の単価や需給状況
に応じてエネルギー源を上手く組み合わせたり、非常時のリスク
分散にもつながり、長期にわたる「安心」を提供します。

お客さまの快適とエコを
両立する住まいの提案。

大和ハウスグループは、住宅や建築物のライフサイクルにおける
環境負荷ゼロに挑む「環境中長期ビジョン2020」を策定。
その目標達成に向けて、環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム」
を進めるなかで、エネルギーを賢く使う暮らしの提案に取り組んでいます。
そこで一つの鍵を握るのが、環境に配慮したマンションの開発と普及です。

太陽光発電＋ガスコージェネレーション※による創エネ・省エネシステム

マンションの敷地内には、太陽光発電システム（10kW）
と、ガスコージェネレーション（25kW）を設置。天候
や時間帯に左右される太陽光発電をガスエンジンに
よる発電が補い、共用部と各住戸の一部電力を自給
するとともに、停電時にはエレベーターや共用部の照
明などを機能させることも可能です。さらに、ガス
コージェネレーションで電気を創り出す際に、同時に
発生する熱を利用して貯湯槽で予熱水を作り、各戸の
給湯器へ供給。少ないガスでお湯を沸かすことがで
き、省エネです。

※ガスコージェネレーション：天然ガスを燃料にしてエンジンで発電し、
同時に発生する熱をムダなく活用するシステム

■ 非常時に備えた防災対応施設や設備
一階ラウンジ脇の外部に、カスケードガーデン
（滝のある池）を設けて水を循環させ、非常時に
はその水を浄化して使える仕組みにしています。
また、炊き出し用かまどとなる「かまどベンチ」や
簡易組立式で水洗不要の「マンホールトイレ」を
用意するなど、防災にも配慮しています。これら
の防災対応設備は、他のマンションにも設置して
いく予定です。

非常時の飲料水となる
カスケードガーデン

─千葉市美浜区『プレミスト稲毛海岸』

（電気・ガス・水の一括供給）

非常用飲料水生成装置

マンションにおける環境配慮を推進し、今後のモデルとなり得る
創エネ・省エネシステムを新たな観点で導入した。

有効性に優れた非常用電源の備えを実現。水やトイレなど非常
時の生活全般にも配慮し、入居者の安全確保を図った。

環境 消費者課題

社会的責任課題（ISO26000）への取り組み姿勢

2012年2月に竣工した環境配慮型マンション
『プレミスト稲毛海岸』

何よりも伝えたかったのは、
“「環境」の大和ハウス工業”の本気度です。

用地を見て環境配慮を謳うことにより、お客さまに一層共感し
ていただけるマンションになると確信しました。営業部門も同じ
考えとわかり、「環境配慮に対する本気度を伝えるフラッグシッ
プ的な事例にする」との思いを込めて、今可能なことを徹底的
に盛り込みました。その結果、1990年比で一戸あたりのCO2
排出量を約33％削減するとともに初期費用や維持管理費を抑
えることができ、エコロジーのみならずエコノミー面でも胸を張
れる内容になりました。今後は、さらに地中熱等の利用にも挑
戦し、環境に配慮した住まいを普及するための可能性をより
広げていきたいと考えています。

開発担当者の思い

東京支社 
マンション事業部
関東マンション技術部
建築技術課 課長

野村 知

東京ガス㈱ 
東部設備センター 主任

鈴木 聡様

『プレミスト稲毛海岸』屋上
に設置された太陽光発電パ
ネルの前で

東京支社 マンション事業部
第二営業所 主任

島田 隆弘

新エネルギーサービスの実現と
ご満足いただけるサービスのご提供。
大和ハウス様と共同で、できるだけお客さまに負担をかけず環境にも良
いエネルギーサービスを検討した結果、私たちとしても初となる電気・ガ
ス・水を一括供給する新サービスのトライアルを実現することができまし
た。今後、ご入居者にご意見をいただきながら、ご満足いただけるサー
ビスの提供に努めていきます。

ご入居者に気軽にエネルギー状況を確認
していただけるよう、エントランスに「エネル
ギーの見える化」パネルを設置しました。特に、お子さんと一緒に見てい
ただきたいとの思いから、タッチパネルで簡単に太陽光発電システムの発
電量や電気の使用状況などを見ることができるようにしました。

ご入居者さまのご意見

ご入居される皆さまにも
使用エネルギーが見えるように。

営業担当者の思い

東京ガス㈱ 東部設備センター 主任

鈴木 聡様
東京支社 マンション事業部 第二営業所 主任

島田 隆弘

環境
「環境

大和ハウスグループは、住宅
環境負荷ゼロに挑む「環境

─千

各住戸

共用部

環境にやさしい
電気、熱をプラス

電気・ガス・
水╱湯

電気･水の
供給

東京ガスの
エネルギーサービス
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商用電力

共用部電気室

専有部
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ガスエンジンコージェネ
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（エコジョーズ）

専有部

照
明
、

エ
レ
ベ
ー
タ
な
ど

各
戸
へ
供
給

太
陽
光
電
力

太陽光発電パネル

受変電設備

エコジョーズ
（給湯器）

（
一
括
受
電
）

リビング

キッチン 浴室･洗面室

電力

高効率照明

貯湯槽

（10ｋW）

（25ｋW）

エネルギーの見える化モニター画面

※東京ガス㈱調べ（2010年12月現在の既存・新築マンションにおいて）
光熱費を約5%削減

実践報告
ハイライト
〈環境①〉
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エネルギー自給住宅の実現に向けて
「環境」との共創共生

大和ハウスグループでは生活の質を向上させながら、2020年までに環境
負荷「0（ゼロ）」（CO2排出量をゼロ、光熱費をゼロ）となるエネルギー自給
住宅に進化させるための新プロジェクト「Smart xevo Eco Project（ス
マート・ジーヴォ・エコ・プロジェクト）」をスタート。2010年7月に国内初と
なる家庭用リチウムイオン蓄電池付住宅展示場「スマ・エコ ハウス」をオー
プン、2011年10月にスマートハウスの商品化第一弾となる「スマ・エコ オ
リジナル」を発売しました。今春、｢スマ・エコ オリジナル｣をご購入いただ
いた大阪府の松田様を訪ね、入居後の感想をおうかがいしました。

─Smart xevo Eco Project

エネルギーが「見える」ことに日々楽しさを感じています。

｢スマ・エコ オリジナル」に関心を持ったのは、太陽光発電を導入している友人宅の光熱費の安
さがきっかけでした。色々なハウスメーカーを検討し、その中から大和ハウスを選んだのは、太陽
光で電気を創るだけでなく、電力を蓄電池で蓄えることができ、その状況をモニターで見ることが
できるのが決め手でした。入居して2ヶ月ですが、外張り断熱通気外壁の効果でエアコンを使用
することもなく、照明にLEDを採用したこともあり、消費電力が少ないのには驚きました。そして、
昼間は太陽光発電システムによる創エネルギーが消費電力を上回るため、売電収入により毎月の
光熱費がプラスとなり、水道代をまかなえるほど家計を助けてくれています。D-HEMSは、画面の
操作が簡単で電気使用量などもグラフやイラストで分かりやすく表示されるため、家事の合い間に
でも気軽に見ることができます。スマートハウスの技術はまだ始まった
ばかりですが、今後も私たちのライフスタイルの変化に応じて最適な
提案やアドバイスをして欲しいですね。

エネルギーを賢く使う暮らし方を提案します。

松田様のように、光熱費を気にされるお客さまは最
近増えています。月々の光熱費というのは住宅
ローン以外にかかる一番大きな出費です。「ス
マ・エコ  オリジナル」を採用することにより、松田
様のように光熱費がほぼゼロになったというお声を
いただくと、お客さまのご要望にお応えできたことを
実感し、誇りに思います。今後も一生に一度の買
い物とされる住宅を通じて、一人でも多くのお客さ
まにエネルギーを賢く使う暮らし方
をご提案していきたいと思います。

ご入居者さまのご意見 営業担当者の思い

エネ
「環境

大和ハウスグループでは生
負荷「0（ゼロ）」（CO 排出量

─S
エネルギーを賢く使う  
「スマ・エコ オリジナル」
スマートハウス第一弾の「スマ・エコ オリジナル」は、外張り断熱通気外壁

やLED照明などのエネルギーを有効に活用する「節約する」技術に、太陽

光発電システムなどのエネルギーを「創る」技術、家庭用リチウムイオン蓄電

池で電気を「蓄える」技術が加わり、住んでいるだけで旧省エネ基準による

住宅と比べ、CO2排出量を70％削減
※
、年間光熱費を106％削減

※
できます。

さらに、エネルギーを最適に制御し、「見える」化できる当社独自のホーム・

エネルギー・マネジメントシステム「D-HEMS」により、家庭内のエネルギーを

家中どこででも確認し、日常の節電行為につなげることができます。

大阪北支店 住宅営業所 店長 

南野 利彦松田様ご夫妻

※iPadはApple Inc.の商標です。

※当社試算による。

松田様邸に採用された
｢スマ・エコ オリジナル」と

「xevo」の技術

リチウムイオン蓄電池
（2.5kWh）
おトクな深夜電力を蓄え
て、昼間に使用すること
で消費電力を削減。光
熱費を抑えることができ
ました。

外張り断熱通気外壁
断熱性能が高く外気温
の影響を受けにくいた
め、入居後、エアコンを
使用しておらず、省エ
ネに貢献しています。

太陽光発電システム（3.1kW）
東・南・西面の屋根に太陽光パネルを設置。
入居後から現在まで発電量が使用電力量を上
回っています。

D-HEMS
自宅で創られた電気や消費電力の状況が一目で分
かるHEMS（ホーム・エネルギー・マネジメント・シ
ステム）をiPad  ※用のアプリケーションとして開発。
iPad  ※を使う際にはエネルギー使用状況等を
チェックする習慣となりました。

［Smart xevo Eco Project 開発ステップ］

2010 2013 2015 2020
導入期 拡張期 普及期

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率

HEMS制御による家
庭用リチウムイオン
蓄電池搭載「スマ・エ
コ オリジナル」発売

STEP.2

リチウムイオン蓄
電池搭載展示場
「スマ・エコハウ
ス」オープン。

STEP.1

エネルギー
自給住宅発売
予定

STEP.4

ネットワークを利用した
周辺サービスとの連携
量産化による環境技術
向上・コストダウン

STEP.3

示示場場
コハハウウ
ン。

ネネッ
S

技術の進化を、住み心地に反映していきます。

「スマ・エコ オリジナル」は、エネルギーを「つくる」・「ためる」・「上手につかう」こと
によって、快適な暮らしを楽しみながら無理なく省エネに貢献できることをコンセプトと
して開発したスマートハウスです。現在、エネルギーの見える化技術である
D-HEMSを発展させ、建物内のあらゆる機器や情報をホームネットワークで接続し、
新たな価値を生み出す開発を進めています。今後は、家中の家電製品をスマート
フォン等の情報端末1台で操作したり、外出時に家の様子を教えてくれる等の新たな
サービスの商品化も目指しています。

開発担当者の思い

総合技術研究所
フロンティア技術研究室
地球温暖化防止
研究グループ

星野 雅一

環境

戸建住宅におけるZEH（ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウス）の推進を図るべ
く、パッシブ技術と創エネ・省エネ・蓄
エネ技術を活かした住宅を商品化した。

消費者課題

創エネ・蓄エネ技術により光熱費の削
減に貢献するだけでなく、蓄えられた
電力の状況をモニターで一目でわかる
よう、エネルギーの「見える化」を実現。

社会的責任課題（ISO26000）への
取り組み姿勢

太陽光発電
システム

③昼間に発電

①深夜におトクな電力を充電

②昼間に放電
リチウム
イオン
蓄電池

Ｄ-ＨＥＭＳ

③電力を使用
電力会社

③余った電力を売電③余った電力を売電

等 情報端末 台 操作 り 外 時 家 様子 教 く 等 新
サービスの商品化も目指しています。

研

星野 雅一 電力の電力の電力の電力の力の電力の電力の力 状況を状況を状況を状況を状況をを状 モニタモニタモニタモニタモニタタニモ ーで一ーで一ーで一でーで一ーで一目で目で目で目で目ででわわわわわわかるかるかるかるかるる
よう、よう、よう、よう、よう、ようう エネルエネルエネルエネルエネルエネネルエネルギーギーギーギーギーギギ の「見の「見の「見の「見の「見見「見える化える化える化える化える化ええ 化」を実」を実」を実」を実」を実を実を実現。現。現。現。現。

当社では、個々の住宅だけでなく、街づくりにおいてもエネル
ギーを賢く使い、快適な暮らしを実現する開発を行っていま
す。晴美台エコモデルタウンは、65区画全ての住戸をZEH※1

にすることで、日本初※2のネット・ゼロ・エネルギー・タウンと
なります。この街は、住宅の太陽光発電システムの搭載量最
大化や夏季に吹く地域卓越風の団地内への取り込みなど、自
然エネルギーを最大限活かせるよう設計されています。住宅
には「スマ・エコ オリジナル」をさらに進化させた技術を採用

日本初のネット・ゼロ・エネルギー・ タウン「晴美台エコモデルタウン」 を開発 （大阪府堺市）

※1 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス：消費するエネルギーが差し引きゼロの住宅
※2 地方自治体が募集するネット・ゼロ・エネルギー・タウンの事業提案としては日本初。当社調査による（2011年10月6日現在）

し、エネルギーをより効率良く使える仕様となっています。こ
のように、街全体の開発から住宅の外構・造園にいたるまで一
貫して環境に配慮することで、住まわれる方が無理なくZEHを
達成できるようにしています。また、太陽光発電システムや大
型リチウムイオン蓄電池を集会所などの共用施設に設置し、
使用するエネルギーの自給自足を行い、環境への配慮と共に
災害時の備えも行っています。今後、当団地をモデル事例と
して、環境に配慮した街づくりを広く普及させていきます。

イメージパース

D-HEMSにて電力の状況を確認される松田様ご夫妻

実践報告
ハイライト
〈環境②〉
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楽しくエコを続けられる

住まいの提案。
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エネルギー自給住宅の実現に向けて
「環境」との共創共生

大和ハウスグループでは生活の質を向上させながら、2020年までに環境
負荷「0（ゼロ）」（CO2排出量をゼロ、光熱費をゼロ）となるエネルギー自給
住宅に進化させるための新プロジェクト「Smart xevo Eco Project（ス
マート・ジーヴォ・エコ・プロジェクト）」をスタート。2010年7月に国内初と
なる家庭用リチウムイオン蓄電池付住宅展示場「スマ・エコ ハウス」をオー
プン、2011年10月にスマートハウスの商品化第一弾となる「スマ・エコ オ
リジナル」を発売しました。今春、｢スマ・エコ オリジナル｣をご購入いただ
いた大阪府の松田様を訪ね、入居後の感想をおうかがいしました。

─Smart xevo Eco Project

エネルギーが「見える」ことに日々楽しさを感じています。

｢スマ・エコ オリジナル」に関心を持ったのは、太陽光発電を導入している友人宅の光熱費の安
さがきっかけでした。色々なハウスメーカーを検討し、その中から大和ハウスを選んだのは、太陽
光で電気を創るだけでなく、電力を蓄電池で蓄えることができ、その状況をモニターで見ることが
できるのが決め手でした。入居して2ヶ月ですが、外張り断熱通気外壁の効果でエアコンを使用
することもなく、照明にLEDを採用したこともあり、消費電力が少ないのには驚きました。そして、
昼間は太陽光発電システムによる創エネルギーが消費電力を上回るため、売電収入により毎月の
光熱費がプラスとなり、水道代をまかなえるほど家計を助けてくれています。D-HEMSは、画面の
操作が簡単で電気使用量などもグラフやイラストで分かりやすく表示されるため、家事の合い間に
でも気軽に見ることができます。スマートハウスの技術はまだ始まった
ばかりですが、今後も私たちのライフスタイルの変化に応じて最適な
提案やアドバイスをして欲しいですね。

エネルギーを賢く使う暮らし方を提案します。

松田様のように、光熱費を気にされるお客さまは最
近増えています。月々の光熱費というのは住宅
ローン以外にかかる一番大きな出費です。「ス
マ・エコ  オリジナル」を採用することにより、松田
様のように光熱費がほぼゼロになったというお声を
いただくと、お客さまのご要望にお応えできたことを
実感し、誇りに思います。今後も一生に一度の買
い物とされる住宅を通じて、一人でも多くのお客さ
まにエネルギーを賢く使う暮らし方
をご提案していきたいと思います。

ご入居者さまのご意見 営業担当者の思い

エネ
「環境

大和ハウスグループでは生
負荷「0（ゼロ）」（CO 排出量

─S
エネルギーを賢く使う  
「スマ・エコ オリジナル」
スマートハウス第一弾の「スマ・エコ オリジナル」は、外張り断熱通気外壁

やLED照明などのエネルギーを有効に活用する「節約する」技術に、太陽

光発電システムなどのエネルギーを「創る」技術、家庭用リチウムイオン蓄電

池で電気を「蓄える」技術が加わり、住んでいるだけで旧省エネ基準による

住宅と比べ、CO2排出量を70％削減
※
、年間光熱費を106％削減

※
できます。

さらに、エネルギーを最適に制御し、「見える」化できる当社独自のホーム・

エネルギー・マネジメントシステム「D-HEMS」により、家庭内のエネルギーを

家中どこででも確認し、日常の節電行為につなげることができます。

大阪北支店 住宅営業所 店長 

南野 利彦松田様ご夫妻

※iPadはApple Inc.の商標です。

※当社試算による。

松田様邸に採用された
｢スマ・エコ オリジナル」と

「xevo」の技術

リチウムイオン蓄電池
（2.5kWh）
おトクな深夜電力を蓄え
て、昼間に使用すること
で消費電力を削減。光
熱費を抑えることができ
ました。

外張り断熱通気外壁
断熱性能が高く外気温
の影響を受けにくいた
め、入居後、エアコンを
使用しておらず、省エ
ネに貢献しています。

太陽光発電システム（3.1kW）
東・南・西面の屋根に太陽光パネルを設置。
入居後から現在まで発電量が使用電力量を上
回っています。

D-HEMS
自宅で創られた電気や消費電力の状況が一目で分
かるHEMS（ホーム・エネルギー・マネジメント・シ
ステム）をiPad  ※用のアプリケーションとして開発。
iPad  ※を使う際にはエネルギー使用状況等を
チェックする習慣となりました。

［Smart xevo Eco Project 開発ステップ］

2010 2013 2015 2020
導入期 拡張期 普及期

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率

HEMS制御による家
庭用リチウムイオン
蓄電池搭載「スマ・エ
コ オリジナル」発売

STEP.2

リチウムイオン蓄
電池搭載展示場
「スマ・エコハウ
ス」オープン。

STEP.1

エネルギー
自給住宅発売
予定

STEP.4

ネットワークを利用した
周辺サービスとの連携
量産化による環境技術
向上・コストダウン

STEP.3

示示場場
コハハウウ
ン。

ネネッ
S

技術の進化を、住み心地に反映していきます。

「スマ・エコ オリジナル」は、エネルギーを「つくる」・「ためる」・「上手につかう」こと
によって、快適な暮らしを楽しみながら無理なく省エネに貢献できることをコンセプトと
して開発したスマートハウスです。現在、エネルギーの見える化技術である
D-HEMSを発展させ、建物内のあらゆる機器や情報をホームネットワークで接続し、
新たな価値を生み出す開発を進めています。今後は、家中の家電製品をスマート
フォン等の情報端末1台で操作したり、外出時に家の様子を教えてくれる等の新たな
サービスの商品化も目指しています。

開発担当者の思い

総合技術研究所
フロンティア技術研究室
地球温暖化防止
研究グループ

星野 雅一

環境

戸建住宅におけるZEH（ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウス）の推進を図るべ
く、パッシブ技術と創エネ・省エネ・蓄
エネ技術を活かした住宅を商品化した。

消費者課題

創エネ・蓄エネ技術により光熱費の削
減に貢献するだけでなく、蓄えられた
電力の状況をモニターで一目でわかる
よう、エネルギーの「見える化」を実現。

社会的責任課題（ISO26000）への
取り組み姿勢

太陽光発電
システム

③昼間に発電

①深夜におトクな電力を充電

②昼間に放電
リチウム
イオン
蓄電池

Ｄ-ＨＥＭＳ

③電力を使用
電力会社

③余った電力を売電③余った電力を売電

等 情報端末 台 操作 り 外 時 家 様子 教 く 等 新
サービスの商品化も目指しています。

研

星野 雅一 電力の電力の電力の電力の力の電力の電力の力 状況を状況を状況を状況を状況をを状 モニタモニタモニタモニタモニタタニモ ーで一ーで一ーで一でーで一ーで一目で目で目で目で目ででわわわわわわかるかるかるかるかるる
よう、よう、よう、よう、よう、ようう エネルエネルエネルエネルエネルエネネルエネルギーギーギーギーギーギギ の「見の「見の「見の「見の「見見「見える化える化える化える化える化ええ 化」を実」を実」を実」を実」を実を実を実現。現。現。現。現。

当社では、個々の住宅だけでなく、街づくりにおいてもエネル
ギーを賢く使い、快適な暮らしを実現する開発を行っていま
す。晴美台エコモデルタウンは、65区画全ての住戸をZEH※1

にすることで、日本初※2のネット・ゼロ・エネルギー・タウンと
なります。この街は、住宅の太陽光発電システムの搭載量最
大化や夏季に吹く地域卓越風の団地内への取り込みなど、自
然エネルギーを最大限活かせるよう設計されています。住宅
には「スマ・エコ オリジナル」をさらに進化させた技術を採用

日本初のネット・ゼロ・エネルギー・ タウン「晴美台エコモデルタウン」 を開発 （大阪府堺市）

※1 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス：消費するエネルギーが差し引きゼロの住宅
※2 地方自治体が募集するネット・ゼロ・エネルギー・タウンの事業提案としては日本初。当社調査による（2011年10月6日現在）

し、エネルギーをより効率良く使える仕様となっています。こ
のように、街全体の開発から住宅の外構・造園にいたるまで一
貫して環境に配慮することで、住まわれる方が無理なくZEHを
達成できるようにしています。また、太陽光発電システムや大
型リチウムイオン蓄電池を集会所などの共用施設に設置し、
使用するエネルギーの自給自足を行い、環境への配慮と共に
災害時の備えも行っています。今後、当団地をモデル事例と
して、環境に配慮した街づくりを広く普及させていきます。

イメージパース

D-HEMSにて電力の状況を確認される松田様ご夫妻

実践報告
ハイライト
〈環境②〉

R

R

楽しくエコを続けられる

住まいの提案。
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スマートな建物でスマートに働く
「環境」との共創共生

使う立場だからこそできる
提案と改善。

当社の新築事務所では、次世代の環境配慮型オフィス「D’s SMART OFFICE」の
コンセプトに基づき、最新の環境配慮技術を導入、効果検証を行っています。
また、設備に頼るだけでなく、その建物を利用する人がスマートに利用できる
「建物の使い方」を検証し、得られたノウハウを商品開発に活かしています。

パッシブコントロール〈自然光〉

BEMS※による
電気使用量の一元管理で省エネ
電気使用量を「見える化」
するだけでなく、全館の使
用電力を一元管理するこ
とで、一層の省エネが可能
になりました。このデータ
の一部はエントランスの大
画面でご覧いただけます。

ユニバーサルレイアウト
誰にでも使いやすいユ
ニバーサルレイアウトに
より、人員の増減にも対
応しやすくなりました。

─新築自社事務所でのスマートオフィス実証実験

環境配慮型オフィス「愛知北支店」

支店南側にフレーム式壁面緑化を設置

BEMSで収集したデータをもとに、
さらなる環境配慮に努めていきます。

新オフィスに移転して驚いたのは執務室の暖かさと部屋の
明るさでした。現在まで空調はほとんど使用していません
し、日中は照明を付けなくても4階の執務室はとても明るく、
スマートオフィスの機能性を実感しています。また、実際に
スマートオフィスを体験することでその良さをお客さまにより
分かりやすくご提案できるのではないかと思います。
また、BEMSでは当オフィスでの電力使用状況が一目で分
かるため、リアルタイムでムダの削減に取り組めます。
今後、省エネ改善委員会などを通じてさらなる改善を進
め、D’s SMART OFFICEにふさわしい環境配慮No.1
支店を目指していきます。

従業員の思い

愛知北支店 
総務課 経理課
課長

河田 晃嘉

スマ
「環境

当社の新築事務所では、次
コンセプトに基づき 最新の

─新

CO2排出量［t-CO2╱年］

［CO2排出量を54.7%削減（1990年比）］ 「CASBEE※あいち」にて、最高の評価Sランク

［環境配慮技術の詳細］
● LED導光板照明……Ｐ114　　● 光ダクト……Ｐ114　　● 壁面緑化……Ｐ115　

4.71990年仕様
189.5t-CO2╱年

愛知北支店
85.8t-CO2╱年
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部屋全体に光を行き渡らせる「採光ブラインド」
ブラインドの羽根に特殊な光拡散フィルムを使用。さまざまな角度で入って
くる太陽光が拡散し、柔らかな光が部屋全体に行き渡るため、昼間は照明が
ほとんど不要で、電力使用量を削減できました。

タスク・アンビエント照明 温度と湿度を制御する「デシカント空調システム」
「デシカント空調システム」は、冷房時は外部給気の湿気を吸着して
外部に排気。暖房時は、逆に室内排気と外部給気の湿気を室内に還
流することで湿度を調節し、快適な室内環境とランニングコスト削減
を実現できました。

昼光をダイレクトに照明として利用する「光ダクト」
昼光をダイレクトに採り込み、光伝送道を通してオフィスに自然の光を採り入れる
「光ダクト」の採用により、昼間の照明電力削減はもちろん、目に負担のかからない
優しい光を採り入れることができました。

環境配慮と効果検証を兼ねた
オフィスを開発
愛知県小牧市に立地する愛知北支店は2011年12月に
竣工しました。この環境配慮型オフィスでは新たな取り組
みとしてLED導光板照明等を利用し、1990年仕様の事
務所ビルと比較して54.7%と大幅な省CO2効果を実現しま
した。また、当社グループである大和リースの商品「フレー
ム式壁面緑化」も導入しています。

D’s SMART OFFICEコンセプト アクティブコントロール〈照明・空調〉 ニューワークスタイル〈新しい働き方〉

スマートマネジメント〈BEMS〉

環境 消費者課題労働慣行

自社の事務所に創エネ・省
エネ設備を導入することで
事業活動プロセスにおける
環境負荷削減に貢献した。

執務室をフリーアドレス制
にしたことで部署間の垣根
を払い、従業員のコミュニ
ケーション活性化の機会を
提供した。

自社事務所を環境配慮型
オフィスの実証実験の場と
し、得られた結果から商品
の改善活動に活かした。

社会的責任課題（ISO26000）への取り組み姿勢

54.7%
削減

■ フリーアドレス

■ 事務部門の集約
各部門の事務担当者を集約するこ
とで、業務の効率化・平準化につ
ながりました。

従来の「部門ごとの島」をなくし、
円形デスクによるフリーアドレスを
導入。従業員のコミュニケーショ
ンの活性化につながっています。

フリーアドレスの執務室の前にて。
様々な部署の従業員が業務を行っている。

※建築物の環境性能を評価格付けする建築環境
　総合性能評価システム

自然を活かす（光・風・緑）

エネルギーを
適切に制御

建物全体で
環境性能を向上

創エネ・省エネ・
蓄エネ

※ビル・エネルギー管理システム（Building Energy Management System）

建
築
物
の
環
境
品
質（
Q
）

実践報告
ハイライト
〈環境③〉

高顕熱型
ビル用マルチ デシカント

空調機
換気

顕熱処理 加湿・除湿
潜熱処理

デシカント空調機の仕組み

乾燥した
新鮮な空気

乾燥した
室内の空気

水分を外に放出

湿気を含んだ外気

吸着財が水分を吸収

吸着財が水分を放出

アンビエント照明

タスク照明

光

光

光

光

光

室 外 室 内
ブラインドの羽根

放光口

採光口 採光口

放光口放光口

光伝送道（鏡の筒）太陽光 太陽光

執務室はアンビエント（全般）照明
と、タスク（作業）照明を設置したこ
とで以前のオフィスの半分の照度で
充分な明るさを確保。昼光セン
サー、人感セ
ンサーも活用
し、照明の消費
電力を削減で
きました。
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くる太陽光が拡散し、柔らかな光が部屋全体に行き渡るため、昼間は照明が
ほとんど不要で、電力使用量を削減できました。

タスク・アンビエント照明 温度と湿度を制御する「デシカント空調システム」
「デシカント空調システム」は、冷房時は外部給気の湿気を吸着して
外部に排気。暖房時は、逆に室内排気と外部給気の湿気を室内に還
流することで湿度を調節し、快適な室内環境とランニングコスト削減
を実現できました。

昼光をダイレクトに照明として利用する「光ダクト」
昼光をダイレクトに採り込み、光伝送道を通してオフィスに自然の光を採り入れる
「光ダクト」の採用により、昼間の照明電力削減はもちろん、目に負担のかからない
優しい光を採り入れることができました。

環境配慮と効果検証を兼ねた
オフィスを開発
愛知県小牧市に立地する愛知北支店は2011年12月に
竣工しました。この環境配慮型オフィスでは新たな取り組
みとしてLED導光板照明等を利用し、1990年仕様の事
務所ビルと比較して54.7%と大幅な省CO2効果を実現しま
した。また、当社グループである大和リースの商品「フレー
ム式壁面緑化」も導入しています。

D’s SMART OFFICEコンセプト アクティブコントロール〈照明・空調〉 ニューワークスタイル〈新しい働き方〉

スマートマネジメント〈BEMS〉

環境 消費者課題労働慣行

自社の事務所に創エネ・省
エネ設備を導入することで
事業活動プロセスにおける
環境負荷削減に貢献した。

執務室をフリーアドレス制
にしたことで部署間の垣根
を払い、従業員のコミュニ
ケーション活性化の機会を
提供した。

自社事務所を環境配慮型
オフィスの実証実験の場と
し、得られた結果から商品
の改善活動に活かした。

社会的責任課題（ISO26000）への取り組み姿勢

54.7%
削減

■ フリーアドレス

■ 事務部門の集約
各部門の事務担当者を集約するこ
とで、業務の効率化・平準化につ
ながりました。

従来の「部門ごとの島」をなくし、
円形デスクによるフリーアドレスを
導入。従業員のコミュニケーショ
ンの活性化につながっています。

フリーアドレスの執務室の前にて。
様々な部署の従業員が業務を行っている。

※建築物の環境性能を評価格付けする建築環境
　総合性能評価システム

自然を活かす（光・風・緑）

エネルギーを
適切に制御

建物全体で
環境性能を向上

創エネ・省エネ・
蓄エネ

※ビル・エネルギー管理システム（Building Energy Management System）

建
築
物
の
環
境
品
質（
Q
）

実践報告
ハイライト
〈環境③〉

高顕熱型
ビル用マルチ デシカント

空調機
換気

顕熱処理 加湿・除湿
潜熱処理

デシカント空調機の仕組み

乾燥した
新鮮な空気

乾燥した
室内の空気

水分を外に放出

湿気を含んだ外気

吸着財が水分を吸収

吸着財が水分を放出

アンビエント照明

タスク照明

光

光

光

光

光

室 外 室 内
ブラインドの羽根

放光口

採光口 採光口

放光口放光口

光伝送道（鏡の筒）太陽光 太陽光

執務室はアンビエント（全般）照明
と、タスク（作業）照明を設置したこ
とで以前のオフィスの半分の照度で
充分な明るさを確保。昼光セン
サー、人感セ
ンサーも活用
し、照明の消費
電力を削減で
きました。

Daiwa House Group   　　 CSR Report 201286

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=10
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=10
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=11
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環境中長期ビジョン2020 大和ハウス
グループ

地球温暖化をはじめ、さまざまな地球環境問題が深刻化す

るなか、私たち大和ハウスグループは、自らの事業活動をでき

る限り環境に負荷を与えないプロセスへと変革したい、そして

私たちが提供する商品やサービスを通じて世の中の環境負荷

低減に大きく貢献したい、こうした思いを込めて、創業50周年

の節目である2005年に次なる100周年を見据えた「環境ビジョ

ン」を策定し、環境経営を推進してきました。

そのたゆまない歩みのマイルストーンとして、2011年には

10年後を見据えた「環境中長期ビジョン2020」を策定、『住宅

や建築物のライフサイクルにおける”環境負荷ゼロ”』を目指し、

環境ビジョンに示した4つの重点テーマについて、「事業活動プ

ロセス」、「商品・サービス」の両面から、より具体的な中期目標

を設定し取り組みを加速させています。

環境中長期ビジョン2020

大和ハウスグループは、
環境と共生し人が心豊かに生きる暮らしと社会の実現を目指し、
住宅や建築物のライフサイクルにおける「環境負荷ゼロ」
に挑戦します。

なかでも、最重点テーマと位置づける「地球温暖化防止」に

関しては、当社グループの事業活動プロセスにおける「CO2排

出量の削減」と当社が提供する新築住宅や建築物における居

住・運用段階での「CO2排出ゼロの達成時期」について目標設定

しました。

まず、当社グループのCO2排出量については、創業50周年、

環境ビジョンを策定した2005年度を基準とし、2020年までに

総量で30％削減することを目指します。

［事業活動プロセスにおけるCO2排出量（グループ全体）］

CO2 

排
出
量

50

40

30

20

10

0 20202005

40.0

2010 2011 2013
（年度）

（万 t-CO2）

34.2

28.0

30％削減
34.2

※2005年度のCO2排出量は一部推計を含む

さらに、当社が提供する住宅や建築物について、新築戸建住

宅においては2020年までにCO2排出ゼロ、それ以外の賃貸住

宅・マンション・店舗・事務所等においてはそれぞれ2030年まで

にCO2排出ゼロの実現を目指します。

重点テーマごとの中長期目標

事
業
活
動
プ
ロ
セ
ス

地球
温暖化
防止

2020年までに、グループ全体のCO2排出量を2005年度比で
30％削減することを目指します。

資源
保護

2020年までに、新築住宅・建築の生産・施工に伴う廃棄物排出
量を2010年度比で30％以上削減するとともに、住宅・建築とも
にゼロエミッションの拡大を目指します。

生物
多様性
保全

2020年までに、新築住宅・建築で使用する建材・原材料の調達
および全ての開発事業において、生物多様性の保全に配慮し
たプロセスとすることを目指します。

有害化
学物質
削減

2020年までに、有害化学物質（※）の排出・移動量を2010年度比
で10％以上削減するとともに、生産工程でのVOC（揮発性有機
化合物）排出量を2010年度比で20％以上削減することを目指
します。
※PRTR法に定める第一種指定化学物質

商
品・サ
ー
ビ
ス

地球
温暖化
防止

2020年までに、当社が年間に提供する新築戸建住宅の平均で、
居住時のCO2排出量を差し引きゼロとします。 

2030年までに、当社が年間に提供する新築建物（戸建住宅以
外）の用途別平均で、居住・運用時のCO2排出量を差し引きゼロ
とします。 

資源
保護

スケルトンの長寿命化とインフィルの可変性を向上する技術を
開発するとともに、資産価値を維持し、ストックの流通を促進す
るシステムの構築を目指します。

生物
多様性
保全

全ての新築住宅・建築において環境との共生を図るとともに、
開発事業では生物多様性の保全に努め、自然環境との調和を
テーマとした先導的な街づくりを追求します。

有害化
学物質
削減

建材に使用される有害化学物質によるリスクを最小化するとと
もに、健康配慮型の商品（仕様）を開発し、多様な顧客のニーズ
に対応します。

［当社が提供する住宅・建築物の居住・運用段階におけるCO2排出量
 （1990年時仕様を100とした場合）］

0

25

50

75

100
戸建住宅

2030
（年度）

202020101990

戸建住宅以外

2020年
CO2排出量ゼロ

2020年
CO2排出量半減

2030年
CO2排出量ゼロ

居
住・運
用
段
階

CO2 

排
出
量
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環境行動計画（エンドレス グリーン プログラム）
「環境」との共創共生

環境行動計画
「エンドレス グリーン プログラム 2013」 大和ハウスグループ

当社グループでは、環境ビジョンの実現に向け、中期経営計

画の対象期間に合わせて、およそ3ヵ年ごとに具体的な目標と

計画を「エンドレス グリーン プログラム」として策定し、活動を

推進しています。

1997年に環境推進部（現環境部）を設置して以降、2007年

までの10年間は、企業市民としての社会的責任の観点から、グ

ループ3社において、ISO14001の認証取得や新築現場におけ

るゼロエミッションの達成などに取り組みました。2008～2010
年度の「エンドレス グリーン プログラム 2010」では、「環境保

全から環境経営へ」をテーマに、対象範囲を主要グループ会社

へ拡大、地球温暖化対策の強化などを基本方針として、提供す

る住宅・建築物における環境配慮の取り組みを進めました。

2011～2013年度を対象期間とする「エンドレス グリーン プ

ログラム 2013」では、「環境と経営の融合」をテーマにさらな

る環境経営の推進を目指し、新たに環境経営方針を策定。環境

を事業拡大の原動力とし環境配慮商品の売り上げ拡大を図る

とともに、ZEH・ZEB※の早期実現を目指し業界をリードする省

CO2先導事例を数多く創出することを通じて、「環境先進企業」

となることを目指します。

※ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）：創エネルギーと消費エネルギー　
が差し引きゼロの住宅

　ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：創エネルギーと消費エネルギーが　
差し引きゼロの建物

［環境行動計画のあゆみ］

環境保全
企業市民としての社会的責任

環境経営
環境保全と企業収益の両立

1998 2005 2008 2011

大和ハウス工業を含むグループ3社 グループ28社

環境経営
境保全と企業収益の両立

グループ28社

環境

社

任企業

大和ハ

環境保全
業市民としての社会的責

ハウス工業を含むグループ3社

責任

環境自主行動計画 環境行動計画
2005

●住宅現場の
　ゼロエミッション
　達成

エンドレス グリーン
プログラム 2010

●CO2ダブルスコアの
　達成

●ISO14001の
　認証取得

エンドレス グリーン プログラム 2013

環境経営
方針

省CO2提案の強化による環境配慮商品の売り上げ拡大
～環境を事業拡大の原動力に～

省CO2先導事例の創出による環境先進ブランドの確立
～ZEH・ZEBの早期実現～

グループ13社

4つのECOへの取り組みを加速 大和ハウス
グループ 中長期目標から逆算して3ヵ年目標を設定 大和ハウス

グループ

「エンドレス グリーン プログラム 2013」では、4つの取り組

み領域を設定し、4つの重点テーマそれぞれについて具体的な

目標と計画を策定し全事業・全プロセスでの活動を推進してい

きます。

事業活動プロセスの効率化による環境負荷低減を図る

「ECOプロセス」と、より環境に配慮した住宅・建築物等の開

発・普及を図る「ECOプロダクツ」の両面から取り組みを加速さ

せるとともに、それらの基盤となる次世代環境技術の研究・開発

「ECOテクノロジー」や、こうした取り組みを効果的に情報発信

していく「ECOコミュニケーション」にも注力していきます。

4つの重点テーマにおける目標設定にあたっては、現状の延

長線上ではなく、10年後に目指すべき姿として「環境中長期ビ

ジョン2020」で設定した中長期目標から逆算して3年後の到達

レベルを設定しました。

例えば、当社グループのCO2排出量については、「2020年ま

でに2005年度比30％削減」との中長期目標から逆算し、2013
年度の目標を「2005年度比17％削減」に設定しています。

［環境行動計画のフレームワーク］

ECO
コミュニケーション

ECO
テクノロジー

ECO
プロダクツ

ECO
プロセス

4つのECO
有害化学物質に
よる汚染の防止

自然環境との調和
（生物多様性保全）

資源保護地球温暖化
防止

4つの重点テーマ

CO2 

排
出
量

20202005 2013
（年度）

30％
削減

17％
削減

エンドレスグリーン
プログラム2013

環境中長期
ビジョン2020

バックキャスティング※

※バックキャスティング：はじめに将来の目指すべき姿を描き、その姿から逆算
して目標設定していく手法
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基本方針と重点戦略 大和ハウス
グループ

「エンドレス グリーン プログラム 2013」では、特に重点的に

取り組むべき内容について、4つの基本方針を掲げ、全従業員

で共有を図り、取り組みを推進しています。

引き続き、地球温暖化防止を最重点テーマに、さらなる地球

温暖化対策に挑戦するとともに、生物多様性保全への取り組

みを事業活動のなかへ定着させていきます。また、こうした取

り組みの基盤となる研究開発分野では、ZEH・ZEBの実現に向

け、省エネ・創エネ・蓄エネ技術の開発・統合に、さまざまなパー

トナー企業の皆さまと協働して取り組んでいきます。さらに、ス

テークホルダーを巻き込んだ環境コミュニケーション活動も積

極的に展開し、社内外へ環境の輪を拡げていきます。

「エンドレス グリーン プログラム 2013」 基本方針

◎さらなる地球温暖化対策への挑戦
◎生物多様性保全への取り組み推進
◎ZEH・ZEBの実現に向けた技術開発
◎ステークホルダーへの効果的な情報発信

■ 基本方針1：さらなる地球温暖化対策への挑戦
事業活動プロセス（施設運営・生産・物流・施工など）において

は、自社施設における運用改善の徹底と計画的な設備更新を

進めるとともに、大和ハウスグループ施設における省エネ推進

事業所での取り組みを強化します。

■ 基本方針4：ステークホルダーへの効果的な情報発信
環境WebサイトやSNS（ソーシャルネットワークサービス）

を活用し、一般生活者を巻き込んだ双方向コミュニケーション

を充実させるとともに、2010年度からスタートした「SAKURA 
PROJECT」※や2005年度から継続している「こどもエコ・ワーク

ショップ」など地域社会と連携したコミュニケーション活動を強

化していきます。
※環境配慮型住宅「xevo（ジーヴォ）」の売上の一部で地域の幼稚園や小学　
校に桜の植樹を実施。9ヶ所、1,143人参加（2012年3月末現在）。

■ 基本方針2：生物多様性保全への取り組み推進
2010年10月に発表した「生物多様性宣言～人と自然が『共

創共生』する社会へ～」に基づき、各事業を通じて「人と自然が

共創する街づくりの提案」を実践するとともに、住宅・建築物に

おける認証木材の採用を進めるなど、「生態系に配慮した資源

の利用」に取り組みます。

■ 基本方針3：ZEH・ZEBの実現に向けた技術開発
地球温暖化の進行とエネルギー需給の問題解決を図るため、

ZEH･ZEBの早期実現と普及を目指し、独自の先進技術でエネル

ギーを賢く使う、次世代住宅・建築の開発プロジェクトを進めます。

住宅においては、エネルギー自給住宅の実現に向け、2020
年までのロードマップを描き、パッシブ技術※1と省エネ・創エネ・

蓄エネ技術を組み合わせ、当社が独自に開発した「D-HEMS」

などのICT技術※2を活用したエネルギーマネジメントにより、

CO2排出量削減とエネルギーの有効利用を両立する暮らしの

提案を進めます。
※1 自然を活かす技術　　　※2 情報・通信に関連する技術

LED導光板照明や壁面緑化を導入し
た当社愛知北支店ビル（愛知県）

省エネモデル施設として高効率空調システムの導
入などを進める浜名湖ロイヤルホテル（静岡県）

商品・サービスの提供においては、全事業で業界をリードす

る省CO2先導事例の創出に取り組むとともに、太陽光発電シス

テムの提案強化と建築系事業における環境配慮商品の開発・

普及を進めます。

ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）
を実現した戸建住宅商品「xevo YU
（ジーヴォ・ユウ）」

CO2排出量を最大約50%削減可能な環
境配慮型オフィス「D's  SMART OFFICE」

環境共生住宅の団地供給型認定を取得
した「レイクタウン美環（みわ）の杜」（埼玉県）

景観法に基づく景観計画を策定し良好なまちな
み保全を図った「かずさの杜ちはら台」（千葉県）

家庭用リチウムイオン蓄電池付き住宅展示場
「SMA×Eco HOUSE（スマ･エコハウス）」

創エネ 省エネ

蓄エネ パッシブ
技術

省

パパパパパパ

エネルギー
マネジメント

次世代住宅・建築の開発コンセプト

親子でエコな家模型作りを実施する
「こどもエコ・ワークショップ」

エコな暮らしを提案するメールマガジン
「エコと暮らし」

環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム」
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「エンドレス グリーン プログラム 2013」 の重点戦略（4つのECOと4つの重点テーマへの取り組み）
　　   取り組み
　　　　  領域
重点
テーマ

ECOプロダクツ
商品・サービスによる環境負荷低減

ECOプロセス
事業活動プロセスにおける環境負荷低減

ECOテクノロジー
次世代環境技術の研究・開発

ECOコミュニケーション
環境情報の効果的な発信と対話

地球温暖
化防止

全事業において環境配慮商品への
取り組みを拡大

全社エネルギー管理体制に基づく
省エネ活動の展開

ZEH、ZEBの実現に向けた
技術開発

ステークホルダーを巻き込んだコ
ミュニケーションの展開

・業界をリードする省CO2先導事例の
創出
・全事業で太陽光発電システムの提
案を強化
・建築分野における環境配慮商品の
開発・普及
・環境エネルギー事業の拡大

>>P.81-84、P.92-95

・自社/グループ施設における運用改
善の継続と計画的な設備更新
・省エネトップランナー事例の創出と
水平展開
・自然エネルギーの積極的な導入

>>P.85-86、P.96-100

・「省エネ＋創エネ＋蓄エネ技術」の
統合
・建築分野における環境配慮技術の
開発

>>P.113-114

・環境Webサイトを軸とした情報発信
の強化と双方向コミュニケーション
の充実

・地域社会と連携した環境コミュニ
ケーション活動の展開
　・「SAKURA PROJECT」の全国展開
　・こどもエコ・ワークショップの継続

>>P.117-119

自然環境と
の調和

（生物多様
性保全）

人と自然が共創する街づくりの
提案 生態系に配慮した資源の利用 人と自然をつなぐグリーン

イノベーション

・生物多様性に配慮した先導事例の
創出と水平展開
・生物多様性ガイドライン〔開発･街づ
くり編〕の運用

>>P.102-103

・生物多様性ガイドライン〔木材調達
編〕の運用拡大
・認証木材・再生木材の採用推進

>>P.104

・壁面緑化、屋上緑化システムの開
発・拡充
・ビオトープ技術の確立

>>P.115

資源保護

資源循環に配慮した住宅・建築物の
普及

ゼロエミッション活動の効率化と拡
大 資源循環・3R技術の開発 全役職員の環境意識の向上と環境

行動の実践

・店舗・事務所用途でのシステム建築
の普及
・住宅・建築物における再生建材の採
用推進

>>P.106-107

・住宅現場におけるゼロエミッション
活動の効率化
・建築現場へのゼロエミッション活動
の展開

>>P.107-108

・リビルド/コンバージョン技術の開発
・再生建材の開発、実用化

>>P.115-116

・環境知識/行動調査の実施とエコス
ペシャリストの育成

・社内顕彰制度の充実

>>P.120

有害化学
物質による
汚染の防
止

居住系施設における室内空気質の
改善

開発･設計～生産プロセスにおける
化学物質管理の徹底 室内空気質改善技術の商品化

・居住系施設における低VOC建材の
標準化
・戸建住宅における健康配慮仕様の
開発･普及

>>P.110

・塗装仕様の改良、塗着効率の向上
・開発･設計～生産プロセスにおける
化学物質管理体制の強化

>>P.111-112

・化学物質吸着建材の標準化
・ハイブリッド換気システムの開発
・土壌汚染対策技術の開発

>>P.116

「エンドレス グリーン プログラム 2013」の主な環境目標
重点テーマ 管理指標 対象範囲 2010年度（実績） 2013年度（目標） 備考

地球温暖
化防止

CO2削減貢献度 グループ28社 3.7倍 6.7倍以上 CO2削減貢献量÷CO2

排出量

CO2削減貢献量 グループ3社（A） 127.7万トン
220万トン以上

（2010年度比1.7倍以上）

CO2排出量 グループ28社 34.1万トン
33.1万トン以下

2005年度：40万トン
（2005年度比17％削減）

自然環境と
の調和

（生物多様
性保全）

開発・街づくりにおける
生物多様性自主基準適合率

開発 大和ハウス工業 （100％） 90％以上 2010年度はサンプル
調査のみ街づくり 大和ハウス工業 （59.7％） 80％以上

生態系に配慮した木材の調達比率 大和ハウス工業
※戸建･賃貸住宅 96.4％ 99％以上 対象部材：構造材、桟木、

合板、床材

資源保護

資源循環型建築商品の採用棟数 大和ハウス工業
※商業施設･事業施設 235棟 380棟以上

建設廃棄物排出量（売上高あたり） グループ4社（B） 78.7kg/百万円
70.8kg/百万円以下
（2010年度比10％削減）

建設廃棄物リサイクル率 グループ4社（B） 88.2％ 95％以上

有害化学
物質による
汚染の防
止

室内空気質の自主基準適合率 グループ2社（C）
※居住系施設 － 各用途:100％

PRTR対象化学物質の排出･移動量 グループ3社（D） 186.4トン
176トン以下

（2010年度比6％削減）

VOC（揮発性有機化合物）排出量 大和ハウス工業 310.5トン
305トン以下

（2010年度比2％削減）

対象28社：大和ハウス工業株式会社（A・B・C・D）、大和リース株式会社（A・B・C・D）、ダイワラクダ工業株式会社（B・D）、大和物流株式会社、大和リゾート株式会社、ダイワロイヤルゴルフ株
式会社、ロイヤルホームセンター株式会社、ダイワロイヤル株式会社、大和情報サービス株式会社、株式会社大阪マルビル、スポーツクラブＮＡＳ株式会社、大和エネルギー株式会社（A）、大和ラ
ンテック株式会社、株式会社ダイワサービス（B）、日本住宅流通株式会社、大和リビング株式会社、ダイワハウス・リニュー株式会社、大和ハウスインシュアランス株式会社、エネサーブ株式会社、
大和ハウスフィナンシャル株式会社、株式会社メディアテック、大和ハウス・アセットマネジメント株式会社、大和ライフネクスト株式会社、株式会社寿恵会、株式会社伸和エージェンシー、大和ハ
ウス・リート・マネジメント株式会社、株式会社東富士、大和コアファクトリー株式会社　※（）内は対象範囲A～Dの対象会社

環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム」

>>2011年度実績（環境データブック2012）へ

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf
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CO2削減貢献度の拡大 大和ハウス
グループ

CO2削減貢献度とは、当社グループの事業活動による環境負

荷（CO2排出量）に対し、当社グループの商品・サービスによる環

境貢献（CO2削減貢献量）が何倍にあたるかを指標化した当社

独自の指標です。

2007年度にCO2排出量をCO2削減貢献量が上回り、『CO2バ

ランス』を達成したことを機に、環境経営指標の一つと位置付

け、その拡大に取り組んでいます。

2011～2013年度を対象期間とする「エンドレス グリーン プ

ログラム 2013」では、削減貢献量の算出範囲を一部のグルー

プ会社へ拡大、2013年度の目標を「6倍以上」に設定し、排出量

の抑制に取り組むとともに、環境配慮型の住宅や建築物の提

案・普及を進めています。

2011年度は、事業活動プロセスにおけるCO2排出量、商品・

サービスの提供によるCO2削減貢献量ともに計画を上回り、

CO2削減貢献度は5.3倍と前年度から大幅に増加しました。事

務所・ショッピングセンターなど施設における省エネ・節電の効

果と住宅用途において省CO2型商品の普及が進んだことがこ

の結果につながりました。

化石燃料の燃焼などに伴う人為的なCO2排出量は、自然界で吸収可能な量の約3倍に達するといわれ、温室効果ガスの排出量を
2050年までに現状より半減させることは世界共通の喫緊の課題です。そのようななか、国内においては特に民生部門（家庭・業務）にお
けるCO2排出量が1990年比で30％超増加しており、私たち住宅・建設業界の役割と責任はますます大きくなっています。
当社グループでは、2008年度より「地球温暖化防止」を最重点テーマに掲げ、「私たちの事業で地球にかけた負担（CO2排出）以上に、

地球に貢献（CO2削減）したい」との考えから、私たちが地球温暖化防止に貢献できた度合いを測る指標として『CO2削減貢献度（※）』を
導入、自社・グループ施設における省エネ・創エネを推進するとともに、環境配慮型の住宅や建築物を積極的にお客さまへ提案、全事業・
全部門で取り組みを進めています。
※CO2削減貢献度＝CO2削減貢献量÷CO2排出量

基本的な考え方

［CO2削減貢献度の目標と実績］
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〈ECOプロセス〉 〈ECOプロダクツ〉

2011年度（実績）

CO2削減貢献度

CO2排出量
33.2万t

CO2削減
貢献量

175.1万t

5.3倍

■ 商品・サービスの提供によるCO2削減貢献

2011年度は、住宅エコポイントや補助金など政策の後押しと

独自のキャンペーン実施などによる省CO2提案を進めた結果、

戸建・賃貸住宅における太陽光発電システムの設置率が向上

し、住宅用途の省エネリフォームも増加しました。事業施設にお

いても、工場・倉庫などの大規模施設で高効率照明の普及が進

み、全事業におけるCO2削減貢献量は前年度比37.1％増となる

175.1万トンとなりました。

■ 事業活動プロセスにおけるCO2削減

2011年度は、仮設住宅建設に伴い、グループ会社も含め物

流関係のCO2排出量が増加しましたが、各施設における夏期・

冬期の節電対策による効果が大きく、グループ全体のCO2排出

量は前年度比2.6％削減となる33.2万トンとなり、2013年度目

標を前倒しで達成しました。この結果を受け、2012～2013年度

目標を2010年度比3％削減へと上方修正しました。

［CO2削減貢献量の目標と実績］
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29.9%

環境エネルギー事業
13.5%

商業建築事業
28.9%
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［CO2排出量の目標と実績］
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全事業で太陽光発電の設置を推進 大和ハウス
工業

戸建住宅事業の取り組み 大和ハウス
工業

商品・サービスの提供によるCO2削減貢献
環境配慮型の住宅や建築物を積極的にお客さまへ
提案、普及を進めています。

ECOプロダクツ｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

全事業において環境配慮商品への取り組みを拡大
●業界をリードする省CO2先導事例の創出

→実践報告ハイライト（環境①～③）
●全事業で太陽光発電システムの提案を強化
●建築分野における環境配慮商品の開発・普及
●環境エネルギー事業の拡大

当社では、太陽光発電に関する国・地方自治体の補助金や余

剰電力買い取り制度などを積極的に活用、様々な設置形態へ

の対応と設置コストの低減を図り、全事業で太陽光発電システ

ムの普及を進めています。

2011年度は、戸建住宅での設置率が56.3%、低層賃貸住宅

での設置率が14.1%と増加したほか、分譲マンションへの設置

や既築住宅・建築物への提案を進めた結果、全事業における設

置容量は前年度比29.9%増となる35,258kWとなりました。

当社戸建住宅事業では、CO2削減貢献量の拡大のため、住宅

エコポイントや補助金などの活用と独自のキャンペーンを実施

するとともに、スマートハウス第一弾となる「スマ・エコ オリジナ

ル」の発売などによる省CO2提案を進めました。

2011年度は、太陽光発電設置率が56.3％（前年度比9.2ポイ

ント増）と大幅に向上し、LED照明の採用（基本照明のみ）等を

進めた結果、同事業におけるCO2削減貢献量は、前年度比12％

増となる52.3万トンとなりました。

事
例

都市部小規模宅地で太陽光発電を全棟設置
－ブルームスクエア石神井公園Ⅱ（東京都）－

東京都練馬区にある「ブルームスクエア石神井公園Ⅱ」では、居
住環境の向上と低炭素化の両立をコンセプトにした街づくりを目
指して環境配慮に取り組みました。
道路に対して区画割りを斜めにすることで太陽光発電を搭載し

やすい屋根形状が可能となり、全棟に2.5kW以上の太陽光発電シ
ステムを設置することができました。また、建物同士も斜行するこ
とで隣棟同士の接する外壁面が減少するため、開放面に窓開口が
多く取れ、採光・通風が確保しやすく、照明・空調のエネルギー削減
にもつながります。
さらに、小規模宅地であっても、自生種を中心とした豊富な緑量

を確保し、全戸でCASBEE※戸建のSランクの評価となりました。
※建築環境総合性能評価システム

緑あふれる外構斜めに区画割りした街並み

■ 都市型環境配慮住宅「xevo 03」の発売

2012年2月に発売した都市部小規模宅地向け3階建て

「xevo03（ジーヴォ・ゼロサン）」では、エコアイテムとして、太

陽光発電システムや高効率給湯器を標準採用するとともに、玄

関の屋外照明・廊下のダウンライト・階段室灯には、長寿命で消

費電力を大幅に削減できるLED照明を標準採用しました。これ

により、政府が定める新省エネ基準による一般住宅と比べ、年

間の光熱費を最大113%削減※でき、CO2排出量も最大73%削

減※することができます。

また、敷地面積に制限があり、庭づくりが難しいお客さまに

「屋上緑化システム」をご提案。これは、芝と育成基盤、排水層

が一体化したメンテナンスのしやすい芝生システムです。屋根

から入る熱を軽減し、表面温度を抑制することでヒートアイラン

ドにも配慮。都市部でも自然を身近な存在として楽しむ提案を

大切にしています。
※当社試算による

■ 環境配慮型分譲団地の推進
当社は、分譲住宅においても地球温暖化防止に取り組んで

います。太陽光発電システムの搭載を考慮した土地利用計画

による自然エネルギーの創出量拡大、保水性舗装や緑陰の工

夫による地表面の温度上昇防止など、宅地開発から住宅・外構

までトータルに取り組むことで、住まい手の方にも環境に配慮

したライフスタイルを提案しています。

トシナカに調和す
る外観イメージ

屋上緑化イメージ 太陽光発電システム

関連項目 実践報告ハイライト（環境②）「エネルギー自給住宅の実現に向けて」
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1,789 24

［太陽光発電設置容量の推移（全事業）］

［太陽光発電設置率］

地球温暖化防止への取り組み

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=4
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賃貸住宅事業の取り組み 大和ハウス
工業 分譲マンション事業の取り組み 大和ハウス

工業

住宅リフォーム事業の取り組み 大和ハウス
工業

当社賃貸住宅事業では、CO2削減貢献量の拡大のため、外

壁・窓の高断熱化、設備の高効率化（給湯器や照明など）、太陽

光発電の設置などを中心に、建築主様への積極的な提案を進

めています。

2011年度は、住宅エコポイント制度や太陽光発電の余剰電

力買い取り制度を積極的に活用し、低層賃貸住宅の太陽光発

電設置率が14.1％（前年度比6.7ポイント増）、高効率給湯器の

採用率が19.1％（前年度比8.3ポイント増）となり、同事業にお

けるCO2削減貢献量は、前年度比31％増となる30.2万トンとな

りました。

当社分譲マンション事業では、全国のマンションを高断熱化、

省エネ化することによりCO2削減貢献量の増大を図っています。

具体的には、次世代省エネ基準※に適合する断熱仕様とし、高

効率給湯器やLED照明、蛍光灯ダウンライト照明、エネルギー

の見える化設備等を導入して、居住時のCO2排出量を従来よ

り減らすことができる環境配慮型マンションを増やしています。

その結果、同事業におけるCO2削減貢献量は前年度比5.5倍と

なる9.7万トンとなりました。
※住宅性能表示制度の省エネルギー対策等級4

当社住宅リフォーム事業では、断熱性を高める省エネリ

フォームや、高効率給湯器、太陽光発電システムの設置などを

推進、CO2削減貢献量の拡大を図っています。

2011年度は、特に太陽光発電の提案が進み、前年度比57％

増の2,335件、約11,600kWの実績となり、同事業におけるCO2

削減貢献量は、前年度比4％増となる8.4万トンとなりました。

事
例

「SUNSUN太陽光発電キャンペーン」の展開による
環境配慮型賃貸住宅の普及促進（長野支店)

事
例

既築の低層賃貸住宅に太陽熱給湯と
エコキュートを設置（堺支店）

当社長野支店では、自然エネルギーの利用と環境に配慮した賃
貸住宅の普及を目指して、「SUNSUN太陽光発電キャンペーン」
を展開し、営業所全体で太陽光発電システムの積極的な提案に取
り組みました。国や市の補助金を活用しオーナー様の費用負担を
極力抑えるとともに、余剰電力の買取
制度を最大限に活かした提案により安
定した売電収入を確保できるよう配慮。
その結果、キャンペーン期間（2011年
10月～翌年3月）の販売実績19棟のう
ち、10棟に太陽光発電を搭載。自然エ
ネルギーの普及に貢献しました。

環境意識の高いオーナー様に、CO2排出量とご入居者の光熱
費を削減するため、「太陽熱温水器+エコキュート」への省エネリ
フォームを提案しました。太陽熱利用は太陽光発電に比べてエネ
ルギー変換効率が3倍以上も高く、今回導入したエコキュートは空
気の熱に加えて、浴槽の残り湯の排熱も有効に活用する省エネ型
の給湯システムです。これらを導入することで、従来の給湯システ
ムに比べ、CO2排出量を約70％(※)、ランニングコストを約90％削
減(※)できます。
※当社試算による。

屋根に太陽光発電システムを
搭載した賃貸住宅

屋根に設けた太陽熱集熱パネル 給湯器をエコキュートに交換

事
例

日本最大級の太陽光発電システム（約177kW）を
搭載した環境配慮型分譲マンション

ープレミスト南千里津雲台パークフロント・パークブリーゼ（大阪府）ー

本物件では、分譲マンションとしては日本最大級の約177kWの
太陽光発電システムを導入し、共用部での利用にとどまらず、特定
住戸（38戸）の専有部にも戸別に供給するシステムとしています。
総戸数351戸の約1割にあたる特定住戸には、戸あたり2.58kW

（合計約98kW）の太陽光発電が割り当てられ、発電した電力は
住戸内で利用できるほか、余剰電力は電力会社に売電できるた
め、光熱費を大幅に削減することが可能です。残りの約79kW分
は共用部に割り当てられ、平常時には電灯等に利用し、災害時に
は共用部に設けた非常用コンセントに電力を供給し、緊急時の非
常用電源として利用します。また、LED照明、エコキュート、断熱浴
槽、電気自動車用コンセント等の環境配慮アイテムも採用し、新省
エネ基準のマンションと比べ、年間のCO2排出量を、戸別供給型太
陽光発電システム導入の住戸の場合は最大約65%※、その他の住
戸の場合は約30%削減※することができます。

※マンションの一般的なガス・電気の使用量から、当社独自のシミュレーションにより試
算した理論値です。

プレミスト南千里津雲台パークフロント・パークブリーゼ

関連項目 実践報告ハイライト（環境①）「環境に配慮したマンションの開発・普及」

地球温暖化防止への取り組み

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=4
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商業建築事業の取り組み 大和ハウス
工業

当社商業建築事業では、2009年1月に制定した「環境配慮設

計ガイドライン」に基づき、省エネ法の届出対象である300㎡

以上の物件全てについて、CO2排出量の予測、1990年時仕様

との比較を行うとともに、2,000㎡以上の物件ではCASBEE※簡

易版による自己評価を実施し、多面的な環境性能の向上に取り

組んでいます。その結果、2011年度の同事業におけるCO2削

減貢献量は、グループの大和リース分も含めて、前年度比41%
増となる50.6万トンとなりました。また、従来から実施している

建築設計作品コンペ「Daiwa Works」において2009年度より

「環境・緑化部門」を追加。2011年度は全国から9件の推薦事

例があり、その中から優秀賞1点を選出、優秀事例の水平展開

に努めています。
※CASBEE：建築環境総合性能評価システム。建築物の環境性能を総合的に評
価する手法で、評価ランクは上位からS・A・B+・B-・Cの5段階。

■ 環境負荷ゼロを目指す「スマートエコプロジェクト」を始動

2011年度には、2020年までに環境負荷ゼロ（運用段階の

CO2排出量ゼロ）を目指す新たなプロジェクト「Smart-Eco 
Project（スマートエコプロジェクト）」をスタート。

2011年7月には、その第一弾としてCO2排出量を最大約

50%※削減可能な環境配慮型のオフィス「D’s SMART OFFICE
（ディーズ スマート オフィス）」の販売を開始。2012年5月には、

「D's SMART STORE（ディーズ スマート ストア）」の一号店が

完成しました。今後は、同プロジェクトを介護施設・ホテル・工場な

どの用途へも展開、用途別の環境配慮パッケージ商品の開発、

提案を進めます。
※ 当社従来建築と比較した場合（当社試算による）。

事
例

CASBEE Sランクを取得した環境配慮型オフィス
－三谷産業グループ社屋「アンビシャスヒル」（石川県）－

当社が設計・施工し、2011年11月に竣工した三谷産業㈱のグ
ループ会社社屋「アンビシャスヒル」（石川県）では、省エネ技術
（Low-E複層ガラス、高効率設備機器、BEMS※）によってCO2排出
量を削減するとともに、3つの発電システム（太陽光発電、風力発
電、燃料電池）とリチウムイオン蓄電池による将来のスマートグリッ
ド構築に向けた実証実験の取り組みが評価され、国土交通省が実
施する「平成22年度住宅・建築物省CO2先導事業」に採択されまし
た。また、CASBEE（建築環境総合性能評価システム）において最
高ランクとなるSランク認証を取得しています。
※BEMS：ビルエネルギー管理システム（Building Energy Management System）

三谷産業㈱グループ会社社屋「アンビシャスヒル」

建築物の環境効率
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CASBEE評価結果

「D’s SMART STORE」一号店となる
ハックドラッグ小塚店（名古屋市）
光屈折フィルムを利用したハイサイドトップ
ライト、店舗用ハイパワーマルチベースライ
トLED照明、光ダクト、置換空調システム、太
陽光発電システム（10kW）等の環境配慮技
術を採用し、CO2排出量を約50%削減

京都銀行聖護院支店（京都市）
京都の景観に配慮した寄棟屋根に建材一体型
の太陽光パネルを設置。ファサードは、地域木
材のルーバーと屋上緑化にて日射遮蔽にも配
慮。

［環境配慮設計ガイドラインの運用フロー ］
環境配慮設計ガイドライン

（事例収集）

（
省
エ
ネ
性
能
の
再
検
討
）

（
環
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性
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の
再
検
討
）

❶企画設計

ご提案

❷CO2排出量の予測

❹CASBEE簡易版の評価

❸1990年度基準値との比較

省エネ技術資料
省エネ設計事例
グリーン調達基準

CASBEE評価マニュアル

省エネルギー
計算マニュアル

CO2排出量算定シート

事
例

カーディーラーで国内初、LEED認証※を取得予定
－マツフジモータース長崎本店（長崎県）－

当社が設計・施工し、2012年3月に竣工した「マツフジモーター
ス長崎本店」は、BMW正規ディーラーのショールームであり、同
用途において日本国内では初めてLEED認証※を取得予定です。
LEED認証は、国際的に認知度の高いグリーンビルディング認証シ
ステムであり、建物が環境に配慮して建築・デザインされたことを
証明する第三者認証です。
当該店舗では、屋上に20kWの太陽光パネルを設置し消費電力
の6%以上を太陽光発電でまかなうほか、直射日光の当たるガラス
面に断熱フィルムを貼付、ショールーム内の天井照明を全てLED
とし、空調・照明エネルギーの削減を図ったことなどが評価され、
LEEDシルバー認証を取得予定です。

ショールームの外観

※ LEED（Leadership in Energy and Environmental Design）認証：
LEEDとは、米国グリーンビルディング協会 （USGBC）が開発、運営する世界的な環境性
能評価システム。サステイナブルな敷地、水効率、エネルギーと大気、資材と資源、室内
環境の品質、革新性とデザインの6つの環境性能を評価し、認証する。評価ランクは、上
位からプラチナ認証、ゴールド認証、シルバー認証、標準認証の4つ。

ス
コ
ア
＊

Sustainable Sites

Water Effyciency

Energy and Atmosphere

Materials and Resources

Indoor Environmental Quality

Innovation and Design Process

Regional Priority Credits

TOTAL 54

17
4
15
2
8
4
4

＊スコアは2012年6月現在の見込み

LEEDスコアシート

地球温暖化防止への取り組み

［Daiwa Works 環境･緑化部門優秀作品］
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環境エネルギー事業の取り組み 大和ハウス
グループ

当社環境エネルギー事業では、事務所や工場、店舗などの業

務用施設を中心に、高効率の照明・空調などの「省エネ」、太陽

光発電などの「創エネ」、リチウムイオン蓄電池などの「蓄エネ」

に、当社の強みである「建築技術」を組み合わせ、お客さまが抱

えるエネルギーコスト削減、CO2排出量削減、劣化設備の更新、

建物美観・断熱性の向上などの課題を解決する事業を推進して

います。

2011年度は、電力不足による顧客企業の省エネ・節電ニー

ズの高まりや省エネ・創エネ機器への補助金等の後押しのなか、

LED照明や太陽光発電の設置提案を強化、建物の断熱改修に

も取り組んだ結果、同事業によるCO2削減貢献量は前年度比

2.6倍となる13.4万トンとなりました。また、ESCO事業※を展開

する当社グループの大和エネルギーについても、LED照明や

空調制御などの省エネ改修工事などが増加し、CO2削減貢献量

は前年度比42％増となる10.4万トンとなりました。

※省エネルギーに関する包括的なサービスを提供し、省エネルギー効果（削減
コスト）の一部を報酬とする事業

事
例

BEMSアグリゲータ事業を開始
－経済産業省のBEMS導入促進事業におけるBEMSアグリゲータに採択－

事
例

建築技術を活かしメガソーラーの設計・施工を受託
－新潟県東部発電所（新潟県）－

事
例

東日本大震災で被災した小中学校に
太陽光発電と蓄電池を導入

当社は、日本ユニシス（株）とコンソーシアムを構成し、2012年4
月よりBEMS※1アグリゲータ※2事業を開始しました。
当コンソーシアムでは、電力会社との契約電力が50kW以上

500kW未満の高圧小口電力需要家（お客さま）を対象に、BEMS
機器の導入およびクラウド技術を活用したエネルギーマネジメン
トサービスを提案します。エネルギーマネジメントサービスにお
いては、電力の見える化・空調の制御・デマンド制御・電力逼迫時の
メールなどを利用したエネルギー警報発令・アグリゲータからの
遠隔制御などの機能を提供し、蓄積されたデータを利用した運用
改善などを行い、施設ごとに10％以上の省エネ効果が期待できま
す。
なお、当コンソーシアムの提案が評価され、経済産業省が募集

する「平成23年度エネルギー管理システム導入促進事業」におけ
るBEMSアグリゲータに採択されました。

※1ビルエネルギー管理システム（Building Energy Management System）
※2 エネルギー利用情報管理運営者

当社は、再生可能エネルギーの積極的活用に向け、メガソー
ラー事業の設計・施工について、積極的に提案しています。

2011年度は、その第一段として、新潟県内で大手電機メーカー
のグループ会社から約1MWhのメガソーラーの設計・施工を受託
し、2011年9月に竣工しました。
この発電所の特徴は、積雪対策として太陽光パネルを地上

1.8mに設置するとともに、この地域で過去最大となる風速
45.5m/sの風に対応できるようコンクリート架台にした点です。ま
た、夏期は太陽光発電に最適な20°の角度ですが、冬季は雪対策
と太陽高度変化に対応して40°に角度が変更できるなど、多雪地
域でも十分に発電が確保できる工夫をしています。
東日本大震災以降、再生可能エネルギーへの関心が高まるな

か、2012年7月には再生可能エネルギーの固定価格買取制度※が
スタートし、メガソーラー普及に向けた環境が整いつつあります。
当社は、これまで培ってきたプレハブ建築技術・鋼管構造建築技術
に加え、スケールメリットを活かした調達力、土地情報の収集力な
どの強みを生かし、メガソーラーの普及に貢献していきます。

※電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

東日本大震災で被災した岩手県の小学校と中学校にそれぞれ
太陽光発電システム（20kW）と定置型リチウムイオン蓄電池シス
テム（8.4kWh×2台）を導入しました。日常は太陽光発電により必
要な電力を各教室に供給し、非常時にはリチウムイオン蓄電池に
より一定の電力を確保します。また、震災復興のシンボルとして小
学校に｢希望｣、中学校に｢結束｣の文字イルミネーションを、昼間リ
チウムイオン蓄電池に貯めた電力を使って、夜間ライトアップされ
ています。

〈主幹事会社〉

BEMSアグリゲータ
コンソーシアム

エネルギーマネジメント
システム

補助事業者

経済産業省

一般社団法人
環境共創
イニシアチブ
（SII）

高圧小口電力
需要家

契約電力
50～500kW
未満

事務所
物販店舗
学校等

各種報告

補助金

日本ユニシス

大和ハウス工業
電力逼迫時

エネルギーデータ収集

BEMS機器導入

エネルギーマネジメント
サービス提供

緊急制御

BEMS導入促進事業のスキーム

新潟県東部発電所（全景） 積雪・暴風に配慮した架台

地球温暖化防止への取り組み

太陽光発電システムとリチウムイオン蓄電池システムを導入した小学校
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全社エネルギー管理体制の強化 大和ハウス
工業 省エネ投資ガイドラインの策定 大和ハウス

工業

省エネトップランナー事例の創出と水平展開 大和ハウス
グループ

自然エネルギーの積極的な導入 大和ハウス
グループ

当社では、地球温暖化防止を最重点テーマとして取り組むな

か、特に自社の保有・賃借施設における省エネ・創エネを推進す

るため、エネルギー管理体制の継続的な強化を図っています。

代表取締役である環境担当役員のリーダーシップのもと、オ

フィス、工場、商業施設という主要セクター（部門）ごとにエネル

ギー管理員の有資格者をエネルギー管理企画推進者として選

任、年2回以上の「推進者会議」にて、きめ細かなPDCAサイク

ルに基づく改善を実施しています。

2011年度は、継続的な省エネ・創エネの推進に加え、夏・冬期

の節電要請についても、本組織体を活用し、迅速な対応策の立

案と確実な遂行にあたりました。

中長期にわたり継続してエネルギー利用の効率化と地球温

暖化防止への貢献を果たすためには、省エネ診断などによる施

策の抽出とともに、継続的な省エネ投資の実行が不可欠です。

しかしながら、多様な事業活動を展開する当社では、これ

までセクターごとに省エネ投資の判断基準が異なっていたり、

省エネ投資額が年度により大きく異なっていました。そこで、

2011年度は、改めて省エネ投資案件の現状を調査し、原則とし

て年間エネルギーコストの15%を目安に省エネ投資を実施す

ることなどをガイドラインとして定めました。

今後は、今回策定した「省エネ投資ガイドライン」に基づき、

より効果的な省エネ投資を継続して実施していきます。

当社グループでは、全社的な省エネ活動を進めるにあたり、

主要セクター（オフィス/工場/商業施設/ホテル）でトップラン

ナー事業場を選定し、そこで集中的に省エネ施策を抽出し、効

果の確認・検証を行った後、他事業場へ水平展開することで活

動の活性化と効率化を図っています。

2011年度、工場においてはトップランナー事業所（九州工場）

にて抽出・検証した約60の省エネ施策を全国工場へと順次水平

展開。残りのセクターにおいては社内外の専門スタッフによる

省エネ診断を実施、施策を抽出し一部の対策を実施しました。

当社グループでは、グループをあげて地球に優しいクリーン

エネルギーである風力発電・太陽光発電システムの自社施設

への導入を推進しています。2000年、大型風力発電（600kW）

の1号機をグループ会社が運営するホテルに設置したのをはじ

め、2005年には10kW小型風力発電機をメーカーと共同開発

し、全国の工場やショッピングセンター、ホテルなどに設置を進

めてきました。一方、太陽光発電システムも、さまざまなタイプ

のパネルを新設の自社オフィスビルや工場に設置し、発電量の

モニタリング等を実施しています。

2011年度は、愛知北支店ビル（9.84kW）やショッピングセン

ター「アクロスモール守谷」（200kW）、大和物流㈱久喜物流セ

ンター（47.52kW）などに、太陽光発電の設置を進めました。

事業活動プロセスにおけるCO2削減
運用改善・設備更新両面からの取り組みにより、
省CO2と快適性の両立を図ります。

ECOプロダクツ｜実践報告

エンドレスグリンプログラム2013の重点戦略

全社エネルギー管理体制に基づく省エネ活動の展開
●自社/グループ施設における運用改善の継続と
　計画的な設備更新
●省エネトップランナー事例の創出と水平展開
●自然エネルギーの積極的な導入 トップランナー事業場（九州工

場）での省エネ水平展開研修会
他事業場の担当者も交えた
省エネ水平展開研修会

今後は、全てのセクターでいち早く水平展開を進めるととも

に、これらの取り組みでセクター別に蓄積された省エネノウハ

ウを全社で共有していく仕組みを構築し、さらなる省エネ改善

の効率化を図っていきます。

［エネルギー管理体制］

管理部門担当役員

生産部門担当役員

商業施設部門
担当役員

事務所部門
環境責任者

生産部門
環境責任者

商業施設部門
環境責任者

連携

関連技術部門 環境エネルギー事業

社長 環境担
当役員

環境
部長

代
表
者

事
務
局（
環
境
部
）

エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理

統
括
社

エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理

企
画
推
進
者

（オフィス）
セクターエネルギー管理
担当役員

（工場）
セクターエネルギー管理
担当役員

（商業施設）
セクターエネルギー管理
担当役員

（オフィス）
セクターエネルギー管理
企画推進者

本社・支社
支店・営業所

工場

商業施設

（工場）
セクターエネルギー管理
企画推進者

（商業施設）
セクターエネルギー管理
企画推進者

大和物流㈱久喜物流センター
（太陽光発電システム47.52kW）

愛知北支店ビル
（太陽光発電システム9.84kW）

地球温暖化防止への取り組み
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生産部門におけるCO2削減 大和ハウス
グループ

当社グループのCO2排出量のうち、自社工場を有する3社※

における生産活動に伴うCO2排出量は全体の約7％を占めます。

2011年度は、電力不足に対応するため軽油や灯油燃料への代

替や、仮設住宅の部材生産などでCO2排出量が一部増加しまし

た。一方で、トップランナー事業場での取り組みの水平展開や高

効率照明への更新を進めた結果、生産部門におけるCO2排出量

は、前年度比2.2％減となる23.0千トンとなりました。2012年度

は、さらなる電力不足が懸念されるなか、省エネ対策の前倒し

を図り、節電とCO2排

出量削減の両立を図

ります。
※大和ハウス工業、大和
リース、ダイワラクダ工
業

■ 自社使用量に相当する自然エネルギー発電の導入に向けて
当社では、自社施設の電気使用量を継続的な省エネ活動に

より削減するとともに、自然エネルギー発電設備の導入を進め、

2020年にはこれらをバランスさせる（電気使用量≒自然エネル

ギー発電量）ことを目指しています。2011年度現在、当社自社

施設における電気使用量約81,500MWh/年に対し、当社が保

有する発電設備による年間発電量は佐田岬（愛媛県）での風力

発電事業分も含めて約30,800MWh/年、約38％に相当します。

2012年度からは、自社施設の新築時には原則として自然エ

ネルギー発電設備を設置するとともに、自社保有施設の屋根

や遊休地を利用したメガソーラー事業の展開を進め、自然エネ

ルギー発電の普及に貢献していきます。

■ 生産設備のインバータ化を推進
当社工場における省エネ診断の結果、生産設備で使用され

ているポンプやファンの運転制御が生産量と連動することなく、

一定に運転されており、省エネ余地があることがわかりました。

そこで、生産状況に応じてポンプやファンの回転数を変更でき

るよう、順次インバータの導入を進めています。2011年度は、

節電要請のあった東京・東北電力管内の4工場に導入し、CO2排

出量を大きく削減することができました。2012年度内には全国

工場での導入を完了する予定です。

■ 全国工場へデマンド監視装置を導入
当社工場では、2010年度よりモデル工場においてデマンド

監視機能付きのエネルギー監視装置を導入し、エネルギーの

見える化の検証を行ってきました。

2011年度は、節電要請への対応として計画を前倒しして全

国工場への導入を進め、併せて節電目標値に近づいた場合に

停止できる機器を選定し、停止する方

法を手順化しました。その結果、全工

場で節電目標（ピーク電力を2010年

度比15％削減）を達成できました。

■ 輪番生産と代替燃料による節電対応

2011年度夏の電力使用制限令（ピーク電力を2010年度比

15％削減）は、東北・新潟・栃木二宮・竜ヶ崎の4工場が対象とな

りました。制限令への対応として、2工場ずつ2組の共同スキー

ムにおいて、生産単位ごとのチームによる輪番生産を実施しま

した。併せて、省エネ改善を徹底するとともに、軽油で稼動する

エンジンコンプレッサーや灯油で稼動する自家発電を活用する

など、さまざまな対策を実施しました。

これらの対策を行うことで、対象4工場におけるピーク電力

は、前年同期比25％の削減となり、目標を大きく上回ることが

できました。

［生産部門のCO2排出量の推移］
（千t-CO2）

大和リース

大和ハウス工業

ダイワラクダ工業

2010 2011 （年度）

0.6 0.5
23.5 23.0

1.8 1.9

21.1 20.6

2.2%削減
（2010年度比）

デマンド監視装置の導入

エンジンコンプレッサーを設置（新潟工場） 自家発電機の利用（栃木二宮工場）

［自然エネルギーの導入推移］

205.8 209.4 213.4

2010 201120092008
（年度）

（kW）

0

500

1000

690 690 690

565.7

680

風力発電太陽光発電

当社グループが2007年より運営する「佐田岬風力発電所（9MW）」（愛媛県）

地球温暖化防止への取り組み
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物流部門におけるCO2削減 大和ハウス
グループ

当社グループの

CO2排出量のうち、自

社工場を有する3社※

が荷主となる輸送と

物流事業による輸送

に伴うCO2排出量は

全体の約16％を占めます。当社は荷主の立場から、モーダルシ

フトや共同調達を進めるとともに、工場出荷車両の積載効率向

上による台数削減やエリア配送の見直しを進めています。一方、

輸送事業者である大和物流㈱では、エコドライブの推進と低公

害車の導入により燃費の改善を進めています。2011年度は、上

記の取り組みで一定の成果があったものの、応急仮設住宅の建

設への対応において大量の輸送が必要となり、物流部門のCO2

排出量は前年度比11.9％増となる54.4千トンとなりました。
※大和ハウス工業、大和リース、ダイワラクダ工業

■ 高効率照明（レフボ）の導入
当社及びグループの工場では、高効率照明（レフボ）の導入

を推進しています。大和リースでは、全国のデポ工場・デポ施設

におけるエネルギー使用量の約9割を占める電力使用量を削

減するため、2009年8月に二宮・水口・福岡の主要デポ工場にお

いて、既存照明器具に高効率反射板を取り付ける改善を試験

的に導入、検証しました。その結果、50％以上の省エネ効果が

得られることがわかり、以降全国への水平展開を進めています。

2011年度は、工場内の照明1,204台をレフボファクトリーへ

交換、執務室内の照明333台をレフボライトへ交換し、また外部

照明についても56台をLED街路灯タイプへ交換しました。

その結果、年間の電力使用量を450MWh削減、CO2排出量

を158トン削減できる見込みです。

■ 共同調達の推進
当社グループの大和物流と共同で、従来各メーカーから個別

に当社の各工場へ運んでいた部材・建材を、巡回トラック、また

は各工場から施工現場へ出荷・納品を終えた帰りの空きトラッ

クを利用して拠点工場（物流センター）まで引き取り、その後大

型トラックに積み合わせをして全国工場へ配送する共同調達を

推進しています。

毎年取扱量を増加させ、ルートの拡大を実施するとともに、

当社向け以外の荷物の取扱量も増加させ、参加企業のCO2排

出量削減に貢献しています。

■ エコドライブの推進
当社グループの大和物流では、自社・協力会社乗務員を集め

て、エコドライブ指導会を継続実施しており、2011年度は全国

9ヶ所で実施し、計158名の乗務員が

修了しました。なお、エコドライブ指導

会については、国土交通省指定の公

益財団法人「交通エコロジー・モビリ

ティ財団」の認定を受けています。

■ モーダルシフトの推進
当社では、北海道内で建設する住宅用（戸建住宅・賃貸住宅）

建築部材について、当社東北工場（宮城県大崎市）からの輸送

にあたり、2007年より仙台港～苫小牧港間のフェリーを利用

し、トラック輸送からのモーダルシフトを継続実施しています。

2010年には、こうした取り組みが評価され、「エコシップマー

ク」認定事業者および優良事業者に選定されました。

レフボファクトリーを設置したデ
ポ工場内部

レフボライトを設置した執務室

［物流部門のCO2排出量の推移］
（千t-CO2）

大和リース

大和ハウス工業

ダイワラクダ工業
大和物流

2010 2011 （年度）

24.3 26.5

3.7
5.73.1
3.2

17.5
19.0

11.9%増加
（2010年度比）

48.6
54.4

2011年度は、東日本大震災による応急仮設住宅の建設にお

いて、被災地周辺のみならず全国の生産工場での部材生産と

サプライヤーからの部材供給が求められました。当社グルー

プでは、全国からの部材を宮城県にある東北工場及び周辺輸

送倉庫に集約し、建設現場への二次配送を行う体制としました。

仮設住宅建設に伴う臨時的な運搬ルートでしたが、配送拠点を

設けることにより、拠点までの運搬は大型車輌による輸送と鉄

道輸送を併用することで、CO2排出量削減に取り組みました。

共同輸送の実施前　　　　　　　　　　共同輸送の実施イメージ

部材メーカーA 当社住宅部門
生産工場A

当社住宅部門
生産工場B

当社住宅部門
生産工場C

当社
生産工場A

当社
生産工場B

当社
生産工場C

部材メーカーB

部材メーカーC

部材メーカーA

部材メーカーB

部材メーカーC

チャーター便
または路線便

大型車
当社拠点工場

施工現場

エコドライブの勉強会

■ 世界初のクレーン付き小型ハイブリッド車両の開発
当社グループの大和物流で

は、日野自動車㈱・古河ユニック

㈱の協力により世界初のクレー

ン付き小型ハイブリッド車両を開

発・導入しました。クレーンも省エ

ネ対応クレーンを搭載し、車両と

クレーン、ダブルの省エネで通常のクレーン付きトラックより

15％以上のエネルギー使用量を削減することが見込まれます。

2011年東京トラックショーの様子

地球温暖化防止への取り組み
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オフィスにおけるCO2削減 大和ハウス
グループ

商業施設/店舗におけるCO2削減 大和ハウス
グループ

当社グループのCO2排出量のうち、オフィスにおけるCO2排

出量は全体の約6％を占めます。当社グループのオフィスでは、

新築時の先進技術の導入と運用時のエネルギー管理の徹底、

この両面からCO2排出量の削減に取り組んでいます。

2011年度は、新築事務所でZEB※の実現に向けた先端技術

の実証に着手したほか、エネルギー使用量の見える化やタスク

･アンビエント照明の導入など、夏期・冬期の徹底した節電対策

を実践した結果、CO2

排出量は前年度比

14.3％減となる20.9千

トンとなりました。
※ネット・ゼロ・エネルギー
ビル：消費するエネルギー
が差し引きゼロの建物

当社グループのCO2排出量のうち、商業施設/店舗における

CO2排出量は全体の約12％を占めます。2011年度は、夏・冬期

の節電要請を受け、お客さま・テナント様の協力も得ながら、共

用部の照度管理や空調温度管理を徹底するとともに、LED照

明の導入や太陽光発電の設置を進めました。その結果、2011
年度のグループ施設全体でのCO2排出量は前年度比15.6％減

となる40.4千トンとなりました。

今後は、LED照明や太陽光発電の設置に加え、よりきめ細か

な運転管理を行なうためのBEMS※の導入を進めるとともに、

テナント様と連携した省エネ活動の推進を図り、過度な節電を

回避しながら、省エネ

と快適な商空間の両

立を目指します。
※ビルエネルギー管理シス
テム（Building Energy 
Management System）

■ デマンドモニタによる運用改善
当社では、2007年度より、全国の支社・支店に「エネルギー

ドクターサービス※」を導入し、運用改善を進めています。2011
年度は、電力使用量をリアルタイムで表示する「デマンドモニ

タ」を追加し、早い段階で計画的

かつ効果的な節電対策を取るこ

とができるようにしました。その結

果、オフィスの契約電力を前年度

比8.5％低減するとともに、電力使

用量を同15.6％削減することがで

きました。
※電力使用量をフロア毎・用途毎に計測し、週間レポートを作成

■ リチウムイオン蓄電池による電力のピークシフト
電力不足が懸念されるなか、当社グループでは、電力需要

の大きい昼間のピークシフトに貢献するため、2012年4～5月

に、当社グループの施設にリチウムイオン蓄電池「パワーイレ

（2kWh）」を1,000台導入しました。電力需給の逼迫する昼間

の電力負荷を夜間にシフトすることにより、最大約2MWhの

ピークシフトが可能になります。ま

た、地震等の災害で停電になった

ときには、リチウムイオン蓄電池

からの放電により電力を確保し、

業務を継続することが可能です。

■ タスク・アンビエント照明の一斉導入
これまでのオフィスは、天井に設置された照明器具により、空

間全体で基本照度750ルクスを確保する照明計画が主流でし

■ 直営商業施設でのLED照明への改修
当社では、直営する4つの商業施設について共用部照明の

LED化をすすめるとともに照度設計の見直しを実施しました。

震災以降、節電のために実施していた照明の減灯措置等を

根本的に見直し、お客さまやテナント従業員の皆さまが快適に

過ごすことができるよう各種調査を実施、基本照度を見直すと

ともに、一部施設では回路変更によるきめ細かなON/OFF管理

を可能にするなど、より効果的な省エネ・節電への対応を実施し

ました。

今回、共用部照明の約9割

（16千台）をLED照明に交換

した結果、年間約300万kWh
の節電と約990tのCO2削減

につながる予定です。

［オフィス部門のCO2排出量の推移］

19.319.3

5.15.1

16.716.7

4.24.2

24.4
20.9

（千t-CO2）

20112010 （年度）

グループ会社
大和ハウス工業

14.3%削減
（2010年度比）

関連項目 実践報告ハイライト（環境③）「スマートな建物でスマートに働く」

デマンドモニタの表示イメージ

蓄電池の設置例（本社）

LED照明を導入した「イーアスつくば」

［商業施設/店舗部門のCO2排出量の推移］
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20112010 （年度）

ダイワロイヤル
ロイヤルホームセンター
大和リース
大和ハウス工業

大和情報サービス

47.9
40.4

15.6%削減
（2010年度比）

地球温暖化防止への取り組み

たが、昨今では、天井照明（アンビエント照明）の照度を控えめ

にし、作業用照明（タスク照明）で必要な照度を確保する「タス

ク・アンビエント照明」の導入が広がっています。

昨年度実施された節電要請を契機に、当社でも照明の省エ

ネ・節電手法として有効な「タスク・アンビエント照明」の導入

を計画。2011年度は、東北・東京・関西電力管内の事務所にタ

スク照明として約5,000台のLEDデスクライトを導入しました。

2012年度には、全国エリアでの展開を図り、省エネ型のワーク

スタイルを定着させていきます。

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=8
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リゾート/スポーツ施設におけるCO2削減 大和ハウス
グループ

当社グループのCO2排出量のうち、リゾート/スポーツ施設に

おけるCO2排出量は全体の約30％を占めます。

大和リゾートが全国29ヶ所で運営するリゾートホテル「ダイワ

ロイヤルホテルズ」では、継続して高効率空調システムへの更

新やLED照明の導入を進めました。また、スポーツクラブNASが

全国57ヶ所で運営するスポーツクラブでは、4施設に天然ガス

コージェネレーショ

ンの導入を進めまし

た。その結果、2011
年度のグループ施設

全体でのCO2排出量

は前年度比5.1％減

となる98.1千トンと

なりました。

■ 商業施設に大規模太陽光発電を設置
当社グループの大和情報サービスでは、太陽光発電システ

ムの導入を積極的に推進しており、2012年3月には同社が運

営する商業施設「アクロスモール守谷（茨城県）」の屋根に約

1,000枚のパネルを敷き詰め、200kWの容量をもつ太陽光発

電システムを設置しました。この設備による年間の発電予測

は約200,000kWhとなり、このすべてを館内で利用し、エネル

ギー使用量の削減はもちろんのこと夏場の電力ピーク時にお

ける電力抑制に貢献します。

また館内には、太陽光発電システムが発電する様子を表示す

るモニターを設置し、来店者の環境意識の啓発にもつなげて

います。

■ スポーツ施設にガスコージェネレーションを導入
当社グループのスポーツクラブNASでは、空調や照明に加え

て温水プールなどで多くの熱を消費しています。そこで、より

効率的にエネルギーを使用するため、2011年6月より順次4施

設（リバーシティ２１、東大宮、伏見桃山、武蔵浦和）にコージェネ

レーションを導入しました。ガスエンジンにより自家発電した電

気を空調や照明に使用することで購入電力量を削減、節電要請

にも応えるとともに、電気を創り出す際に発生する熱を温水に

活用することで、施設全体のエネルギー使用量の削減につなげ

ています。なお、今回ガスコージェネレーションを導入した4施設

における年間のCO2削減量は約27トン/年となる見込みです。

■ グループ内で国内クレジット取引を実施
当社グループの大和リゾートが運営する大山ロイヤルホテ

ルでは、2009年に重油燃料の吸収式冷温水発生機を電気式

ヒートポンプチラーに更新する省エネ改修を行うとともに、き

め細かな運転管理にて、継続してCO2排出量を削減してきまし

た。今回、この取り組みによって削減できた約2.5年分のCO2削

減量（741ｔ）について、国内クレジット制度※に基づく認証を受

け、大和ハウス工業が共同実施者としてそのクレジットを購入し

ました（排出削減事業番号：JCDM-P0632）。

［リゾート/スポーツ施設部門のCO2排出量の
推移］
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20112010 （年度）

大和リゾート
大和ハウス工業

スポーツクラブNAS
ダイワロイヤルゴルフ

5.1%削減
（2010年度比）

屋根に設置された太陽光発電パネル 館内のモニター

［国内クレジット制度の概要］

国内クレジット認証委員会

（排出削減量の認証等）

共
同
事
業

排出削減事業者【中小企業等】
（大和リゾート）

排出削減事業共同実施者【大企業等】
（大和ハウス工業）

国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト

資
金
等

排出削減事業

ガスコージェネレーション
（リバーシティ２１）

ガスコージェネレーションを導入した
リバーシティ２１

地球温暖化防止への取り組み

大和リゾートがクレジットの売却によって得た資金について

は、2012年の省エネ投資に

充当し、さらなる省エネ活動

の推進を図る予定です。
※大企業等による技術・資金等
の提供を通じて、中小企業等が
行った温室効果ガス排出削減量
を認証し、自主行動計画などの
目標達成等のために活用できる
制度 大山ロイヤルホテルに導入した電気式

ヒートポンプチラー



自然環境との調和（生物多様性保全）への取り組み
「環境」との共創共生
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大和ハウスグループ　生物多様性宣言 大和ハウス
グループ

開発・街づくりにおけるガイドラインの運用 大和ハウス
工業

木材調達ガイドラインの策定と運用 大和ハウス
工業

当社グループは、2010年10月に「生物多様性宣言～人と自

然が『共創共生』する社会へ～」を策定し、分譲地の開発や木材

調達に関するガイドラインを設け、適切に運用されているかを

定期的に確認しています。

2010年10月、名古屋で開催された「生物多様性条約※第10回締約国会議（COP10）」を契機の一つとして、企業の生物多様性保全
への取り組みの重要性が広く社会共通の認識となりつつあります。
大和ハウスグループでは、2005年に制定した「環境ビジョン」において、「自然環境との調和」を環境活動重点テーマの一つに掲げ、

緑化の推進や植樹活動などを推進。2010年10月には、住宅メーカー初となる「生物多様性宣言」を策定し、生物多様性保全の視点をさ
らに強化した包括的な取り組みをスタートさせました。今後、当社グループが開発する街づくりや、住宅建設等での資源調達を行う上で
は、生態系の保全に加え、健全な生態系が持続するよう生物多様性に配慮し、社会の持続可能な発展に貢献していきます。

※生物多様性条約：(1)多様な生物とその生息環境の保全、(2)生物資源の持続可能な利用、(3)遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分を目的とし
1992年に採択され、2012年2月現在、日本を含む192ヶ国および欧州連合が締結している。

生物多様性宣言

基本理念

私たちは、グローバル社会の一員として、生物多様性が生み出す自然
の恵みを認識し、生態系に配慮した事業活動に努め、人と自然が『共
創共生』する社会の持続可能な発展に貢献します。

行動指針

1.人と自然が共生する事業活動の推進
自然の恵みの重要性を認識し、事業活動と自然の循環機能である
大気・水・土・生物などとの調和を図ります。

2.人と自然が共創する街づくりの提案
建設時における生物多様性への影響を認識し、回避・低減に努める
とともに、生態系に配慮した街づくりの提案を行います。 

3.生態系に配慮した資源の利用
生物多様性に関する法令遵守に留まらず、高い倫理観に基づき、
サプライヤーと協働で、持続可能な資源の利用に努めます。 

4.研究開発による貢献
グローバルな視点から、生物多様性保全に係わる研究開発を推進
し、その成果を社会と共有します。

5.ステークホルダーとの連携と対話
地方公共団体やNGOなどのステークホルダーとの対話と連携に
より、事業活動と社会貢献活動の両面から生物多様性保全への取
り組みの環を拡げます。

生物多様性ガイドライン【開発・街づくり編】

1.自然環境のポテンシャルの把握
敷地とその周辺を含む生物環境に関する立地特性を把握し、それ
に基づき、生物環境の保全と創出に係わる方針を示します。

2.緑の保全・創出
地域適合種を積極的に取り入れ、緑の量・質の確保に努めるととも
に、野生小動物の生息域の確保やその植栽条件に配慮した緑地づ
くりを提案します。 

3.野生小動物の生息・生育環境への配慮
野生小動物等の生息行動を促す緑地や水域を整備するなど、その
生息・生育環境への配慮に努めます。 

4.生態系ネットワーク形成のための配慮
生態系のつながりを重視し、生物の移動に配慮して、緑地配置や
土地利用の連続性の確保に努めます。

5.工事中の影響の低減
周辺に生息する動植物に配慮し、騒音・振動・排気などの影響の低減
に努めます。

6.維持管理面における配慮
良好な生物環境を維持していくため、緑地の維持管理に必要な設
備や管理方針を計画・提案します。

生物多様性ガイドライン【木材調達編】

1.認証木材
FSC（森林管理協議会）、PEFC（PEFC 森林認証プログラム）、SGEC
（「緑の循環」認証会議）等より認証を受けている木材を調達しま
す。

2.再生木材
建設廃材のリサイクル木材（パーティクルボード※など）を調達しま
す。

3.当社推奨木材
認証木材、再生木材に該当しない木材のうち、合法性と持続可能
性を確認し、一定レベル以上と判断された木材を調達します。 

※木材のチップに接着剤を加え、一定の面積と厚さに加熱成形した板状の製
品。

大規模な団地開発や市街地での住宅・建築物の建設におい

ては、生物多様性への影響を最小限としつつ、豊かな生態系

ネットワークの創出に貢献することが重要と考え、6つの配慮項

目をガイドラインとして定め、取り組みを推進しています。

当社の事業活動において、住宅・建築物に用いる木材の利用

は、自然からの生態系サービス（自然の恵み）のうち最も重要

な一つです。そこで、当社が調達する木材に関するガイドライ

ンを定め、持続可能な木材利用に努めています。

基本的な考え方
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生物多様性自主基準の策定 大和ハウス
工業

環境共生住宅認定の推進 大和ハウス
工業

商品・サービスにおける生物多様性保全
全事業で生物多様性チェックリストを運用、自主基
準を設け、継続して適合率の向上を図っています。

ECOプロダクツ｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

人と自然が共創する街づくりの提案
●生物多様性に配慮した先導事例の創出と水平展開
●生物多様性ガイドライン[開発･街づくり編]の運用

当社では、生物多様性ガイドライン（開発・街づくり編）に基づ

き、人と自然が共創する街づくりの提案を進めています。分譲

住宅やマンション、一定規模以上の請負工事については、企画・

設計段階および建設・維持管理段階において具体的に配慮す

べき項目をまとめたチェックリストを用いて、物件ごとに提案内

容を定量的に評価し、自主基準への適合に努めています。

その結果、2011年度の生物多様性自主基準適合率は、開発

部門が92.4％、街づくり部門が61.9％となり、ともに2011年度

目標を達成しました。

当社では、自然環境との共生を図る「自然と調和した街づく

り」を進めるにあたり、その進捗を測る指標として、「環境共生

住宅※認定制度」を活用しています。

2 0 1 1年度

は、全国の事

業所において

CASBEE戸建

の評価員育成

に努めるとと

もに、分譲・請

負住宅・マン

※「地球環境を保全する」「周辺環境に親しむ」「健康で快適な居住環境」とい
う3つの考え方に基づいた住まいづくりのことで、一般財団法人建築環境・
省エネルギー機構が認定するもの。

事
例

入居後の植栽管理で緑を育む分譲住宅団地
－xevo SQUARE 池田緑丘Ⅱ（大阪府池田市）－

事
例

地形を活かした緑あふれる賃貸住宅
－コモレビ大蔵（東京都世田谷区）－

大阪府池田市にある「xevo SQUARE 池田緑丘Ⅱ」では、生物多
様性保全に配慮した分譲住宅団地の開発に取り組みました。
まず、宅地開発時に池田市環境保全条例に基づいた緑化協定
を締結し、各宅地の外構造園における緑化率の制限を設け、緑豊
かな街づくりを行いました。
また、入居初年度は造園業者により植栽の手入れ手法を伝授し
ていただく「ガーデナー講習会」を実施し、オーナー様に植栽に興
味を持っていただく機会を創出。さらに、宅地内の植栽を入居後3
年間管理する「植栽管理システム」を導入、植栽が概ね土地に活着
するまで植栽をプロの手で維持管理する仕組みを通じて、緑豊か
な街づくりをサポートしています。

東京都世田谷区の「コモレビ大蔵」では、第一種低層地域の閑
静な住宅街に21棟、120世帯の賃貸住宅を建設。敷地面積17,457
㎡の40%を超える7,070㎡の緑地面積を確保しました。
外構計画にあたっては、道路側の開放性を高めるために、高い

塀を設けずに透明性のあるフェンスを道路境界線から1ｍセット
バックして配置したほか、敷地の中心部に、自然への興味を誘発し
野鳥の水場ともなるビオトープ※池とせせらぎを配置しました。ま
た、西側斜面下の区立公園沿いに提供公園を整備し、区立公園の
拡張を図ることで、区民の方が日常的に緑や野鳥に触れあえる場
の提供にも貢献しました。
※ビオトープ：野生小動物の生息と植物の生育を支える空間のこと。

ガーデナー講習会と同時開催のイベント
（花の寄植え講座）

ビオトープ池とせせらぎ

緑豊かな街づくり

敷地全景

自然環境との調和（生物多様性保全）への取り組み

［生物多様性自主基準適合率の目標と実績］
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※2010年度はサンプル調査の結果

ションにおいて認定取得を推進した結果、認定戸数は865戸と

なり、2011年度環境共生住宅認定において建設実績総合1位

を達成しました。これにより、当社は5年連続して総合1位となり

ました。なお、2003年度からの累積認定戸数は、9,991戸となり

ます。

［環境共生住宅の累計認定戸数］
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総合緑化事業の推進 グループ
会社

当社グループの大和リースでは、2008年に緑化事業部を新

設し、「都市に緑」をテーマに独自の総合緑化事業「ecologreen
（エコログリーン）」を展開しており、「屋上緑化システム」・「壁

面緑化システム」などの建物緑化をはじめ、「外構緑化・駐車場

緑化システム」、「室内緑化システム」などの商品群を提供して

います。

2011年度は、フランスの緑化会社であるカネヴァフロール社

と、壁面緑化システムを中心とした緑化技術供与に関するライ

センス契約を締結し、当社総合技術研究所にて、日本の風土に

適した植栽や維持管理について検証を行い、新たに植栽基盤

型のフレーム式壁面緑化システムを商品群に加えました。

これら商品群による緑化のトータルプロデュースの提案を進

めた結果、2011年度の緑化施工面積は前年度比約6％増とな

る18,399㎡となりました。

事
例

立体的な植栽計画に配慮したマンション
－プレミスト庄内通（愛知県名古屋市）－

事
例

地域のNPOと連携しビオトープを復元した分譲団地
－グランハーモ羽曳が丘（大阪府羽曳野市）－

事
例

屋上緑化や駐車場緑化を採用したオフィス
－三谷産業グループ社屋「アンビシャスヒル」（石川県）－

2012年9月に竣工予定の分譲マンション「プレミスト庄内通」で
は、敷地の約17％にあたる約800㎡を植栽帯とし、高木を約50本、
中低木を約500本以上植えて生物多様性保全と地域環境に配慮
した立体的な植栽計画をデザインしています。
計画にあたっては、名古屋市の木クスノキや西区の花サクラソ

ウを取り入れて四季おりおりの花も楽しめるよう配慮したほか、道
路沿いの植栽帯は隣接するマンションの植栽帯と連続性を確保し
緑のネットワークを創出しています。また、虫の隠れ処となる石組
や鳥を呼び寄せる巣箱を設置して地域生態系の生息・生育環境に
も配慮しました。

当社が開発・分譲した「グランハーモ羽曳が丘」では、人と自然
の共生をコンセプトに、開発敷地内の既存ビオトープ※を新しい住
宅団地へ復元しました。復元にあたっては、既存ビオトープを管理
されていた地元NPO団体「羽曳が丘E&L」と協議を重ね、雨水が
自然流入し小川のせせらぎが生物の生息空間を形成する、より本
格的な「ビオトープ公園」として整備し、水生植物とプランクトン、
小魚、昆虫などの生態系をこども達が学ぶ場となるよう配慮しま
した。また、街を囲むように「ふれあいの散歩道」をもうけ、街区内
公園と近隣公園を緑でつなぐことで、住まう人に憩いと癒しをあ
たえるだけでなく、ここに生きる小動物の生態系ネットワークの形
成を図りました。

※ビオトープ：野生小動物の生息と植物の生育を支える空間のこと。

当社が設計・施工し、2011年11月に竣工した三谷産業㈱のグ
ループ会社社屋「アンビシャスヒル」では、3・4階に屋上緑化を設
置、駐車場の一部にグラスパ－キング（芝生化駐車場）を採用する
など、敷地内の緑化と合わせて敷地面積の約17%にあたる緑地
面積を確保。建物利用者や周囲を行き交う人が自然に親しみ季節
感を感じる建物デザインと植栽に配慮しました。
植栽計画にあたっては、日照条件や成長条件に配慮しながら既

存樹木を一部移植保存するとともに、各所にベニスモモや姫リン
ゴなど実のなる木を植え野鳥等が訪れやすい環境づくりにも配慮
しました。

南面植栽

近隣公園をつなぐふれあいの散歩道ビオトープ公園

3階屋上緑化

外観（イメージ）

実のなる木の植樹グラスパーキング

折板屋根緑化システム
「eco(エコ）ヤネ」

仏カネヴァフロール社と技術提携し販売
する「フレーム式壁面緑化システム」

自然環境との調和（生物多様性保全）への取り組み
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森林育成紙の活用 大和ハウス
グループ

当社グループでは、「共創共生」の基本姿勢のもと、森林資源

の持続的な発展のため、2008年4月から、用紙購入基準「森林

育成紙™」を導入しています。

「森林育成紙™」は、森林認証制度の認証を受けた紙など、当

社が独自で策定した環境基準をクリアした紙の総称です。カタ

ログやチラシ、名刺、封筒などの紙を対象に切り替え、紙の製造

過程で発生するCO2排出量を年間約4,500t-CO2削減（約41％

削減）することができました。「森を育てる」活動を実践していく

環境自主行動として、今後も

グループ一丸となって取り組

んでいきます。
※森林認証制度：独立した第三者機
関の定める基準に沿って、適切で
持続可能な森林の管理を審査・認
証する制度。

木材調達評価の実施 大和ハウス
工業

国産材の活用 大和ハウス
工業

事業活動プロセスにおける生物多様性保全
サプライヤーと連携し、使用する紙や木材の持続可
能性向上に取り組んでいます。

ECOプロセス｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

生態系に配慮した資源の利用
●生物多様性ガイドライン[木材調達編]の運用拡大
●認証木材、再生木材の採用推進

当社では生物多様性ガイドライン（木材調達編）に基づき、認

証木材・再生木材・当社推奨木材※の3種類の認定基準を定め、

基準に適合した木材の調達を進めています。

活動を開始した2010年度には、当社住宅商品の主要な部位

に使用される木材（構造材・桟木・合板・パーティクルボード等）の

供給サプライヤー21社から、当社ガイドラインについての同意

書をいただき、以降継続して納入木材の実態調査にご協力い

ただいています。

2011年度は、調査対象を床材にも拡大し、引き続き住宅商

品の主要な部位に使用される木材について実態調査を実施し

ました。その結果、調査対象木材について、伐採の合法性が確

認でき、持続可能性についても高い水準にあることが確認でき

ました（97.2％がAランク以上）。また、新たに分譲マンションの

うち19件の施工物件で施工会社から同意書をいただき、実態

調査にご協力いただきました。

2012年度は、引き続き住宅商品における使用木材の合法性・

持続可能性を評価するとともに、分譲マンションや木造店舗・介

護施設などの商業建築における使用木材についても実態を把

握し、取り組みを拡げていく予定です。
※認証木材、再生木材に該当しない木材のうち、合法性と持続可能性を確認
し、一定のレベル以上と判断された木材。

国内で消費される木材のうち約40％は建築・土木分野で消

費されています。また、日本においては国産材を使うことで、

CO2削減、自然災害の抑制（※１）、林業による地域経済の活性化

などの効果が期待されており、一昨年には、公共建築物での木

材利用を促進する法律（※2）が公布されるなど、国も国産材の活

用を強く推進しています。

そんななか、当社では、提供する木造住宅において、一部部位

（構造部材・下地材など）に国産材を使用した商品を開発・提供

するとともに、鉄骨住宅で用いる下地材などでも安定調達可能

な範囲で国産材の活用を進めています。その結果、2011年度

の新築住宅全体での国産材利用比率は19.9%となりました。

今後は、木造住宅商品において、柱や梁などの主要構造材に

も国産材を使用した商品の

開発を進めるなど、国産材の

活用を拡大していきます。
※１ 管理された森林は地面に多く

の水を蓄えることができるた
め、河川の氾濫や土砂災害を抑
制する効果がある

※２  公共建築物等における木材
の利用の促進に関する法律
（2010年5月公布）

森林育成紙を用いて製作した冊子

【合法性/持続可能性　評価項目】
（1）合法性の確認

(a) 供給源が明らかであること（原木供給地までのトレーサビリティー） 
(b) 伐採権のあることが確認できること 
(c) 森林に関する法令およびその他関連規則が遵守されていること

（2）持続可能性の確認
以下の8項目について総合的に持続可能性を判断します。
(a) 伐採した木材が絶滅危惧種でないこと 
(b) 伐採方法が天然林の大伐採でないこと 
(c) 伐採地および周辺エリアの絶滅危惧種の保全に配慮されていること 
(d) 紛争地産の木材でないこと 

［使用木材の評価結果
（2011年度）］

認証木材
81.7%

再生木材
2.4%

当社推奨木材
7.4%

Sランク
91.5%

Aランク 5.7%
Bランク 0.0% Cランク 2.8%

［調達木材の評価ランク］

S（推奨）
（90～110点）

A（標準）
（80～85点）

B（購入可）
（70～75点）

C（早急な改善）
（65点以下）

自然環境との調和（生物多様性保全）への取り組み

(e) 産地政府の法的労働諸条件を満たしていること 
(f ) 森林備蓄量が維持可能なこと（伐採後も区域内の森林が再生可能なこと） 
(g) 日本の国産木材 
(h) 利用可能になるまでの時間が短い早生木材
　 （早生木材の育成にあたり、天然木の大伐採がないこと） 

国産材を活用した3階建木造戸建住宅
商品「xevo ＳＯＲＡ（ジーヴォソラ）」
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グループ内の資源循環システムの構築 大和ハウス
工業資源循環に配慮した設計・建設プロセス 大和ハウス

工業

資源循環に配慮した住宅・建築物の普及には、開発・設計段

階において、再生材の活用を図るほか、端材等の発生が少なく、

分別解体しやすいデザインを心がけるとともに、生産・施工段階

においては端材等の廃棄物を抑制し、やむを得ず発生した廃棄

物についてはリサイクルすることが重要です。

当社では、「建築の工業化」を創業理念に、全ての住宅・シス

テム建築商品を自社工場で生産。定

尺寸法の部材を施工現場で組み立

てることで、現場の廃棄物発生を抑

制するとともに、解体時に分別しやす

い乾式工法を基本としています。

当社の住宅新築現場では、新築工事における建設副産物の

リサイクル推進を目的として、「工場デポ」というシステムを導

入し、2005年度末に全国92事業所（沖縄支店除く）においてゼ

ロエミッション※１を達成、2011年度も住宅新築現場及び工場の

ゼロエミッションを維持・継続しました。今後は、一般建築現場へ

もゼロエミッション活動を展開するとともに、サーマルリサイク

ル※２からマテリアルリサイクル※３へのシフトや、グループ内で

の再生材の開発など、資源循環システムの拡大を目指します。
※1 住宅系新築現場の基礎工事から建物本体竣工までの工程を対象範囲として
おり、建物本体竣工以降に実施する外構工事等で発生する廃棄物はゼロエ
ミッションの対象範囲外としています。また、地理的条件により沖縄支店に
おける住宅系新築現場もゼロエミッションの対象範囲外としています。

※2 燃料利用するリサイクル　※3 材料利用するリサイクル

我が国の産業廃棄物発生量は年間約3億9千万tで、その約2割を建設業が占めています。また、最終処分場（埋立処分場）の残余
容量※は新規処分場の設置が難しいことから近年横ばい傾向で、残余容量を年間の最終処分量で割った残余年数は全国平均で13.2
年（2010年4月現在）と依然として厳しい状況にあります。一方、資源の枯渇問題を考えると、石油由来のプラスチックや金属類などの限り
ある資源は少しでもムダな使用を抑え、使用後は再び資源として利用する必要があります。
これらの現状をふまえ、当社グループではリデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再資源化）という3R活動を推進し、

資源循環型社会の実現を目指しています。

※残余容量：最終処分場にあとどれだけの廃棄物を埋め立てることができるかという容量。

基本的な考え方

［住宅・建築物における3R活動のポイント］
開発・設計段階 生産・施工段階

・再生材の積極活用
・端材等の少ないデザイン
・分別解体が容易なデザイン

・端材等の廃棄物削減
・建設副産物のリサイクル推進

［住宅・建築物の資源循環］

生　

産

施　

工

解　

体

端材等

埋立処分

天然資源

再生材

発生抑制

再利用

再資源化

極小化

［新築時の現場発生廃棄物量の比較（物販店舗167㎡）］

0

2

4

6

8
6.86.8

1.11.1

（t）

リ・ストア＆リ・
ビルドシステム

在来工法

※当社試作棟での検証結果

約84%
削減

品目
（t）

在来工法新築時

廃プラスチック

コンクリート

紙くず

金属くず

タイル

ボード類

木くず

その他

0.19

0.99

0.25

1.95

1.04

1.64

0.4

0.32

リ・ストア＆リ・ビルドシステム

合計 6.78 1.11

0.11

0.02

0.51

0.15

0.06

0.18

0.07

―

［工場デポの仕組み］

部
材
納
入

部
材
納
入

搬
出

運
搬

リ
サ
イ
ク
ル

新築現場

❻リサイクル材を再び新築現場に
❸部材納入の帰り便等で
　自社工場へ回収

❷きめ細かい分別

❶余分な材料を納入しない（プレカット化）
　過剰包装をなくす（梱包レス化）

❺工場のリサイクルルートを活用

❹回収した建設副産物の二次分別、圧縮減容処理
自社工場

リサイクル
工場

■ エコマーク認定「木粉リサイクルデッキ」の開発・普及
新築現場や工場で発生す

る廃木材をリサイクルし、「木

粉リサイクルデッキ」として製

品化。重量の90％以上が再

生材料で構成されており、エ

コマークの認定を取得してい

ます。

エコマーク認定「木粉リサイクルデッキ」
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資源循環型商品（システム建築）の
採用推進 大和ハウス

工業

住宅・建築物における資源循環への取り組み
建築の工業化により、端材発生を抑制するとともに、
再生材の活用を進めています。

ECOプロダクツ｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

資源循環に配慮した住宅・建築物の普及
●店舗・事務所用途でのシステム建築の普及
●住宅・建築物における再生建材の採用推進

当社の提供する戸建・低層賃貸住宅商品は、自社工場にて部

材を加工・生産し施工現場で組み立てる工業化住宅であり、施

工現場での廃棄物の抑制、分別解体にも配慮した工法を採用

しています。一方、物件ごとに仕様の異なる事務所・店舗・工場

などの建築物は、大半が在来工法であるため、施工現場での部

材の加工・切断が必要となり、端材が発生するなど廃棄物削減

が進みにくい状況となっています。

そこで当社では、比較的規模や仕様の似た用途ごとに、外壁・

構造躯体を規格化したシステム建築商品「ダイワコンフォルト」

「ダイワフレスト」を開発し、事務所/倉庫、店舗/中規模工場な

どを中心に普及を進めています。これらシステム建築商品は、

工業化住宅同様、設計寸法に合わせて自社工場で主要部材の

加工・生産を行うため、施工現場での廃棄物の発生を抑制でき

ます。

2011年度、事務所向けの「ダイワコンフォルト」は、ニチイ学

館の介護施設などにご採用いただき、全国での採用棟数は79
棟（2010年度比4.8％減少）となりました。また、店舗/中規模工

場向けの「ダイワフレスト」は、コンビニエンスストア各社の店

舗や復興支援用施設などにご採用いただき、全国での採用棟

数は269棟（2010年度比77％増加）となりました。

事
例 仮設事務所・工場・倉庫・店舗需要にシステム建築で対応

東日本大震災で被災した中小企業者の一日も早い事業再開を
支援する復興対策として、独立行政法人中小企業基盤整備機構
の行う仮設施設整備事業に、当社グループは保有するシステム建
築商品を活用して対応しました。このシステム建築は、被災地での
さまざまな用途や形状の施設をいち早く利用したいという要望に
応えるために、多様な用途に対応でき、骨組みから仕上げまでを
規格化した建物です。さらに、自社工場間でシステム建築の協力
生産体制を敷くことで短期間に多くの部材を生産し、仮設施設の
建設につなげることができました。
なお、当社では施設数49棟、床面積約17,100㎡を出荷しました。

（2012年3月末時点）

■ システム建築「ダイワフレスト」を活用した店舗の普及
当社では、ロードサイドに建つ商業施設も数多く建設してい

ます。テナントごとに種々の企業イメージが表現される建物外

観や店舗運営に要求される機能的なプランを、お客さまととも

に標準としてつくるなかで、主要材料の使用量削減による資源

保護を図る「ダイワフレスト」の活用を推進しています。なお、シ

ステム建築の活用により、資源保護のほかに品質の向上、価格

の安定、現場工期の短縮等も期待できます。

2011年度は、全国に多店舗展開されている日本マクドナルド

の店舗で新たにご採用いただき、12棟の建設を進めました。今

後は、さらに商品バリエーションの追加および既存商品の進化

を図るとともに、より多くの店舗事業者様への提案を進め、資

源循環型商品の普及を進めます。

［資源循環型商品（システム建築）
採用棟数の推移］

83

152

83

152

79

269

79

269
199棟

255棟

235棟

348棟

20112010
（年度）

ダイワフレストダイワコンフォルト

当社独自のシステム建築商品「ダイワ
コンフォルト」を採用したニチイ学館
デイサービス施設

日本マクドナルドつくば研究学園前店（茨城県）

福島県内での仮設施設の建設の様子

資源保護への取り組み
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建設廃棄物排出量の削減 大和ハウス
グループ

再生建材の採用推進 大和ハウス
工業

建設廃棄物のリサイクル率向上 大和ハウス
グループ

生産・施工現場の廃棄物削減とゼロエミッション
プレカットによる廃棄物の発生抑制、端材の有効活用の
上、新築現場のゼロエミッション活動を展開しています。

ECOプロセス｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

ゼロエミッション活動の効率化と拡大
●住宅現場におけるゼロエミッション活動の効率化
●建築現場へのゼロエミッション活動の展開

当社グループでは、生産・施工現場で発生する建設廃棄物に

ついて、建設系事業に携わる4社※で削減目標を設定し、取り組

みを進めています。

2011年度、当社では住宅施工現場で石膏ボードや瓦のプレ

カットに継続して取り組む一方、建築施工現場においても石膏

ボードのプレカットの試行を実施し、次年度以降の全国展開に

向けた課題の抽出に取り組みました。また、工場では生産工程

での材料歩留まりを向上させるのはもちろん、木くずや外壁面

材等の端材活用に取り組みました。しかしながら、2011年度は、

震災後の仮設住宅の建設等に伴い、グループ4社の建設廃棄

物排出量が122.7tと前年度比25％増加、売上高あたりの排出

量も前年度比15.0％増となる90.5kg/百万円となり、目標を達

成できませんでした。2012年度は、3ヵ年目標の達成に向け、改

めて建築施工現場の廃棄物削減のため石膏ボードのプレカット

などの活動に注力します。
※大和ハウス工業（DH）、大和リース（DL）、ダイワラクダ工業（DR）、ダイワ
サービス（DS）

当社グループでは、建設廃棄物の排出量削減に取り組む一

方、発生した廃棄物については、単純焼却・埋立処分を極力抑

制するよう、リサイクル率の目標を設定し取り組みを進めてい

ます。

2011年度、当社の工場・新築住宅現場では継続してゼロエ

ミッションを達成し、商業建築の新築現場においても近畿・中部

地区の一部現場でゼロエミッション実現に向けた試行を実施し、

当社商業建築事業では、再生建材活用の一環として、2008
年に制定した「グリーン調達品目（30品目)」の採用を進め、30
品目中10品目以上採用できた物件を「グリーン調達現場」とし

ています。2011年度のグリーン調達現場率は、60%（前年度比

11ポイント増）となりました。
※床面積2,000㎡以上の新築現場が対象

事務用品等のグリーン購入を推進 大和ハウス
工業

建設関連資材だけでなく、事務所で使用する事務用品類に

ついてのグリーン購入においても、リサイクル商品を積極的に

採用しています。

特に、主要6品目（コピー用紙、帳票類、カタログ類、事務用品

類、オフィス家具、OA機器）については、当社独自の「グリーン

購入基準」を設定。サプライヤーへの働きかけとともに、購入

担当者への啓発を行い、全社をあげてグリーン購入を推進して

います。

2011年度は、主要6品目のグリーン購入比率が85.6％となり、

帳票類・OA機器についてはグリーン購入比率100％を達成しま

した。

［建設廃棄物排出量の目標と実績］

2010 2011 2012 2013
（年度）

（kg/百万円） （千t）実績（総量）
実績（原単位）

部門別内訳目標（原単位）
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90.5
78.7

建築施工
（DH）
43.5%

住宅施工
（DH）
15.7%

住宅施工
（DH）
15.7%

施工（DS）
0.5%

施工
（DL）
18.2%

その他（DR）
0.7%

工場
（DR）
0.6%

工場
（DL）
5.1%

工場
（DH）
15.8%

工場
（DH）
15.8%

122.7千t
（2011年度）

15.0%増加
（2010年度比）

［グリーン調達30品目］

コンク
リート

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

分類

土壌

仮設

型枠

舗装他

鋼材

下地

No.

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

分類

下地

仕上

設備

土壌改良材

ノンハロゲンメッシュシート

代替型枠

混合セメント

エコセメント・コンクリート製品

再生アスファルトコンクリート

再生砕石

ブロック

透水性舗装

屋上緑化

再生鋼材

再生木質ボード

石膏ボード

岩綿吸音板

断熱・吸音材

製材

合板

フリーアクセスフロア

ガラス

タイル

水性塗料

タイルカーペット

フローリング

ビニル系床材

エコロジークロス

布製ブラインド

エアコン

ガスヒートポンプ式冷暖房機

変圧器

蛍光灯照明器具、ランプ

品目名 品目名

［グリーン購入ガイドライン］

紙類 コピー用紙、帳票類

カタログ等 森林認証紙を使用していること。

いす、机、棚、収納用
什器（棚以外）、
ローパーテーションなど

文具類 事務用品

オフィス家具

OA機器類 コピー機等、複合機、FAX

パソコン、プリンター等

分類 品目名主な対象

森林認証紙を使用していること。
または、グリーン購入法に適合する用紙を使用していること。

次の i～iiiのうち1つ以上の条件を満たしていること
 ⅰ ）エコマーク※1認定品であること。
 ⅱ ）グリーン購入法適合品であること。
 ⅲ ）ＧＰＮデータベース※2掲載品であること。

※1 エコマーク：環境保全に役立つと認められた商品につけられる環境ラベル。（財）日本環境協会が審査している。
※2 GPNデータベース：グリーン購入ネットワーク（GPN）が運営する環境配慮製品のデータベース。
※3 国際エネルギースターロゴ：国際エネルギースタープログラムによる省エネ基準を満たしたOA機器に表示されるロゴマーク。
※4 PCグリーンラベル制度：環境に配慮したパソコン製品に関するラベリング制度。（有）パソコン3R推進センターが実施。

次の i～iiのうち1つ以上の条件を満たしていること。
 ⅰ ）グリーン購入法適合商品であること。
 ⅱ ）国際エネルギースターロゴ※3がついていること。

次の i～iiiのうち1つ以上の条件を満たしていること。
 ⅰ ）グリーン購入法適合商品であること。
 ⅱ ）国際エネルギースターロゴ※3がついていること。
 ⅲ ）ＰＣグリーンラベル制度※4認定品であること。

（社）日本オフィス家具協会（JOIFA）が環境物品として推奨する商
品（グリーン購入法適合商品）であること。

資源保護への取り組み



次年度以降の全国展開に向けた課題の抽出に取り組みました。

また、リサイクル率の低かった大和リース、ダイワサービスの施

工部門がともに70～80％台に向上。その結果、グループ4社の

建設廃棄物リサイクル率は合計で89.7％となり、前年度に比べ

て1.5ポイント増加しましたが、単年度目標である90.0％には達

しませんでした。2012年度は、継続して工場・新築住宅現場で

のゼロエミッションとマテリアルリサイクルの割合向上に取り

組むほか、商業建築の建築現場においても、全国の店舗建築を

中心にリサイクルルートの整備を進め、ゼロエミッション現場の

拡大を図ります。
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施工部門における廃棄物削減 大和ハウス
グループ

生産部門における廃棄物削減 大和ハウス
グループ

■ 石膏ボードのプレカット現場納入による廃棄物排出量の削減
当社では、石膏ボードによる廃棄物排出量を削減するため、

1998年から石膏ボードのプレカットに取り組み、毎年対象範囲

を拡大するとともに取り組みレベルの向上に取り組んでいます。

2011年度は、全新商品について、当社独自の石膏ボード割付シ

ステム「G-PLAS※」への適合を行い、これら割付作業の内製化

率を戸建住宅で100％、賃貸住宅で93％にまで高めました。そ

の結果、2011年度の石膏ボード廃棄物の排出量は、2007年度

比31.1％削減となりました。
※G-PLAS：当社独自の石膏ボードの割付システム

■ 木くず・木廃材の活用
当社では、戸建住宅及び賃貸住宅の新築施工現場で発生し

た木くずや工場内で発生した木廃材を粉砕機で木質チップと

し、部材メーカーで燃料としてリサイクルする取り組みを実施

し、2011年度は811トンのリサイクルを行いました。

今後は、燃料（エネルギー）として利用するだけでなく木質

チップのパレットへの活用など社内リサイクルの推進に取り組

むとともに、できるだけ木廃材が発生しない製品設計や施工改

善を実施していきます。

■ 塩ビ製品の材質変更による再利用の促進
当社グループの大和リースでは、従来1回の使用で廃棄して

いた部材・製品をできるだけ再利用することで、廃棄物の削減

につなげるため、材質変更などの仕様見直しを行いました。仕

様見直しに際しては、用途に応じた耐候性や強度、さらには廃

棄時のリサイクルのしやすさも考慮して、材質に合わせた保管、

取り扱い手順の見直しも併せて進めています。

今後も継続的に仕様の見直しを行うなどの改善を図ってい

きます。

［木廃材のチップ化工程］

①木くず ②チップ化（粉砕機） ③木質チップ

燃
料
と
し
て

活
用

■ リユース基礎の普及推進
当社グループの大和リースにおける仮設建築物の基礎は、

従来、木杭や現場打ちコンクリートの使用が多く、解体後、コン

クリート基礎は現場から廃材に、木杭は自社収集拠点へ持ち

帰り、選別・廃棄物処理をしており、廃棄物発生の原因の一つと

なっていました。そこで、2004年から廃棄物の発生抑制と現場

での工期短縮を目的として、H型鋼とPＣａ製（プレキャスト鉄筋

コンクリート）基礎ベース部を着脱可能なボルト接合とした「リ

ユース基礎」の普及を進めて

います。この導入で、現場打ち

コンクリートや木杭の使用が減

少し、コンクリート廃材や木く

ずの排出量を削減できました。

2011年度のリユース基礎の使

用実績（基礎の全長）は、前年

度比4％増の31,957ｍとなりま

した。

上部構造体

平成16 年度
「資源循環技術システム表彰」

奨励賞受賞

H型鋼

緊結ボルト 緊結ボルト

CL

PCa盤

PCa（プレキャストコンクリート）、H型鋼複合構造

資源保護への取り組み

［建設廃棄物リサイクル率の目標と実績］
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［石膏ボード排出量とプレカットシステム運用率の推移］
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［建設廃棄物の処理方法内訳］

122.7千t
（2011年度）

マテリアルリサイクル
81.2％

マテリアルリサイクル
81.2％

サーマル
リサイクル

8.5％

その他0.2％

埋立て
10.1％



有害化学物質削減への取り組み
「環境」との共創共生

PRTR・VOC集計システムを活用した
評価・改善 大和ハウス

グループ
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化学物質管理ガイドラインの策定と運用 大和ハウス
工業

当社では、建物に使用する建材について化学物質管理を強

化するため、2010年11月に「化学物質管理ガイドライン」を策

定しました。このガイドラインでは、約280種類の管理物質を特

定、それぞれについて使用禁止、管理・使用制限、監視といった3
段階の管理レベルを設定しました。

策定後は、部材の調達先となる取引先に対し、数回に分けて

説明会を開催し、当社の化学物質管理に関する考え方の共有

を図りました。

今後は、本ガイドラインの運用によって、化学物質の使用状

況を継続的に把握するとともに、国際動向等も見極めながら、

さらなる有害化学物質によるリスクの低減を図ります。

当社グループでは、人や生態系への化学物質によるリスクを最小化するため、工場で取り扱う有害化学物質の削減、代替や適正管
理を推進しています。特に、住宅や建築部材の製造過程で塗料や接着剤を使用しており、これらに含まれるPRTR※第1種指定化学物
質の総量削減を目指し、VOC（揮発性有機化合物）、重金属類、生殖毒性物質等の有害性が高く、使用量が多い物質から重点的に削
減の取り組みを進めています。また、居住系施設については、よりよい室内空気環境を実現するための取り組みを進めています。

「エンドレス グリーン プログラム 2013」では、当社グループにおけるPRTR法対象物質の排出移動量について目標を設定し削減に取
り組んでいるほか、大和ハウス工業では、大気汚染防止法で自主的取り組みが推進されているVOCの排出量削減にも自主目標を設定
し積極的に取り組んでいます。一方、商品においては居住系施設における低VOC建材の標準化を進め、国の指針値を上回る自主基準
を設定し、室内空気質の改善にも積極的に取り組んでいます。

※ PRTR（Pollutant Release and Transfer Register）：化学物質の排出量・移動量を事業者が年に１回国に届出し、国が集計し、公表する制度

当社では、工場で取り扱う有害化学物質の削減を推進する

ために、製品安全データシート（MSDS※）のデータベースを各

部門が共有し、有害化学物質の排出・移動量などの管理を行っ

ています。開発部門では「化学物質管理ガイドライン」に基づき

有害化学物質の少ない材料への代替を検討、生産部門にて品

質等の評価を行い、採用後はPRTR・VOC集計システムを活用し

て成果・課題のフィードバックを行い、継続的な改善につなげて

います。

また、グループ会社においても、同様に有害化学物質の排出・

移動量の管理を実施し、開発部門・生産部門一体での改善活動

を推進しています。
※製品安全データシート（MSDS）：化学物質や化学物質が含まれる原材料な
どを安全に取り扱うために必要な情報を記載したもの。

基本的な考え方

［「化学物質管理ガイドライン」による管理区分］
管理レベル 管理物質

レベル1
全ての製品について使用を禁止する物
質及び群。

国内法禁止物質等
約130物質・群

レベル2
主要な建材について使用状況を把握す
る物質及び群（一部建材については使用
制限あり）。

厚生労働省指針値策定物質及びREACH認
可対象候補物質の一部等
約10物質・群

レベル3
主要な建材について使用状況を把握す
る物質及び群。

REACH 、RoHS規制物質等
約140物質・群

［化学物質管理ガイドライン説明会
（2010年9月）の様子］

約120社の調達先に参加いただき、当
社の化学物質管理に関する考え方に理
解を求めました。

PRTR・VOC集計システム

MSDSデータベース

開発
●削減物質の特定
●削減計画の策定
●代替材の検討

調達
●グリーン調達基準書
に基づく調達

生産
●代替材の品質、コスト、
安全性、環境、生産性
の評価、提案

▶ ▶

［化学物質削減のあゆみ］

年度

【大和ハウス】

実施事項

2002～2004
2005
2003～2005
2005
2005～2006
2007
2008
2009
2009
2010～2011

電着化成皮膜薬品切替
接着剤切替
脱脂剤切替
鉄骨部材の増し塗り範囲減少
スパッタ防止剤・洗浄液切替
さび止め塗料切替（自社設計物件）
電着塗料切替
溶接箇所タッチアップ補修塗料水性化
無電着化による溶接箇所増し塗り塗装削減
屋外階段吹付け塗料の弱溶剤化

削減物質

ニッケル化合物
フタル酸ジ-n-ブチル
ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル
キシレン
ジクロロメタン
鉛化合物
有機スズ
キシレン
トルエン
キシレン・トルエン・エチルベンゼン

年度

【大和リース】

実施事項

2006～2008
2008
2009

塗料用シンナー切替
温風低圧塗装機による塗装削減
脱脂剤切替

削減物質

トルエン
キシレン、エチルベンゼン
ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル

※1 REACH（Registration、Evaluation、Authorization and Restriction of 
Chemicals）：2007年6月に欧州委員会が施行した新化学物質規制

※2 RoHS（Restriction on Hazardous Substances）：電気・電子機器に含ま
れる危険物質を規定し、物質の使用を禁止する旨の欧州連合（EU）指令の
一つ
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マンション・介護施設等における
有害化学物質の削減 大和ハウス

工業

居住系施設における
室内空気質自主基準の設定 大和ハウス

グループ

戸建・低層賃貸住宅における有害化学物質削減 大和ハウス工業

当社の住宅商品（戸建・低層賃貸）では、毎年一定量の物件に

おいて竣工時の室内空気質濃度の測定を実施し、評価・改善を

進めています。

2011年度は、外壁裏面シーラー塗料の水性化など、建材の

低ホルム化や低VOC化を実施しました。また、戸建住宅におい

ては、より空気質に配慮した住宅をご提案するため、室内空気

質に重点を置いた健康配慮仕様についてモデル棟での実測・

検証を行い、標準化に向けた課題の抽出に取り組みました。

今後、室内の化学物質濃度をできるだけ低減するため、より

低VOCの建材や、効果的な換気システムをご提案していきます。

当社では、ご入居者・施設の利用者等の健康を考え、住宅商

品に限らず、分譲マンションや利用者の滞在時間が比較的長い

介護施設等についても、内装仕上げには全てホルムアルデヒド

放散等級がF☆☆☆☆の建材を使用するなど、室内空気質に配

慮しています。また、これら居住系の建物においては、品確法※1

で特定測定物質に指定されている5物質※2について室内空気

質の測定を行い、国の指針値を上回る自主基準の適合に向け、

改善を進めています。

今後は、さらに放散の少ない建材への切り替えを進めていく

予定です。
※1 住宅の品質確保の促進等に関する法律
※2 ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン

当社では、シックハウス問題が社会問題となり始めた1996年

より、建材メーカーと連携し業界に先駆けて建材対策に取り組

んできました。その後、ホルムアルデヒドなど一部の物質につ

いては建築基準法等でも使用が制限され、一定レベルの建材

対策については広く一般化しつつあります。

しかしながら、人は1日に17m3の空気を呼吸しており、体内

に摂取する物質のうち、室内空気が約6割を占めるといわれ、住

まい手の健康という観点からは継続して改善が必要です。

そこで、居住系施設を数多く提供する当社及び大和リースで

は、よりよい室内空気環境を実現するため、居住系の建物を対

象に、品確法※1による特定測定物質※2の室内濃度について、国

の指針値を上回る自主基準を設定し、改善を進めています。建

物用途ごとに、地域・季節などをふまえた一部の物件または全

数調査を実施し、要因分析の上、建材の低ホルム化や低VOC化

などを進めています。
※1 住宅の品質確保の促進等に関する法律
※2 ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン

商品・サービスにおける有害化学物質削減
居住系施設を中心に、低VOC建材の開発と標準化
を進めています。

ECOプロダクツ｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

居住系施設における室内空気質の改善
●居住系施設における低VOC建材の標準化
●戸建住宅における健康配慮仕様の開発･普及

■ 化学物質に関するeラーニングを実施
当社では、化学物質に関する基礎知識やリスク、当社の取り

組みなどを従業員に周知するため、2011年度は「室内空気質

編」・「工場編」の2つのコースのeラーニングを実施しました。

室内空気質編は、工事・設計・商品開発・品質保証推進部門を

中心に4,187名が受講。工場編は、工場・購買・商品開発部門を

中心に、2,619名が受講し、最後に設けたアンケートでは、「施

工・販売時のお客様へのご説明に役立つ」との声や、住宅商品

開発への要望など有害化学物質削減の取り組みに対する従業

員の意見も得ることができました。

［人体の物質摂取量内訳］

 出典：村上周三 東京大学生産技術研究所
 （臨床環境第9巻)

その他
2％

室内空気
57％

公共施設
の空気
12％

産業排気
9％

外気
5％

飲料
8％

食物
7％

空気質に配慮した健康配慮仕様①
（ウールカーペット、塗り壁の設定）物
件での測定風景

空気質に配慮した健康配慮仕様②
（無垢フローリング、エコカラット、消臭
クロスの設定）物件の内観

有害化学物質削減への取り組み
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PRTR対象化学物質排出･移動量の削減 大和ハウス
グループ

VOC排出量の削減 大和ハウス
工業

当社グループでは、生産現場における有害化学物質の排出・

移動量について、自社工場を有する3社※で削減目標を設定し取

り組みを進めています。

2011年度、当社では階段吹付け塗料の代替が進み、対象物

質の排出・移動量は前年度比11.0%削減となりましたが、大和

リースでは震災復興建築物の需要で生産量が増加、それに伴

い塗料などの使用量が増加し、同46.1%増加となりました。その

結果、2011年度のグループ3社におけるPRTR対象有害化学物

質の排出･移動量は、前年度比20.7%増となる225.0トンとなり、

単年度目標を達成できませんでした。

2012年度は、3ヵ年目標の達成に向け、錆止め塗料の見直し

など、より環境に配慮した製品への切り替えを推進していきます。

※大和ハウス工業㈱、大和リース㈱、ダイワラクダ工業㈱

当社では、2011年度より新たにVOC（揮発性有機化合物）排

出量についても目標を設定し、削減に向けた取り組みを実施し

ています。

2011年度は、主に低層賃貸住宅で使用する屋外階段の吹付

け塗料を弱溶剤系へ代替したことや、一部の工場で温風低圧

塗装機やエアコートガンを導入し塗着効率の向上を図ったこと

により、全国10工場におけるVOC排出量は、前年度比で11.3%
減となる275.4トンとなり、3ヵ年目標を前倒しで達成することが

できました。

今後は、屋外防錆仕様の見直しや、さらなる塗装効率の改善

を推進し、VOC排出量の削減に取り組みます。

事業活動プロセスにおける有害化学物質削減
塗装仕様の見直しを中心に、重金属類やVOCの
削減に取り組んでいます。

ECOプロセス｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

開発･設計～生産プロセスにおける化学物質管理の徹底
●塗装仕様の改良、塗着効率の向上
●化学物質管理体制の強化

［VOC排出量の目標と実績］

0
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400

304.3304.3
275.4275.4

307.4307.4310.5310.5

310.5

（t） 目標 実績

2013201220112010
（年度）

部門別内訳

大和ハウス工業
建築
37.2%

大和ハウス工業
住宅
62.8%

大和ハウス工業
建築
37.2%

大和ハウス工業
住宅
62.8%

11.3%削減
（2010年度比）

275.4t
（2011年度）

［PRTR対象化学物質排出･移動量の目標と実績］
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大和ハウス工業
建築
8.4%

大和ハウス工業
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21.5%

大和ハウス工業
住宅
21.5%

ダイワラクダ工業
2.0%

大和リース
68.1%
大和リース
68.1%

20.7%増加
（2010年度比）

225.0t
（2011年度）

大和ハウス工業
建築
8.4%

［鉄骨補修工程に使用する温風低圧塗装機とエアコートガン］

スプレーした塗料の周りを温風が包み込むことで、塗料の飛散が減少することか
ら従来機に比べ塗料使用量を大幅に削減

■ PRTR対象有害化学物質のマテリアルバランス　（取扱量が1.0t以上の物質で0.1t以上の排出・移動量がある物質名を掲載）

有害化学物質削減への取り組み

大気への排出量対象範囲：グループ3社（大和ハウス工業、大和リース、ダイワラクダ工業）
対象期間：2011年4月～2012年3月
単位：トン/年

廃棄物・下水道への移動料

348.7

212.5

12.3

78.2

45.5除去処理量

取扱量

製品に含有されて
持ち出される量

水域への排出

キシレン
エチルベンゼン
トルエン
1,2,4-トリメチルベンゼン
ジクロロメタン
1,3,5トリメチルベンゼン
マンガン
その他

120.6
60.1
19.2
5.1
2.4
3.2
0.8
1.1

マンガン及びその化合物
キシレン
亜鉛の水溶性化合物
エチルベンゼン
鉛及びその化合物
コバルト及びその化合物
鉛
トルエン
その他

5.8
1.8
1.4
0.9
0.7
0.5
0.4
0.3
0.5

亜鉛の水溶液化合物

0.1
0.1

温風低圧塗装機 エアコートガン
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住宅部門における有害化学物質削減 大和ハウス
グループ 建築部門における有害化学物質削減 大和ハウス

グループ

当社グループの有害化学物質排出・移動量の上位3物質は、

トルエン・キシレン・エチルベンゼンとなっており、住宅部門にお

いては、これら物質の使用量が多い塗料に着目し、継続して塗

装仕様の改善に取り組んでいます。

■ 屋外階段吹き付け塗料の弱溶剤系への切り替え
当社住宅工場では、屋外階段の吹付け塗料について、強溶剤

系を使用していましたが、2010年5月以降順次弱溶剤系への切

り替えを進めています。さらに、塗装の2層塗りのうち、上塗り

の性能を高めることで中塗り工程を省き単層塗装化を図ると

ともに、耐候性※の向上を実現しました。

この取り組みにより、屋外階段塗装工程において、PRTR対象

有害化学物質、及びVOCに該当するトルエン、キシレン、エチル

ベンゼンの排出・移動量を約10.6トン削減し、総VOCの大気排

出量を約12トン削減しました。
※耐候性：屋外の自然環境の変化による劣化を起こしにくい性質

当社の建築部門では、2007年度より自社設計物件において

鉄骨の錆止め塗料に鉛化合物を含まない鉛・クロムフリー錆止

めペイントを標準採用するなど、業界をリードする取り組みを

進めてきました。こうした取り組みが一定程度定着した現在で

は、生産部門を中心に塗装効率の向上に取り組んでいます。

■ 塗装方法の見直しによる塗装効率の向上

2011年度は、建築系工場においてPRTR対象有害化学物質

の一つであるキシレン含有が少ない希釈シンナーへの切り替

えや吹付け塗装ロス、飛散の少ないエアコートガンの導入や塗

装膜厚の適正管理などに取り組みました。

今後は、継続して塗装膜厚の適正管理などの運用改善を進

めるとともに、飛散の少ないローラーまたは刷毛塗りといった

塗装方法の試行・検証やエアコートガンの使用台数増加などに

取り組み、さらなる排出・移動量の削減を図ります。

■ ウレタン発泡の洗浄剤使用量の削減
当社グループのダイワラクダ工業では、2011年度、当社戸建

住宅向けの折戸を鋼製から木製に変更したことにより、これま

で鋼製折戸の生産に使用していたウレタン注入発泡設備の洗

浄回数が減り、洗浄剤に含まれるジクロロメタンの排出・移動量

を38.3%削減しました。

今後は、洗浄剤をジクロロメタンを含まないものへ変更する

など、ジクロロメタンの排出・移動量のさらなる削減に取り組ん

でいきます。

［階段塗料でのトルエン・キシレン・エチルベンゼン、VOCの推移］
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［ジクロロメタン排出・移動量の目標と実績］
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■ 壁パネル補修塗装における水性塗料の採用及び

   フローコーターの導入
当社グループの大和リースでは、2011年度より、壁パネル補

修用塗料に水性塗料を採用しました。また、作業効率・塗着効率

を高めるため、フローコーター（カーテン式塗装機）※を2拠点に

導入し、壁パネル補修塗装における有害化学物質の使用量削減

に取り組みました。今後は、これらの削減効果を検証し、他の拠

点への水平展開を検討していきます。

※フローコーター：塗料をカーテン状にして流し、そこへ板状の製品をくぐらせ
る（かけ流し）ことで表面に塗料を付着させる塗料循環型の塗装設備

［フローコーター工程］

塗料 基材

［フローコーター塗装機外観］

塗料噴出し口

塗料のカーテン

有害化学物質削減への取り組み
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「環境」との共創共生
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家庭用リチウムイオン蓄電池システム 大和ハウス
工業

大和ハウスグループでは、「アスフカケツノ※」事業・技術をテーマに、“明日”の人・街・暮らしに“不可欠の”次世代商品やサービスの研
究・開発を進めています。
その一つでもある環境分野においては、「地球温暖化」や「資源枯渇」といった社会的課題に着目し、住宅・建築物における省エネ・

創エネ・蓄エネなどの省CO2技術、建物や建材の再利用・再資源化を可能とする資源循環技術、エネルギーマネジメントへの活用を図る
情報通信技術を重点領域として、多様な主体との連携により、先端技術の開発に取り組んでいます。
※ア：安全・安心、ス：スピード・ストック、フ：福祉、カ：環境、ケ：健康、ツ：通信、ノ：農業

基本的な考え方

地球温暖化防止への取り組み
エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

ZEH、ZEBの実現に向けた技術開発
●「省エネ＋創エネ＋蓄エネ技術」の統合
●建築分野における環境配慮技術の開発

当社オリジナルのエネルギーマネジメント
システム（D-HEMS） 大和ハウス

工業

「D-HEMS」は、ｉＰａｄ®※の画面で、消費電力の見える化や蓄

電池の制御を行うことができる家庭用のエネルギーマネジメ

ントシステム（HEMS)です。システムの中核となるのは、アプリ

ケーションの追加更新が可能な汎用性の高いホームサーバー

で、消費電力を収集するセンサーとの通信には、国内の家電制

御の標準規格であるECHONET（エコーネット）を採用していま

す。そのため、エアコンやエコキュート等の家電・設備機器に対

応することができ、その拡張性の高さから2012年4月には、経

済産業省が実施する「HEMS」補助金制度の対象機器にも認

定されています。見える化画面の開発には、ホームサーバーに

搭載したアプリケーション開発ツールである「住宅API」を活用、

ホームページを作る感覚で、簡単にオリジナルの画面を開発す

ることもできます。

今後は、エネルギーだけで

なく、防犯や見守り、健康管

理など、さまざまなサービス

も展開させていく予定です。
※iPadは、Apple Inc.の商標です。

［iPad®※の表示画面］
住宅全体の消費電力や太陽光発電システムの
発電・売電量、蓄電池の充放電状況など、家庭
内でのエネルギー利用状況を一覧表示。

■ 家電や設備機器を統合コントロールする技術（住宅API）
住宅APIのポイントは、異なるメーカーの家電や設備機器を

簡単な命令で操作できる点です。家電機器の消費エネルギー

スマートフォンによる家電製品の遠隔
操作

検定付電力計（スマートメーター）

電力を貯めることが可能な家庭用リチウムイオン蓄電池シ

ステムとエネルギーの制御可能なD-HEMSを組み合わせた

「スマ・エコ　オリジナル」を2011年10月に販売しました。

今回の蓄電池システムは、小型であるため、遮音と排熱を両

立させた収納庫を独自開発し、住宅内に設置しています。また、

システム自体のムダな消費電力を削減するために、内部にバイ

パス回路を設けることで、充電中や停止中には放電用のイン

バータを停止させ、電力会社の電力

の供給を可能にしました。

これにより、深夜充電し、昼間放電

することで、お客さまの生活スタイ

ルを変えることなく効率良くピーク

シフトや節電ができます。また、万が

一停電が起こった場合、太陽光発電

システムによる創エネで、長時間に

わたる電力の安定供給ができます。

を収集できるほか、ボタン一つでエアコンや照明の消・点灯を

行うこともでき、住まい手の好みやライフスタイルにあった

サービスの提供が可能となります。また、創エネ、蓄エネ機器も

含めたトータルな情報収集が可能となり、街単位での省エネや

電力会社側からの要請も含めたエネルギーの最適制御を行う

「スマートグリッド」への展開が期待できます。

収納庫に設置した家庭用リ
チウムイオン蓄電池
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省エネ空調システム「エアスイート」 大和ハウス
工業

自然に近い光を導入できる光ダクト 大和ハウス
工業

LED導光板照明 大和ハウス
工業

「エアスイート」は、快適で体にやさしい温度環境を保ちなが

ら、電気代や環境への負担を減らすことができる新しい空調シ

ステムです。住まいにおける「健康」を医学的見地から検証する、

当社と奈良県立医科大学との「住居医学」講座を通じて実施し

た、健康と室温の研究結果も踏まえて新たに開発、2010年に

は戸建住宅商品「xevoYU（ジーヴォ・ユー）」の標準仕様の設備

として搭載しました。家中のエアコンを集中コントロールでき、

生活パターンにあわせて各部屋の温度を自動コントロールし、

ヒートショックの原因となる温度差を軽減します。また、「xevo」

の高い断熱性能と、この空調システムによる「快適温度」と「や

や弱め温度」を組み合わせた運転により、ムダな運転を抑え、

快適な温度環境を実現します。

光ダクトは、採光口から外の光を室内に取り入れるため、照

明に関する電力を削減できるとともに、人工照明にはない目に

優しい光を提供できます。しかし、従来の光ダクトは反射材の材

質によって光の色が青みがかったり、黄色みがかったりするとい

う欠点がありました。

そこで、当社では特定波長を反射する有機薄膜を何種類も

積層することにより、全波長の光を均等に99.9％以上反射する

フィルムを反射材として使うことで色味の変化が少なく、自然

光そのままの質の良い光を室内に導くことができる光ダクトを

照明に関する電力を削減する手段として、部屋全体の照度を

落とし、タスク（作業）照明によって作業場所の照度を確保する

タスク・アンビエント照明という手法が急速に普及しています。

アンビエント（全般）照明には、調光しやすいという理由など

からLED照明が多用されますが、影が何重にもできるという課

題も指摘されています。

そこで、当社ではメーカーと共同し、導光板という新しい技術

によってLEDでありながら面発光を可能にし、影の課題を解決

しました。また、表裏両面発光可能という導光板の性質を利用

したペンダント照明とし、天井側も照らすことで、低照度でも居

室全体の「明るさ感」も確保しています。

［「スマ・エコ　オリジナル」の電気の流れ］

③昼間に発電

D-HEMS

③電力を使用

②昼間に放電

①深夜におトクな電力を充電

③余った電力を売買③余った電力を売電太陽光発電
システム

リチウム
イオン
蓄電池

電力会社

両面発光型LED導光板照明の設置例

天井面より反射した光

天井面

室内放光口採光口

太陽光太陽光

放光口 口光放口光放

採光口採光口

光伝送道（鏡の筒）

イメージ

ECOテクノロジー（環境配慮技術の開発）

今後は、電池容量の大型化、蓄電池システムの高効率化に主

眼をおいて開発を進め、エネルギー自給住宅を目指していきま

す。

メーカーと開発しました。この技術によって、快適で健康的な室

内環境の実現を期待しています。

外張り断熱通気外壁は、戸建住宅商品「xevo」に標準採用さ

れていますが、今回、建築商品向けに一部改良して商品化しま

した。優れた省エネ性と高耐久性を確保する当社オリジナル

外壁システムで、構造体の間に充填される断熱材だけではなく、

外張断熱材が建物の構造体を包み込むことにより、高い断熱

性能を実現します。また、構造体が冷えにくく、壁体内結露を抑

制し、構造体の劣化を軽減します。

外張り断熱通気外壁
（ダイワコンフォルトタイプ） 大和ハウス

工業

外装材
1次止水

外張断熱材
（押出法ポリスチレン

フォーム3種）＋
透湿防水シート

充填断熱材
（グラスウール）

防湿シート

柱
2次止水

柱部断熱材
（グラスウール）

通気層

断面図

ちょうど満足モードリモコン



Daiwa House Group   　　 CSR Report 2012115

壁面緑化システム（大和リース） グループ
会社

屋上緑化/ecoヤネシリーズ（大和リース） グループ
会社

大和リースでは、都市にも生物多様性に配慮した豊かな自

然、潤いのある緑を創出するため壁面緑化事業を進めていま

す。フランスで多くの実績を持つ壁面緑化技術をライセンス契

約し、大和ハウス工業総合技術研究所で様々な検証を重ねて、

2011年10月から販売を開始しました。このフレームタイプの壁

面緑化システムは、十分な土の量を独自の方法で垂直に構成

し、自然に近い環境を再現できるため、生命力あふれた壁面緑

化を実現します。2011年度は、大和ハウス工業愛知北支店、神

戸支店をはじめ当社の複合商業施設フレスポ国立南など、大和

ハウスグループの施設を中心に設置しました。

大和リースでは、ヒートアイランド現象の緩和などの環境改

善に貢献するため屋上緑化事業を進めてきました。設置が容易

でローメンテナンスな経済性に優れた屋根緑化システム「セダ

ムタイプ（ecoヤネ）」をはじめ、屋上でも芝生の上でのんびり

過ごせる「芝生タイプ」、野菜づくりが楽しめる「菜園タイプ」、そ

して樹木などを植えられる「庭園タイプ」と、お客様の要望に合

わせて最適な屋上緑化を提案しています。今後も屋上緑化に

関する商品ラインナップを充実させ取り組んでいきます。

リ・ストア&リ・ビルドシステム 大和ハウス
工業

自然環境との調和（生物多様性保全）
への取り組み

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

人と自然をつなぐグリーンイノベーション
●壁面緑化、屋上緑化システムの開発・拡充
●ビオトープ技術の確立

当社では、テナント様の出退店に伴い解体・新築を繰り返す

ケースのあるロードサイド店舗向けに、移設・再建築可能な「リ・

ストア＆リ・ビルドシステム」を開発、普及を進めています。

当システムでは、建物を構成する主要な部材を全て工場生産

し、分解・再生・再利用が容易な取り付け方法としており、市場環

境の変化によって不要となった建物を分別解体し、主要部材を

当社の工場で再生（リ・ストア）することで、新たな土地に再建築

（リ・ビルド）することを可能としました。基礎・鉄骨・外壁・屋根な

どの主要な部材を含め全体で約70％※（金額比）の部材が再利

用でき、ライフサイクルCO2は在来工法に比べて約25％※削減

できます。

なお、2011年度は128棟で当システムが採用され、2005年

度からの累積棟数は456棟となりました。

※当社試作棟での検証結果。ライフサイクルCO2は建替え周期15年、評価期間
45年で算出。

「フレームタイプ」
（大和ハウス工業　神戸支店）

「フレームタイプ」
（大和ハウス工業　愛知北支店）

屋上菜園システム
「菜園タイプ（ecoヤネfarm）」 

屋根緑化システム
「セダムタイプ （ecoヤネ）」 

資源保護への取り組み
エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

資源循環・3R技術の開発
●リビルド/コンバージョン技術の開発
●再生建材の開発、実用化

試作実験棟

［リ・ストア＆リ・ビルドシステムの普及
状況（累積）］
（棟）
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リサイクルプラスチックによる地盤補強工法
「D-TEC ECO＋」 大和ハウス

工業

D-TEC ECO+（ディーテックエコプラス）工法は、戸建住宅等

の小規模建築物の建設において表層から2m程度までの地盤

が軟弱な場合に、建物の基礎下にプラスチック製の補強材を打

設する地盤補強工法です。

本工法で用いる補強材は、容器包装リサイクル法※により回

収されるプラスチックや工場から排出されるプラスチックを原

料として製造され、本来、産業廃棄物として廃棄するものをリサ

イクルすることで、環境負荷の低減に貢献しています。養生期

間が不要であるため工期の短縮が可能で、振動・圧入により補

ECOテクノロジー（環境配慮技術の開発）
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植物工場ユニット「agri-cube」 大和ハウス
グループ

植物工場ユニット「agri-cube（アグリキューブ）」は、当社が

永年培ってきた建築の工業化の思想を受け継ぎ、大和リースと

共同で新たに開発したユニットを採用し、植物を栽培するため

に必要な照明や水耕栽培設備、エアコンなどを組み合わせパッ

ケージ化した商品です。当社の流通店舗事業を通じて、外食産

業向けに野菜を育てることができる小規模サイズの植物工場

「agri-cube」の販売を開始しました。将来的には、住宅やマン

ションなどで利用できる小型サイズのものや、高級レストラン、

コンビニエンスストア等でも利用できる店舗内設置タイプの

植物工場を開発していく予定です。

agri-cube E 内部の様子

有害化学物質による汚染防止への取り組み
エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略

室内空気質改善技術の商品化
●化学物質吸着建材の標準化
●ハイブリッド換気システムの開発
●土壌汚染対策技術の開発

VOCや油類を分解する土壌浄化システム
「DO-SE工法」 グループ

会社

大和小田急建設の「DO-SE（ドゥ セ）工法」は、電気分解によ

る電解水の持つ強力な酸化力でVOC（揮発性有機化合物）や

重油等を分解し、汚染された土壌を浄化するシステムです。電

解水に含まれる活性酸素およびヒドロキシラジカルは、非常に

強い酸化力を持ち、有機物を分解します。「DO-SE工法」は、汚

染土壌を分級した後、水と電解水で洗浄し、浄化を行ないます。

このシステムは、オンサイト（現地）で行うため、浄化した土を埋

め戻しに再利用することができ、施工コストを従来の掘削除去※

に比べて大幅なコストダウンと環境負荷の低減を図ることがで

きます。今後、石油化学工場跡地等の土壌浄化を積極的に提案

していきます。
※汚染土壌を掘削、処分場へ運搬、処分するとともに購入土で埋め戻す方法

※VOC ： 揮発性有機化合物 「DO-SE工法」浄化装置

補強材打設状況リサイクルプラスチック製の補強材

ECOテクノロジー（環境配慮技術の開発）

強材を地盤に貫入するため、打設後の地表面にほとんど土が

排出されず残土処理の必要がありません。さらに、小型の施工

機械を使用するため、表層改良等の従来工法と比べて施工が

容易なことが特徴です。

※容器包装リサイクル法：家庭から出るごみの約6割（容積比）を占める容器包
装廃棄物のリサイクル制度を構築することにより、一般廃棄物の減量と再生
資源の十分な利用等を通じて、資源の有効活用の確保を図る目的で制定さ
れた法律



ECOコミュニケーション
「環境」との共創共生

環境Webサイトを軸とした情報発信の強化と
双方向コミュニケーションの充実 大和ハウス

グループ
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環境行動スローガンの策定と展開 大和ハウス
グループ

当社グループの地球環境への取り組みに対する強い思いと

社会に向けたメッセージとして、2009年4月に環境行動スロー

ガン「未来を、つなごう　We Build ECO」を策定、「環境グリー

ンラベル」を定めました。これらは、環境配慮商品・サービスに関

するコミュニケーションツールや広報活動、環境活動などで使

用し、当社グループの環境に対する企業姿勢を表しています。

今後も環境行動スローガンを軸に、積極的にコミュニケー

ションを推進していきます。

（スローガンに込めた思い）
当社グループのシンボル「エンドレスハート」のもと、環境への取り組

みで社会をリードしていくことへの強い決意を表現しています。

Webサイトを活用し、ステークホルダーの方々へより効果的

に情報を発信するとともに、一般生活者を巻き込んだ双方向コ

ミュニケーションの充実を図っています。

社内外へ当社グループの環境に対する考え方や取り組みについて、わかりやすくお伝えするとともに、ステークホルダーとの対話（双方
向コミュニケーション）を行い、環境活動の改善につなげていくことが大切だと考えています。
そこで、当社グループではCSRレポートによる情報開示や、広報活動・広告・展示会への出展などを通じた情報発信、Webサイト等によ

る対話など、積極的にステークホルダーとのコミュニケーションを行っています。
また、こうした情報媒体を通じたコミュニケーションだけではなく、従業員が日々 接するステークホルダーの方と交わすコミュニケーション

も重要と考え、社内報やイントラネット、顕彰制度などを通じて、従業員の環境意識や知識の向上に努めています。

ステークホルダーを巻き込んだ
コミュニケーションの展開

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略
●環境Webサイトを軸とした情報発信の強化と
　双方向コミュニケーションの充実
●地域社会と連携した環境コミュニケーション活動の展開

■ 環境への取り組み事例をわかりやすく紹介する「大和ハウスとエコ」

Webサイト「大和ハウスとエコ」では、当社グループの環境

行動スローガン「未来を、つなごう　We Build ECO」を紹介す

るとともに、当社が提供している環境配慮住宅や建築、街づく

りの事例を紹介する「街づくりで、We Build ECO」、事業活動に

おける環境への取り組みを紹介する「わたしたちの、We Build 
ECO」、ステークホルダー参加型のWebサイトを紹介する「み

んなで、We Build ECO」などのコンテンツを掲載。

今後も、より

一層当Webサイ

トを充実させて

いきます。

基本的な考え方

［環境グリーンラベル］

関連項目 環境コミュニケーションサイト　「大和ハウスとエコ」

施工現場のイメージシート
一定以上の環境配慮に取り組む施工現
場には、「環境グリーンラベル」を掲示。

・Webサイト「大和ハウスとエコ」
・Webサイト「エコ未来設計図」
・情報誌「暮らしのレター」
・環境広告
・CSRレポート（ダイジェスト版）

・メルマガ「エコと暮らし」
・環境展示会
・季刊誌「SMA×ECO」
・Webサイト「もっとみんなで
　　　　　　　ECOチャレンジ」

・CSRレポート（詳細版）

分類 主な媒体・コンテンツ

・第三者意見交換会
・ステークホルダーミーティング

①
① ②

③ ④

②

④

③

専門家向け

一般向け

情
報
発
信
型

対
話・参
加
型

http://www.daiwahouse.co.jp/eco/index.html
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■ 環境・社会活動の年次報告「CSRレポート」の発行
当社グループでは、環境活動の年次報告として2000年度から

「環境報告書」を発行、2005年度からは名称を「CSRレポート」

に変更し、ステークホルダーごとに取り組み状況を報告する等、

社会的側面の報告も充実させています。

2012年度は、ダイジェスト版と詳細版をｅ-books（PDF）形式

で作成。ダイジェスト版では、2011年度のトピックスを紹介、写

真やイラストを多用して「読みやすさ」を重視。詳細版は、当社

グループの取り組みについて幅広く全容を報告するとともに、

具体的な事例やデータ等、より詳しい情報を掲載し開示情報の

量的向上を図る一方、掲載情報を選択して質的向上も図ってい

ます。また、Webサイト上にフォトギャラリーやフリーワード検

索を公開し、詳細版への誘導や検索性の向上を図っています。

■ 未来の街・暮らしを共に考える「エコ未来設計図」
当社グループは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、

幅広い事業に取り組むなかで、「環境中長期ビジョン2020」の

実現に向け、住宅や建築物における環境への取り組みを加速

させています。

2011年度は、当社グループの先進的な取り組みの紹介と、

私たちが目指す未来の街や暮らしを共に考えるきっかけとして

「エコ未来設計図」を作成しました。今後、さまざまなステーク

ホルダーの方々とのコミュニケーションに積極的に活用してい

きます。

フォトギャラリー

詳細版
（PDF）

ダイジェスト版
（PDF）

専門的情報
（詳細情報）

CSRトピック

社会 環境 お客さま 株主 取引先 従業員

関連項目 「エコ未来設計図」

ECOコミュニケーション

冊子Webサイト

関連項目 大和ハウスのメールマガジン

■ 身近なエコ豆知識を定期配信する「エコと暮らし」
当社では、「エコと暮らし」をテーマにしたコラムをWebサイ

トで公開し、メールマガジンで定期的に配信、約77,000名※の

方にご登録いただいています。

2011年度は、メールマガジン会員の節電に対する取り組み

状況や猛暑に備えるアイデアを募集してWebサイトで発表しま

した。今後も身近な環境に関する豆知識などを取り上げるとと

もに、当社の環境への取り組みも紹介していきます。
※2012年5月末現在

<メールマガジン会員さまの声> 
・文章が分かりやすくて、中学生の私にも理解できました。もっと街に緑が増え
たら、涼しくなるし癒されると思います。（10代 女性） 
・自分はエコには大変興味があって、少しは知っているつもりでいたけど、まだ
まだ知らないことがたくさんあるんだなと思いました。もっと色々なことを
知る必要があるなと思います。（20代　女性） 

■ ご契約者様向け環境スペシャルコンテンツ
　「もっとみんなでECOチャレンジ」
毎日の暮らしで使用するエネルギー起因のCO2排出量を減

らすには、建物の省エネ性能だけでなく、住まい手の暮らし方

が重要なポイントです。そこで2009年4月から、オーナー様向

けサイト「ダイワファミリー倶楽部※」内に、地球環境にやさしい

暮らしの情報をご提供するスペシャルコンテンツを開設しまし

た。このサイトでは、オーナー様（住まい手）が普段取り組んで

いるエコ活動やエコアイデアを持ち寄り、オーナー様同士のコ

ミュニケーションの場を提供、エコ意識の高い人の輪を広げて

います。また、簡単にできる省エネの紹介やCO2家計簿など、楽

しみながら継続して省エネ活動を実践していただけるコンテン

ツも掲載。今後、より多くのご契約者様に参加していただけるよ

う、積極的に呼びかけていきます。
※オーナー様向け専用サイト。「住ま
い」の資産価値を守るために自分で
できるメンテナンス方法のご紹介
や、当社グループからのご優待情報
等を掲載したWebサイト。

「もっとみんなでECOチャレンジ」

関連項目 もっとみんなでECOチャレンジ

http://www.daiwahouse.co.jp/live/smarthouse/ecofuture/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/mail/index.html
https://www.d-family.jp/KURASI/eco/login.asp
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地域社会と連携した
環境コミュニケーション活動の展開 大和ハウス

工業

冊子による情報発信 大和ハウス
工業

環境広告 大和ハウス
工業

環境展への出展 大和ハウス
グループ

■ お客さま向け情報誌と、子ども向け読本の配布
当社では、オーナー様やこれから家づくりを検討されている

方々に向け、定期刊行物を発行しています。

毎月発行する「暮らしのレター」、隔月発行の「マイハッピー

ファミリー」、お子さま向けの読本「人にも地球にもやさしい住

まい」等で地球環境問題への意識を高めていただくための特

集を掲載しています。

Webサイトだけでなく、気軽に手にとって読んでいただける

ツールとして、冊子による情報発信も行っています。

■ 一般生活者向け環境季刊誌「SMA×ECO」の発行

2011年度は、日経BP発行の雑誌「ecomom」と連携し、環

境季刊誌「SMA×ECO（スマエコ）」を発行しました。この冊子

は、一般の方を対象に世界の先進的なエコライフや当社グ

ループの環境事例を雑誌風にご紹

介。日々の暮らしに役立つ環境に優

しいライフスタイルをご提案して

います。スマートハウスを特集した

第一号には、約490名の読者からご

意見をお寄せいただきました。今後、

いただいたご意見を紙面に反映し、

より生活者に身近な冊子にすると

ともに、私たちの環境活動にも活か

していきます。

当社では、多くの方に見ていただける広告やCMを通じて、環

境への取り組みや環境配慮商品を紹介しています。

2011年度は、地球にも家計にも優しい家づくりを目指し、「電

気を自給自足する家へ」をテーマとした広告として、CM「その

明かり」篇を制作しました。今後も、多くの方に共感いただける

ような未来に向けた環境への取り組みを発信していきます。

■ こどもエコ・ワークショップの継続開催
次代を担うこどもたちに地球環境の大切さを伝え、理解して

もらうとともに、持続可能な社会を実現するために親子で一緒

に環境問題について「考え・つくり・発見する」家模型づくりワー

クショップを2005年度から継続して実施しています。

このワークショップは、誰にとっても身近な「家」をテーマに、

夏涼しく冬暖かくて気持ちいい、エコな家模型をつくるもので、

これまでに約5,000名以上の

方にご参加いただきました。

今後もワークショップを通じ、

社会貢献活動に取り組んで

いきます。

当社グループでは、環境展や環境に関するイベントに出展し、

環境配慮商品や取り組み事例をご紹介しています。

関連項目 暮らしのレター

関連項目 こどもエコ・ワークショップ

関連項目 SAKURA PROJECT

「暮らしのレター」
「人にも地球にもやさしい住ま
い」

［主な展示会出展（2011年度）］
展示会名 社名 開催地/開催時期

建築再生展2011 大和リース 東京/2011年6月

リトル東京デザインウィーク2011 大和ハウス工業 ロサンゼルス/2011年7月

エコプロダクツ2011 大和リース 東京/2011年12月

第2回エコハウス＆エコビルディングEXPO
大和ハウス工業・
大和リース

東京/2012年3月

ECOコミュニケーション

SAKURA PROJECTやこどもエコ・ワークショップなど、地域社

会と連携したコミュニケーション活動も推進しています。

■ SAKURA PROJECTの展開

2010年度から環境配慮住宅「xevo」が建てられるごとに、そ

の売り上げの一部を通じて、その地域の幼稚園や小学校に桜

の植樹を実施。2012年3月末現在、9ヵ所：1,143名の方にご参

加いただいています。

環境広告

テレビCM「その明かり」篇

当社展示場でも配布している
「SMA×ECO」

http://www.daiwahouse.co.jp/letter/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/sakura/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/eco/event/index.html
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ECOコミュニケーション

エコ・スペシャリストの育成 大和ハウス
工業

全役職員の環境意識の向上と環境
行動の実践

エンドレスグリーンプログラム2013の重点戦略
●「環境知識＆行動調査」の実施とエコ・スペシャリストの育成
●社内顕彰制度の充実

「環境知識＆行動調査」で現状を把握し、研修や環境教育を

実施。社内報等による環境意識啓発にも取り組んでいます。

■ 「環境知識＆行動調査」の実施
当社では、全従業員の環境知識向上と環境行動のさらなる

推進を図るため、2011年度、「環境知識と行動に関する調査」

を新たに実施しました。この調査は、当社従業員の環境に関す

る現状の課題と問題点を把握し、その結果を今後の環境教育

等に活用して、当社の環境への取り組みのレベルアップを図る

ことを目的としています。

初めてとなる2011年度は、環境知識・行動ともに不足している

「エコ・ビギナー」が約52％と最も多い結果になりました。今後

は、環境知識・行動ともにできている「エコ・スペシャリスト」を増

やせるよう、環境教育の充実をより一層図っていきます。

【エコ・
　プレーヤー】

【エコ・
　インテリジェンス】

【エコ・ビギナー】

2011年度実績

【エコ・
　スペシャリスト】

行動（低）

知識（高）

知識（低）

行動（高）

★

［2011年度のエコ診断結果］

エコ・ビギナー
52％

エコ・スペシャリスト
21％

エコ・
インテリジェンス

20％

エコ・プレーヤー
7％

(n=9,397)

■ グループ環境社内報「We Build ECO Press」の発行
当社グループでは、隔月で環境社内報「We Build ECO 

Press」を発行。環境関連ニュースやグループ内の環境先進事

例、従業員のエコ活動などをイントラネットで紹介することによ

り、環境意識向上に取り組んでいます。

年一回、事業所で取り組んでいる環境活動を顕彰。優秀事例

の水平展開を図っています。

■ 環境優秀事例社長表彰「Challenge! We Build ECO
　コンテスト」の実施

当社では、2008年度から各事業所で取り組む環境活動を顕

彰する「Challenge! We Build ECOコンテスト」（環境優秀事例 
社長表彰）を実施しています。

2011年度は、全国の事業所から応募のあった100件の事例

から、社長賞2件、環境担当役員賞2件、優秀賞3件を選出しまし

た。また、今回よりステークホルダーとの対話や情報発信を対

象とした「ECOコミュニケーション部門」、環境負荷低減に資す

る先導技術の実用化を対象とした「ECOテクノロジー部門」を

追加し、それぞれ大賞を１件選出しました。今後も社長表彰制

度を継続するとともに、優秀事例の水平展開を進めていきます。

社内顕彰制度の充実 大和ハウス
工業

事
例

【ECOコミュニケーション部門　大賞】
なつみ台　住民によるECOな街づくり

当社大阪都市開発部では、なつみ台（奈良県五條市）にお住まい
のオーナー様が自ら五條地区の在来種などのドングリを育成し、造
成によって発生した法面に植えることで森林を復元していく、住民
参加型のエコな街づくりを企画、3年間継続して取り組んでいます。

2 0 1 1年度は、5 4名の
オーナー様にご参加いた
だき、合計1,650個のどんぐ
りの植え付けを行いました。
今後も地域の方々と共に、
この活動を継続していきま
す。

どんぐりをポットに植え付けている様子

「We Build ECO Press」

［表彰事例一覧］

社長賞
（2件）

戸建住宅
自然エネルギーを積極的に利用した低炭素な街づくり
「ブルームスクエア石神井公園Ⅱ」

マンション
太陽光発電＋ガスコージェネレーション　環境配慮型マ
ンションへの取り組み「プレミスト稲毛海岸」

環境担当役員賞
（2件）

賃貸住宅 電気自動車カーシェアリング＋急速充電器付き賃貸住宅

環境エネルギー
コンビニエンスストア向け次世代型省CO2モデル事業の
展開

優秀賞
（3件）

戸建住宅 緑が息づく美しい街づくり「xevo SQUARE 池田緑丘Ⅱ」

建築 環境に配慮した工場提案「ザ・パック東京工場」

工場
電力使用量削減によるCO2排出量削減と節電要請への
取り組み

ECOコミュ大賞
（1件）

̶ なつみ台　住民によるECOな街づくり

ECOテク大賞
（1件）

̶ 「スマ・エコ　オリジナル」の開発および商品化
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環境マネジメントシステム 大和ハウス
グループ

当社グループは、環境ビジョンに定めた「環境理念」、「環境活

動重点テーマ」、「環境行動指針」をもとに策定した中期環境行

動計画「エンドレス グリーン プログラム」を確実に達成するた

め、部門単位でそれぞれ半期ごとに計画を策定し、活動を推進

しています。その実績と自己評価を経営者に報告、レビューし、

継続的な改善につなげています。

推進体制としては、環境担当役員を委員長とする全社環境

推進委員会を年2回開催し、当社グループが取り組むべき環境

活動の方向性や重点戦略、課題について審議・決定しています。

また、委員会の下部組織として、各担当役員をトップとした11の

専門部会を設置。3ヶ月に一度の部会レビュー会議において、目

標に対する実績管理や重点実施事項等について討議し、きめ

細かなPDCAサイクルを実施して環境への取り組みを推進し

ています。

大和ハウスグループは、環境マネジメントに関する国際規格「ISO14001」の基本的な考え方をもとに、独自の環境マネジメントシステム
を構築し、事業活動のあらゆる側面から環境活動を推進、継続的に改善しています。

多岐にわたる事業領域を有する当社グループでは、「グループ環境ビジョン」を全グループ会社で共有、環境活動の方向性を審議・決
定する「全社環境推進委員会」を通じて、期ごとの重点戦略や最新の環境規制を各部門・各事業に徹底するとともに、部門横断型の小
単位での「部会」活動の充実により、それぞれの特性に応じたきめ細かな改善活動を進めています。

基本的な考え方

■ グループ環境経営の推進～グループ環境経営評価～
当社グループでは、グループを挙げて環境への取り組みを

進めていくことを「グループ企業倫理綱領」に定め周知・推進す

るとともに、「グループ環境ビジョン」を制定しグループ会社へ

の環境経営の展開を進めています。2011年度からスタートし

た「エンドレス グリーン プログラム 2013」では、環境マネジメ

ントの対象範囲を資本関係の密接な主要連結子会社へ拡大し、

合計28社で数値目標を設定し取り組みを推進しています。また、

環境負荷の大きい主要グループ会社15社の業績評価に「環境

経営」の項目を追加し、グループ会社の環境活動の進捗を評価

する「グループ環境経営評価」を実施しています。

■ ISO14001の認証取得
当社では、1998年4月から段階的に生産購買本部（購買部除

く）と全10工場において環境マネジメントシステム（国際規格 
ISO14001）の認証を取得し、継続的に環境負荷低減の活動を

続けています。なお、一部のグループ会社でも同規格の認証を

取得し、活動を行っています。

特に環境負荷低減においては、当社独自の環境影響評価にて

「著しい環境影響」を特定し、原因となる「環境側面」に対し、目

標を定めて改善を図っています。

［グループ環境マネジメントシステムの拡大］

大和ハウス工業を含む
グループ3社

事業のつながりが密接な

グループ会社

第1ステップ
2005～2007年

大和ハウス工業を含む
グループ13社

環境負荷の大きい

主要グループ会社

第2ステップ
2008～2010年

大和ハウス工業を含む
グループ28社

資本関係の密接な

主要連結子会社

第3ステップ
2011年～

［ISO14001認証取得状況］

社名 認証取得範囲

大和ハウス 生産購買本部（購買部
除く）及び全10工場

大和リース 全社

大和物流
本社品質環境推進課・
三重支店・奈良支店・
関西配送センター

（2012年3月31日現在）

［環境影響評価から目標設定へのフロー］
サイト影響評価

環境に与えている影響を、項目ごとに評価し、
著しい環境影響の項目を特定する。

目標設定
著しい環境側面を情報のひとつとして配慮事項の

フィルターをかけ、目標を設定する。

側面影響評価
著しい環境側面単位に、その影響を評価し、著しい

環境影響の原因となる（なりうる）環境側面を特定する。

［環境マネジメント体制］
環境統括責任者（社長）

担当役員

部会レビュー会議（議長：主管部門長）

＜全社体制＞

＜部会体制＞

←環境推進責任者

環境部（事務局）

主管部門（事務局）

商品・サービスの提供による環境負荷低減事業活動プロセスによる環境負荷低減

オフィス
部会

ファクトリー
部会

関連部門長

関連部門

事務所

協力会社

工場

協力会社

関連部門長

関連部門

関連部門長

関連部門

物流
部会

戸建住宅
部会

集合住宅
部会

流通店舗
部会

建築
部会

マンション
部会

住宅リフォーム
部会

住宅施工
部会

建築施工
部会

専 門 部 会（ 1 1 ）

全社環境推進委員会（委員長：環境担当役員）

年2回、「全社環境推進委員会」にて
経営者によるレビューを実施

3ヶ月に一度、「部会レビュー会議」にて
担当役員によるレビューを実施

グ
ル
ー
プ
会
社
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■ 環境監査
当社では、年2回、本社部門にて全10工場に対し、環境マネジ

メントシステムの運用状況及び環境パフォーマンス、汚染の予

防、リスク回避の状況について内部監査を計画的に実施し、確

認しています。また、その内容については経営層へ報告し、レ

ビューのためのインプット情報にしています。

■ 環境パフォーマンスデータの管理
環境活動の推進には、環境パフォーマンスデータを正確かつ

迅速に把握することが重要です。

そのため当社では、独自の環境情報システム「ei-system」を

構築し、事業所の環境データを収集・集計、活動実施状況を把

握・管理しています。

また、2011年度より対象範囲をグループ会社へ大きく拡大

するにあたり、「エンドレス グリーン プログラム」の目標管理シ

ステム「ECO管！」を独自に開発、エネルギー使用量・CO2排出

量・廃棄物排出量等の環境データを四半期ごとに集計し、進捗

管理をしています。本システムでは、「エンドレス グリーン プロ

グラム」の対象範囲となっているグループ会社の目標達成度や

データを閲覧することができ、環境への取り組み状況をグルー

プ内で共有、環境活動のさらなる推進へとつなげています。

エネルギー管理標準に基づく点
検状況を確認している様子（当社
三重工場）

環境教育 大和ハウス
グループ

当社では、全従業員の環境意識向上のため、定期配信してい

るグループ環境社内報「We Build ECO Press」などを通じて意

識啓発に努めるとともに、全従業員を対象とした一般教育、特

定の環境リスクに焦点を当てた専門研修を実施しています。

専門研修では本社部門が中心となり、住宅部門や建築部門

などの部門別に、当社の環境リスクである廃棄物管理や土壌汚

染対策に重点をおいて実施し、一般教育では全従業員を対象と

して階層別に温暖化対策等を含めた環境一般の教育を実施し

ています。

2011年度は、従来から実施してきた一般教育について一部

の海外グループ会社へ展開するとともに、化学物質管理ガイド

ラインの策定に合わせて、化学物質管理に関する専門教育とし

てeラーニングを実施しました。

今後は、海外も含むグループ会社でのプログラムをより充実

し、環境知識の向上と環境意識の浸透を図っていきます。

［2011年度 環境教育実施状況］

分類 内容 形態 人数等

専門研修

廃棄物監査 監査 各事業所年2回
（延べ200回）

土壌汚染対策研修 研修 155名

化学物質対策
（室内空気質編） eラーニング 4,187名

化学物質対策（工場編） eラーニング 2,619名

環境配慮設計（全般） 研修 130名

環境配慮設計（オフィス編） 研修/施設見学 266名

一般教育

新入社員研修 研修 233名

新入社員フォロー研修 研修 71名

キャリア採用者研修
（建築系技術）<国内・海外> 研修 国内：37名

海外：  4名

海外グループ会社研修 研修 1社
［環境パフォーマンスデータ管理の仕組み］

グループ 27社
（本社）

……

……

大和ハウス
（本社）

大和ハウス
（環境部）

大和ハウス
（事務所・工場など）

目標管理システム
「ECO管！」

四半期報告
（Web）

月次報告
（Web）

集計・分析

各社・各事業所へ
フィードバック

環境情報システム
「ei-system」

CSRレポートでの
開示

各種アンケート
への回答

環境マネジメント
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当社では、環境に関する法管理については環境部が主管と

なり各部門に法令・ルールの徹底を促しています。また、多くの

環境法令が関係する生産部門では生産部が主管となり、法律

の一元管理を行うとともに、各工場にも法管理の担当者を育

成・配置し、条例等を含めた法管理の強化を図っています。法規

制などの改正時には、主管部署から各事業所へ改正内容や対

応策を発信し、問い合わせ等にも対応しています。

また、万が一法令違反や環境に関する事故・苦情などがあっ

た場合の対応方法についても手順を定め、生産部門では定期

的に教育訓練を実施するなど適切に対処できる体制を整えて

います。なお、2011年度は環境関連法に関して重大な違反・訴

訟問題はありませんでした。

当社工場では、未然防止の観点から大気汚染防止の管理体

制の強化に努めています。近年、ばい煙の排出基準違反やデー

タの改ざん等が社会問題化したことを受け、当社では2007年

度より各工場で大気汚染防止法における過去3年間の測定結

果やその点検記録等を再確認しており、2011年度も継続して

確認を行いました。

なお、2011年度は大気汚染に関する行政の立ち入り調査等

はありませんでしたが、ばい煙等の排出基準は継続して遵守し

ています。

当社工場において公共用水域（海域・河川）への主な放流源

は、電着塗装装置の排水処理設備や浄化槽からの排水で、その

排水処理設備からの水質について監視強化に努めています。

しかしながら、2011年度は三重工場・九州工場の2工場にお

いて、生活環境項目である一部（窒素）について基準値超過が

あり、行政への報告を行いました。なお、その後法違反となるよ

うな基準値超過はなく行政指導等もありません。

当社は、廃棄物の不適正処理リスクの低減を目指し、2007年

度より全国8地区に廃棄物管理スタッフを配置して廃棄物管理

体制の強化に当たっています。

廃棄物管理スタッフは、事業所と連携して廃棄物の処理を委

託している全ての業者をチェックし、優良な業者を選定するこ

とで適正処理の徹底を図っています。

社内においては、廃棄物監査によって事業所の廃棄物管理

レベルを定量評価し、課題や改善度合いを明確にして管理レベ

ルの底上げを図り、eラーニング等によって社員の三識（意識・

認識・知識）の向上を図っています。

環境リスクの低減
未然防止に向け、法を上回る自主基準の設定や管理
体制の強化に継続して取り組んでいます。

環境法令を遵守する仕組み 大和ハウス
工業

大気汚染防止への取り組み 大和ハウス
工業

水質汚濁防止への取り組み 大和ハウス
工業

廃棄物管理の強化 大和ハウス
工業

［法規制管理のフロー］

改正・制定された法律の公布

毎
月

毎
月

毎
日

随
時

情報発信媒体による
改正情報などの入手

通達による社内指示
特設の環境法管理ホームページによる情報連絡

修正などの情報の把握

対応および実施の確認

官報の確認

改正ポイントのまとめ法律原文の入れ替え

また、処理業者の許可情報やマニフェストの発行・回収等

については、イントラネットを活用した環境情報システム「ei-
system」で管理することにより、人的ミスを防止するとともに

業務の効率化を図っています。

施設調査の様子 ei-systemの画面

ばい煙発生施設（ボイラー）（東北工場）

環境マネジメント
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土地取引・建設工事に伴う土壌汚染の拡散
防止への取り組み 大和ハウス

工業

東日本大震災に伴う原子力発電所の事故により放出された

放射性物質による環境汚染に対処すべく、「放射性物質汚染対

処特措法」が制定され、2012年1月に施行されました。同法に

基づき放射線の調査対象区域が定められ、今後国や市町村に

よる除染が本格化される見込みです。

そのようななか当社では、取り扱う主要な建材について、集

中購買品の取引先リストより、放射線量が高い地域からは調達

していないことを確認。サンプルで建物の放射線量の測定を

実施し、問題ないレベルであることを確認しています。また除

当社では、販売用土地の購入にあたって、原則全ての物件で

購入前に地歴調査を実施しています。地歴調査で土壌汚染の

おそれがあると判断された場合には土壌調査を実施し、必要な

場合には措置を行ったうえで販売しています。

また、建設工事時に一定以上の土壌の搬出入がある場合は、

事前に土壌の産地を確認したり、土壌の品質検査を実施するな

ど、二次汚染を起こさないよう対策を講じています。

石綿問題に対する当社の取り組み状況を当社Webサイトに

随時公開し、2005年には過去に販売した鉄骨系住宅（戸建住

宅・賃貸住宅）商品における石綿含有建材使用状況を検索でき

るシステムを公開しました。なお、現在販売している商品につい

ては石綿を使用しておりません。

また、過去に当社が建築した建物の一部に石綿含有建材を

使用している場合がありますが、当該部位に劣化・損傷がなけ

れば通常の居住状態では石綿の空気中への飛散はほとんどな

いと考えています。

社員の健康被害状況の把握については、過去に石綿を取り

扱っていた施工現場・工場で業務に携わっていた社員を対象に

2006年度より石綿健康診断を継続的に実施しています。

また、吹付け石綿を使用していることが判明した4つの自社

所有建物のうち2つの建物の当該部位については吹付け石綿

の除去が完了し、残り2つの建物の当該部位については飛散防

止措置（囲い込み）が完了しています。

当社では、土壌汚染対策法の遵守及び、リスクマネジメント

の一環として、工場の土壌調査を計画的に実施しています。

2011年度は、増改築工事に先立ち、堺工場にて土壌調査と

対策を実施しました。その他の工場についても順次、実施して

いく予定です。

【堺工場増改築に伴う土壌調査・措置】

当社堺工場の増改築工事が、土壌汚染対策法４条「3,000㎡

以上の土地の形質変更」に該当したため、土壌ボーリングによ

る深度調査など土壌汚染に関する調査・措置を実施しました。

その結果、敷地の一部で土壌基準の超過を確認したため、基準

を超過した土壌の掘削除去を行いました。

放射線問題への取り組み 大和ハウス
工業

石綿（アスベスト）問題への対応 大和ハウス
工業

当社工場における土壌汚染対策 大和ハウス
工業

排水処理施設（岡山工場）

関連項目 石綿（アスベスト）問題への対応について

関連項目 【詳細】　サイトレポート：三重工場、九州工場

染事業については、グループ内で土壌浄化技術を応用した放

射性廃棄物減容化技術の研究・開発に取り組んでいます。

土壌ボーリングによる深度調査の
様子（堺工場）

汚染土壌の掘削除去の様子
（堺工場）

環境マネジメント

http://www.daiwahouse.co.jp/info/asbestos.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/2012/sitereport.html


売上高あたり建設廃棄物排出量 +15.0%
（2010年度比）

建設廃棄物リサイクル率 89.7%

事業活動プロセスにおけるCO2排出量 －2.6%
（2010年度比）

生物多様性自主基準適合率
開発  92.4%

街づくり  61.9%

CO2削減貢献度 5.3倍

商品・サービスの提供によるCO2削減貢献量 +37.1%
（2010年度比）
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※CO2削減貢献度＝商品・サービスの提供によるCO2削減貢献量÷
事業活動プロセスにおけるCO2排出量

※その他の環境データについては、「環境データブック2012」を参照してください。

地球温暖化防止 資源保護

PRTR対象化学物質排出･移動量 +20.7%
（2010年度比）

VOC（揮発性有機化合物）排出量 －11.3%
（2010年度比）

有害化学物質による汚染の防止

環境データダイジェスト
「環境」との共創共生

自然環境との調和（生物多様性保全）

<自己評価基準>
　　　 2011年度目標達成　　　　 2011年度目標未達成（2010年度実績より改善）

　　　 2011年度目標未達成（2010年度実績より悪化）

※2010年度はサンプル調査の結果

0

2

4

6

8

4.6
3.7

5.5

5.3 6.7

（年度）
2012 201320112010

（倍） 目標 実績

0

50

100

150

200

250

220.6220.6

176.2175.1

181.9181.9157.5157.5

126.8127.7

（万t-CO2） 目標 実績

2013201220112010
（年度）

0

10

20

30

40

50

33.133.1

33.333.2

33.133.133.933.9

34.134.1

（万t-CO2） 目標 実績

2013201220112010
（年度）

（%）
（街づくり）

目標 実績

0

20

60

40

80

100

61.9

60.0
70.0

80.0

（59.7）

（年度）
2013201220112010

0

20

60

40

80

100 92.4

90.0 90.0 90.0
（100.0）

（年度）
2013201220112010

（%）
（開発）

目標 実績

2010 2011 2012 2013
（年度）

（kg/百万円） （千t）実績（総量）
実績（原単位）
目標（原単位）

0

50

100

150

200

0

25

50

75

100

98.1
122.7

76.1

73.4 70.8

90.5
78.7

0

90

80

100

90.0%
92.5%

95.0%

88.2%

89.7%

（年度）
2012 201320112010

目標 実績（％）

0

100

200

300

400

175.2
225.0

180.8

184.5184.5

186.4

（t） 目標 実績

2013201220112010
（年度）

0

100

200

300

400

304.3304.3
275.4275.4

307.4307.4310.5310.5

310.5

（t） 目標 実績

2013201220112010
（年度）

関連ページ P.91～ 100 関連ページ P.105～108

関連ページ P.109～112

関連ページ P.101～104

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=5
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf


第三者意見
「環境」との共創共生

Daiwa House Group   　　 CSR Report 2012126

環境課題を事業戦略に組み入れ

ステークホルダーに向きあうことで
リスク対応

第三者意見を受けて

変化に適応した事業推進

大和ハウスグループでは、2020年に向けた環境ビジョンにもとづき

「エンドレス グリーン プログラム 2013」を着実に展開しています。特

にECOプロダクツやECOテクノロジーといった環境にフォーカスした製

品や技術の提供は御社の事業戦略であり、経営に組み込まれて推進さ

れています。

このような「戦略的環境経営」は企業価値を創り出している柱であ

り、CSRレポートのなかで公表していくばかりでなく、事業報告におい

ても環境への姿勢を明確に位置づけることを期待します。その際には、

個々の製品や技術の説明よりも、地域開発での役割や住環境の価値創

造についてハウスメーカーとしてどう関わるのか、まず広域的な視点か

らつながりを示し、それに連動する御社の事業の取り組みを説明され

ていかれてはと考えます。

自社事業の管理範囲だけでなく、サプライチェーンの操業まで含め、

企業がどのように関わっているかに世界で関心が高まっています。ハウ

スメーカーは、木材資源の調達に際し海外原産地での環境・社会問題と

無関係ではありません。

自社だけで対応できる問題ばかりではありませんので、社内での対

処法を考えることよりも現地の住民や懸念を寄せるステークホルダー

に向き合うことが重要です。現実に発生している問題について、現地で

起こっている実状をステークホルダーから聞き、どうすればその問題を

解決できるか、関連企業とともに一緒に考えていくことが効果的です。

これはグローバル社会でビジネスを行っていくうえで、御社のリスク対

応にもなってくる新しい環境マネジメントのアプローチといえます。

海野様には当社グループの環境活動に対して貴重なご意見を頂き、心より御礼申し上げます。今回、意見交換をさ

せて頂く中で、「今後、社外に目を向けて活動を展開することがより一層求められる」との認識を強くしました。

当社グループは「エンドレス グリーン プログラム 2013」において、「環境と経営の融合」をテーマとし環境経営の

取り組みを進めています。具体的には環境を事業拡大の原動力とし、環境配慮商品の売り上げ拡大を図るとともに、

ZEH・ZEBの早期実現や省CO2先導事例等を創出することで、業界をリードし、社会にも貢献していきたいと考えていま

す。今後は取り組みのレベルをさらに向上させ、社外に向けて環境ビジョンや戦略とその進捗をわかりやすく報告して

いきます。

また、社会の変化や世界情勢の変動に対応して、方針や計画を迅速かつ柔軟に見直し、特にエネルギー問題を含む

地球温暖化防止については今まで以上に取り組みを加速していく考えです。さらに、グローバル化にともなうリスク対

応については大変参考となるアドバイスを頂きました。ステークホルダーと向き合い、共に対応を考えていくマネジメ

ントにも取り組んでいきたいと考えています。

昨年の大震災がもたらした影響は甚大で、環境意識が一層高まりそ

の対応を加速することが必須になっています。行動計画についても、こ

うした大きな変化に迅速に対応する適応性、柔軟性が必要です。計画

の達成時期を前倒ししたり、製品・技術開発の方向性を修正したりと、随

時見直していくことが必要と考えます。

世界情勢の変動も大きく、海外特に新興国への展開を強化すること

も重要になっています。このような地域は、経済の発展とともにエネル

ギーの有効利用や環境対応が課題になっています。グローバル戦略に

おいても環境は重大な切り口であり、そのビジョンとプランをもう少し

明確に示していくことが期待されます。

環境部長

玉田 眞人

株式会社創コンサルティング
代表取締役

海野 みづえ様

（うんの　みづえ）
日本企業のグローバル経営に視点を
置き、CSR・サステナビリティー分野で
の経営のあり方を提言するとともに企
業活動の実務をサポート。
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「個客思考」の商品開発と住まい方提案
住まいの安全性や快適性に加えて、“自分らしく”暮らせること―。お客さまのライフスタイルが多様化するなか、
大和ハウスグループは個々のお客さまのこだわりや価値観を大切にした「個客思考」の住まいづくりを進めてい
ます。

次世代の住まい方を見据えて、家族と地球にやさしい住まいを実現しています。
当社グループの半世紀以上にわたる経験と、進化させた技術によって誕生したのが戸建住宅ブランド「xevo」です。長く住み
継がれる住まいとして、耐久性や耐震性能を高め、また独自の外張り断熱通気外壁や太陽光発電システムを標準装備すること
で環境負荷や建築後のライフサイクルコストを大幅に低減しています。

基本的な考え方
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 シリーズのコンセプト

共働き家族のための家

「xevo CLEVA」
 デザイナーズエコ住宅
「xevo EDDI」

上質な暮らしを提供する住宅

「xevo E」

シリーズ
（一部抜粋）

シリーズの特色

可変性二世帯住宅

「xevo YU」
３階建木造戸建住宅

「xevo SORA」

震災復興支援戸建住宅

「xevo K」
 都市部狭小地対応3階建住宅
「xevo 03」

共働き子育て世代向け住宅

「xevo Li」
震災復興支援戸建住宅

「xevo KⅡ」

断熱性能を高めて室内温度を快適に保つことでエ
ネルギー消費を抑制し、CO2排出を削減。

太陽光発電システム
太陽光発電を標準装備した、創エネルギー
住宅です。

耐震・制震・免震
阪神・淡路大震災クラスの衝撃を受け止
める強靭な構造

E-ディフェンスでの実大実験

二重防水（防水性）
壁に二重の防水を施すことで結露の発生
を防ぎ、建物の劣化を軽減します。

外張り断熱通気外壁
住まい全体を二重の断熱材で包み、断熱性を向上

AQ Asset（エーキュー・アセット）は、「家」という資産の価値
を維持するためのサポートサービス。当社グループのノウ
ハウを活かし、末永く多角的にAdvanced  Quality（高
度な品質）を保ちます。

ライフメンテ
ナンス

リニュー
アル

グループ内他事業との連携
メンテナンスやリニューアル時に、グ
ループ内のホームセンター、ネット販売
の情報提供など独自サービスを実施。

湿
気

室
内

屋
外

省エネ
エコ

省エネ
エコ

省エネ
エコ高耐久 高耐久 高耐久

基本構造性能をより強固なものとし、建物の長寿
命化を実現。防犯性能や加齢配慮も強化。

高耐久

サポート
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CS理念、CS委員会
お客さまから信頼される企業であるために、
お客さまの声を大切にし、改善を行っています。

お客さまの笑顔のために

私たちは、お客さまに愛され、信頼される企業であることを

理念に、企業活動を推進しています。

そのために、お客さま一人ひとりの声を大切にし、当社の技

術力とサービスの向上に反映させ、お客さまのご期待に応え

られるよう取り組んでいます。

「お客さま志向」から「個客思考」へ

「お客さま志向」が唱えられて久しくなりますが、ともすれ

ば「お客さまの満足」を企業側の価値観の枠内で考え、「企業

の自己満足」に陥ってしまう場合があります。私たちは、CS活

動を通してお客さまの声をあらゆる事業活動に反映し、「お客

さま志向」から一歩踏み出した「個客思考」（お客さま一人ひ

とりの立場で考える）を行動の規範にしています。

CS理念、CS委員会
「お客さま」との共創共生

大和ハウスグループCS理念 大和ハウス
グループ

CS委員会による改善活動の推進 大和ハウス
工業

苦情対応基本方針 大和ハウス
工業

CS統括部門の創設 大和ハウス
工業

大和ハウス工業は、さらなるお客さま満足度の向上を目指

して、2007年にCS統括部門を創設しました。

CS統括部門は３つの部署で構成されており、CS推進部に寄

せられた「お客さまの声」、品質保証推進部に集まった「品質

データ」をもとに、CS企画部で「CSへの新しい取り組み」を企

画提案しています。

情に応じたきめ細かな改善活動を継続的に行っています。

2011年度は「お客さまの声」からご契約以降のお引渡しま

での各工程の節目において、さまざまな取り組み事例が確認

されました。

このような活動事例をもとに全社に水平展開できる取り組

みを検証しています。

 

お客さまの声を商品やサービスに即座に活かせるよう、本

社ならびに全事業所においてCS委員会を設置し、改善活動に

取り組んでいます。これにより、全社一体での改善や地域の実

当社はお客さまからお寄せいただいたお申し出に対して以下

の理念、方針をもって対応いたします。

【基本理念】

当社は、お客様からの苦情を最優先課題として認識し、誠

実、かつ迅速な対応を心がけるとともに、お客様の声を真

摯に受けとめ、お客様に満足いただけるよう、常に製品・

サービスの改善を図ります。

【基本方針】

1. お客様からの苦情への対応は、当社のすべての部門にお

いて最優先の課題であると認識します。

2. お客様の権利を常に考え、お客様の権利を尊重した対応

を行います。

3. お客様からの苦情は、当社全体に向けられたものと理解

し、組織をあげて最後まで責任のある対応を行います。

4. お客様やお申し出の内容によらず、分け隔てのない公平

な対応を行います。

5. つねに法令遵守を優先し、不当な要求に対しては、毅然と

した対応を行います。

6. お客様の声は真摯に受けとめ、社内で共有するとともに、

より良い製品・サービスを提供するための貴重な情報源

とします。

7. お客様の個人情報は、関連する法令や当社の個人情報保

護基本方針・規程を遵守し、厳重に保護します。

CS企画部

CS推進部 品質保証推進部

CS推進部より
お客さまの声

ハード面・ソフト面よりCSに取り組む

品質保証推進部より
品質データ

CS改善

［CS委員会による改善活動の推進］

社内
各部門

本社
CS委員会

事業所
CS委員会

お客さま

業務改善

新しい
サービス・提案

声
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品質保証体制
安心・安全をお届けするために
さまざまな角度から検査を行い、高品質を実現します。

品質へのこだわり
「お客さま」との共創共生

品質保証体系 大和ハウス
工業

品質保証に関する主な活動 大和ハウス
工業

徹底した品質の均一化が信頼の高品質を実現 大和ハウス
工業

生産部門の品質マネジメントシステムは、ISO認証取得や維

持を目的としない、経営改善のための追加の独自機能です。

例えば、「内部監査」は不適合を指摘することではなく、顧客

や製造現場の目線に立って不適合の改善や予防を導く教育の

場としても活用しています。

さらに、製品の結果だけではなくプロセス改善にも重点を

置いた「QC工程表のビジュアル化」を進めているほか、工場

で顕在化した不適合と優良事項も吸い上げ、他工場にも水平

展開できる公開制度も設けています。これによりシステムを効

率経営のツールとして継続的改善に役立てています。

創業以来、工業化住宅のパイオニアとして工法や部品・素材

の研究を重ね、技術革新に積極的に取り組んできました。全国

に展開する工場では、自動化・省力化・ロボット化を推進し、徹

底した品質の均一化によって、部材加工から組み立てまでを一

貫生産しています。本社生産購買本部および全国工場におい

て、国際品質保証規格「ISO9001」認証を取得しました。

品質保証に関する主な活動は以下のとおりです。

1． 開発設計の審査 
商品開発段階においては、当社の総合技術研究所がさまざ

まな角度から検証していますが、源流の品質確保が重要と

の観点で、検証内容や開発設計の審査状況を品質保証推進

部で確認しています。 
2． 購買仕様書審査

標準購買品は、性能・仕様・品質管理体制を審査し確認し

たうえで採用しています。

3．技能者の教育

現場作業においては教育訓練に重点を置き、特に重要な作

業は、当社の技能検定に合格した者が施工することとして

います。 
4． 検査及び工事監理 
施工品質は、施工会社の自主検査、工事担当者の自主検査

に加え、品質保証推進部員の工事監理による検査と品質記

録の審査を実施しています。 
5． 品質改善委員会の開催 
品質面の課題については、事業所では品質管理会議、本社

では品質改善委員会を開催し、オーナー様への迅速な対応

と品質改善に努めています。

6． コンプライアンス・リスク診断

事業所の設計・施工段階における品質・コスト・工程・モラー

ル・安全・廃棄物管理の指導を行っています。

大和ハウス工業は、お客さま評価を全事業所に周知し、品

質改善・業務改善を強化するため、2007年より品質保証推進

部をCS統括部門に組み入れました。顧客満足を推進するCS部

門と情報を共有しながら、開発・設計段階から生産・施工・ア

フターサービスに至るまでの全工程を対象とした品質管理を

推進しています。

［品質保証の流れ］
市場調査／商品企画

技術開発

設計審査

購買先選定

教育・訓練

提案・設計

契約

生産設計

営業・設計・工事打合／設計審査

現地立会・着手前打合

引渡し／ご入居

お客さま満足度調査

定期点検／建物診断

苦情受付・苦情処理

工場生産

検査

出荷

施工店自主検査

工事自主検査
工
事
監
理 各

工
程
に
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ィ
ー
ド
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ッ
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独自の品質マネジメントシステムを運用 大和ハウス
工業

※「コンプライアンス・リスク診断」は技術部門全般の品質監査です。
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設計品質と施工品質（戸建住宅・賃貸住宅）
必要な公的認定・認証を取得し、社内での自主検査
や確認を組織的に行い、品質維持に努めています。

住宅性能表示制度（戸建住宅・賃貸住宅）と
長期優良住宅認定取得の推進（戸建住宅） 大和ハウス

工業

自主検査写真確認システムの運用 大和ハウス
工業

施工品質の確保 大和ハウス
工業

設計品質と施工品質（マンション）
独自の設計基準や第三者機関の検査を経て
品質維持に努めています。

設計品質・施工品質へのこだわり 大和ハウス
工業

関連項目 マンションコンセプト Quality（品質）

大和ハウス工業の鉄骨商品は建築基準法による型式適合

認定※1と型式部材等製造者認証※2を取得しており、それに基

づき設計を行うことで、設計品質の確保を図っています。さら

に当社では第三者機関が客観的に評価する「住宅性能評価

書」の取得を推進しています。

 当社の住宅は2009年から始まった、長持ちする住宅を法

律に基づき認定する「長期優良住宅認定」の要件を標準仕様

で満たしています。（お客さまが適切な維持保全を行うことが

条件となります。また、ご要望・間取りや建築場所等の条件に

よって対応のできない場合があります。）

 認定を受けた建物に対しては税制面での様々な優遇措置

が設けられており、お客さまにその内容について積極的な情

報提供と取得をおすすめしています。（優遇税制には期限があ

ります。また認定はお客さまご自身が申請者となりますので、

ご希望のない場合は、この対象にはなりません。）

当社は、検査体制の一つのプロセスである協力会社の自主

検査の一環として、自主検査記録書に加えて、2007年4月か

ら、「自主検査確認写真システム」を導入しています。

この自主検査確認写真システムは、工事の各工程において

撮影ポイントを定め、施工後に隠れる部分を含めた写真を撮

影することで、品質記録を充実させ、その後の検査プロセスで

の品質確認をより確実にしています。

また適宜、自主検査確認写真システムの内容の見直しや編集方

法の改善を行い、品質記録の充実と品質の向上に努めています。

画を立案しています。当社の施工現場における品質確保のプロ

セスは、技能研修センターで研修を修了した技能者（基礎・建

方・木工）による施工を原則とし、協力会社による施工記録、

工事担当者による自主検査、品質保証推進部員による工事監理

（現場確認と品質記録の確認）で品質管理を行っています。

事業所では工事にかかる前に、営業・設計・工事の各担当者

による打ち合わせを行い、契約図書を基に要求される品質計

当社のマンション事業では、当社独自の設計基準チェック

リストを活用し、1,200項目以上の確認を行うことで設計品質

の向上に努めています。

また、設計の各段階において、設計審査を実施し、社内の構

造・設備の専門部署による確認を実施することで品質維持に

努めています。

［品質向上のための事業フロー］

設
計
品
質

施
工
品
質

設計の流れ

大和ハウス工業

公的検査機関

工事の流れ

大和ハウス工業

公的検査機関

企画設計

着工

当社独自の施工品質チェック項目

当社独自の設計品質チェック項目

躯体工事

構造専門部署の確認

設計審査 1 設計審査 2 設計審査 3

設計性能表示制度による設計評価

建築基準法　建築確認

住宅性能評価　竣工検査住宅性能評価中間検査

建築基準法　建築検査

設備専門部署竣工確認設備専門部署中間確認

中間確認 施工確認

設備専門部署の確認 構造専門部署の確認

仕上げ工事 竣工

基本設計 実施設計※1　型式適合認定
 建築基準法上の確認申請時に建築主事が確認する単体規定の部分（施

行令第136条の2の11に定める建築物の部分及び一連の規定）の部分をあ
らかじめ審査し、認定されるもの。

※2　型式部材等製造者認証
 型式で認定された性能が発揮できるように工場で生産されているかを審

査し、認証されるもの。

当社のマンション事業では、全物件（共同事業・再開発事業

の一部を除く）において、住宅の品質確保等に関する法律に

基づき、住宅性能表示制度を活用しています。

この制度により、第三者機関（登録住宅性能評価機関）の

評価を受け、設計図書の段階の評価結果をまとめた「設計住

宅性能評価書」と施工段階と完成

段階の検査を経た評価結果をまと

めた「建設住宅性能評価書」の交

付を受けています。

住宅性能表示制度の活用 大和ハウス
工業

品質へのこだわり

http://www.daiwahouse.co.jp/mansion/concept/quality.html


建物の安全性を確保することを目的とした改正建築基準法

が施行され、当社では、構造設計者（約150名）を地区毎に集

約・増員し、地区構造設計部制をとり構造設計図書のダブル

チェック体制を整備しています。

さらに地区構造設計部には、お客さまや社会に安全な構造

躯体を提供するために構造設計一級建築士※を取得した構造

設計者を配置し、2009年5月より改正建築士法が求める「構

造設計への関与」に対応しています。

設計品質と施工品質（商業施設・業務施設）
入念なチェック体制と協力会社との連携で
品質維持に努めています。

構造設計のダブルチェック体制 大和ハウス
工業

「システム建築」進化をつづける工業化建築 大和ハウス
工業

※システム建築：設計から生産、運搬、建設まで一連の工程をシステム化した
建築です。物販店舗、倉庫、工場から福祉施設まで、様々な用途に対応でき
るよう、商品を取り揃えています。
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施工段階での品質管理体制 大和ハウス
工業

大和ハウス協力会社と一体となった
改善活動による品質の向上 大和ハウス

工業

当社では、品質・価格・環境・工期・柔軟性に優れた「システ

ム建築※」の開発・改善に取り組んでいます。「建築の工業化」

は当社の原点であり、創業以来培ってきたノウハウをもとに、

お客さまや社会のニーズに沿ったシステム建築をご提案して

います。

システム建築の一つ『リ・ストア＆リ・ビルドシステム』は建

物の移設を可能にした商品で、建替えに比べて低コストであ

り、また資源の有効活用が可能です。環境意識が高まってい

る現在、お客さまの環境への取り組みをお手伝いします。

「建築施工」とは、１棟の建物に当社の各担当者や工種に応

じたお取引先がそれぞれの仕事を順序どおりに行う作業の積

み重ねです。

当社では、仕事が正しく行われるよう「技術標準」を制定

しています。各仕事の進め方を定めた「施工要領」と仕事の

チェック方法を定めた「ＱＣ工程表」を作成して施工すること

により、施工段階でのミスを防いでいます。

また、工事の要所で、「施工店自主検査」「工事管理者自主

検査」「工事責任者検査」の3種の検査を行うことで、次の仕事

に、正しく引き継げるように施工管理を行っています。

施工現場では、「お客さまのニーズ」、「設計者のねらい」、

「周辺の環境」などを踏まえて、【安全・品質・コスト・工程・環

境・モラル】の各項目について重点実施事項を定めて施工して

います。

完成時には当社と協力会社で各重点実施事項について検証

する「反省会」を実施し、情報共有を図っています。

また全国各地の建築系協力会社と「建築部会」を組織し、

施工現場での課題や問題点を抽出し改善活動を実施していま

す。さらに、全国における課題の改善事例発表会により優秀な

事例を取り上げ、改善事例を全社的に水平展開しています。

環境対応型店舗『リ・ストア＆リ・ビルドシステム』
施工例

鉄骨骨組みを検査中の職員

改善事例発表大会

※構造設計一級建築士：一定規模以上の建築物の構造設計について、設計ま
たはチェックを行い、建築物の安全性を管理する者。

品質へのこだわり
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長期保証とアフターサービス（戸建住宅・賃貸住宅）

メンテナンスからリフォームまで
幅広いサポートで暮らす喜びをご提案します。

長期保証とアフターサービス
「お客さま」との共創共生

［AQサポート xevo］

安
心
の
保
証
＆
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充実した点検と診断が、安心の保証プログラムを支えます。

5年 15年10年 25年20年 35年30年 45年40年 50年2年1年6ヶ月1ヶ月

初期保証 １５年

初期保証 10年間の保証延長２０年

初期保証 １０年

１５年

２０年

１０年

初期保証 ５年

10年間の保証延長 10年間の保証延長
50年以降も診断・保証

10年間の保証延長 10年間の保証延長15年間の保証延長

以降5年ごとにメンテナンス（有料）することで、
5年間の保証延長を実施。
以降5年ごとにメンテナンス（有料）することで、
5年間の保証延長を実施。

30年点検25年点検20年点検15年点検10年点検5年点検24ヶ月点検12ヶ月点検
6ヶ月点検

1ヶ月点検

35年点検 40年点検 45年点検 50年点検

50年以降は、お客様のご希望
により、耐久性能調査（試験）を
行い、耐久性能診断書を作成し
ます。また、部位ごとに必要なメ
ンテナンス工事（有料）の項目
と保証年限を提示します。

※点検および診断費用は別途見積り
　となります。

診断書 診断書 診断書 耐久性能診断書診断書
※別途見積り※有料点検・診断（5万円）※有料点検・診断（5万円）※有料点検・診断（5万円）

※AQ ASSET：AQはAdvanced Quality（高度な品質）の頭文字。資産を表すASSETを組み合わせて、「生
涯を通じた“家”という資産価値の維持」を表現しています。

ダイワハウスお客さまセンター 大和ハウス
工業

関連項目 ダイワハウスお客さまセンターのご案内

長期保証とアフターサービス（戸建住宅・賃貸住宅） 大和ハウス
工業

大和ハウス工業は、住まいを大切な資産としてとらえ、様々なメンテナンスサポー

トを行ってきました。今後はそれをさらに発展させ、住まいの価値と安心を守り、暮

らす喜びを提供していきたいと考えています。「AQ ASSET※」は戸建住宅のオーナー

様向けサポートサービスです。住まいのメンテナンスからリフォーム、将来の売買時

の仲介、加えてオーナー様の日々の暮らしに関するサービスまでを一つにパッケー

ジ化しました。オーナー様とより深い絆を築いていくために、大和ハウスグループ各

社と共に、末永く多角的にサポートしていきます。

住まいに関するご相談やお困りごとは、ダイワハウスお客さまセンターにて承ります。フ

リーダイヤルへお気軽にお問い合わせください。365日24時間受付しております。お客さま

センターは、全国5ヶ所（仙台・横浜・名古屋・大阪・広島）に配置しており、住まいに関する

ご相談は当センターの住宅関連業務の経験のあるアドバイザーを通じて対応、地域毎のお

申し出にも、よりスムーズに対応できます。

また、お客さまセンターと各事業所が一体となり、オーナー様の安心メンテナンスサポー

トを行います。

ライフメンテナンス リニューアル

リフォームによる
お住まいのバリューアップも

ダイワハウスで

大和ハウスグループ
サービスメニューで

日々の暮らしを豊かに楽しく

いつまでも高い資産価値を保つ
ダイワハウスの

点検・保証プログラム

http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/consult/customer/index.html
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「お客さまセンター」による相談受付と監視システム「ホームサット24」 大和ハウス
グループ

※「ホームサット24」は株式会社ダイワサービスが運営するサービスです。

関連項目 ダイワハウスお客さまセンターのご案内

「お客さまセンター」の専任オペレーターが、マンションのお客さまからの住まいに関するご相談・ご要望に一元対応します。

また、24時間戸別管理のセキュリティシステム「ホームサット24」を当社グループのダイワサービスが運営。火災・ガス漏れなどの

異常とあわせ、防犯センサーによる侵入等の監視も行います。

安全で快適な居住性能と不動産としての資産価値を維持するためには、外壁塗り替えや屋上の防水工事等、共用部の長期的維持

保全計画が不可欠です。

当社グループでは40年の長期修繕計画とそれを実現する修繕積立金をご提案しています。将来の一時的負担の少ない積立金の

算出や、予防保全で耐用年数を延ばす考え方を採用しています。

関連項目 40年の長期修繕計画

長期保証とアフターサービス（マンション）

長期保証と管理履歴で
マンションの資産価値を長期的に維持します。

40年の長期修繕計画 大和ハウス
グループ

［〈ホームサット24〉概念図］

個別対応送信機

警備会社

出動
要請

「当社マンション」 （株）ダイワサービス
ホームサット24
集中監視センター

必
要
に
応
じ
て
通
報

電話連絡

二次対応
（専門技術者出動）

自動転送

一次対応
（ガードマン出動）

出動

共用部分

各住戸（専有部分）

●消防設備
●受水槽
●各種ポンプ類
●その他設備

専門
会社119番110番

管理員室

自動
転送

指示
（確認）

ガス漏れ
警報器

長期保証とアフターサービス

http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/consult/customer/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/mansion/support/fund.html
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マンションの建物・管理履歴
「マンション住宅性能評価.com」 大和ハウス

工業

※ご利用には条件があります。

関連項目 D's Bridge（ディーズ・ブリッジ）

関連項目 「平成 21年度第 1回長期優良住宅先導的モデル事業」に「マ
ンション情報蓄積及び流通時の情報活用」が採択されました

関連項目 マンション住宅性能評価 .com

【GR（グッドリレーション）システム】 大和ハウス
工業

アフターサービス体制
（商業施設・業務施設）
コミュニケーション情報と早急なメンテナンスで
建物の健康をサポートします。

当社では、お客さまの身近なパートナーとして“情報”と

“サービス”の両面からサポートする「GRシステム」を構築し

ています。ライフサイクルコストの低減や、快適な建物環境を

維持するお手伝い、さらに適時の補修・改修で建物のロング

ライフ化をご提案。

また、お客さま同士のビジネス交流の場としてリレーション

＆コミュニケーション情報誌を発行。それぞれの業界で活躍さ

れるお客さまの思いやこだわり、商品やサービスのご紹介をは

じめとした事業活動に役立つ最新情報をご提供しています。

【24時間受付コールセンター】 大和ハウス
工業

長期保証とアフターサービス/お客さまとのリレーション体制
「お客さま」との共創共生

当社では、マンションの資産価値をより多くの情報で判断し

てもらうためマンション情報管理サイト「マンション住宅性能

評価.com」を運用しています。

このサイトはマンションの新築時建物情報や住宅性能評価

書の内容、引渡し後の共用部維持管理等の情報を一括管理

し、マンション売却時に活用することを目的としています。自

社の物件から徐々に取り組みを拡大し、中古マンション市場

全体の活性化につなげることを目指しています。

［D'sBridgeイメージ］

【　　　　 】

賃貸斡旋
サービス【　　　　 】

売却斡旋
サービス

【　　　　  】リフォーム
サービス

当社では、事業用建物のお引渡し後もお客さまの事業を

バックアップするために、コールセンターを設置して、24時間

365日のサポートに取り組んでいます。24時間受付コールセン

ターへご連絡いただくと、事態を伺って緊急時には全国各地

の最寄り拠点より、レスキューパートナーが現場に駆けつけ、

修理を実施。緊急を要しない場合でも翌日以降にメンテナン

ススタッフがスピーディーに対応します。

マンション資産価値サポートシステム
「D's Bridge （ディーズ　ブリッジ）」 大和ハウス

グループ

大和ハウスグループではご所有のマンションに対する売却・

賃貸・リフォームの斡旋サービスを行っています。売却される

際には「住宅性能評価書」などのさまざまな情報をもとに査

定を行い、一部の設備機器に保証を付けて売却することがで

きます。賃貸やリフォームについてもグループ会社と連携し、

ライフスタイルの変化に対応します。

ダイワファミリー倶楽部
（住宅・マンション）
インターネットを活用し、
住まいのお役立ち情報を発信しています。

オーナー様とのコミュニケーションサイト
「ダイワファミリー倶楽部」 大和ハウス

工業

「ダイワファミリー倶楽部」は、当社の住宅系商品をご契約

いただいたオーナー様限定のインターネットサービスです。自

身で簡単にできる住まいのメンテナンス方法を動画でわかり

やすくご紹介するコーナーなど、住まいのお役立ち情報を取り

揃えています。

http://www.daiwahouse.co.jp/mansion/support/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090605195822.html
http://www.mansion-hyouka.com/index.html


お客さまとのリレーション体制/テナント会（流通）
「お客さま」との共創共生
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テナント会（流通）
テナント様とオーナー様を結びつけ
豊富なノウハウと調査で事業計画をご提案します。

商業建築事業におけるお客さまとの
リレーション体制(オーナー会) 大和ハウス

工業

商業建築事業におけるお客様との
リレーション体制(テナント編) 大和ハウス

グループ

流通店舗事業では土地活用を希望されるオーナー様と出店

計画のあるテナント様とのマッチングをご提案し、これまで約

4,000社（2012年3月末現在）のテナント様とお取引いただい

ています。

テナント様の新規出店に応えるべく、事業所と一体になり、

出店商談会を各地区で開催しています。昨今ではテナント様

のニーズに対応した当社グループによる複合商業施設、居抜出

店商談会※も開催しています。

また継続して出店されているテナント様に関しては24時間

コールセンターを設立し、メンテナンスから万が一の事故ま

で対応するシステムをご用意しています。

当社では、土地オーナー様の継続的な支援を行う全国規模

の会員組織として、オーナー会を運営しています。全国64ヵ所

の各オーナー会では、年間を通じてさまざまな活動を展開し、

オーナー様同士の親睦を深めていただくと共に、それぞれの

地域・マーケット特性を踏まえた土地活用や資産対策に関す

るニーズにきめ細かくお応えしています。

また、レディース会(ご家族の女性が中心の会)、ジュニア会

(ご家族のお子さまやお孫さまが中心の会)を通じて、お客さ

まとの末永い関係（エンドレス・パートナーシップ）を構築し、

オーナー様ご自身の豊かな人生と更なる事業の発展を全面的

にお手伝いさせていただきます。

オーナー会（賃貸住宅・商業建築）
定期的な活動を通じ
オーナー様の事業の発展をお手伝いします。

賃貸住宅におけるお客さまとのソリューション体制
（ダイワハウスオーナーズクラブ） 大和ハウス

工業

大和ハウス工業では、賃貸住宅を建築していただいた方に

入会いただく、「ダイワハウスオーナーズクラブ」の運営をお

手伝いしています。現在、全国で90ヵ所に会員数は22,622名

（2012年3月末現在）に達しました。

オーナーズクラブでは、法律、税務、金融などの専門家によ

るセミナーや個別相談を開催したり、メンテナンスやリニュー

アル提案を行っています。

また、レディース会、ジュニア会も発足し、会員の方のさまざ

まな要望に応えることができるように努めています。

関連項目 ダイワファミリー倶楽部

そのほか、大和ハウ

スグループからのご優

待情報をはじめ、ダイ

ワファミリー倶楽部会

員限定のプレゼント企

画など、さまざまな会

員特典をご用意してい

ます。

今後も、インターネットを活用しながらオーナー様との末

永いお付き合いを目指してサービスの充実に努めます。 

※居抜出店：
　内装や設備などはそのままで店舗を引き継ぎ出店すること。当社ではその商
談会を開催しています。

ダイワファミリー倶楽部

http://www.d-family.jp/main.asp


「株主」との共創共生
■基本的な考え方 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  138
■積極的なIR活動 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  139
■利益配分と財務報告に関する考え方 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  139



Daiwa House Group   　　 CSR Report 2012138

「地域密着」「環境」「高齢化」「グループ力」をキーワードに、
事業展開をより強化していきます。

基本的な考え方

Group
-成長の継続 -

Great
-成長への基盤整備 -

Global
-成長への布石 -

■マネジメントインフラ整備
■人財育成強化

主要施策：将来の核と
なる人財の教育を強
化するなどグループを
支える経営基盤を整備
（大和ハウス塾）

■海外拠点整備
■海外展開における業容拡大

主要施策：中国を
中心に分譲マン
ション事業を継続
展開（大連・蘇州・
無錫・常州）

■コア事業の競争力強化
■収益機会の開拓

主要施策：環境配慮型商品の展開強化
（スマ・エコ　オリジナル）

積極的なIR活動

海外投資家には、日本と同時刻に
ホームページで情報を開示するなど、
公平で即時性のある情報発信に努め
ました。

2010年から開始した個人投資家向け
説明会を2011年度も実施。2011年度
は代表取締役社長大野直竹が講演を
行い、終了後のアンケートでは震災緊
急対応への評価も頂きました。

機関投資家からの要望を受け、スモー
ルミーティングや現場見学会を開催。
特に、中国事業への関心が高まるなか、
中国大連・蘇州での現場見学会を7件
実施しました。

事業指針をより
ご理解いただく
ために、Webコ
ンテンツ、事業報
告書、決算発表
資料等、I Rツー
ルの利便性向上
に取り組んでい
ます。

当社発行の「アニュアルレポート
2010」が「第25回ARCアワード」授賞
式において《GRAND AWARD（ベスト
オブジャパン）》を2年連続受賞、アメ
リカLACP主催2010年アニュアルレ
ポートコンテストにおいて総合トップ
100部門で世界8位となりました。

即時性ある情報発信に注力 個人投資家向けIRの取り組み 各事業内容に関する説明を充実 よりわかりやすいIRツールの提供

大和ハウスグループ中期経営計画
「3G」For New Growth (2011.4～2014.3)

大和ハウスグループでは、平成23年度を初年度とした「大和ハウスグループ第3次中期経営計画『3G』For 
New Growth」（※3Gとは基本方針「Group―成長の継続―」「Great―成長への基盤整備―」「Global―成長
への布石―」）を策定、「再成長」をテーマに業容の拡大に努めています。



積極的なIR活動 利益配分と財務報告に関する考え方
投資家・株主の皆さまの声を経営に活かし、投資判断に必要な情報を
タイムリーに公開することで、長期的な信頼関係の構築を目指します。

利益還元と事業展開のバランスを考慮し、柔軟な利益還元を行うとともに、
グループ会社統一の会計システムで会計面での会社統制を図っています。

情報開示についての考え方 大和ハウス
工業

IR活動の積極的な推進 大和ハウス
工業

大和ハウス工業では、IR活動の目的を、株主・投資家の皆さ

まとの長期的な信頼関係の構築と考えています。

経営者自らがIR活動を主導・推進し、タイムリーに企業情報

を開示できる組織体制づくりに取り組んでいます。経営方針

や財務情報、事業の取り組みのほか、その背景にある要因や

経営環境など投資判断に必要な情報を、迅速、正確かつ公正

公平に伝達します。

企業価値のさらなる向上を目指し、投資家・株主との長期的

な信頼関係の構築に努めます。

【主な活動内容】 
・アナリストや機関投資家向けの個別取材対応、経営説明

会、電話カンファレンスの開催 
・国内外のカンファレンスへの参加

・個人投資家向けの会社説明会

・決算発表資料、受注速報の定期配信

上記のほか、IRツールを用いた情報公開を行っています。

市場と経営をつなぐパイプ役として、投資家・株主の皆さま

から寄せられたご意見・ご感想を真摯に受け止め、経営に生か

していきたいと考えています。

財務報告と利益還元に関する方針 大和ハウス
工業

積極的なIR活動/利益配分と財務報告に関する考え方
「株主」との共創共生

関連項目 IR情報　サイト

関連項目 IRカレンダー

当社では、従来から事業所・グループ会社において統一され

た独自の会計システムを使って決算を行っています。経理担当

責任者を各拠点に配属して会計報告前の自己検証を徹底する

一方で、本社では、システムの運用状況のチェックや財務監査

を実施するほか、提出された会計報告の精査を行って会計面

での全社統制を図っています。

今後も配慮すべきリスクへの内部統制の運用状況をモニタ

リングするとともに、現在準備中の会計システムと他のマネジ

メントシステムとの統合や、今後導入が予定されている国際会

計基準（IFRS）への対応など、円滑かつ効果的に対応できるよ

うに改善活動に努めていきます。

また、当社では株主の皆様への利益還元と、将来への事業

展開及び経営基盤の強化に必要な内部留保とのバランスを考

慮した配当を実施することを基本方針としています。競争力強

化・収益向上のための研究開発および生産設備への投資、営

業拠点の拡充など企業基盤拡大のために、財務体質の強化を

図りながら、配当性向の目標を30％に定め、状況に応じて自

己株式の取得を実施することにより、柔軟な利益還元を心掛

けていきます。
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http://www.daiwahouse.co.jp/company/ir_index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/company/calender/index.html


財務報告の適正性確保のために 大和ハウス
工業

当社では、従来から事業所・グループ会社において統一された会計システムを使用し、決算を行っています。本社ではその運用状

況のチェックや財務監査を行うほか、経理責任者を配属して会計報告前の自己検証を徹底し、提出された会計報告の監査を行って

会計面での全社統制を図っています。

今後も配慮すべきリスクへの内部統制の運用状況をモニタリングする一方、会計基準の変更などにも適宜対応し、円滑かつ効果

的に実行できるよう改善活動に努めていきます。
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［所有者別株式分布状況（２０１２年３月３１日現在）］

32,945名
599,921,851株

［SRI（社会的責任投資）※インデックス組み入れ状況］

２０１1年４月現在、
当社は右記のSRIインデックスに
銘柄登録されています。

属性 人数 株数 比率

■金融機関 129 262,044,297 43.68%

■外国人 497 159,769,151 26.63%

■個人・その他 31,042 79,122,499 13.19%

■その他国内法人 1,230 63,646,077 10.61%

■自己名義株式 1 21,206,006 3.53%

■証券会社 46 14,133,821 2.36%

1株当たり配当金
（うち記念配当)
（年間）

配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）

（円） （百万円） （％） （％）
2012年3月 25.00 14,467 43.6 2.2
2011年3月 20.00 11,576 42.5 1.9
2010年3月 17.00(-) 9,844 51.5 1.6
2009年3月 24.00(-) 13,900 333.4 2.2
2008年3月 24.00(-) 13,902 106.8 2.2
2007年3月 20.00(-) 11,743 24.6 1.8
2006年3月 20.00(3.00) 10,999 24.4 2.0

※SRI（社会的責任投資）：企業の収益性だけでなく環境配慮や社会活動などを考慮して行う投資手法のこと
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※2012年3月現在の会員数

4,611社※
生産・施工
協力先

237社※
資材
調達先

118社※
設備
協力先

大和ハウス
グループ

技術技能の向上、相互研鑽と相互親睦を目
的に1987年に発足した「大和ハウス工業協
力会連合会」。製品の品質に深く関わる「生
産」「施工」にご協力いただく会社で組織さ
れています。全国に81ヵ所の支部を持ち、安
全面の向上、技術や作業効率の向上、環境問
題に取り組む活動を実施。また情報サイト
「WEB Ren」を通じて情報共有を図り、相互
信頼を深めています。

資材調達及び物流にご協力いただく
会社で組織され、「鉄鋼」「金属建材」
「窯業建材」「木質建材」「設備機器」
「化成品建材」の6部会によって運営さ
れています。温室効果ガスの排出削減
にも協働で取り組み、共同輸送の推進
や廃棄物削減に努めました。

大和ハウス工業協力会連合会

トリリオン会
設備メーカー、販売会社、エネルギー
会社、通信会社等で構成され、技術
セミナーや展示会を開催するなど情
報収集及び技術の向上に努めてい
ます。

設和会

当社グループの行動指針をご理解いただき、
物流プロセスの環境負荷を低減

毎年７月に東京・大阪で
「商品技術展示会」を開催

協力会連合会情報サイト
「WEB Ren」
協力会社へタイムリーな情報
を発信し、お取引先アンケート
の調査結果等も公開

基本的な考え方
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お取引先との連携を強化し、お客さまに誇れる「品質」を実現しています。
当社グループは、施工協力先、資材調達先、設備機器調達先からなるサプライチェーンネットワークを構築しています。
よりよいパートナーシップを築くために、取引先会社行動規範の基本三原則「人権の尊重」、「法令の遵守」、「環境保全」に
則った事業活動を共に展開する3つの会を運営。
各会ごとに重点課題や目標を定めて取り組みを推進することで、共存共栄を図り優れた品質を保持しています。

3つのサプライチェーンネットワーク

「建築の工業化」により、  品質を極める
工業化住宅の高い品質は、多くのお取引先の協力があってはじめて実現します。
大和ハウスグループでは、独自の協働体制を築き、その強い絆のもと、技術・工法等の改善活動を継続しています。
複数の協力会社が施工にあたる建築現場では、特に工程ごとに品質管理を徹底。お客さまに感動を与える
品質を共に追求し、共存共栄を目指していきます。



資材調達先との関係/施工協力先との関係
「取引先」との共創共生

資材調達先との関係
資材調達先各社と互いに協力しながら
環境負荷低減に取り組んでいます。

お取引先とのよりよいパートナーシップを
築くための方針 大和ハウス

工業

大切なパートナーとして

お取引先は私たちにとって欠かすことのできない大切な

パートナーと考え、共存共栄の精神をもって常に対等な立場

で、公正な取引を行っています。下請法をはじめとする、お取

引に関わる各種法令についての社内教育を定期的に行ってお

り、法令が改正された際には、早急に改正内容を周知し、法令

遵守の徹底を図っています。

お取引先とのCSR推進
お取引先に向けた行動規範を策定し、基本三原則（人権の

尊重・法令の遵守・環境保全）に基づいた事業活動をお取引先

と一体となって推進します。

資材調達先の会～トリリオン会の活動 大和ハウス
工業

当社の資材調達先で組織する「トリリオン会」は、当社グ

ループ行動指針に基づき、会員各社と健全な関係を築くとと

もに、共同で環境負荷の低減や啓発活動などに取り組んで

います。

2012年3月末時点で、大阪189社、東京92社、計237社（重

複除く）のお取引先が会員となっています。

環境活動として、梱包材削減によるCO2削減に取り組んで

きました。

また、啓発活動として、当社やお取引先の工場見学会な

どを行い、優れた環境活動事例を会員企業に紹介していま

す。

会員企業との情報共有の場として、「トリリオン会ホーム

ページ」を運営し、会の活動報告や当社の人権啓発活動の

紹介などに活用しています。

取引先選定基準について 大和ハウス
工業

適正な品質の材料を、適正な価格で、安定供給していただ

く為、取引先選定基準に基づいて、お取引先を「品質」「価格」

「納期」「経営」「環境」の5つの側面から総合的に評価してい

ます。

新たなお取引先と契約を結ぶ際はもちろんのこと、契約中

のお取引先に対しても、同様の評価を年2回実施しています。

万が一、材料に不具合が発生した場合には、再発防止の為

のフォローアップを行い、品質を確保した上で、常に適正なお

取引が出来る体制を整えています。

施工協力先との関係
生産・施工協力先各社と共に共存共栄を実現しながら
業務改善に取り組んでいます。

施工協力会社の会～協力会連合会の活動 大和ハウス
工業

大和ハウス工業は会社設立時から施工協力会社の皆さまと

共存共栄の精神で共に歩んでいます。

1987年には協力会社の技術技能の向上を目指し相互研鑽と

互助親睦を図ることを目的に「協力会連合会」を発足しました。

協力会連合会の会員数は、現在（2012年3月現在）4,611社

に達し、全国81カ所の支部と、2事業部会と5機能部会の構成

で活動しています。

2011年度の活動基本方針として、『挑戦・達成・感動』を

キーワードに、「安全」「品質」「環境」「販売促進」「教育」の

5つのテーマを掲げ、協力会活動を推進しました。

また、協力会社各社が強固な経営基盤を構築し、常に新し

いスキルや効率の良い技術・技能を提供しあえるパートナーと

なるよう、当社と共にさまざまなサポートを実施しました。

会員との情報共有の手段として協力会連合会情報サイト

「WEB Ren」を毎月発信することで、協力会社へスピーディか

つタイムリーな情報の共有を図り、会員との相互信頼を深め

ています。

BCPの取り組み 大和ハウス
工業

当社ではBCP（事業継続活動）※への取り組みとして、協力

会会員会社向けに「協力会社安否確認システム」の導入を推

進しています。これは当社の安否確認システムとの連携を図る

ことで、災害発生時に事務所及び事業主・作業員の安否状況

を当社が迅速に把握し、安全確保の支援および災害復興の支

援体制を早急に整えるものです。
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設備機器調達先との関係

作業環境の労働安全

設備協力先各社と共に
品質向上に取り組んでいます。

「安全は社会との約束」という基本理念のもと、
労働者の安全と健康を確保する活動を行っています。

施工協力先との関係/設備機器調達先との関係/作業環境の労働安全
「取引先」との共創共生

設和会 大和ハウス
工業

事業所における安全パトロールの実施 大和ハウス
工業

関連項目 パートナーズホットライン

お取引先アンケート調査の実施 大和ハウス
グループ

企業倫理綱領・行動指針の「調達先等との適切な関係構

築」の観点から、不正行為など当社社員のお取引先との関わ

りにおける問題点を顕在化するために、アンケート調査を実

施しています。

2006年度より当社の協力会連合会会員会社を対象に実施

し、2010年度からは主要グループ会社のお取引先に対しても

調査を実施しています。2011年度は2,972件（63.8％）の回答

があり、いただいたご意見をグループ内の業務改善に活かして

います。

当社とお取引いただいている設備機器・材料メーカーや販

社などで構成される「設和会」は、現在、関東・中部支部をあ

わせた3地区117社（2012年3月時点）のお取引先が会員になっ

ています。設備専門分野における品質改善や技術向上を目指

すべく、技術セミナーや商品技術展示会を通して連携を深め

ています。昨年の東日

本大震災応急仮設住

宅建設時には、深刻な

資材不足のなか、資材

の供給に多大なご協

力をいただきました。

大和ハウス工業では、建設現場における労働災害の防止お

よび労働環境の維持・向上のため、年間計画に基づき毎月安

全パトロール（現場の巡回）を実施しています。

このパトロールは協力会社の方々と、当社の支店長、営業所

長、工事責任者等が参加し、作業や設備の安全確認などを実

施しています。

その中で不備を発見すれば、即刻是正指示を行い、災害の

削減へ向けた改善活動を継続的に展開しています。

屋根上作業場所の安全帯使用状態点検

熱中症対策の休憩場所設置

現場場内巡回における注意事項等の説明

第9回商品技術展示会（大阪）

関連項目 安否確認システム 

また、不慮の災害に備え、手回し式充電ラジオライトを備蓄

用として協力会社へ斡旋しています。

※協力会連合会と協力会会員の有志から、2011年3月11日の東日本大震災にお
いて被災された協力会会員に対して義捐金2千4百万円を寄付しました。

　また、2011年9月の奈良・和歌山の災害においても協力会連合会から各種団
体を通じて被災地に義捐金1千万円を寄付しました。
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安全衛生協議会の開催 大和ハウス
工業

安全教育支援の実施 大和ハウス
工業

協力会社の事業主及び従業員の安全に対する、「知識」・

「認識」・「意識」の向上を図るため、「新規入場者教育」「事

業主研修」「職長教育」「職長能力向上教育」「新KYT教育※」

「各種特別教育」といった対象者別・能力別の研修や教育を、

年間計画に基づき実施しています。

また当社社員に対しても年間計画に基づき、階層別に安全

教育を実施しています。
※KYT：危険予知トレーニング

年間計画に基づいて毎月、安全パトロール後に「安全衛生

協議会」を行っています。同会では当日の安全パトロール結果

報告・安全衛生委員会報告・施工店によるヒヤリハット体験報

告等を行い、安全情報の共有化を図ることにより、施工現場

における安全へ向けた改善活動のより一層の活性化を図って

います。

安全パトロール結果による不安全状態・不安全行動を参加
関係者に周知する

作業環境の労働安全
「取引先」との共創共生

事業主に対するより良き事業主のあり方を教育する

社員階層別の能力向上教育支援

当日の作業における危険部位を抽出し、災害防止策を
関係者で検討し目標設定をする

特別教育である研削砥石の取替え・試運転の教育支援

各事業所で半期に１回実施している住宅系職方への教育
支援
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安全大会の開催 大和ハウス
工業

作業現場での労働災害の防止 大和ハウス
工業

作業環境の労働安全/適正な支払い
「取引先」との共創共生

当社では「工事下請負基本契約書」にて基本的内容を定め

ており、条項には個別契約および個別工事の施工方法、損害

の負担、瑕疵担保、請負代金等の支払、損害賠償、契約解除、

履行の確保、その他の条項等の基本契約事項を記載していま

す。協力会社からの工事代金請求に対しての支払額は、工事

の出来高によるものとし、現場責任者が出来高査定を行いま

す。

個別工事の検査に合格し、工事目的物の引渡しを受ける

と、注文書または基本契約書に定めた支払を行います。支払

条件は、基本契約書または、注文書に記載された条件・支払

日としています。

また、支払については、個別契約および個別工事の「支払通

知書」を協力会社に発送し、双方が支払内容について確認で

きるようにしています。

動を展開しています。

こうした活動により、2009年度までは災害は減少してきま

した。

しかし2010年度および2011年度は重篤な災害は発生しな

かったものの、夏季の猛暑により熱中症災害が増加したこと

等から災害件数は増加しました。

2012年度も猛暑が予測されるため、熱中症防止対策として

下記の対策を実施、指導しています。

・早い時期から熱中症予防教育を実施

・特別安全強化期間を実施《6月11日～12日 全現場の朝礼

参加で安全確認の実施を指示・支援を行う》

・工事責任者や協力会社役員より、水分・塩分の補給およ

び体調管理の重要性を呼びかけ

・夏季用安全施工サイクルの実施

また熱中症への初期対応を誤ることの無いよう、体調不良

を訴えた作業員は速やかに病院に搬送するよう指導します。

その他、あらゆる災害に対する原因究明を行い、再発防止

のための改善活動を、より一層推進していきたいと考えてい

ます。

当社では、当社が年度単位で発行する「安全衛生推進基本

方針」に基づき、全国の事業所において安全衛生活動計画を

策定しています。同計画では労働安全衛生におけるリスク低

減に向けた目標設定を行い、毎月の実施結果に基づき改善活

この一年の無災害を協力会施工店代表者から、
事業所長へ宣言

当社では年間計画に基づき、毎年7月に実施される『全国

安全週間』（7月1日～7日）に合わせて、安全に対する「知識」

「認識」「意識」の向上・高揚を図るため、準備月間の6月よ

り、全国事業所にて「安全大会」を開催しています。

安全大会では、社内外からの講師による安全講話のほか、

安全に功労のあった協力会社および協力会社従業員と当社社

員の表彰を行っています。

安全衛生に関して優秀な施工店を表彰

安全衛生に関して優秀な社員を表彰

適正な支払い
当社で定める契約書により
透明な支払い条件・形態を明示しています。

公正な取引契約の実施
（建設業法・下請法への対応） 大和ハウス

工業
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女性社員の
活躍推進

次世代リーダー研修

勤務体系と勤務時間の見直しによ
り、労働時間の適正化を推進。女性
社員の仕事と家庭の両立を支援す
るとともに、男性社員による子育て
参画支援制度の利用を促進。

女性が活躍できる職場は男性も働
きやすい職場になると考え、女性が
少なかった職種にも女性の配属を
開始し、性別を問わず多様な人財を
活かす職場風土づくりを推進。

「企業理念の徹底」「専門能力の強
化」「経営能力の強化」の3つを軸
に、新入社員研修、中堅社員の育
成、次世代リーダー育成などの人財
育成を実践。

女性の活躍を支援する
社内報「Waveはあと通信」

次世代リー教育体系の
確立

勤務体系と勤務時間の見直しによ
り、労働時間の適正化を推進。女性
社員の仕事と家庭の両立を支援す

ワークライフ
バランスの
推進

FA制度/
社内公募制度
導入

（職種選択）

「人財」
育成

自主選択・自立型の人事制度の構築

する
と通信」

希望の部署、職種を自ら選び立候
補できる制度を利用することで意
欲を向上。また、勤務地選択制度に
より、持ち家取得を促進し、多様な
働き方を支援。

社員のモチベーシ
ョンア

ップ

基本的な考え方
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自主選択・自立型の人事制度で「人財」を育成
大和ハウスグループは、「事業を通じて人を育てること」を企業理念に掲げています。「人財」こそが企業の最
大の財産であると考え、社員の個性や能力を伸ばし活かす先進的な取り組みを推進。
「OJTエルダー制度」など次代を見据えた人財育成制度も新たに導入し、社員と共にさらなる飛躍を遂げて
いきたいと考えています。

社員のモチベーションを向上させ、能力を最大限発揮できる環境を整えています。
自ら選択し、自らを磨く―自主選択・自立型の人事制度で個々の成長を促すのが、当社の「人財育成」です。
また多様な働き方を可能にする「ダイバーシティ」の考え方を重視。個人のライフスタイルや価値観、働き方に柔軟に対応できる
体制を整え、社員一人ひとりのモチベーションを高め、さまざまなチャレンジを支援しています。
これらの取り組みが企業活力の強化につながっています。

人財育成の指針



現場主義に即した人財育成の追求
「従業員」との共創共生

大和ハウス工業の創業者・石橋信夫は「現場主義」に立って市場を見つめ、
人々が欲しているものを見極めて、独自の事業を創出しました。
大和ハウスグループはこの「現場主義」を受け継ぎ、
「事業を通じて人を育てること」を企業理念に掲げて、
最大の財産である「人財」の育成に努めています。
“実践”重視の視点から、人財育成体系も常に磨き上げながら、
誕生した新たな研修メニューは、社員の実践力向上に成果を上げています。

─「事業を通じて人を育てること」を理念とする研修体系の充実
現場
「従業

大和ハウス工業の創業者・石
人々が欲しているものを見

─「

実践報告
ハイライト

2011年にスタートした 
凡事徹底・マナー研修
「挨拶、お辞儀から始まり当たり前のことが当たり前にできるようになるこ
と」を全職場で全従業員に徹底させていくことが会社の原動力であると当
社では考えています。その一環として、事業所単位で支店長をはじめ、管理
職を含む全従業員を対象とした「凡事徹底・マナー研修」を2011年7月より
スタートさせています。“社員の躾は社内で行う”という考え方のもと、本
研修は人財育成セン
ターのスタッフが講師
を担当しており、現場
主義に立った人財育成
を 強 化 する研 修メ
ニューの一つとして、
一層の充実を目指しま
す。

実践（OJT）での教育をサポートする
さまざまな研修を実施
当社グループは“実践（OJT）で人を鍛えること”を人財育成の根本に据
え、各種研修を行っています。なかでも、2004年から実施している「現場
実習」は、現場主義を反映した代表的な研修であり、職種にかかわらず
全新入社員が施工現場でものづくりと建築の専門知識を体得します。ほ
かにも、OJTを通じてチーム全体で新入社員を育成する「OJTエルダー
制度」や、次世代のリーダーを育てる「大和ハウス塾」、自らの希望で参加
できる「支店長公募育成研修制度」など、独自の制度を整備して、「事業
を通じて人を育てる」体制を実現しています。

中堅社員（エルダー）がチーム全員に働きかけ、
新入社員の指導を行う「OJTエルダー制度」

計画的・継続的な社
内研修を通じて人権
教育・啓発を行い、地
道に、人権尊重の意
識と行動の醸成に取
り組んだ。

人財育成制度を整備・
運用して、個々が能力・
技術を磨いて成長する
ための機会を提供した。

CSR・企業倫理及び
コンプライアンス研修
を実施し、コンプライ
アンスの意識啓発に
取り組んだ。

人  権

社会的責任課題（ISO26000）への取り組み姿勢

労働慣行 公正な事業慣行

担当者の思い

語学学習・
資格支援
ほか凡事徹底

マナー研修
ほか

部門別╱職種別
の専門研修
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［大和ハウス工業 人財育成体系］

実践に役立つ研修を常に追い求め
続けることを大切にしています。
人は日々の仕事で鍛錬されてこそ成長するも
のであり、その成長支援のために当社ではさま
ざまな研修を実施しています。「より実践に活
かせる研修にできないか」という改善意識を常
に持ちながら、施設に集まる研修のみならず、
マナー研修をはじめとした即実践に活かせる
研修をさらに広げていきたいと考えています。

人財育成センター 
上席主任

中川 英彦

体験型トレーニングを中心に
即効力と継続性を大切にしています。
社内のできごとや私が実際に体験したことな
ど、身近な実例を挙げて、マナーの重要性を
伝えています。全従業員が受講することで、
事業所全体でマナー向上に取り組むことが
でき、研修の翌日から皆の“立ち居振る舞い”
が変わり、雰囲気も良くなると聞いています。
また、目に見える変化は従業員同士の意識
づけや継続にもつながっているようで、大きな
やりがいを感じます。今後は、事業部門や職
種別で内容を深掘りしたプログラムを構築し
たいと思います。

研修講師の思い

人財育成センター 
主任

河北 美幸

お辞儀の角度を計る特製ものさしを用いて、社員同士
で最敬礼の練習凡事徹底･マナー研修において、全員の

お辞儀の角度が揃うよう最敬礼の練習

ビジネスの現場で
自らが成長するための
基本の習得。
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現場主義に即した人財育成の追求
「従業員」との共創共生

大和ハウス工業の創業者・石橋信夫は「現場主義」に立って市場を見つめ、
人々が欲しているものを見極めて、独自の事業を創出しました。
大和ハウスグループはこの「現場主義」を受け継ぎ、
「事業を通じて人を育てること」を企業理念に掲げて、
最大の財産である「人財」の育成に努めています。
“実践”重視の視点から、人財育成体系も常に磨き上げながら、
誕生した新たな研修メニューは、社員の実践力向上に成果を上げています。

─「事業を通じて人を育てること」を理念とする研修体系の充実
現場
「従業

大和ハウス工業の創業者・石
人々が欲しているものを見

─「

実践報告
ハイライト
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スタートさせています。“社員の躾は社内で行う”という考え方のもと、本
研修は人財育成セン
ターのスタッフが講師
を担当しており、現場
主義に立った人財育成
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一層の充実を目指しま
す。
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制度」や、次世代のリーダーを育てる「大和ハウス塾」、自らの希望で参加
できる「支店長公募育成研修制度」など、独自の制度を整備して、「事業
を通じて人を育てる」体制を実現しています。
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新入社員の指導を行う「OJTエルダー制度」
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道に、人権尊重の意
識と行動の醸成に取
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運用して、個々が能力・
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ための機会を提供した。
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取り組んだ。
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［大和ハウス工業 人財育成体系］

実践に役立つ研修を常に追い求め
続けることを大切にしています。
人は日々の仕事で鍛錬されてこそ成長するも
のであり、その成長支援のために当社ではさま
ざまな研修を実施しています。「より実践に活
かせる研修にできないか」という改善意識を常
に持ちながら、施設に集まる研修のみならず、
マナー研修をはじめとした即実践に活かせる
研修をさらに広げていきたいと考えています。

人財育成センター 
上席主任

中川 英彦

体験型トレーニングを中心に
即効力と継続性を大切にしています。
社内のできごとや私が実際に体験したことな
ど、身近な実例を挙げて、マナーの重要性を
伝えています。全従業員が受講することで、
事業所全体でマナー向上に取り組むことが
でき、研修の翌日から皆の“立ち居振る舞い”
が変わり、雰囲気も良くなると聞いています。
また、目に見える変化は従業員同士の意識
づけや継続にもつながっているようで、大きな
やりがいを感じます。今後は、事業部門や職
種別で内容を深掘りしたプログラムを構築し
たいと思います。

研修講師の思い

人財育成センター 
主任

河北 美幸

お辞儀の角度を計る特製ものさしを用いて、社員同士
で最敬礼の練習凡事徹底･マナー研修において、全員の

お辞儀の角度が揃うよう最敬礼の練習

ビジネスの現場で
自らが成長するための
基本の習得。
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人財育成
当社では企業理念に「事業を通じて人を育てること」
を掲げ、風土の醸成と環境の整備をすすめています。

大和ハウス工業では「事業を通じて人を育てる」という企業

理念のもと、さまざまな教育を実施しています。いずれの教

育も机上の学習で終わることなく、“現場主義”の考え方のも

と、学んだことを現場で活かせることを目的としたカリキュラ

ムを組んでいます。

2008年5月より、大和ハウスグループの次世代の経営者育成

を目指した「大和ハウス塾」をグループ横断で開講し、当社の

実際の経営課題に対する戦略策定を通し、経営スキルの実践

トレーニングをしています。これまでの修了者の中から3名が

グループ会社社長に、33名が各社取締役又は執行役員に就任

しています。

今後は経営幹部候補生の社外への研修派遣を拡充し、幅広

い見識を持つ経営リーダー育成を強化したいと考えています。

現場の最前線を担う主任・係長層に対しては、専門知識・ス

キルの強化教育を各職種ごとで実施しています。また、リー

ダーとしての初期教育を、研修の場だけでなく、新入社員の指

導担当という実践の場（当社では「OJTエルダー制度」として

位置づけています）を通して行っています。

新入社員にとっての初めの１年間は、社会人としてだけでな

く、大和ハウス工業の社員としての“礎”を築く大事な時期と

位置づけ、あらかじめ年間の教育カリキュラムを決めて実施し

ています。

約１週間の基礎教育修了後、事業所への配属を行います。

事業所で実際の業務を経験した後、当社商品がどのようなも

のかを体験してもらうための現場実習を行います。工事にか

かわる職種はもちろん、設計、営業、管理など全職種の新入社

員が施工現場で実習し、ものづくりと建築の専門知識を体得

します。

そして、およそ3ヶ月毎に研修を実施し、実践で使う知識・ス

キルの学習と、習得度の確認を行います。併行して宅地建物取

引主任者資格や建築士資格の取得に向けた学習支援も行って

います。

また、一人ひとりが自信を持って、プロフェッショナルとして

実務を遂行できるよう目標レベルを設定した実務能力認定検

定（Di‐Q検定※）を2007年7月より導入しています。

人財育成/職場環境の整備
「従業員」との共創共生

実践型教育を通した人財育成 大和ハウス
工業

次世代を担う経営リーダーの育成 大和ハウス
グループ

社員に対する専門教育とリーダー教育 大和ハウス
工業

１年間を通して新入社員を徹底教育 大和ハウス
工業

※Di‐Q検定：職種ごとに求められる実務能力について「できるようになったス
キル」を確認する社内検定。

職場環境の整備
社員を考慮した勤務地の選択や
子育て休暇などを導入しています。

働きやすい職場環境づくり 大和ハウス
工業

当社は、中長期的な経営を見据えた人財確保および少子高齢

化を視野に入れ、2005年度から「勤務地選択制度」を導入して

います。これは全国への勤務を前提とした「全国社員」であって

も、育児や介護等で転勤が困難な場合、生活拠点となる住居地

から転居を伴う転勤のない「地域社員」への転換を自ら選択で

きる制度です。この制度により2011年度は25名が「全国社員」か

ら「地域社員」へ転換し、希望した地域で活躍しています。

また、2005年4月に導入した「有給休暇積立制度」※について

は、2011年度は積み立てた有給休暇を所定の目的で利用した社

員が128名、総使用日数が3,692日となり、制度が社員の間に浸

透しています。

一方、ワークライフバランス推進の観点では2007年4月、家庭

サービスや自身のリフレッシュなどを目的として、年次有給休

暇を計画的に取得する「ホームホリデー制度」を導入しました。

2011年度における同制度の利用者は、12,255名となっており、多

くの社員が制度を活用しています。

また、2010年5月には、時間単位有給休暇制度を導入したこと

により、育児や介護などの事情に応じて1時間単位での有休取得

が可能になりました。

住居に関しても、持家の取得促進とローン返済の負担軽減を

目的として「持家取得者住宅手当制度」を2005年10月に導入し

ており、2012年4月現在で5,790名に対して月額2万円を支給し

ています。

※有給休暇積立制度：法定上失効する有給休暇を最大100日まで積み立て、必
要に応じて使用できる制度。
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適正な労務管理の徹底 大和ハウス
工業

当社では、労働時間数の実態を把握する取り組みとして、全

事業所において日々の勤怠をパソコンで管理するシステムを

導入しており、出社・退社時刻の記録や時間外勤務の命令か

ら承認までの流れをシステムで一元管理しています。

そのうえで、従業員の深夜勤務をなくして心身の負担を軽

減を図るとともに、業務のあり方を見直すなど、長時間労働

の是正に努めています。

具体的には、夜9時以降は事業所を閉鎖する「ロックアウト」

を全事業所で実施しており、それを可能にするための業務改

善、効率化に継続的に取り組んでいます。

また、2011年からは人事部門による定期的な事業所検査を

実施し、さらに2012年からは適正な残業・休日出勤の届出が

なければ就業時間外にパソコンを使用できなくする制御シス

テムを導入するなど、意識付けとシステム整備の両面から従業

員をサポートし、サービス残業の撲滅に取り組んでいます。

職場環境の整備/人権尊重
「従業員」との共創共生

次世代育成の推進 大和ハウス
工業

当社は、2005年4月に「次世代育成一時金制度」を設置しま

した。これは、社員にこどもが産まれた場合、扶養の有無にか

かわらず、一子につき100万円（双子の場合は200万円、三つ

子の場合は300万円）を支給する制度で、2011年度には687名

のこどもの出生に適用しています。

2007年4月には、出産した配偶者をもつ男性社員が、出生

日から連続5営業日の休暇を取得できる「子育て休暇（ハロー

パパ）制度」を導入。男性の育児と家庭への参加を意識付け、

男女がともに仕事と家庭の両立ができるよう制度化していま

す。

また、福利厚生代行会社との提携により各種サービスが受

けられる「育児支援サービス」を導入し、保育施設の利用料を

割引するなど、育児を経済的に支援しています。

2007年度より「育児休業制度」をこれまで法定水準であっ

たものを『3歳』まで延長。男性の育児休業制度利用も促進し

ています。その結果、今まで累計で5名の男性が育児休業を取

得しています。

その他、「再雇用機会優先制度」を導入しており、性別に関

わらず結婚・妊娠・出産・育児・配偶者の転勤・介護を理由に

退職した社員に対し、本人の希望を踏まえて、欠員補充時など

に優先して採用選考を行っています。

人権尊重
一人ひとりの人権・多様性・人格・個性を尊重し、差別の
ない安全で働きやすい職場環境づくりを目指します。

「大和ハウスグループ企業倫理綱領」の基本原則に「人権

の尊重」を掲げ「お客さま・取引先・役職員をはじめ、あらゆる

人の尊厳と基本的人権を尊重して行動すること」を定めてい

ます。

また大和ハウス工業では人権啓発活動方針を定めていま

す。

基本方針

人権尊重とあらゆる人権侵害を未然に防ぐ教育の促進

一．体系的、計画的な教育啓発活動の推進

一．活動の効果測定と、評価、改善の継続

一．日常業務活動への実践と定着化

一．社外関係団体との連携を通じた活動の推進

人権啓発活動方針 大和ハウス
グループ

［人権啓発推進委員会組織図］

（事務局）CSR推進部人権啓発室

管理部門責任者

取締役会

委員長：社長
副委員長：担当取締役

人権啓発推進委員会

委員長：事業所長
人権啓発推進員：

大和ハウス工業事業所
　人権啓発推進委員会

管理部門責任者

委員長：各グループ会社社長
人権啓発推進員：

グループ会社
　人権啓発推進委員会

当社グループでは下記の体制で人権啓発に取り組んでいま

す。

人権啓発活動推進体制 大和ハウス
グループ
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 基本方針のもと、グループ全体の取り組みとして、全従業員

が年１回以上人権研修を受講することを目標に、毎年職場で

行う全従業員対象研修をはじめ、役員・管理職などを対象と

した階層別・目的別研修など、計画的・継続的な社内研修を

実施しています。

当社グループでは、良好な職場環境を構築するため、セクハ

ラ・パワハラの未然防止に重点をおいた啓発活動を実施して

います。

また、相談窓口を当社に設置し、グループ全体からのセクハ

ラやパワハラはもちろん同和問題など、人権に関わる全般の

相談を受け付けるとともに、グループ各社にも相談窓口を設置

しています。

さらに当社では本社だけでなく、各事業所にも相談担当者

を選任し連携を図っています。

人権尊重
「従業員」との共創共生

人権教育・啓発への取り組み 大和ハウス
グループ

セクハラ・パワハラ防止教育の
積極的な推進と相談窓口機能の充実 大和ハウス

グループ

［大和ハウス工業の人権啓発研修の内容及び実施状況（2011年度実績）］

事業所別研修 

階層別・目的別 

全従業員 
役員・管理職・主任・
　　係長・新入社員 

339回

27回

26,376名 

1,584名 

研修名 対象者  回数 延べ受講人数 

セクハラ防止リーフレット

従業員の人権への意識や理解度の実態を把握するため、4
年に1度、人権意識調査を実施しています。広告作成時や土地

を調査する際など、差別につながる恐れがある業務について

人権意識調査の実施と次年度への反映 大和ハウス
グループ

広告物作成において、人権の視点からチェックを行うなど、

未然防止の仕組みを導入しています。

また土地調査において、ガイドラインを作成するなど、業

務において人権侵害に加担することのないよう相当の注意を

払っています。

広告物媒体チェック及び
土地調査ガイドラインの策定 大和ハウス

グループ

 一人ひとりが具体的に人権について考え実践することを目

的として、毎年人権標語コンクールを実施しています。2011年

度には25,808点の応募があり、その中から優秀作品を選び、

表彰を行いました。

またポスターを作成し、当社グループ各事業所内に掲示して

います。

人権標語コンクールの実施とポスターの掲示 大和ハウスグループ

『人権週間』にちなんで大和ハウスグループ全社より

応募された標語総数27,000点より最優秀作品が4点、優秀作品が24点選ばれました。

人権週間とは、1948年12月10日、国連総会で「世界人権宣言」が採択されたことを記念して、

日本では毎年、12月4日から10日までの1週間を人権週間と定めています。
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人権標語ポスター

正しい対応方法の理解度等を確認しています。大和ハウス工

業では2011年に実施した調査で9,902件の回答がありました。

結果を分析し、課題や問題点に基づいた、教育研修を実施し

ています。

人権啓発情報を2ヵ月に一度、当社グループのイントラネット

に掲載しています。同和問題をはじめとして、障がい者問題、

外国人問題、職場の人権問題など、その時々の人権テーマを取

社内イントラネットに人権啓発情報を提供 大和ハウスグループ
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2011年度の定期健康診断の当社グループ社員の受診率は

96.4％となりました。

今後も全員受診（受診率100％）を実現するとともに、有所

見者のフォロー体制のしくみづくりによる再検査の徹底を図

るなど、社員の健康保持や促進の対策を推進していきます。

2011年度の特定健診・特定保健指導は特定健康診断の実施

率94％の目標に対し、結果は96.5％でした。

特定保健指導については、「積極的支援」が必要な社員が

3,120名、「動機付け支援」が必要な社員が1,442名該当し、そ

のうちの「積極的支援該当者」が1,081名、「動機付け支援該

当者」が155名の計1,236名について「健康改善研修（特定保

健指導）」を実施することで社員の主体的な健康改善を促進

しています。

2012年には「特定健康診断実施率95％」、「特定保健指導

率45％」、「メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減

少率10％」を目標に定め、社員の健康をサポートします。

当社では心の健康づくり計画に従い、ケアの種類に応じた

施策を推進しています。

（1）セルフケア・・・

従業員のストレスチェック、従業員自身がストレスや心の

健康について理解し、自らのストレスに気づき、予防や軽

減するための研修プランを展開するとともに、情報を社内

イントラネットにて公開しています。 
（2）ラインによるケア・・・

ラインケア※1研修の実施と休職者職場復帰支援プログラ

ムの運用をおこない、職場環境の改善をとおして快適な職

場づくりに努めています。

（3）職場内外のスタッフ等によるケア・・・

セルフケアやラインによるケアをおこなうための職場環境

の改善、休職者の円滑な職場復帰に向けて、EAP※2機関・

産業医や主治医・職場等との連携を図っています。

2008年5月にEAPサービスを導入し、プライバシーを完全に

保護することで、会社に知られることなく専門のカウンセラー

によるカウンセリング（電話・面談）を受けることができます。

併せて、EAP機関による全事業所巡回カウンセリングを導入し、

多くの従業員が制度を知り、利用できる体制を作っています。

また、メンタル面の不調により休職している従業員に対し

ては、会社、産業医、EAP機関が協力して復帰にむけた支援を

行う仕組みを持っています。復帰後も、短時間の勤務を認める

「ならし勤務」制度を設けるなど、無理のない職場復帰にむけ

たプログラムを運用しています。

健康への配慮
メンタルヘルスや健康管理に配慮した
施策を進めています。

人権尊重/健康への配慮
「従業員」との共創共生

定期健康診断の実施 大和ハウス
グループ

人権のひろば

メンタルヘルスケア 大和ハウス
工業

※1　ラインケア：上司が部下のストレスまたはストレスに対処できているかを
見極め、心身ともに健康で仕事が円滑になされるよう管理・指導し、配慮
すること。

※2　EAP：Employee Assistance Program（従業員援助プログラム）の略。
職場における心の健康維持を目的とした取り組み。

り上げています。人権知識習得の場として多数の従業員に活

用されており、2011年度の閲覧件数は13万件でした。
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当社は、改正高年齢者雇用安定法の施行にともない、従来

の定年後の再雇用制度を2006年4月に見直しました。

これまで、管理職に限定していた再雇用の対象者を一般職

にまで拡大。報酬体系についても、一律設定から個々の成果

実績に基づいて設定する仕組みに変更しています。

さらに、2007年4月からは、定年退職日を誕生日月の月末

から年度末へ変更することにより、事業年度を通じて業務に

専念できる体制に切り替え、2012年4月には123名（定年者の

75.0％）を再雇用しました。

そして、再雇用者には4月から1カ月間をリフレッシュ休暇と

し、寮や社宅などの福利厚生面においても見直しを行うことで

再雇用者に対し、より働きやすい職場環境を整備しています。

ダイバーシティ雇用
さまざまな人財の雇用や処遇の改善・向上を
進めています。

ダイバーシティ雇用
「従業員」との共創共生

高年齢者再雇用の推進 大和ハウス
工業

当社の障がい者雇用率は1.82％（2012年4月現在）であり、

法定雇用率（1.8％）を上回っています。

また当社では、障がい者を特定の職種に配属するのではな

く、他の従業員と同じく個人の適性に応じて営業・設計・工事・

管理など、さまざまな部門に配属しています。身体が不自由な

方にとって、やりがいのある職場環境の実現と、健常者の理解

の醸成に努めています。

2012年4月現在の女性の主任・係長職は310名（全正社員の

2.28％）と、2005年の4.6倍となっています。将来の管理職候

補として積極的に育成していきます。

また、女性の管理職は2012年4月現在で30名と増加してい

ます。
2012年4月現在、当社には、正社員13,592名、有期契約社員

1,920名の合計15,512名が在籍しています。

2011年度の正社員採用数は384名（新卒採用者245名、キャ

リア採用者139名）で、2012年度は4月に新卒採用者を463名

（男性352名〔76％〕、女性111名〔24％〕）採用しています。

障がい者雇用の推進 大和ハウス
グループ

女性の役職登用の拡大 大和ハウス
工業

雇用の状況 大和ハウス
工業

［女性の主任・係長職］
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第三者意見
その他
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さらなる被災地復興支援と
日本再生に向けて

｢現場主義｣の「人財」育成で、
持続可能な「アスフカケツノ」企業へ

第三者意見を受けて

ISO26000を有効活用したCSRの評価指標

東日本大震災から1年、多くの企業が、本業を生かして、また社員の自発的な

参加を通して、非常にダイナミックにかつ継続的に支援を展開しており、日

本企業への今後のあり様に期待を大きくした1年であった。実際、被災地を

訪れると、復興への道のりはまだまだ遠く、また、被災者の方々は、「忘れな

いでほしい」という痛切な声を出しておられ、東北復興、そして日本再生へ

の一人ひとりの責任ある行動が求められていることを痛く受け止めている。

トップメッセージにおける、仮設住宅建設はじめ復興支援に向けての大局的

かつ気概ある語りかけは、いずれも率直に一人称で語られ、日本企業の経

営者として、一人の人間としての責任と覚悟を示したものであり、すべての

ステークホルダーが大いなる共感を持つものだと思う。

「人財」育成に関しては、現場主義に即した研修が詳細に記述されており、重

要課題であることがよく伝わってくる。ただ、記事から見る限り、「現場」はビ

ジネスの現場に終始している印象を拭えない。震災支援でのボランティア研

修や、社会貢献の場などビジネス以外での「現場」体験なども交えての報告

にすると、「人財」への期待がより厚みを増して伝わるのではないだろうか。

社会貢献活動報告は、制度導入や活動実績なども包括的に確認でき、また、

各事業所やグループ企業の個別の取り組みも、一つひとつがいきいきと伝

わってくる内容と写真で、読者の共感を呼ぶと共に、啓発にもつながると思

う。今後は、協働するパートナーからのメッセージや、参加者の声も掲載する

と、「共に創り、共に生きる活動」であることがより明確に伝わってくるので

はないだろうか。

本報告書は、日々の凡事徹底を積み重ねて、創業100周年にも「アスフカケ

ツノ」企業となることをめざしている、という決意表明でもあることがわか

る。その実現に向けてさらなる発展を期待したい。

高橋様には7年連続で当社のCSRレポートにご意見を頂戴しておりますが、日頃より当社グループのCSR活動に対し、評価とご

意見をいただいており改めて御礼申し上げます。

東日本大震災の発生を受け、当社グループはハウスメーカーとしての社会的使命を果たすべく仮設住宅のご提供をはじめ、こ

の一年間被災地の支援活動に取り組んできましたが、今後も引き続き、被災地復興支援のために本業を含め各種CSR活動を

継続してまいります。

ISO26000への対応は2011年度の核といえるものです。重点テーマの検討については毎年実施しているステークホルダー

ミーティングでも議論を行い、CSR自己評価指標の改定につなげていきました。

今後は、本業だけでなく社会貢献活動のさらなる推進等を通じて、社会に貢献できる『人財』を育成し、社会に欠かせない企業

として邁進していきます。

住宅建設を核とし、関連事業への多角化、そしてグローバル企業としての成

長を目指す今こそ、CSRの各項目一つひとつに心を込め実効的に進めてい

かなければならないが、明確なビジョンとそこに関わる人たちの思いが、そ

れぞれのページの記述と写真を通して伝わってきて、詳細版と差別化した

WEB版らしい伝え方が功を奏していると思う。

CSRの自己評価指標として今回から活用するISO26000に沿って、各項目に

代表取締役副社長　CSR 担当

石橋 民生

おける取り組みが丁寧に記述され、その意義が整理されており、読者にとっ

ても各活動の意味を理解しやすくなっている。この国際規格に関する説明

の中の、この規格は企業だけでなくあらゆる組織にとっての手引書であると

いう記述は、ステークホルダーへの啓発にもつながるものとして重要であ

る。さらに、グローバルな発展をめざす企業としては、これは、先進国だけで

なく途上国も参画しての規格であることを明記することを推奨したい。

「プレミスト稲毛海岸」での省エネ・創エネシステム導入、「さいおんスクエ

ア」での官民一体のまちづくりへの取り組みなどにおいても、従来の環境、

消費者問題、社会貢献を縦割りで捉えるのではなく、個々の取り組みを中核

7項目に整理し、CSRにおける意義をトータルに捉える試みがなされ、社内

外におけるCSRそのものの理解促進にも役立つ方法である。

ステークホルダーミーティングの報告は非常にわかりやすく、重点課題に関

する議論が密度濃く記述され、毎年の多様なステークホルダー参加の積み

重ねがCSRの厚みを増すことにつながっていることを実感できるものとなっ

ている。

公益社団法人日本フィランソロピー協会
理事長

高橋 陽子様



皆さまからの
ご意見

大和ハウスグループ「CSRレポート」では、ダイジェスト版ならびに詳細版において、
読者の皆さまにアンケートへのご協力をお願いしています。

2011年版においても、皆さまからさまざまなご意見をいただきました。
あらためて皆さまのご協力に感謝申し上げますとともに、お寄せいただいたご意見の一部を

ご紹介させていただきます。

皆さまからのご意見は、今後のCSRレポートならびに
CSR活動に活かしてまいります。
まからのご意見は、今後皆さま
活動に活CSR活

「住まいと環境、企業の取り組みについて、小
学生の娘と一緒に拝見しました。いろいろな角度からの
CSR活動の詳細がわかりやすく紹介されていたので、大和
ハウス工業を身近に感じました。未来を担うこどもたちは、
これから世の中についての関心を深めていきます。小学生
や幼稚園児に向けた冊子も用意いただけると嬉しく思いま
す（既にあったらごめんなさい）。」〈お客さまより〉

今回、CSRWebサイトを一新し、幅広い層に大和ハウスグ
ループの取り組みが一目でご理解いただけるよう改善を
図りました。また、CSRの取り組みをより多くの皆さまに
ご理解いただくための小冊子の制作を検討しています。

「さまざまな場所で御社名を目にするよう
になり、ホームページを拝見しました。予想を超える事業範
囲、活動範囲に驚きました。」〈お客さまより〉

大和ハウスグループは、「人・街・暮らしの価値共創
グループ」として多様化する住まいや暮らしのニーズ
に対応してきました。〈P23：大和ハウスグループの
概要〉にて当社グループの事業を紹介しています。

「ダイジェスト版はページ数を抑えるためなの
か写真や図表がやや小さく、その熱意や数値データまでが
明朗さに欠けるように見えました。またダイジェスト版は
“もっとダイジェスト”でよいと思います。」〈従業員より〉

ダイジェスト版はできるだけ情報を絞り込み、写真を
大きく掲載しました。また、2012年版はページ数も
54ページから34ページに減らしました。

ご理解いただくための小冊子の制作を検討しています。

「 ざ 場所

「
か
明
“「東日本大震災後でもあり「帰る場所」として

の家に建設業が果たす役割は大きいと思います。住む人の
ために「さすが大和ハウス工業」「100年後もこの家で良かっ
た」と言われる家づくりをしてください。」〈お客さまより〉

これまでもさまざまなニーズに合わせた商品を供給
してきました。東日本大震災後も被災地域の方々の
ニーズに応える緊急対応商品「xevoK（ジーヴォ・ケ
イ）～絆～」の販売をはじめています。〈P19：実践報
告ハイライト〉にて紹介しています。

う
範

給
の
ケ
報

「CSRレポートは大和ハウス工業の社員として、
その行動の指針を身につけることができる貴重なツールで
す。要望をいうと、東日本大震災の被災地にどのように対応
していくのかをもう少し詳しく知りたかったです。」〈従業員より〉

〈P7：巻頭特集〉ならびに〈P17～20：実践報告ハイ
ライト〉で震災復興支援の模様を紹介しています。

の

創
ズ
の

「CSR自己評価指標のなかで、お客さま、
環境、従業員の指標の数値が高いことを評価したい。私は
宮城県七ヶ浜町に住んでいるのですが、震災から3～4日目
に大和ハウス工業の方が住宅を訪問されている姿を見て、
そのスピードの速さに感心しました。」〈NGOより〉

震災当日に災害対策本部を立ち上げ、被災地の支援
活動を行ってきました。応急仮設住宅建設において
は、2011年3月19日から仮設住宅の建設に着工し、
順次、複数の現場を並行しながら建設しました。
〈P17：実践報告ハイライト〉にて、応急仮設住宅の建
設について紹介しています。

後のCSRレポートならびに
ます。

のご意見は、今後

活かしてまいり

小
の
和

生
ま

グ
を
に

「エコ住宅をもっと普及してほしいと思います。山
林の保全など、大和ハウス工業のような大企業にしかできな
いことをしていってほしいです。」〈株主より〉

〈P81：実践報告ハイライト（環境①）〉にて、環境配慮
型マンション『プレミスト 稲毛海岸』を紹介しています。
また〈P78～126「環境」との共創共生〉にて当社グルー
プの環境活動を詳しく紹介しています。

概要〉にて当社グループの事業を紹介しています。 「
環
宮
に
そ「社会貢献活動の一環として、キッザニア等の

「教育」分野にも力を入れているのをはじめ、住宅メーカー
の枠を越えた多岐にわたる社会貢献活動に関心を持ちまし
た。｣〈お客さまより〉

当社グループでは社会貢献活動理念のもと、「環境」「福
祉」「教育」の3分野を柱に、地域の皆さまと共に活動に
取り組んでおります。〈P64～77：社会貢献活動〉
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第三者意見



国内外の動き

● 国連持続可能な開発会議（リオ+20）開催（ブラジル）

● 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法が施行

主な施策・活動トピックス

環　境

● 大型商業施設の共用部照明をLED照明にしました

● 「D's SMART STORE（ディーズ スマート ストア）」の実証実験を開始

● BEMSアグリゲータ（エネルギー利用情報管理運営）事業を開始

国内外の動き

● COP17・COP/MOP7開催（南アフリカ）

● 電力不足に伴い、東北・東京電力管内で電力使用制限令が発令

● 放射線物質汚染対処特別措置法が施行

● 東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法が施行

主な施策・活動トピックス

共　通

● 「トゥルコキ中学校（Tuol Koki Secondary School）」建設のための寄付を行いました 

● 2年連続「世界で最も持続可能な100社」に選ばれました 

● 「リサイクル・ブック・エイド」に参画しました

● 桃･柿育英会「東日本大震災遺児育英資金」への寄付 

● 「大和ハウスグループ　CSRレポート2011」発行

● 東日本大震災被災地施設に対する セラピー用アザラシ型ロボット「パロ」の貸与

● 東日本大震災の東北被災地への「ＬＥＤ街路灯」の寄贈

● 大和ハウスグループの東日本大震災に対する義援金の寄付

▼ 2012年度　

▼ 2011年度　

 安全・安心　　　スピード・ストック　　　福祉　　　環境　　　健康　　　通信　　　農業ア ス フ カ ケ ツ ノ
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CSR活動のあゆみ
その他

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120605160734.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120507172417.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120418163700.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120315100526.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120216125118.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20111012102241.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110711105248.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110623121145.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110615121604.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110506115114.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110413132947.html
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▼ 2011年度　
環　境

● 4年連続1位達成 平成22年度 環境共生住宅認定において建設実績総合１位を達成

● 大和ハウス工業×ソニーCSL　スマートハウスの家電機器を、ゲーム感覚で制御する公開実験を実施

● リチウムイオン蓄電池1000台導入による最大2MWh（メガワットアワー）のピークシフトを実施

● 中期環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2013」スタート

● 環境配慮型オフィス「大和ハウス愛知北ビル」の実証実験を開始 

商品・サービス（事業）

共働き子育て世代向け住宅「xevo Li（ジーヴォリアン）」発売

ア 防犯配慮型賃貸住宅商品「セジュールウィット-SW」「セジュールオッツ-SW」発売

ア 震災復興支援戸建住宅「xevo ＫⅡ（ジーヴォ･ケイツー）～絆～」発売

ア 東日本大震災 被災地復興支援策（戸建住宅）　太陽光発電システムを特別価格にて提供

ア 「ダイワハウス住宅復興相談センター」開設・震災復興支援戸建住宅「xevo Ｋ（ジーヴォ・ケイ）～絆～」発売

ス 中国 常州において分譲マンション・商業施設を開発

ス 業界初 新築戸建住宅全商品「移住･住みかえ支援適合住宅」に認定

カ 自然を賢く活用し、うまく付き合う快適な都市型エコ住宅「xevo 03（ジーヴォ・ゼロサン）」発売 

カ 日本最大級の太陽光発電システムを搭載した環境配慮型分譲マンションの開発

カ 業界初　ＨＥＭＳ制御による家庭用リチウムイオン蓄電池搭載 スマートハウス第一弾「スマ・エコ オリジナル」発売 

カ 全国初　戸建分譲住宅地｢かずさの杜 ちはら台｣において住民と事業者で提案した景観計画案をもとにした景観計画が

施行されました

カ 日本初のネット・ゼロ・エネルギー・タウン開発。堺市「晴美台エコモデルタウン創出事業」の優先交渉権者に選定

カ 日本初　太陽光発電+ガスコージェネレーション+エコジョーズ採用の分譲マンションの販売開始

カ CO2排出量を最大約50%削減可能な環境配慮型オフィス「D's SMART OFFICE（ディーズ スマート オフィス）」発売

ケ 「プラズマクラスター技術搭載マルチシステム収納」発売

ノ 植物工場ユニット「agri-cube（アグリキューブ）」販売開始

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110714193523.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110707094432.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120326105941.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20111128180716.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20111213181503.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110930095334.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110627132106.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110622134823.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110427112326.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110502114302.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110509130420.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20111124111156.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120124084256.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110920101418.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110509192647.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110509192647.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20111006150008.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110715121425.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120321153146.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120321110106.html


Daiwa House Group   　　 CSR Report 2012160

▼ 2010年度　

国内外の動き

● 東日本大震災が発生

● 生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）が名古屋で開催

● 気候変動枠組み条約第6回締約国会議（COP16）がメキシコのカンクンで開催

● 「低炭素都市づくりガイドライン」の策定

● エネルギー基本計画を策定

● 「土壌汚染対策法」改正（3,000m2以上の土地形質変更時に届出義務など）

● 社会的責任に関するISOガイドライン（ISO26000）が発行

主な施策・活動トピックス

共　通

● 東北地方太平洋沖地震に対する義援金および救援物資提供について

● 「世界で最も持続可能な100社」に選ばれました

● 「大和ハウスグループ　CSRレポート2010」発行

環　境
● 「エコシップマーク認定制度」の優良事業者に認定

● 大和ハウス工業の桜保全活動について公開

● 生物多様性の保全推進のため大和ハウスグループは「生物多様性宣言～人と自然が『共創共生』する社会へ～」を策定

● 平成21年度環境共生住宅認定において建設実績１位を達成

● 当社グループの環境への取り組みを紹介する「We Build ECOサイト」をリニューアル

社　会

● こども向け職業･社会体験型施設「キッザニア東京」の「住宅建築現場」パビリオンを全面リニューアル

商品・サービス（事業）

共働き家族のための家「xevo CLEVA（ジー ヴォクレバ）」発売

ア ALSOKとのコラボによるホームセキュリティシステム標準装備の賃貸住宅商品「セジュールウィット-S」「セジュールオッツ

-S」発売

ス 中国 無錫において戸建住宅・マンションの分譲プロジェクトを開始

ス 業界初 住宅床下点検ロボット「moogle（モーグル）」の本格運用開始

フ セラピー用アザラシ型ロボット「パロ」の販売を開始

カ 「SOLAR STORAGE（ソーラーストレージ）」販売開始

カ 3階建木造戸建住宅商品「xevo SORA（ジーヴォソラ）」発売

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110329114557.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110208100034.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100701104802.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20101224100019.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/sakura/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20101001132757.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100826102312.html
http://www.daiwahouse.co.jp/eco/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100426153516.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20101222093323.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100804200611.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100804200611.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20101129104235.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20101020101937.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20101021153530.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110331150342.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110124174823.html


▼ 2009年度　

カ 日本初　分譲マンション「D'グラフォート　レイクタウン」のグリーン熱による「グリーン熱証書」が発行・販売

カ 環境エネルギー商品で温室効果ガス排出量を削減し、東京都クレジット創出業務を開始

カ ネット・ゼロ・エネルギーハウスを実現した戸建住宅商品「xevoYU（ジーヴォ・ユウ）」発売

カ 「SMA×Eco HOUSE（スマ・エコハウス）」の実証実験を開始

カ 次世代型省CO2モデル事業に対応したリチウムイオン電池システム付きコンビニエンスストアを企画・施工

カ 戸建住宅全商品に当社独自のエコポイント「ジーヴォエコポイント」を発行

▼ 2010年度　

国内外の動き

● 住宅版エコポイント制度　施行

● 鳩山首相が温室効果ガスの中期削減目標を発表“2020年までに国内の温室効果ガス排出量を1990年比25％削減”

● 「エネルギー供給構造高度化法」成立

● 「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」施行

● 改正「地球温暖化対策の推進に関する法律」施行（事業者単位規制）

● 改正「エネルギーの使用の合理化に関する法律」施行（事業者単位規制、分譲住宅省エネ達成率など）

● 太陽光発電の余剰電力固定価格買取制度がスタート

主な施策・活動トピックス

共　通

● 『先の先を読め　複眼経営者「石橋信夫」という生き方』出版

● ハイチ地震の被災地へ義援金を寄付

● スマトラ沖災害・サモア地震の被災地へ義援金を寄付

● パートナーズ・ホットラインを導入

環　境

● 平成21年度『省エネ大賞（組織部門）「資源エネルギー庁長官賞（CGO（※1）・企業等分野）」』を受賞

● 「平成21年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰」を受賞

● グループ環境経営評価制度をスタート

● 環境行動スローガン「未来を、つなごう　We Build ECO」を策定

● 環境コミュニケーションサイト「未来惑星（ミライボシ）」をリニューアル
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CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20101027110646.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100823110442.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100706193455.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100623104634.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100608160225.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100405113136.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100318105933.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100201105300.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20091201185420.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=13
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商品・サービス（事業）

カ 「xevoAI（ジーヴォ・アイ）」発売

カ 「xevo＋R（ジーヴォ・プラスアール）」発売

カ デザイナーズエコ住宅　「xevoEDDI（ジーヴォ・エディ）」発売

カ 環境対応型2階建賃貸住宅商品「セジュールエコハ」　自由設計２階建賃貸住宅商品「セジュールウィット」 を発売

カ 環境配慮型住宅「xevoFU（ジーヴォ・フー）」「xevoKU（ジーヴォ・クー）」を発売

カ リサイクルプラスチック材による地盤補強工法「D-TEC ECO＋（ディーテックエコプラス）工法」を開発

カ 環境エネルギー事業部を設立

カ 大和リースが、総合緑化事業を開始

▼ 2009年度　

▼ 2008年度　

国内外の動き

● 「住宅用太陽光発電システムの設置に対する補助金制度」開始

● 「化学物質排出把握管理促進法」改正

● 排出量取引の国内統合市場の試行的実施スタート

● 「低炭素社会づくり行動計画」閣議決定

● 主要国首脳会議（北海道/洞爺湖）開催

● 福田ビジョン「低炭素社会・日本を目指して」発表

● 「京都議定書」の約束期間がスタート

● 後期高齢者医療制度がスタート

主な施策・活動トピックス

共　通

● 第5回　ステークホルダーミーティングを実施

● カンボジアの井戸建設費用に充てる「カンボジア井戸プロジェクト」に参加

● 「CSRレポート2008」ダイジェスト版と詳細版を発行

● ミャンマー連邦のサイクロン被害および中華人民共和国の四川大地震の被災地に義援金を寄付

● 第二次中期経営計画「Challenge2010」スタート

● カンボジアの小学校建設のための寄付

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100305184843.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100224112953.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20091124192715.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20091028174633.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090803153825.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090609103535.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/05/outline.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080808110339.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080617133607.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090202112334.html
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▼ 2008年度　
社　会

● キッザニア甲子園をオープン（パビリオンを出展）

環　境

● 中期環境行動計画「Endless Green Program 2010」スタート

● 「環境優秀事例社長表彰制度」を創設

● 全国事業所に「エネルギードクターサービス」を導入

● 全国事業所で月1回の「ライトダウン活動」を開始

● 「エコ自動車手当制度」を導入

● 環境省「自主参加型国内排出量取引制度」に、九州、奈良の2工場が参加

● 商業建築部門で鉛・クロムフリーさび止め塗料への切り替えを開始

● 森林資源の持続的な発展のため、カタログ、名刺、社封筒を「森林育成紙™」に切り替え

● 「グリーン調達品目（商業建築事業）」を制定

● 第4回こどもエコ・ワークショップを開催

● 環境コミュニケーションサイト「未来惑星（ミライボシ）」を公開

● 第26回全国都市緑化おかやまフェア「おかやま花だより2009」に出展

商品・サービス（事業）

ス 優良ストック住宅推進協議会に参加

フ ロボットスーツHAL（福祉用）のリース販売を開始

カ 「リフォームでエコ」キャンペーンを実施

カ 商業施設向け白色LED照明システム『grace lumino（グレース ルミノ）』販売開始

カ 環境にやさしい暮らし方提案「エディブルガーデン－おいしい庭づくり－」を発表

カ 「ジーヴォでエコ」キャンペーンを実施

カ 環境配慮型ショッピングセンター「iias（イーアス）札幌」オープン

カ 環境配慮型ショッピングセンター「iias（イーアス）つくば」オープン

カ 大和リースが、屋上菜園化システム「ecoヤネfarm（エコヤネファーム）」を発売

ケ 「インテリジェンストイレⅡ」発売

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080701120201.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080331191157.html
http://www.daiwahouse.co.jp/eco/event/seminar04/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/miraiboshi/
http://www.daiwahouse.co.jp/release/pdf/release_20080729.pdf
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20081006220554.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090317183818.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20081222115408.html
http://sapporo.iias.jp/
http://tsukuba.iias.jp/
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/lifestyle/intelligencetoilet/


▼ 2007年度　

▼ 2006年度　

国内外の動き

● 21世紀環境立国戦略を閣議決定

● 安倍首相が、「美しい星へのいざない～Cool Earth50」を発表

主な施策・活動トピックス

共　通

● 環境技術を結集した「石橋信夫記念館」オープン

● 『熱湯経営－「大組織病」に勝つ－』出版

環　境

● 環境省「自主参加型国内排出量取引制度」に、栃木二宮、三重の2工場が参加

● 環境省「チームマイナス6％」が展開する「1人、1日、1kg CO2削減」応援キャンペーンに協賛

商品・サービス（事業）

カ 環境先導都市を目指す「越谷レイクタウン」で戸建街区、マンション街区を一体開発

カ イーキュービックと業務提携を締結、総合エネルギーサービス事業を展開

カ 再生・再建築可能な「リ・ストア＆リ・ビルドシステム」を開発

カ 太陽光発電を標準装備した戸建商品「xevoE（ジーヴォ・イー）」を発売

カ 大和リースが、工場などを対象に折板屋根緑化システム「ecoヤネ」を発売

国内外の動き

● 「住生活基本法」制定・施行

● 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が、「第4次報告書」を発表

主な施策・活動トピックス

共　通

● CSR自己評価指標（CSRマネジメント）の導入

● 大和ハウスグループ事業継続計画（BCP）の基本方針・行動指針を制定

● 内部統制システム構築の基本方針を制定
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CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.com/museum/
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20070817195945.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20071009124018.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20070927083416.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/shohin/xevo/xevoE/index.html
http://www.daiwalease.co.jp/eco/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=25
http://www.daiwahouse.co.jp/topix/pdf/release_151.pdf
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取引先

● 取引先会社行動規範を策定

● 取引先に当社従業員に関するアンケート調査を実施

従業員

● 全事業所に社会貢献推進委員を選任

● 女性の活躍を目指したポジティブアクションケースブック　発行

● Dボランティア（社員ボランティア活性化のための社内HP）を開設

社　会

● 大阪交響楽団のメインスポンサーに就任

● エンドレス募金に端数募金を追加

● エンドレス募金運営委員会　開始

● キッザニア東京をオープン（パビリオンを出展）

環　境

● 地熱利用の空調換気システムを導入した「東北工場管理棟」が竣工

● 関東地区で産業廃棄物広域認定を取得（竜ヶ崎工場）

● 「PRTR集計システム」を導入

● 地区廃棄物管理体制を構築

商品・サービス（事業）

ア 民間企業として初めて「E-ディフェンス」にて実大震動実験を実施

カ 耐久性と省エネルギー性に優れた戸建住宅「xevo（ジーヴォ）」を発売（外張り断熱通気外壁を標準装備）

カ 佐田岬風力発電事業を開始

カ 大和エネルギーが、災害時の非常電源対応発電システム「風光MayBe（ふうこうめいび）」を発売

▼ 2006年度　

▼ 2005年度　

国内外の動き

● 「石綿障害予防規則」施行

● 「愛・地球博」（愛知万博）開催

● 京都議定書発効

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=157
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=162
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=178
http://www.daiwa-energy.com/environment/pro-maybe.html
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主な施策・活動トピックス

共　通

● パキスタン大地震・米ハリケーン「カトリーナ」被災地へ義援金を寄付

● 第一次中期経営計画「Challenge2005」スタート

● 「社会貢献活動理念」を制定

● 「環境・社会報告書」から「CSRレポート」に名称変更し、CSR活動全般の報告を充実

従業員

● 「企業倫理ヘルプライン・内部通報者保護規程」を改訂

● 全事業所にCSR推進委員を選任

社　会

● キャリア教育「ドリカムスクール」を実施

環　境

● グループ「環境ビジョン」を策定

● 「環境行動計画2005」がスタート

● 「クールビズ」・「ウォームビズ」の実施を開始

● 住宅系新築現場でゼロエミッションを達成

● こどもエコ・ワークショップ（年1回）をスタート

商品・サービス（事業）

カ 10kW小型風力発電機「風流鯨（かぜながすくじら）」を発売

▼ 2005年度　

▼ 2004年度　

国内外の動き

● 「大気汚染防止法」改正（VOC関係）

主な施策・活動トピックス

共　通

● スマトラ沖地震・福岡西方沖地震へ義援金を寄付

● スマトラ沖地震・インド洋津波災害へ義援金を寄付

● 新潟中越地震・兵庫県豊岡水害へ義援金を寄付

● 「CSR指針」を制定

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=20
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=149
http://www.daiwahouse.co.jp/eco/event/
http://www.daiwahouse.co.jp/release/release_135.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/release_123.html
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▼ 2004年度　
● 「個人情報保護規程」を制定

● 「企業倫理綱領」を制定

● CSR推進準備室（現CSR推進室）を設置

● 「環境報告書」から「環境・社会報告書」に名称変更し、社会面の報告を充実

従業員

● 「社員憲章」を制定

● CSR意識調査（年1回）をスタート

● ケースブック「大和ハウスグループ行動指針（第1版）」を発行

● 企業倫理ヘルプライン（内部通報制度）を導入

社　会

● ステークホルダーミーティング（年1回）をスタート

環　境

● 「グリーン調達基準書（住宅）」を制定

商品・サービス（事業）

ケ 在宅健康チェックシステム「インテリジェンストイレ」を発売

ツ 「緊急地震速報活用・IT自動防災システム」の実証試験に参画

▼ 2003年度　

国内外の動き

● 「土壌汚染対策法」施行

● 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」改正

● 「建築基準法」改正（シックハウス対策関係）

主な施策・活動トピックス

環　境

● 栃木二宮工場に、太陽光発電システムと屋上緑化を設置

● 「低公害車導入促進制度」スタート

● 全13工場にてゼロエミッションを達成

● 太陽光発電世界展示会に出展

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=111
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=119
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=114
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=1
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▼ 2002年度　

▼ 2001年度　

国内外の動き

● 「建設リサイクル法」完全施行

主な施策・活動トピックス

共　通

● 体感施設「D-TECプラザ」（東京）がオープン

● リスク管理委員会を設置

社　会

● 総合学習への取り組みとして出張授業をスタート

商品・サービス（事業）

フ 戸建商品に「フレンドリーデザイン」を導入

カ 屋根材一体型太陽光発電システム標準搭載「ソーラーマイネ」を発売

主な施策・活動トピックス

共　通

● 環境・省エネ・健康・安全・品質を基本コンセプトにした「大和ハウス金沢ビル」が完成

環　境

● 生産購買本部、全国工場においてISO14001の認証取得

● 能登ロイヤルホテルに、大型風力発電機と太陽光発電システムを設置

● 環境情報システム（eiシステム）を導入

商品・サービス（事業）

ア 防犯配慮住宅仕様を標準化

ア 「ダイワハウス新免震住宅」システムを開発

ケ 内装材、家具、下地材をF☆☆☆☆化（改正建築基準法対応）

▼ 2003年度　

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/education/
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_01.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=2
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=84
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=91
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▼ 2000年度　

主な施策・活動トピックス

環　境

● 「環境方針」・「環境管理規程」を制定

● 「環境自主行動計画2000」スタート

● 三重工場に、太陽光発電システムを設置

● 沖縄残波岬ロイヤルホテルに大型風力発電機を設置

● 「環境報告書」の発行を開始

商品・サービス（事業）

ア 長期保証システムを導入

カ 環境対応住宅「環境光房（こうぼう）」を発売

カ 環境対応集合住宅「環境聚房（しゅうぼう）」を発売

▼ 1999年度　

主な施策・活動トピックス

共　通

● 執行役員制度導入

● 環境・省エネ・健康・安全・品質を基本コンセプトにした「大和ハウス大阪ビル」、「大和ハウス東京ビル」が完成

商品・サービス（事業）

カ 鉄骨戸建商品で次世代省エネルギー基準を標準採用

カ 戸建商品GE型が環境共生住宅の認定を取得

ケ 施工用接着剤において、トルエン・キシレンのゼロ化

CSR活動のあゆみ
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▼ 1998年度　

▼ 1997年度　

主な施策・活動トピックス

環　境

● 三重工場においてISO14001の認証取得

商品・サービス（事業）

カ 「屋根一体型太陽光発電システム」を発売

ケ 戸建・集合全商品にて、下地材にまでホルムアルデヒド対策を施し、「健康配慮住宅仕様」を標準化

ケ 床材等内装材、家具、下地材すべてをF1（Fco）E0化

国内外の動き

● 「気候変動枠組条約」第3回締約国会議で京都議定書を採択

主な施策・活動トピックス

環　境

● 環境推進部（現環境部）を設置

● 「環境理念」を制定

● 全社環境推進委員会を設置

商品・サービス（事業）

ケ クロス全品RAL基準適合品に変更および非塩ビクロスを標準化

CSR活動のあゆみ

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=1


▼ 2010年度　

▼ 2011年度　

 安全：安心　　　ストック　　　福祉　　　環境　　　健康　　　通信ア ス フ カ ケ ツ
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● 当社発行の「アニュアルレポート2009（英語版）」が「第24回ARCアワード」授賞式において日本初《GRAND AWARD》を2部門

同時受賞

● 当社発行の「アニュアルレポート2009（英語版）」がアメリカの最も権威のある世界コンテスト「ARCアワード」で日本初となる

《金賞》3部門同時受賞、合計6部門で受賞

●『～ダイワハウスの子育て応援～「ダイワハウス版こども手当」』が「第4回キッズデザイン賞」において審査委員長特別賞を受

賞

● 当社「アニュアルレポート2009」が事業別部門で6年連続　世界第1位

●『xevo AI（ジーヴォ・アイ）』、『シニアポーズ』、『こどもエコ・ワークショップ～家模型づくり編～』など5部門8作品が「第4回キッズ

デザイン賞」を受賞

カ 国内初となる家庭用リチウムイオン蓄電池付き住宅展示場「SMA×Eco HOUSE(スマ・エコハウス)」がグッドデザイン賞を受賞

カ 平成21年度 環境共生住宅認定において建設実績１位を達成

カ「xevo EDDI（ジーヴォ・エディ）」がINTERNATIONAL ARCHITECTURE AWARDS 2010（国際建築賞2010）を受賞

● 2年連続「世界で最も持続可能な100社」に選ばれました 

●「第25回ARCアワード」授賞式において《GRAND AWARD（ベスト オブ ジャパン）》を2年連続受賞

● アメリカ・ＬＡＣＰ主催2010世界アニュアルレポートコンテスト 当社「アニュアルレポート2010」が総合トップ100部門で世界第8
位

●『レイクタウン「美環の杜（みわのもり）」～地域と共生する街づくり～』など2部門3作品が「第5回キッズデザイン賞」を受賞しま

した

●「パイプハウス」「ミゼットハウス」が重要科学技術史資料に登録

カ「xevo SORA(ジーヴォソラ)」がグッドデザイン賞を受賞しました

カ 4年連続1位達成 平成22年度 環境共生住宅認定において建設実績総合1位を達成しました

主な受賞歴
その他

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100930110242.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100930110242.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100810094722.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100810094722.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100810100713.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100810100713.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100726102845.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100714133440.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100714133440.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100929093236.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100826102312.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100720115717.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120216125118.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20111003183327.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110727101629.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110727101629.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110714133057.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110714133057.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110926114202.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110930175149.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20110714193523.html


▼ 2009年度

● 弊社代表取締役会長兼CEOの樋口武男が第25回「企業広報賞」企業広報経営者賞を受賞

● 子育て層向けの住宅プラン『ハッピーハグモデルⅡ』など3部門5作品が「第3回キッズデザイン賞」を受賞

●「CSRレポート2008」が「第12回環境報告書賞・サステナビリティ報告書賞」において優良賞を受賞

● 当社「アニュアルレポート2008」が事業別部門で5年連続　世界第1位

ス「マンション情報蓄積及び流通時の情報活用」が「平成21年度第1回長期優良住宅先導的モデル事業」に採択

ス「住まい手実効型家づくり提案「時を育む家」（鉄骨造／木造）」が、「平成21年度第1回長期優良住宅先導的モデル事業」に採択

カ グループ一体となった省エネ活動の展開が評価され、平成21年度『省エネ大賞（組織部門）「資源エネルギー庁長官賞（CGO・企

業等分野）」』を受賞

カ 当社の「賃貸住宅におけるCO2排出量削減」の取り組みが「平成21年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰」を受賞

カ「トリプルエコ住宅」の分譲全国展開が、「平成21年度第1回住宅・建築物省CO2推進モデル事業」に採択

カ「コンビニエンスストア向け次世代省CO2モデル」が、「平成21年度第1回住宅・建築物省CO2推進モデル事業」に採択

カ 佐田岬発電事業が「新エネ百選」に入選

カ 環境共生住宅認定　平成20年度 建設実績1位を達成

カ 越谷レイクタウン内の「レイクタウン美環の杜」「D'グラフォート レイクタウン」が「CASBEE-まちづくり」のSランク認証第一号を

取得

カ 当社のCM「xevo エコバッグ篇」が、第12回環境コミュニケーション大賞　テレビ環境CM部門「優秀賞」を受賞
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主な受賞歴

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090722134818.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090714182717.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090513103115.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090721153357.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090605195822.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100201105300.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20100201105300.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20091201185420.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090707133921.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090707133921.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090805172855.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090706165336.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090706165336.html
http://www.daiwahouse.co.jp/ad/index.html#jyusyou


▼ 2008年度

● 日本経済新聞社主催「日経優秀製品・サービス賞」では、当社の戸建住宅商品「xevoC」が＜優秀賞　日経産業新聞賞＞を受賞

● Newsweek「Global 500 世界企業ランキング」において、当社が世界企業500社の中で143位、日本企業の中で24位にランク

イン

● 戸建住宅商品「xevo(ジーヴォ)」が2年連続グッドデザイン賞を受賞

● 子育て層向けの住宅プラン「ハッピーハグモデル」・当社独自の「フレンドリーデザイン」、共に環境について考える「こどもエコ・

ワークショップ」など全4部門7作品が『第2回キッズデザイン賞』を受賞

● LACP主催のアニュアルレポートコンテストにおいて当社の「アニュアルレポート2007」（英語版）が事業別部門で4年連続 世界

第1位

●「アニュアルレポート2007（英語版）」がアメリカの最も権威のある世界コンテストでホームコンストラクションクラス　経営者

メッセージ部門・写真部門の2部門で『金賞』を受賞

● 当社の企業広告、大和ハウスの夢「暮らしの明日を。地球の未来を。」が、第7回読売関西広告賞（21世紀メルク賞）を受賞

●「「住み継ぎ～第三者間～」分譲モデル棟全国展開・「住み継ぎ～家族間から」街角期間限定モデルハウス全国展開」が、「平成

20年度第1回超長期住宅先導的モデル事業」に採択

●「体感型モデルハウス「時を愉しむ家」提案」が、「平成20年度第2回超長期住宅先導的モデル事業」に採択

カ 当社の「自然と調和した街づくり～街区まるごとCO2削減～」の取り組みが 第18回「地球環境大賞」の「大賞」を受賞

カ 環境省「街区まるごとCO220％削減事業」に「越谷レイクタウン」の戸建住宅街区が認定

カ 環境共生住宅認定　平成19年度 建設実績1位を達成

カ「D'グラフォート千里中央」が「第2回おおさか優良緑化賞」大阪府知事賞を受賞

カ 環境配慮建築を海外発信する「Japan Sustainable Building Database」の登録物件に、戸建商品xevoが選出

カ 当社Webサイトの「未来惑星（ミライボシ）」が、「第2回企業ウェブ・グランプリ」において、部門別グランプリを受賞。「風流鯨」

「大和ハウスグループCSRレポート2008」の2サイトも入賞
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主な受賞歴

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20081008111841.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080722121209.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080722121209.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080718112018.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080718112018.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080819100012.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080819100012.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090223170910.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080806131138.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20090216140042.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080701100319.html


▼ 2007年度

▼ 2005年度

●「CSRレポート2007」が、「第11回環境コミュニケーション大賞　環境報告書部門　持続可能性報告優秀賞」を受賞

カ 当社の「居住段階におけるCO2排出量の削減～省エネルギー住宅の開発・普及～」の取り組みが、「平成19年度地球温暖化防止

活動環境大臣表彰」を受賞

カ 当社独自開発のエネルギーシミュレーションソフト「ecoナビゲーター」を活用した環境配慮住宅の提案が、「第9回グリーン購入

大賞」で、「優秀賞」を受賞

カ「環境対応型店舗リ・ストア＆リ・ビルドシステム」と「木粉リサイクルデッキ」が、平成19年度「資源循環技術・システム表彰」で、

「奨励賞」を受賞

カ「環境共生住宅認定」で、平成16年度建設実績1位を達成

カ 金沢支店が金沢市優良廃棄物排出事業所の表彰を受賞

▼ 2006年度

● LACP主催のアニュアルレポートコンテストにおいて当社の「アニュアルレポート2005」（英語版）が事業別部門賞で2年連続　

世界第1位

●「アメリカで最も権威のある世界コンテスト「2006インターナショナルARCアワード」において当社のアニュアルレポート2005
（英語版）」が3年連続で賞を受賞

カ 独自技術による鋼管杭工法「D-TEC PILE」及び、住宅の生産・施工工程で発生する廃木材を利用した「木粉リサイクルデッキ」が、

エコマークを取得

カ「環境共生住宅認定」で、平成17年度建設実績1位を達成

カ 物流センターでCASBEE評価Aランクの認証を取得

カ 小型風力発電機「風流鯨」が、「2006年度グッドデザイン賞」を受賞

カ 小型風力発電機「風流鯨」が、「2006電設工業展」製品コンクールで「日本電設工業協会会長賞」受賞
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主な受賞歴

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20080305214805.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20071207093546.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20071207093546.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20070911144008.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20070911144008.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20071005141707.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20071005141707.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=128
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=158
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=158
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=165
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=165
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=167
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=167
http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=161


▼ 2004年度

▼ 2002年度

▼ 2001年度

▼ 2000年度

カ「環境共生住宅認定」で、平成15年度建設実績1位を達成

カ「大和ハウス大阪ビル」が、大阪市環境事業局より「ごみ減量優良建築物」として表彰

カ「環境共生」と「コミュニティの創造」をコンセプトにした街づくりで茨城支店が住宅金融公庫総裁賞を受賞

カ「大和ハウス東京ビル」「大和ハウス大阪ビル」が、「第9回環境・省エネルギー建築賞」の「財団理事長賞」「審査委員会奨励賞」

を受賞

カ 三重・四国・札幌工場、串本ロイヤルホテルがリサイクル推進協議会会長賞を受賞

カ「大和ハウス大阪ビル」「大和ハウス東京ビル」が、日経「優秀先端事業所賞」を受賞
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主な受賞歴

http://www.daiwahouse.co.jp/release/view.asp?id=110


GRIガイドライン対照表
その他

1. 戦略および分析　

2. 組織のプロフィール　
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記載する情報・指標 項目

1.1
組織にとっての持続可能性の適合性とその戦略に関する組織の
最高意思決定者（CEO、会長またはそれに相当する上級幹部）の
声明

（1）トップコミットメント会長メッセージ（P11）

（2）トップコミットメント社長メッセージ（P13）

1.2 主要な影響、リスクおよび機会の説明
（1）トップコミットメント会長メッセージ（P11）

（2）トップコミットメント社長メッセージ（P13）

記載する情報・指標 項目

2.1 組織の名称 （1）CSR経営の基盤／大和ハウスグループの概要（P23）

2.2 主要な、ブランド、製品および／またはサービス （1）CSR経営の基盤／大和ハウスグループの概要（P23）

2.3 主要部署、事業会社、子会社および共同事業などの、組織の経営
構造 （1）CSR経営の基盤／大和ハウスグループの概要（P23）

2.4 組織の本社の所在地 （1）CSR経営の基盤／大和ハウスグループの概要（P23）

2.5
組織が事業展開している国の数および大規模な事業展開を行っ
ているあるいは報告書中に掲載されているサステナビリティの課
題に特に関連のある国名

（1）CSR経営の基盤／大和ハウスグループの概要（P24）

（2）「社会」との共創共生／中国における取り組み（P63）

2.6 所有形態の性質および法的形式 （1）2011年度有価証券報告書

2.7 参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客／受益者の種類を含
む）

（1）CSR経営の基盤／大和ハウスグループの概要（P23）

（2）「社会」との共創共生／中国における取り組み（P63）

2.8

報告組織の規模
・従業員数
・純売上高（民間組織について）あるいは純収入（公的組織につ
いて）
・負債および株主資本に区分した総資本（民間組織について）
・提供する製品またはサービスの量

（1）CSR経営の基盤／大和ハウスグループの概要（P23）

（2）CSR経営の基盤／業績ハイライト（P25-26）

推奨される追加情報
・総資産
・受益所有権（最大株主の身元、株式保有率など）
・以下に関して国・地域ごとの割合（総収入の5％以上を占める国

/地域による売上/収入、総収入の5％以上を占める国/地域によ
るコスト、従業員）

（1）2011年度有価証券報告書

2.9

以下の項目を含む、規模、構造または所有形態に関して報告期間
中に生じた大幅な変更
・施設のオープン、閉鎖および拡張などを含む所在地または運営
の変更
・株式資本構造およびその資本形成における維持および変更業
務（民間組織の場合）

（1）2011年度有価証券報告書

2.10 報告期間中の受賞歴 （1）主な受賞歴（P171）

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=13
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=13
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=5
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisonota.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/company/shouken/pdf/73yuuhou.pdf
http://www.daiwahouse.co.jp/company/shouken/pdf/73yuuhou.pdf
http://www.daiwahouse.co.jp/company/shouken/pdf/73yuuhou.pdf
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3.報告要素　

記載する情報・指標 項目

報告書のプロフィール

3.1 提供する情報の報告期間 （1）編集方針（P１）

3.2 前回の報告書の発行日（該当する場合） （1）バックナンバー

3.3 報告サイクル （1）バックナンバー

3.4 報告書またはその内容に関する質問の窓口
（1）お問い合わせ

（2）編集方針（P1）

報告書のスコープおよびバウンダリー

3.5

以下を含め、報告書の内容を確定するためのプロセス
・重要性の判断
・報告書内のおよびテーマの優先順位付け
・組織が報告書の利用を期待するステークホルダーの特定

（1）編集方針（P１）

（2）ステークホルダーミーティング（P29、 大和ハウス公式コ
ンテンツ）

3.6 報告書のバウンダリー （1）編集方針（P2）

3.7 報告書のスコープまたはバウンダリーに関する具体的な制限事項
を明記する （1）編集方針（P2）

3.8
共同事業、子会社、リース施設、アウトソーシングしている業務お
よび時系列でのおよび/または報告組織間の比較可能性に大幅な
影響を与える可能性があるその他の事業体に関する報告の理由

（1）CSR経営の基盤／大和ハウスグループの概要（P23-24）

3.9
報告書内での指標およびその他の情報を編集するために適用さ
れた推計の基となる前提条件および技法を含む、データ測定技
法および計算の基盤

（1）CSR経営の基盤／自己評価指標（P31）
 社会的責任の国際規格ISO26000の活用（P27）
 CSR自己評価指標（P28）

（2）グループ会社環境報告書・CSR自己評価指標 

（3）「環境」との共創共生／環境行動計画 （P90）

（4）CONTENTS（環境データブック2012 P2）

（5）環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2013」
の実績と自己評価（環境データブック2012 P3）

（6）環境会計（環境データブック2012 P14）

（7）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

3.10 以前の報告書で掲載済みである情報を再度記載することの効果
の説明およびそのような再記述を行う理由 該当する項目はありません

3.11 報告書に適用されているスコープ、バウンダリーまたは測定方法
における前回の報告期間からの大幅な変更 （1）「環境」との共創共生／環境行動計画 （P88）

GRI内容索引

3.12 報告書内の標準開示の所在場所を示す表
（1）GRIガイドライン対照表（P176-186）

（2）目次（P3-4）

保証

3.13

報告書の外部保証添付に関する方針および現在の実務慣行。サ
ステナビリティ報告書の添付された保証報告書内に記載がない
場合は、外部保証の範囲および基盤を説明する。また、報告組織
と保証の提供者との関係を説明する。

（1）第三者意見
 （P126　株式会社創コンサルティング　海野 みづえ）
 （P156　公益社団法人日本フィランソロピー協会　高橋 陽子）

GRIガイドライン対照表

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=2
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=2
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=7
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=8
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/2012/group.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=13
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=15
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisonota.pdf#page=21
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisonota.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/2012/report/backnumber.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/2012/report/backnumber.html
http://www.daiwahouse.co.jp/qa/index3.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/index.html
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4. ガバナンス、コミットメントおよび参画　

記載する情報・指標 項目

ガバナンス

4.1
戦略の設定または全組織的監督など、特別な業務を担当する最
高統治機関の下にある委員会を含む統治構造（ガバナンスの構
造）

（1）CSR経営の基盤／コーポレートガバナンスの推進（P39）

4.2
最高統治機関の長が執行役員を兼ねているかどうかを示す（兼ね
ている場合は、組織の経営におけるその役割と、このような人事
になっている理由も示す）

（1）2011年度有価証券報告書（コーポレートガバナンスの
状況）

4.3 単一の理事会構造を有する組織の場合は、最高統治機関におけ
る社外メンバーおよび/または非執行メンバーの人数を明記する

（1）CSR経営の基盤／コーポレートガバナンスの推進（P39）

4.4

株主および従業員が最高統治機関に対して提案または指示を提
供するためのメカニズム
以下のプロセスへの参照を盛り込む
・少数株主が最高統治機関に意見を表明するための株主決議ま
たはその他のメカニズムの利用
・組織レベルの「労使協議会」などの正式な代表組織および最高
統治機関内の従業員代表との、職務上の関係についての従業員
への通知および協議

該当する項目はありません

4.5
最高統治機関メンバー、上級管理職および執行役についての報酬
（退任の取り決めを含む）と組織のパフォーマンス（社会的およ
び環境的パフォーマンスを含む）との関係

（1）2011有価証券報告書（役員報酬等）

4.6 最高統治機関が利害相反問題の回避を確保するために実施され
ているプロセス

（1）CSR経営の基盤／コーポレートガバナンスの推進（P39）

（2）2011年度有価証券報告書（コーポレートガバナンスの
状況）

4.7
経済、環境、社会的テーマに関する組織の戦略を導くための、最
高統治機関のメンバーの適性および専門性を決定するためのプ
ロセス

該当する項目はありません

4.8

経済的、環境的、社会的パフォーマンス、さらにその実践状況に
関して、組織内で開発したミッション（使命）およびバリュー（価
値）についての声明、行動規範および原則
以下の項目についての程度を説明する
・組織全体を通じて、異なる地域および部署/ユニットでどの程度
適用されているか
・国際的に合意された基準にどの程度関連しているか

（1）大和ハウスのグループのCSR（P15） 

（2）CSR経営の基盤／自己評価指標（P31）
 社会的責任の国際規格ISO26000の活用（P27）
 CSR自己評価指標（P28）

（3）企業倫理綱領・行動指針の徹底（P40）

（4）「環境」との共創共生／環境ビジョン（P80）

4.9

組織が経済的、環境的、社会的パフォーマンスを特定し、マネジメ
ントしていることを最高統治機関が監督するためのプロセス。関
連のあるリスクと機会を特定かつマネジメントしていること、さら
におよび国際的に合意された基準、行動規範および原則への支
持または遵守を含む。

（1）企業倫理綱領・行動指針の徹底（P40）

（2）CSR経営の基盤／コーポレートガバナンス（P39）

（3）CSR経営の基盤／内部統制の推進（P40）

（4）CSR経営の基盤／クライシスマネジメント（P45）

（5）CSR経営の基盤／サプライチェーン・マネジメント（P46）

（6）「環境」との共創共生／環境マネジメント（P121）

4.10 最高統治機関のパフォーマンスを、特に経済的、環境的、社会的
パフォーマンスという観点で評価するためのプロセス 該当する項目はありません

外部のイニシアティブへのコミットメント

GRIガイドライン対照表

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=19
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=19
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=19
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=15
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=7
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=8
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=20
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=20
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=19
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=20
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=25
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=26
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/company/shouken/pdf/73yuuhou.pdf#page=42
http://www.daiwahouse.co.jp/company/shouken/pdf/73yuuhou.pdf#page=42
http://www.daiwahouse.co.jp/company/shouken/pdf/73yuuhou.pdf#page=46
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記載する情報・指標 項目

4.11 組織が予防的アプローチまたは原則取り組んでいるかどうかお
よびその方法はどのようなものかについての説明

（1）「環境」との共創共生／環境マネジメント（P121）

（2）「お客さま」との共創共生／品質へのこだわり／品質保
証体制（P130）

（3）内部統制の推進（P41-44）

4.12 外部で開発された、経済的、環境的、社会的憲章、原則組織が同
意または受諾するその他のイニシアティブ

（1）「環境」との共創共生／環境マネジメント（P121）

（2）編集方針（P１）

4.13

組織が以下の項目に該当するような（企業団体などの）団体およ
び／または国内外の提言機関における会員資格
・統治機関内に役職を持っている
・プロジェクトまたは委員会に参加している
・通常の会員資格の義務を超える実質的な資金提供を行っている
・会員資格を戦略的なものとして捉えている

該当する項目はありません

ステークホルダー参画（レポートのためでなく、普段の活動におけるステークホルダー参画を意図している）

4.14 組織に参画したステークホルダーのリスト

（1）ステークホルダーミーティング（P29）

（2）ステークホルダーミーティング（オフィシャルホームペー
ジ）

4.15 参画してもらうステークホルダーの特定および選定の基準 該当する項目はありません

4.16 種類ごとのおよびステークホルダー・グループごとの参画の頻度
など、ステークホルダー参画へのアプローチ

（1）ステークホルダーミーティング（P29）

（2）ステークホルダーミーティング（オフィシャルホームペー
ジ）

4.17
その報告を通じた場合も含め、ステークホルダー参画を通じて浮
かび上がった主要なテーマおよび懸案事項と、それらに対して組
織がどのように対応したか

（1）ステークホルダーミーティング（P29）

（2）ステークホルダーミーティング（オフィシャルホームペー
ジ）

（3）CSR経営の基盤／自己評価指標（P31）
 社会的責任の国際規格ISO26000の活用（P27）
 CSR自己評価指標（P28）

（4）グループ会社環境報告書・CSR自己評価指標

（5）第三者意見
 （P126　株式会社創コンサルティング　海野 みづえ）
 （P156　公益社団法人日本フィランソロピー協会　高橋 陽子）

5. マネジメントアプローチおよびパフォーマンス指標　

記載する情報・指標 項目

経済

マネジメントアプローチに関する開示

（1）CSR経営の基盤／業績ハイライト（P25）

（2）2011年度有価証券報告書

GRIガイドライン対照表

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liokyakusama.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=21
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=7
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=8
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/2012/group.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=5
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisonota.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/company/shouken/pdf/73yuuhou.pdf
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記載する情報・指標 項目

経済パフォーマンス指標

側面：経済的パフォーマンス

中核 EC1.
収入、事業コスト、従業員の給与、寄付およびその他のコミュニ
ティへの投資、内部留保および資本提供者や政府に対する支払い
など、創出したおよび分配した直接的な経済価値

（1）決算情報（決算短信）

（2）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動（そ
の他）／義援金・募金活動（P76）

 「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動（福
祉）／トゥルコキ中学校への寄付（P70-71）

中核 EC2. 気候変動による、組織の活動に対する財務上の影響およびその
他のリスクと機会

（1）「株主」との共創共生／利益配分と財務報告に関する考
え方（P139）

中核 EC3. 確定給付（福利厚生）制度の組織負担の範囲 （1）2011年度有価証券報告書

中核 EC4. 政府から受けた相当の財務的支援 該当する項目はありません

側面：市場での存在感

中核 EC5. 主要事業拠点について、現地の最低賃金と比較した標準的新入
社員賃金の比率の幅 該当する項目はありません

中核 EC6. 主要事業拠点での地元のサプライヤー（供給者）についての方
針、業務慣行および支出の割合

（1）「取引先」との共創共生／資材調達先との関係（P143）

（2）CSR経営の基盤／サプライチェーン・マネジメント（P46）

中核 EC7. 現地採用の手順、主要事業拠点での現地のコミュニティから上級
管理職となった従業員の割合 該当する項目はありません

側面：間接的な経済影響

中核 EC8. 商業活動、現物支給、または無料奉仕を通じて主に公共の利益の
ために提供されるインフラ投資およびサービスの展開図と影響

（1）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動／
社会貢献活動の総括（P64）

（2）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動／
社会貢献活動【環境】（P66）

（3）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動／
社会貢献活動【福祉】（P69）

（4）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動／
社会貢献活動【教育】（P71）

（5）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動／
社会貢献活動【その他】（P75）

（6）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動（そ
の他）／義援金・募金活動（P76）

（7）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動／
今後に向けて（P77）

（8）プロローグ／「心のケア」による復興支援（P7-8）

（9）実践報告ハイライト／大和ハウスグループの東日本大
震災への取り組み（P17-18）

追加 EC9. 影響の程度など、著しい間接的な経済的影響の把握と記述 該当する項目はありません

GRIガイドライン対照表

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=14
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=8
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likabunushi.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_litorihikisaki.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_licsr.pdf#page=26
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=2
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=7
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=13
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=14
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=15
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=7
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_liprologue.pdf#page=17
http://www.daiwahouse.co.jp/company/kessan/m_index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/company/shouken/pdf/73yuuhou.pdf
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記載する情報・指標 項目

環境

マネジメントアプローチに関する開示

（1）「環境」との共創共生／環境ビジョン（P80）

（2）｢環境」との共創共生／環境中長期ビジョン（P87）

（3）「環境」との共創共生／環境行動計画 （P88）

（4）「環境」との共創共生／環境マネジメント（P121）

（5）環境会計（環境データブック2012 P14）

（6）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

環境パフォーマンス指標

側面：原材料

中核 EN1. 使用原材料の重量または量 （1）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

中核 EN2. リサイクル由来の使用原材料の割合 該当する項目はありません

側面：エネルギー

中核 EN3. 一次エネルギー源ごとの直接的エネルギー消費量 （1）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

中核 EN4. 一次エネルギー源ごとの間接的エネルギー消費量 （1）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

追加 EN5. 省エネルギーおよび効率改善によって節約されたエネルギー量

（1）「環境」との共創共生／地球温暖化防止への取り組み 
（P91）

（2）環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2013」
の実績と自己評価（環境データブック2012 P3）

（3）地球温暖化防止（環境データブック2012 P5）

追加 EN6.
エネルギー効率の高いあるいは再生可能エネルギーに基づく製
品およびサービスを提供するための率先取り組みおよび、これら
の率先取り組みの成果としてのエネルギー必要量の削減量

（1）｢環境」との共創共生／地球温暖化防止への取り組み
（P91）

追加 EN7. 間接的エネルギー消費量削減のための率先取り組みと達成され
た削減量

（1）｢環境」との共創共生／地球温暖化防止への取り組み
（P91）

側面：水

中核 EN8. 水源からの総取水量

（1）資源保護／水使用量（環境データブック2012 P11）

（2）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

中核 EN9. 取水によって著しい影響を受ける水源 該当する項目はありません

追加 EN10. 水のリサイクルおよび再利用が総使用水量に占める割合 該当する項目はありません

側面：生物多様性

中核 EN11.
保護地域内あるいはそれに隣接した場所および保護地域内で生
物多様性の価値が高い地域に、所有、賃借、または管理している
土地の所在地および面積

該当する項目はありません

GRIガイドライン対照表

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=10
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_04.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=15
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=12
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
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記載する情報・指標 項目

中核 EN12.
保護地域および保護地域外で生物多様性の価値が高い地域での
生物多様性に対する活動、製品およびサービスの著しい影響の説
明

（1）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動／
社会貢献活動【環境】（P66）

（2）「環境」との共創共生／自然環境との調和（生物多様性
保全）への取り組み（P101）

追加 EN13. 保護または復元されている生息地

（1）「社会」との共創共生／地域社会への社会貢献活動／
社会貢献活動【環境】（P66）

（2）「環境」との共創共生／自然環境との調和（生物多様性
保全）への取り組み（P102）

追加 EN14. 生物多様性への影響をマネジメントするための戦略、現在の措置
および今後の計画

（1）「環境」との共創共生／環境中長期ビジョン（P87）

（2）「環境」との共創共生／環境行動計画 （P89）

（3）「環境」との共創共生／自然環境との調和（生物多様性
保全）への取り組み（P101）

追加 EN15.
事業によって影響を受ける地区内の生息地域に生息するIUCN
（国際自然保護連合）のレッドリスト種（絶滅危惧種）および国
の絶滅危惧種リストの数。絶滅危険性のレベルごとに分類する

該当する項目はありません

側面：排出物、廃水および廃棄物

中核 EN16. 重量で表記する、直接及び間接的な温室効果ガスの総排出量

（1）地球温暖化防止／ECOプロセス（環境データブック
2012 P5）

（2）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

中核 EN17. 重量で表記する、その他の関連ある間接的な温室効果ガスの総
排出量 該当する項目はありません

中核 EN18. 温室効果ガス排出量の削減のための率先取り組みと達成された
削減量

（1）｢環境」との共創共生／地球温暖化防止への取り組み
（P91,96）

（2）環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2013」
の実績と自己評価（環境データブック2012 P3）

（3）地球温暖化防止／ECOプロセス（環境データブック
2012 P5）

中核 EN19. 重量で表記する、オゾン層破壊物質の排出量 該当する項目はありません

中核 EN20. 種類別および重量で表記するNOx、SOxおよびその他の著しい
影響を及ぼす排気物質 （1）サイトレポート2012（生産工場）

中核 EN21. 水質および放出先ごとの総排水量 （1）サイトレポート2012（生産工場）

中核 EN22. 種類および廃棄方法ごとの廃棄物の総重量

（1）資源保護（環境データブック2012 P9）

（2）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

中核 EN23. 著しい影響を及ぼす漏出の総件数および漏出量 該当する項目はありません

追加 EN24.
バーゼル条約　付属文書I、II、IIIおよびVIIIで「有害」とされる廃棄
物の輸送、輸入、輸出あるいは処理の重量および国際輸送された
廃棄物の割合

該当する項目はありません

追加 EN25.
報告組織の排水および流出液により著しい影響を受ける水界の
場所およびそれに関連する生息地の規模、保護状況および生物
多様性の価値を特定する

該当する項目はありません

GRIガイドライン対照表

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lisyakai_02.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=12
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=10
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=12
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=11
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/2012/sitereport.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/2012/sitereport.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=10
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
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記載する情報・指標 項目

側面：製品およびサービス

中核 EN26. 製品およびサービスの環境影響を緩和する率先取り組みと、影響
削減の程度

（1）「環境」との共創共生／実践報告ハイライト（環境①）（P81）
 「環境」との共創共生／実践報告ハイライト（環境②）（P83）
 「環境」との共創共生／実践報告ハイライト（環境③）（P85）

（2）｢環境」との共創共生／地球温暖化防止への取り組み
（P97）

（3）｢環境」との共創共生／資源保護への取り組み（P105）

（4）｢環境」との共創共生／有害化学物質削減への取り組み
（P109）

（5）｢環境」との共創共生／ECOテクノロジー（P113）

中核 EN27. カテゴリー別の、再生利用される販売製品およびその梱包材の
割合

（1）｢環境」との共創共生／資源保護への取り組み（P105）

（2）資源保護（環境データブック2012 P9）

側面：遵守

中核 EN28. 環境規制への違反に対する相当な罰金の金額および罰金以外の
制裁措置の件数 該当する項目はありません

側面：輸送

追加 EN29. 組織の業務に使用される製品、その他物品および原材料の輸送
および従業員の移動からもたらされる著しい環境影響

（1）環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2012 
P15）

（2）｢環境」との共創共生／地球温暖化防止への取り組み／
事業活動プロセスにおけるCO2削減貢献／物流部門に
おけるCO2削減（P98）

側面：総合

追加 EN30. 種類別の環境保護目的の総支出および投資 （1）環境会計（環境データブック2012 P14）

社会

労働慣行とディーセント・ワーク（公正な労働条件）

マネジメントアプローチに関する開示

（1）「従業員」との共創共生／基本的な考え方（P148）

（2）「従業員」との共創共生／職場環境の整備（P151）

（3）「従業員」との共創共生／人権尊重（P152）

（4）「従業員」との共創共生／ダイバーシティ雇用（P155）

労働慣行とディーセント・ワーク（公正な労働条件）のパフォーマンス指標

側面：雇用

中核 LA1. 雇用の種類、雇用契約および地域別の総労働力 （1）「従業員」との共創共生／ダイバーシティ雇用（P155）

中核 LA2. 従業員の総離職数および離職率の年齢、性別および地域による
内訳 該当する項目はありません

追加 LA3. 主要な業務ごとの、派遣社員またはアルバイト従業員には提供さ
れないが正社員には提供される福利

（1）「従業員」との共創共生／ダイバーシティ雇用（P155）

（2）「従業員」との共創共生／職場環境の整備（P151）

（3）「従業員」との共創共生／健康への配慮（P154）

GRIガイドライン対照表

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=4
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_01.pdf#page=8
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=7
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=5
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_03.pdf#page=1
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=10
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=16
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_likankyo_02.pdf#page=8
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/databook2012.pdf#page=15
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=2
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=5
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=5
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=8
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記載する情報・指標 項目

側面：雇用関係

中核 LA4. 団体交渉協定の対象となる従業員の割合 該当する項目はありません

中核 LA5. 労働協約に定められているかどうかも含め、著しい業務変更に関
する最低通知期間 該当する項目はありません

側面：労働安全衛生

追加 LA6. 労働安全衛生プログラムについての監視および助言を行う公式
の労使合同安全衛生委員会の対象となる総従業員の割合 該当する項目はありません

中核 LA7. 地域別の、障害、業務上疾病、損失日数、欠勤の割合及び業務上
の総死亡者数 該当する項目はありません

中核 LA8.
深刻な疾病に関して、労働者その家族またはコミュニティのメン
バーを支援するために設けられている、教育、研修、カウンセリン
グ、予防および危機管理プログラム

（1）「従業員」との共創共生／ダイバーシティ雇用（P155）

（2）「従業員」との共創共生／健康への配慮（P154）

中核 LA9. 労働組合との正式合意に盛り込まれている安全衛生のテーマ 該当する項目はありません

側面：研修および教育

中核 LA10. 従業員のカテゴリー別の、従業員当たり年間平均研修時間 該当する項目はありません

追加 LA11. 従業員の継続的な雇用適性を支え、キャリアの終了計画を支援す
る技能管理および生涯学習のためのプログラム

（1）「従業員」との共創共生／人財育成（P151）

（2）「従業員」との共創共生／実践報告ハイライト（P149）

追加 LA12. 定常的にパフォーマンスおよびキャリア開発のレビューを受けて
いる従業員の割合 （1）「従業員」との共創共生／人財育成（P151）

側面：多様性と機会均等

中核 LA13.
性別、年齢、マイノリティーグループおよびその他の多様性の指標
に従った、統治体（経営管理職）の構成およびカテゴリー別の従
業員の内訳

該当する項目はありません

中核 LA14. 従業員のカテゴリー別の、基本給与の男女比 該当する項目はありません

人権

マネジメントアプローチに関する開示

（1）「従業員」との共創共生／基本的な考え方（P148）

（2）「従業員」との共創共生／人権尊重（P152）

（3）大和ハウスグループ企業倫理綱領

人権パフォーマンス指標

側面：投資および調達の慣行

中核 HR1. 人権条項を含むあるいは人権についての適正審査を受けた、重
大な投資協定の割合とその総数 該当する項目はありません

中核 HR2. 人権に関する適正審査を受けた、主なサプライヤー（供給者）お
よび請負業者の割合ととられた措置 （1）「取引先」との共創共生／施工協力先との関係（P143）

追加 HR3. 研修を受けた従業員の割合を含め、業務に関連する人権的側面
に関わる方針および手順に関する従業員研修の時間 （1）「従業員」との共創共生／人権尊重（P152）

側面：無差別

中核 HR4. 差別事例の総件数ととられた措置 該当する項目はありません

GRIガイドライン対照表

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=9
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=8
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=5
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=2
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=5
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_lijyugyouin.pdf#page=6
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2012/2012_csr_detail_litorihikisaki.pdf#page=3
http://www.daiwahouse.co.jp/company/csr/index.html
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記載する情報・指標 項目

側面：結社の自由

中核 HR5.
結社の自由および団体交渉の権利行使が著しいリスクにさらさ
れるかもしれないと判断された業務と、児童労働の防止に貢献す
るための対策

該当する項目はありません

側面：児童労働

中核 HR6. 児童労働の事例に関して著しいリスクがあると判断された業務
と、児童労働の防止に貢献するための対策 （1）「従業員」との共創共生／人権尊重（P152）

側面：強制労働

中核 HR7. 強制労働の事例に関して著しいリスクがあると判断された業務
と、強制労働の防止に貢献するための対策 （1）「従業員」との共創共生／人権尊重（P152）

側面：保安慣行

追加 HR8. 業務に関連する人権の側面に関する組織の方針もしくは手順の
研修を受けた保安要員の割合 （1）「従業員」との共創共生／人権尊重（P152）

側面：先住民の権利

追加 HR9. 先住民の権利に関係する違反事例の総件数ととられた措置 該当する項目はありません

社会

マネジメントアプローチに関する開示
下記の社会側面を参照にして、マネジメントアプローチ項目に関
する簡潔な開示を提供する
・コミュニティ・不正行為・公共政策・非競争的な行動・コンプラ
イアンス（法規制遵守）

（1）大和ハウスグループ企業倫理綱領

（2）CSR経営の基盤／コーポレートガバナンスの推進（P39） 
  CSR経営の基盤／内部統制の推進（P40）

社会パフォーマンス指標

側面：コミュニティ

中核 SO1.
参入、事業展開および撤退を含む、コミュニティに対する事業の
影響を評価し、管理するためのプログラムと実務慣行の性質、適
用範囲および有効性

該当する項目はありません

側面：不正行為

中核 SO2. 不正行為に関するリスクの分析を行った事業単位の割合と総数 該当する項目はありません

中核 SO3. 組織の不正行為対策の方針および手順に関する研修を受けた従
業員の割合 （1）CSR経営の基盤／内部統制の推進（P40）

中核 SO4. 不正行為事例に対応してとられた措置 （2）CSR経営の基盤／コーポレートガバナンスの推進（P39）
  CSR経営の基盤／内部統制の推進（P40）

側面：公共政策

中核 SO5. 公共政策の位置づけおよび公共政策開発への参加およびロビー
活動 該当する項目はありません

追加 SO6. 政党、政治家および関連機関への国別の献金および現物での寄
付の総額 該当する項目はありません

側面：非競争的な行動

追加 SO7. 非競争的な行動、反トラストおよび独占的慣行に関する法的措置
の事例の総件数とその結果 該当する項目はありません

側面：遵守

中核 SO8. 法規制の違反に対する相当の罰金の金額および罰金以外の制裁
措置の件数 （1）CSR経営の基盤／内部統制の推進（P41）

GRIガイドライン対照表
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記載する情報・指標 項目

製品責任

マネジメントアプローチに関する開示

下記の製品責任の側面を参照にして、マネジメントアプローチ項
目に関する簡潔な開示を提供する
・顧客の健康と安全
・製品およびサービスのラベル表示
・マーケティング・コミュニケーション
・顧客のプライバシー・コンプライアンス（法規制遵守）

（1）CSR経営の基盤／内部統制の推進（P41）

（2）「社会」との共創共生／建物の安全と長寿命化に向けて
（P51）

（3）「社会」との共創共生／防犯に配慮した住まいと街づくり
（P53）

（4）「社会」との共創共生／少子高齢社会に向けた住まいと
施設づくり（P56）

（5）「社会」との共創共生／健康に配慮した住まいづくり
（P59）

（6）「お客さま」との共創共生／品質へのこだわり／品質保
証体制（P130）

製品責任のパフォーマンス指標

側面：顧客の安全衛生

中核 PR1.
製品およびサービスの安全衛生の影響について、改善のために評
価が行われているライフサイクルのステージ、ならびにそのような
手順の対象となる主要な製品およびサービスのカテゴリーの割合

（1）「お客さま」との共創共生／品質へのこだわり／品質保
証体制（P130）

追加 PR2. 製品およびサービスの安全衛生の影響に関する規制および自主
規範に対する違反の件数 該当する項目はありません

側面：製品およびサービスのラベリング

中核 PR3.
各種手順により必要とされている製品およびサービス情報の種
類とこのような情報要件の対象となる主要な製品およびサービ
スの割合

（1）「お客さま」との共創共生／品質へのこだわり／品質保
証体制（P130）

（2）CSR経営の基盤／コーポレートガバナンスの推進／広
告販促物作成に関する社内自主規制について（P41）

追加 PR4. 製品およびサービスの情報ならびにラベリングに関する規制およ
び自主規範に対する違反の件数を結果別に記載 該当する項目はありません

追加 PR5. 顧客満足度を図る調査結果を含む、顧客満足に関する実務慣行

（1）「お客さま」との共創共生／CS理念、CS委員会（P129）

（2）CSR経営の基盤／自己評価指標（P31）

（3）CSR経営の基盤／CSR自己評価指標（旧6指標）（P36）

側面：マーケティング・コミュニケーション

中核 PR6.
顧客満足度を図る調査結果を含むマーケティング・コミュニケー
ションに関する法律、基準および自主規範の遵守のためのプログ
ラム

（1）「お客さま」との共創共生／CS理念、CS委員会（P129）

（2）CSR経営の基盤／自己評価指標（P31）

（3）CSR経営の基盤／CSR自己評価指標（旧6指標）（P36）

追加 PR7. 広告、宣伝および支援行為を含むマーケティング・コミュニケーショ
ンに関する規制および自主規範に対する違反の件数を結果別に記載 （1）CSR経営の基盤／コーポレートガバナンスの推進（P41）

側面：顧客のプライバシー

追加 PR8. 顧客のプライバシー侵害および顧客データの紛失に関する正当
な根拠のあるクレームの総件数 該当する項目はありません

側面：遵守

中核 PR9. 製品およびサービスの提供および使用に関する法規の違反に対
する相当の罰金の金額 該当する項目はありません

GRIガイドライン対照表
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